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序章 アジア諸国の多様性と経済統合 
 戦後の日本から始まったアジア諸国・地域の経済発展の巨大な波は、70 年代後半のアジ
ア NIES1に続いて、ASEAN2に波及し、その上 78 年から「改革開放」した中国を巻き込み、
さらに 91 年の「新経済政策」のインドまで及び始めている。特に 70 年代以降 97 年のアジ
ア金融危機までの高い経済成長率の達成や、石油ショックなどからの迅速な回復、相対的
に安定した成長を維持してきた時代には「東アジアの奇跡」と言われるようになった。世
界銀行は 1993 年の『東アジアの奇跡』では、東アジアの経済発展の要因に関する機能的ア
プローチを示し、政府の役割を高く評価した。マクロ経済の安定、人的資本への投資、対
外市場への開放、外国技術の導入、価格メカニズムの歪みの除去などの政策とともに、輸
出振興の意義、低金利政策、政策金融の意義も認められている。1997 年に一部のアジアの
国々はアジア金融危機の打撃を受け、大きな苦難を経験したが、痛みを伴う深部に渡る改
革を行い、危機からの回復は速やかであった。21 世紀に入り、これらの国々に中国やイン
ドを加え、目覚ましい発展を遂げている。2008 年の世界各国の GDP のランキングを見る
と、日本が 2 位、中国が 3 位、インドは 12 位、韓国が 15 位、インドネシアが 19 位、台湾
が 25 位、タイが 30 位、マレーシアが 33 位、香港 35 位、シンガポール 38 位、フィリピ
ンが 39 位となり、アジア諸国の経済発展の豊かさを示している。このことはアジア主要国
の経済成長率でも確認できる。図 1 は、1990～2008 年のアジア主要国の実質 GDP 成長率
をプロットしたものである。1990 年以降中国の経済成長率は平均 10％程度の高い成長率を
記録し、その他アジア主要国も平均で 5％以上の高い経済成長率である。1997、1998 年に
アジア金融危機の打撃を受けて、中国、インド、台湾の他の国々の経済成長率がマイナス
を記録しているが、速やかに回復し、高い経済成長率を挙げている。2001 年の ASEAN 諸
国の経済成長率の低下は中国の WTO に加盟したことの影響を受けた結果であると考えら
れている。 
図 1 アジア主要国の実質 GDP 成長率 
 
  出所：アジア経済動向各年版より筆者作成。 
                                                   
1 新興工業国の略。ここでは韓国、台湾、香港、シンガポールのことを指す。 
2 ASEAN はタイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンなどの東南アジアの諸国連合の国々を指す。 
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更に、IMF の予測によると、アジアの国内総生産(GDP)は、2030 年までに、先進 7 カ国
グループ(G7)を上回る可能性があり、20 年後に世界最大の経済圏へと発展すると考えられ
ている。このように、アジア地域は国際的立場を一段と高めている。特に、2008 年の金融
危機により、世界経済環境が厳しくなり、景気減速したが、アジア経済は域内の回復が好
転していることにより、世界経済を牽引する地域として期待されている。 
アジア諸国の経済発展に伴い、域内経済関係も緊密化している。アジア域内の貿易量は
過去 10 年に渡って順調に増加し続けている。アジア域内貿易は 1999 年の 6330 億ドルか
ら 2006 年の 1 兆 6400 億ドルの約 2.6 倍に増加した。この 10 年の間では世界の貿易量は 5
兆 4690 億ドルから 11 兆 5150 億ドルに増加し、約 2.1 倍に増加していることから、アジア
の域内貿易量は世界の貿易の伸びを上回り、増加し続けていることがわかる。更に、世界
貿易に占めるアジア域内貿易のシェアは 11.2％から 14.2％までに至った。アジア諸国の域
内貿易のシェアを NAFTA と EU と比べてみても、その拡大が急速に進んでいることが読
み取れる。1999―2006 年にアジアの域内貿易シェアは輸出で 44％から 48.7％へ上昇し、
輸入で 56％から 57.7％へ上昇している。これに対し、NAFTA と EU の域内貿易の比率は
輸出、輸入共に低下の姿を見せ、アジア地域のような高い成長率は見られない。このよう
にアジア地域の貿易は他の地域と比べてより高い域内貿易の成長性を示し、急速に上昇し
ている。 
 こうしたアジア諸国の高度な経済成長をめぐって、様々な研究が行われた。新古典派の
バラッサ(Balassa,1982)は、東アジアの持続的な経済成長は、市場原理が有効に働いた実例
であり、高い関税率、輸入規制などの市場機能を阻害する制度を撤廃した効果が大きいと
した。アムスデンやヴェイド(Amsden ,1989;Wade,1990)は、東アジアの経済成長は政府に
よる市場介入、公共政策の効果であり、政府が市場を正しく歪めた結果であるとした。青
木(1997)などの新制度派の研究者は、官僚組織、金融システム、イノベーション・システム
などの多様な具体的な制度が、東アジアの経済成長をもたらしたと主張している。そして、
アジアの工業化について貿易の側面から、そのダイナミズムを解明した議論で有名なのは、
赤松(1972)の雁行形態論や末廣(2000)のキャッチアップ型工業化である。雁行形態論は、先
進国から後発国への「産業の段階的移転」を動態的に辿る理論である。それによれば、図 2
に示したように、東アジア各国は、(1)特定の産業を輸入→輸入代替→輸出成長→後発国か
ら逆輸入というライフサイクルを描きつつ発展させ、(2)このプロセスを労働集約型→資本
集約型→知識技術集約型へと順次繰り返し産業構造を高度化させていく、そして(3)この二
つの過程が海外直接投資(FDI)を媒介に日本→NIEs→ASEAN→中国へと漸次模倣される
ことで、域内には比較優位に基づいた重層的かつ相互補完的な生産・貿易構造が成立する
とされる。 
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図 2 段階的産業移転(雁行形態論) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       
          出所：阿部・石戸(2008、56 ページ)。 
末廣(2000)のキャッチアップ型工業化論は後発工業国の工業化のパターンを解明した研
究であり、その特徴は二つある。第一には、後発であるがゆえに、先発工業国が既に開発・
使用している様々の技術や知識の体系を利用できる優位性を持つという点である。後発国
は必要な技術や知識を先発工業国から導入することによって、この時間と資金を節約する
ことが可能となる。従って、後発国の政府や企業は、輸入技術や海外の制度をスムーズに
導入し、定着させ、改良していくことに顕著な特徴が現れる。第二には、後発であるがゆ
えに、工業製品はその大半を輸入からはじめなければならないという点である。輸入に必
要な外貨は、当面は自国が保有する天然資源か農水産物の輸出から賄う。この輸入を減ら
すために、労働集約的な技術集積度の低い産業から順次、輸入代替・国内生産を開始する。
その結果、一つの産業は輸入→国内生産→輸出(もしくは海外生産)→再輸入というサイク
ルを描く。同時に、輸入代替と輸出振興を軸とする貿易政策と保護・育成を目的とする産
業政策が重要になる。その結果、政府による様々な規制(貿易、関税、投資)や輸出主導の
工業化、外国資本と結びついた輸出産業の育成など一連の政策体系が、「キャッチアップ型
工業化」のもう一つの特徴として現れるのである。つまり、キャッチアップ型工業化論は
ヴァーノンの PLC 理論と雁行形態論を統合させた研究といえる。 
 そして近年におけるアジア貿易パターンの研究中心は比較優位に基づく産業間貿易から
産業内貿易3の研究に移りつつある。平塚(2006)、深尾・石戸・伊藤(2002)、木村(2006)な
どがそれである。平塚(2006)は、東アジアの域内貿易が急速に上昇した点に注目し、輸送費
用の低下と規模の経済・収穫逓増の力により、垂直的生産ネットワークが形成され、この
結果、東アジア貿易の重心が、伝統的な貿易理論が説明する比較優位論や要素賦存状況の
違いを反映した産業間貿易から、輸送費や規模の経済が影響を与える域内の産業内貿易へ
                                                   
3 産業内貿易に関して関心を寄せるようになったのはごく最近のことである。実証研究では、グルーベル
(Grubel )=ロイド(Lloyd)(1975)の研究によって先進国間の産業内貿易の実態を明らかにした。  
時間 
比較優位 
電子 自動車 鉄鋼 繊維 
日本 
NIES 
ASEAN 
中国 
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と変化していることを明らかにした。深尾・石戸・伊藤(2002)では、東アジアの貿易パター
ンを一方的貿易(産業間貿易)、垂直的産業内貿易、水平的産業内貿易と 3 種類に分類し、実
証分析を行い、東アジアでは、垂直的産業内貿易が拡大しており、特に電気機械産業にお
いて垂直的産業内貿易の進展が顕著であったことを明らかにした。木村(2006)は、東アジア
においては、フラグメンテーション4と呼ばれる国際工程間分業が進展している。歴史的経
路依存性から、固有の立地優位性により分散立地されている製造拠点は、それら生産立地
をつなげるサービス・リンクの発達により、有機的につながり垂直的生産ネットワークを
形成している。そして、フラグメンテーション、すなわち「分断化」の発達5によって、産
業内貿易が発達し、同一産業において中間投入が行われる空間リンケージが発生している
と指摘している。 
しかし、このようなアジア諸国の経済発展、域内貿易の拡大、そして貿易上における「実
質的な統合」にも関わらず、アジア経済統合の動きが遅れてきたことは事実である。  
2002 年時点でアジア各国が締結した FTA は 9 月時点で 4 件のみであったことは驚きに値
するものであった。アジア経済統合を阻害したものはアジア諸国の多様性と政治経済的要
因であったのかもしれない。政府間の交渉や研究が具体化したのは 99 年であり、シンガポ
ールが積極的なイニシアチブをとったことは、経済統合を望む人たちにとっては記念すべ
き年であろう。その後、アジア諸国間の FTA の取り組みは急速に進展し、二国間・地域間
の自由貿易協定または経済連携協定は著しく増加しており、1992 年に形成された AFTA
（ASEAN 自由貿易地域）を始め、1997 年のアジア金融危機後から、FTA の交渉と協定の
件数が急速に増えている。表 1 で示しているように、2007 年時点での既に発効された自由
貿易協定がアジア地域で 16 件あり、今後数年内で発効が予定している交渉中のものは数十
件にのぼる。そして経済統合の進展にともなう貿易や投資機会の増大は、アジア全体の経
済成長をさらに加速させるものと期待されている。 
表 1 アジア域内における EPA/FTA に向けた取り込みの状況(2007) 
2007 年 日本 韓国 中国 フィリ 
ピン 
インド 
ネシア 
マレー 
シア 
タイ シンガポ
ール 
インド 
日本  ☐ △ ◎ ◯ ◎ ◎ ◎ ☐ 
韓国 ☐  △ ◎ ◎ ◎ ☐ ◎ ☐ 
中国 △ △  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ 
フィリピン ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
インドネシア ◯ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ 
マレーシア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ 
タイ ◎ ☐ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ 
シンガポール ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ 
インド ☐ ☐ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  
 出所：経済産業省「通称白書 2007、102 ページ」より筆者微調整。◎：署名・(一部)発行、◯：大筋合
意・妥結、☐：交渉中、△：政府参加の共同研究又は協議を実施中。 
                                                   
4 フラグメンテーションのアイデアは、元来一か所で行われていた生産活動を複数の生産ブロックに分解
し、それぞれの活動に適した立地条件のところに分散立地させることである。 
5 複雑系の視点(塩沢、1997)では、「自己組織化」とも表現される。 
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 本論は、このようなアジア諸国の急速な経済発展、貿易拡大と経済統合、そして現行の
諸研究を背景にして、生物・生態学における「多様性」6、「自己組織化」7、「共進化」8な
どによる進化のメカニズムを本格的に国際貿易研究へ応用した試みである。生物・生態学
に関していえば、アジア地域は生物多様性の宝庫でもある。現在でもシベリアから中国、
東南アジア、東オーストラリア、ニュージーランドにかけて赤道を挟んで森林地帯が続い
ている。このような南北につながるグリーンベルトは世界の中でアジアだけに存在し、他
の地域では砂漠などによって分断されている。このような生物多様性が結果として生物の
共進化を促進するものである。このような生物・生態学における多様性の概念と共進化を
国際貿易研究に応用し、アジア諸国の多様性がアジア経済発展には有益であることを主張
する。進化経済学では多様性に関する論点が数多く見られる。経済学の父であるアダム・
スミスが「技能の相違(多様性)は分業の原因ではなく、結果である」と考えた一方で、バベ
ッジは逆に「多様性は分業の源泉であり、結果ではない」と主張した。ヴェブレンは「多
様性が最初に存在し、その後に環境の秩序化活動(自然選択)が続くのである」と考えた。そ
してハイエクは「進化過程が多様性と複雑性を生み出す」と認識している。さらに、近年
の研究では、多様性のことを正しく評価した研究として 2 つを挙げることができる。それ
が、空間経済学と複雑系の研究である。 
 藤田(2000)によれば、空間経済学での研究成果に共通する一般的考え方は、財(及びサー
ビス)の生産における規模の経済、財の輸送費、及び財や人間の「多様性」、詳しくは、(1)
諸費財の多様性、(2)中間財の多様性、(3)人間の多様性、これらの相互作用により集積力が
生まれるということである。図 3 は、「消費財」の多様性を通じて企業と消費者が都市へ集
積するメカニズムを模式的に示したものである。ある都市において、多様な消費財・サー
ビスの供給がされている場合、消費財に対する嗜好性に基づき、当該都市では所与の名目
賃金に対して労働者(＝消費者)の実質賃金(＝効用)が増加する。これを好感して、より多く
の労働者がその都市へ移住することになり、結果、この都市での消費財需要はさらに増大
する。需要の増大は、さらに多様な消費財・サービスを生産・供給する企業を都市にひき
つけ立地を促し、循環して当該都市ではさらに多様な財・サービスが入手できるようにな
る。より多様な財・サービスの供給が、労働者の実質所得を増大させ、彼等をその都市に
引きつける効果を「前方連関効果」、より大きな市場がより多くの特化した財・サービスの
供給者である企業を引きつける効果を「後方連関効果」と言い、労働者と企業が集積する
                                                   
6 多様性：もとは一つの細胞から出発したといわれる生物が進化し、今日では様々な姿・形、生活様式を
みせている。このような生物の間にみられる変異性を総合的に指す概念であり、現在の生物がみせる空間
的な広がりや変化のみならず、生命の進化・絶滅という時間軸上のダイナミックな変化を包含する幅広い
概念。 
7自己組織化（Self Organization）:生物のように他からの制御なしに自分自身で組織や構造を作り出す性
質のことである。自ら一定の秩序を形成し、変容を継続しながら創発的に秩序を形成するプロセスを総称
した概念である。 
8共進化（Co-evolution）：共進化とは、一つの生物学的要因の変化が引き金となって別のそれに関連する
生物学的要因が変化することと定義されている。 
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ポジティブ・フィードバック・メカニズムによって、都市への集積が助長されるのである。
同じようなポジティブ・フィードバック・メカニズムは、企業サービスを含む「中間財」
の多様性に基づく、中間財生産者とこれを用いる最終財生産者の集積形成メカニズムにつ
いても当てはまる。そしてこのような集積力の形成と人間の多様性との不可分性が前提さ
れている。 
図 3 財・サービスの多様性に基づく集積形成メカニズム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     出所：西村(2000、97 ページ)。 
 複雑系の多様性の関する議論は、カウフマン(1995)において論じられている。彼の理論に
よれば、多様性から多様性を生み出す。したがって、多様性は成長を生む手助けをする。
長い時間をかけて、新しい商品とサービスが作られ、古い商品とサービスはそれに取って
代わられる。技術における新種の発生と絶滅現象が起こる。技術の網目が広がっているの
で、ある商品やサービスの絶滅や雪崩を引き起こし、それが拡大していく事もありうる。
その雪崩により、他の商品やサービスはもはや存在意義を失い、視界から消え去ってしま
う。それぞれの商品やサービスは一時的にのみ人気を博し、その存在を誇示する。こうし
て技術社会が展開していく。経済における商品とサービスは進化するだけではなく共進化
も行う。存在する商品とサービスは、すでに存在している別の商品やサービスから見た基
準で、存在意義を持たなければならないからである。図 4 は多様性による進化のイメージ
であり、再利用可能な資源の多様性として毎年現れる商品やサービスの多様性の度合いを
示しており、文法の多様性は相補性と代用品の多様性を示している。再利用可能な資源や
文法ルールの複雑さが増すと、系は図の境界線を超えて多様な製品であふれかえることを
意味している。線の上は「カオスの縁」であり、複雑適応系は、カオスの縁付近の秩序状
態内のどこかある場所に向かって進化する。 
 
 
 
 
 
その都市へのより多くの
消費者(＝労働者)の集積 
実質所得(＝効用)の上昇 
その都市におけるより多
様な消費財の供給 
その都市へのより多くの
特化した企業の立地 
規模の経済の下
での需要効果 
多様性への嗜好のも
とで実質所得効果 
後方連
関効果 
前方連
関効果 
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図 4 多様生による進化 
 
 
 
 
 
 
   
 
            出所：スチュアート･カウフマン（1995、547 ページ）。 
 このような多様性に関する経済理論と生物・生態学における多様性の応用からアジア貿
易と経済統合の効果を分析するのが本論文の目的である。とりわけ、多様性を中心とする
アジア貿易の実証分析である。実際、アジア諸国は経済面においても多様性が十分窺える。
アジア各国における所得格差、技術格差、労働力の違い、消費習慣、製品差別化などがそ
の多様性の正体であり、その違いが今までの経済発展を支えていたのではないのだろうか。
そして、進化経済学にしても、複雑系の経済学にしても、多様性というものの重要性が十
分認識されているにも関わらず、実証分析面で多様性に焦点を当てた分析が少ないこと、
近年におけるアジア産業内貿易の研究では、多様性が産業内貿易拡大の重要な要因である
が、アジア地域に焦点を当てた多様性と貿易の関係を示した実証研究が十分なされていな
いことが本研究の問題意識となっている。 
 具体的な実証分析の方法は 2 つある。1 つ目は GTAP モデルのシミュレーション分析に
よるアジア経済統合の効果分析にアジア諸国間に存在している技術的差異(多様性)を考え、
経済統合による関税撤廃かつ技術移転の効果を含めた効果を分析し、単なる関税撤廃の経
済統合との結果を比較し、技術多様性に基づいた技術移転効果がより望ましい状態である
ことを論証する。2 つ目は生物・生態学における種の豊富さ9と種組成の均等さ10の両方を含
んだ尺度である多様性指数をアジア諸国に関する貿易分析に応用し、アジア諸国の輸出と
多様性の関係を吟味する。数理生物学（主要な研究としてたとえば宮下、野田（2005））に
おけるこのような多様度指数(diversity index)は、これまで数多く考案されているが、ここ
では、比較的よく使われる Shannon-Wiener の 'H 指数11を用いることにした。そして、実
際の貿易データを基づいて、パネルデータを作り、「多様性」と貿易の関係を明らかにする。 
 本論文は 6 章から構成されている。各章の内容を以下に記しておこう。 
                                                   
9 「種の豊富さ」とは、ある地域や生息地に含まれる種数のことを言う。 
10 「種組成の均等さ」とは、種当たりの個体数が均等することを言う。 
11 Shannon-Wiener 指数 'H は、以下の式で表される。 


s
i
ii ppH
1
' ln 、ここで S は群集中の種数、 ip は
群集中の全種の個体数のうちで種 iが占める割合(相対優占度)である。 
文
法
の
多
様
性 
再利用可能な資源の多様性 
超臨界 
8 
 
 第 1 章は「多様性、自己組織化の経済理論に関する考察」である。本章は、「多様性」、「自
己組織化」に関する経済理論、つまり、進化12的考えを持つ経済理論を簡単にまとめたもの
である。ここでは、経済システムは「自己組織化する」経済システムであり、技術の進化
は、生物が生まれる前の化学進化や、適応的な共進化と同じような法則によって支配され
ていて、「急速な経済成長は、商品やサービスの多様性が閾値を超えた時に始まる」とい
う複雑系の研究、そして、経済学に人間の命を取り戻すと言う考えを持つ進化経済学、制
度経済学などにおいても考察を行う。その上で、進化経済学において非常に重要と思われ
るマーシャル、ヴェブレン、シュンペーター、ハイエクなどの理論をついて簡単なまとめ
をおこなう。哲学的にも、議論の根拠として「システム哲学」の考え、その概念、対象、
認識論、存在論について詳しく検討する。最後に、複雑系の研究者たちの経済学への考え
とそれらの研究が経済学にどのような示唆を与えているのかを示し、本章の帰結とする。 
 
第 2 章は「経済統合の実態と GTAP による経済統合の効果分析」である。本章は世界経
済統合の実態から始まり、アジア地域の経済統合の動きを概観した上で、Viner, Johnson
の経済統合の静態効果の理論である貿易創出効果、貿易転換効果の理論、そして、自由貿
易協定のドミノ効果と経済統合の動態効果である生産性上昇効果と資本蓄積効果を理論的
に概観する。その上で、実証分析のモデルである GTAPモデルの構成を簡単に紹介し、GTAP
モデルを用いて、アジア経済統合の効果分析を行う。その際、経済統合の分類として、「日・
中 FTA」、「日・韓 FTA」、「中・韓 FTA」、「日・中・韓 FTA」、「日・ASEAN FTA」、「中・
ASEAN FTA」、「韓・ASEAN FTA」、「ASEAN＋3FTA」、「ASEAN＋6」の 9 種類に分
類し、関税撤廃による経済的効果をシミュレーションする。以上の分析の後にインドを入
れた経済統合の効果として、「ASEAN＋3＋インド FTA」の効果をシミュレーションする。
同種類の分類で、アジア諸国の技術的多様性を考えに入れ、FTA による関税撤廃と技術移
転効果についてシミュレーション分析し、単純な関税撤廃の FTA の経済効果との比較分析
を行い、アジア諸国間の技術移転を考慮した経済統合が単純な関税撤廃による経済統合よ
り有益であるという結論を示している。 
 
第 3 章は「アジア諸国の多様性」である。本章では、アジア経済の多様性を概観してみ
る。本章の始まりは、本研究が深く関わる生物・生態学における多様性である。生物学に
おける多様性、その分類、進化、空間的構造、相互作用について詳しく概観した上で、ア
ジア諸国の多様性の核心に入る。アジア諸国には経済面で様々の多様性が存在しているが、
ここでは、アジア諸国における所得の多様性、産業構造の多様性、貿易構造の多様性、制
度の多様性、技術構造の多様性に関して分類し、分析を行う。アジアの所得の多様性は言
                                                   
12  ハーバード・スペンサーは、“evolution”という言葉に「前進的進化」と言う意味を与えて、「曖昧で
まとまりのない同質から、はっきりとしたまとまりのある異質への変化で耐えざる分化と統合を経る」よ
うな現象を“evolution”と定義した。スペンサーにとって進化は多様化とほぼ同義である。 
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うまでもないが、産業構造、貿易構造の多様性についても、アジア国際産業連関表を用い
て、具体的にアジア諸国間ではどのような相違が存在しているかを示す。制度の多様性の
部分では、ホールとソスキスの「比較制度優位」の考えに基づき、日本、中国、韓国、シ
ンガポールの制度的多様性の実態を見る。技術構造の多様性では、アジア国際産業連関表
の技術係数を用いて、アジア諸国の技術構造の多様性を評価する。最後にハーフィンダー
ル指数を用いて、アジア諸国の輸出面の多様性を分析し、まとめをおこなう。 
 
 第 4 章は「アジア諸国における相互貿易の緊密化の実態」である。本章は、アジア諸国
の経済関係、貿易関係の緊密化の実態を見た部分である。具体的には、アジア国際産業連
関表に基づき、アジア諸国の産業構造と雁行発展状態を分析し、さらに、アジア諸国にお
ける実際の産業構造の実態、各産業における雁行形態について産業別に分析する。その上
で、ITI 財別国際貿易マトリックスを用いて、アジア諸国の域内貿易の拡大の実態を概観し、
産業別の貿易結合度を計算し、アジア諸国の貿易関係の緊密化を実証する。以上の分析結
果をもとにアジア諸国の産業別貿易特化指数を計算し、アジア諸国の輸出・輸入面ではど
のように特化しているかを見て、アジア諸国の貿易パターンを析出する。さらに、アジア
諸国の貿易における比較優位指数を産業別に計算し、比較優位の視点から、アジア諸国間
での産業間貿易の実態、変化を指摘する。アジア諸国間の産業間貿易の分析に続き、近年
におけるアジア諸国間の産業内貿易の拡大を考え、アジア諸国の産業別グルーベル=ロイド
指数（GL 指数）を計算し、近年におけるアジア産業内貿易の実態と変化を分析する。最後
に、アジア諸国間の実態の貿易パターンを簡単にまとめ、これらの貿易がアジア諸国の多
様性に基づくものであることを指摘する。 
 
 第 5 章は「パネルデータによるアジア諸国の輸出と多様性の実証分析」である。本章で
は、アジア諸国間の貿易データに基づいて、多様性と貿易の実証分析を行う。実証分析に
用いる貿易データは 2 つあり、1 つはアジア国際産業連関表、もう 1 つは ITI 財別国際貿易
マトリックスである。本章では、まず、生物・生態学における多様度指数を国際貿易分析
に応用し、アジア諸国の輸出多様度指数の計算し、アジア諸国の輸出多様度指数の変化を
比較する。その上で、産業別に輸出と多様度指数のパネルデータをつくり、グラビティモ
デルを用いて、輸出と多様性の関係を示す。そして、近年における輸送費用の低下を考慮
に入れ、一種の市場ポテンシャルであるアクセシビリティ指数を定義し、アジア諸国のア
クセシビリティ指数を測定する。測定したアクセシビリティ指数を国別に比較し、同じく
グラビティモデルを用いて、アクセシビリティ指数と輸出の関係を分析する。その上に、
製造業において、非常に重要と考えられる規模の経済と直接投資についても同じく、グラ
ビティモデルで、産業別に規模と輸出、直接投資と輸出の関係を検証する。最後に、輸出、
多様度指数、アクセシビリティ指数、直接投資、規模の経済性の相互作用モデルを設定し、
パネルデータによる相互関係を分析する。 
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第 6 章は「多様性と経済統合：政治経済学的な考察」である。本章では、具体的なアジ
ア FTA の拡大、アジア諸国における産業保護主義、アジア諸国の FTA 戦略から、アジア
諸国の多様性が貿易面で望ましい状態にあると言えるが、政治経済学の考えでは、決して
よいとは言えないことを示す。アジア諸国の所得の多様性、産業構造の多様性、制度多様
性、技術多様性がアジアの経済統合の事実上の阻害要因になっているようである。各国が
それぞれの弱い産業を保護するために、関税を高く設定したり、非関税障壁を制定したり
することが具体的な阻害要因といえる。経済統合がすぐれた政治的プロセスであることは
否定できないが、参加国間の多様な利害を調整することは不可欠である。アジア地域の経
済統合の現状を見ると、ASEAN を中心に放射状に周辺の国、中国、韓国や日本などに広が
っている。つまり、ASEAN がアジア経済統合のハブのような機能を果たしている。日中、
中韓、韓日、いずれ FTA も未だ締結されておらず、FTA の締結が遅れていることは現実で
あり、日本の農産品をはじめとして、お互いの弱い産業に対する急激な自由化は避けたい
と考えているからである。そして、アジアの FTA の内容的な特色は、関税の引き下げが中
心である。関税の撤廃の水準をみると、ASEAN とインド、ASEAN と中国の FTA は、貿
易品目の 90％以上であり、企業の期待も大きい。ただ農産物や繊維、自動車・自動車部品、
一部の家電製品が関税撤廃の例外だったり、引き下げ幅が低く抑えられたりしている点は
無視できない。このように、アジア諸国間の FTA 締結は拡大しつつあるが、残された課題
も多い。特に、日本、中国、韓国にとっては巨大な難題を抱えていると言える。そして、
アジア諸国の多様な政策的反応などの政治経済的視点からも「多様性」がアジアの経済統
合プロセスにおいて観察されることを示している。 
 
 最後の「終章」では、本研究の中心的な議論であるアジア諸国の多様性が経済発展、そ
して近年における経済統合の動きにどのような影響を与えているのかついて、本論の主な
議論を総括した上で、アジア経済統合の展望と今後の課題を取り上げ、結論とする。そも
そもアジア諸国には、所得多様性、制度多様性、産業構造の多様性、技術多様性などの様々
な多様性が存在し、それがアジア経済統合にとって障害であると考えられていた。例えば、
中国、ASEAN 諸国、インドにおける産業保護政策からもアジア諸国における産業構造の多
様性が貿易自由化の障害であったことの根拠になると考えられるからである。しかし、近
年におけるアジア地域内の実質的な経済統合の歩みと急速な地域内 FTA 締結の拡大がアジ
ア諸国の多様性が少なくとも貿易面では経済統合を促進しているように思われ、このよう
な考えに加えて、複雑系研究のよる多様性重視の視点、生物・生態学における多様性の進
化に与える影響を受けて、多様性という視点からアジア諸国間の貿易、経済統合に関して
再び考察、解釈したのが本論文である。 
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第1章 「多様性」、「自己組織化」の経済理論に関する考察 
「多様性による経済発展」の研究とは、生物学における「多様性」「自己組織化」「自己
淘汰」「共進化」などの概念を用いて、多様性が技術共進化を引き起こし、多様性が経済
発展の手助けになるという論点を、経済学的に分析することである。この場合、経済シス
テムは「自己組織化する」経済システムであり、技術の進化は、生物が生まれる前の化学
進化や、適応的な共進化と同じような法則によって支配されていて、「急速な経済成長は、
商品やサービスの多様性が閾値を超えた時に始まる」という理論背景から論じることであ
る。このような考えが盛んになったのは 20世紀 90年代の複雑系の研究以降のことである。
1990 年代において、それ自体が創発的爆発といえるような「複雑系」の科学の飛躍的発展
が見られた。複雑系とは、系の構成要素である部分部分の性質の和のみでは、全系の性質
が記述できないものをいう。生物個体を例にとると、構成要素である炭素や窒素や酸素な
どを正確な割合で混ぜ合わせても、生命は生じない。要素が「多数」集まることによって、
それまでは存在しなかった性質が現れ出る。この現象を「創発」と言う。言い換えれば、
各要素にはない性質や秩序が自発的に生まれ出ることに相当し、「自己組織化」と表現で
きる。複雑系には、生命体から、進化の仕組み、気象現象、経済システム、国際政治まで、
非常に幅広い系が含まれている。そして、「複雑系」経済学の研究とは、自立分散的自己
組織化として市場経済を研究し、経済学に人間の命を入れようとした考えである。ところ
が、経済学に人間の命を取り戻すという考えは「複雑系」だけの考え方ではない。進化経
済学、制度経済学などにおいても、このような考え、あるいは似たような考えが存在し、
様々な場面で議論されてきた。本章では、「多様性」、「自己組織化」の概念を念頭に置
き、まず第一節において哲学的な根拠として「システム哲学」の考え、その概念、対象、
認識論、存在論について詳しくみる。そして第二節においては、経済理論として、進化あ
るいは変化に焦点を置いた進化経済学の体系を広義の意味での分類、狭い意味での分類に
分けて概観する。そして進化経済学において非常に重要と思われるマーシャル、ヴェブレ
ン、シュンペーター、ハイエクなどの理論をついて簡単なまとめをする。第三節において
は、90 年代の複雑系の研究について考察する。ここで経済学の学者ではないが、複雑系の
研究に重要と思われる三人の理論、つまり、物理学学者であるプリゴジンとハーケン、生
物学学者であるカウフマンの理論を体系的に考察する。そして、複雑系の経済学の研究と
して、収穫逓増に関する研究、クルーグマンの自己組織化の経済学について概観を行う。
第四節では生物学と物理学の研究者たちの経済学への考えとそれらの研究が経済学にどの
ような影響を与えているのかを示し、第一章の帰結とする。 
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第一節 「システム哲学」の考え方 
1.  概念 
 システム哲学（Systems Philosophy）は、現代システム2理論に内包されているシステム
科学とシステム工学･技術の二つの分野に加えて、哲学的分野として価値論、認識論、存在 
 論、形而上学などを専ら研究する分野として発展してきたものである。 
① システム科学は、ある対象をまず、最初に私的に決めて、その時代の最高の技術、
技法を用いて仔細に分け、その結果から新たな知、知的情報を取り出して、公的に
システマティック（機械論的）に一般化し、それを公表して検証に耐えるものを作
り上げる方法を取るアプローチである。 
② システム工学･技術は、ある種の目的を私的に決めて、その目的を実現していくた
めに、より合理的かつ効率的にコントロール（制御）された道具、機械、人工物を
工学化し、それらを生産して公的な場に供給していく工学、技術、しかもその工学
や技術がエネルギー連結よりも情報連結によって、よりシステマティックに稼動で
きるようにするアプローチである。 
③ システム哲学は、解ける対象を解けるようにしか解かないシステム科学を異なって、
解けない対象とそれを含む世界全体に対しても、私的に、思弁的に、かつ理性的に
解こうとする哲学の立場を受け継ぎつつ、システム科学やシステム工学･技術に批
判、評価、意味付け、価値、規範などを公表して伝え、システミック（システム理
論的）に自然、人間、社会、世界、秩序、本性などを研究し解釈を加えていくアプ
ローチである。システム哲学は相互作用、相互依存、相互自律、相互存在、相互進
化を組み入れ、地球の上で共に尊敬し合いながら学んでいく哲学である。システム
哲学は、過程重視、創造･創発重視、相互進化重視、共存重視、全体性重視の哲学
である。 
2. システム哲学の対象 
 E･ラズローは、システム哲学の研究対象を特定化するに際して、知的伝統の尊重と経験
諸科学の研究成果を十分に考慮し、地球上に存在している自然的実態としての具体的シス
テム、例えば素粒子群、原子、分子、結晶体、ウィルス、有機体、生態系、社会、諸制度、
国家などから、更に心的現象までもある統一的な理論から再概念化可能と見なし、それら
の一般理論（いろいろな具体的システムの一般理論）を求めたのである。その結果が、自
然システム（Natural Systems）と認識システム（Cognitive Systems）の二つの認識であ
る。 
 自然システムの研究は、具体的システムである素粒子群、原子、分子、有機体、生態系、
社会、国家などの物質やエネルギー、すなわち物理的出来事を処理するシステムの一般理
論を、認識システムは、具体的にシステムの心的現象（知覚、感覚、感情、性向、意志、
                                                   
2 システム本来の意味は、「一緒にまとまってある」ということであり、現代的な意味では、それは各部分
が相互作用し、相互依存し、相互自立し、相互存在し、相互進化し合っている全体である。 
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思考、記憶、想像、意識、経験など）の情報的側面、すなわち心的出来事を処理するシス
テムの一般理論を研究する。E･ラズローは、これら二つのシステムに共通なシステム的不
変性と構造的同型性に着目し、一つのシステム―サイバネティックス･モデルをデザインし
た。このモデルによれば、自然システムN は、 ),,,( fN  、また認識システムQは、
),,,( fQ  と定式される。ここで両システムを定める は、システムの状態特性を
表す。それは、より具体的にはシステムの「全体、秩序、非還元性」を意味し、両システ
ムにとって不変である。 は「ファースト･サイバネティックス」で適応的自己安定性を意
味し、 は、「セカンド･サイバネティックス」の適応的自己組織性のことを言う。最後に
は、システムの「重箱型階層性」を意味している。従って、 
),,,( fN   
),,,( fQ   
QN   
を求め、両システムは構造的に同型であるとする。この関数式で理解されるように、各変
数は離散で無関係でなく一つのシステムの中で連合形式をとっている。自然的諸実体はす
べてこれらの四つの変数を持っているということである。 
3. システム哲学の認識論の基礎 
 システム哲学の基本的な認識モデルを構造論的につかむならば、システム―サイバネテ
ィックス･モデルで提示することができる。そのシステム―サイバネティックス･モデルは、
経験科学の研究対象となっている自然的諸実態としての具体的なシステムの現在までの研
究から四つの不変性を要件としている。第一は、「全体、秩序、非還元性」、第二は、「ファ
ースト･サイバネティックス（自己安定性）」、第三は、「セカンド・サイバネティックス（自
己組織性）」、最後に、「重箱型階層性」である。 
① システム―サイバネティックス･モデル：全体、秩序、非還元性 
 このモデルの第一の要件は、全体、秩序、非還元性である。これらの概念は、自然
システムと認識システムの時―空における状態特性を捉えるために不可欠な概念であ
り、このモデルの「システム･･･」と言う用語がその特性を表象する。システム哲学は、
自然システムと認識システムを構成する具体的なシステムである自然的な諸実体を非
加算的システムと考え全体を部分に還元不可能とし、関係に導かれた非加算的システ
ム特有の全体と秩序を有すると認識するのである。 
② システム―サイバネティックス･モデル：ファースト･サイバネティックス 
このモデルの第二の要件は、ファースト･サイバネティックス（自己安定性）である。
この概念は相対的に閉鎖的で相対的に開放的なシステムの範囲にある自然システムと
認識システムの物質、情報、エネルギーの入―出力と、それらのフィードバック過程と
動的構造の研究に関係し、またそれら二つのシステムの制御過程のある重要な側面を表
象する概念である。ファースト･サイバネティックスは自然システムを認識システムに
おける既存の秩序化した全体パターンをそれらのシステムの臨界域内に規制し、それを
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維持し安定化を図って行く諸過程を取り扱うもので、例えば生物の形態維持やホメオス
タシスの自己安定化機能の範囲までを取り扱う。言い換えれば、あらゆる自然的諸実体
は、変化する環境の中で自らを存続させていると言うことである。 
③ システム―サイバネティックス･モデル：セカンド･サイバネティックス 
このモデルの第三の要件は、セカンド･サイバネティックス（自己組織性）である。
この概念は、自然システムと認識システムが環境からの外的諸力を受けたり、パラメ
トリック･フォーシングを通じて反応し、既存の構造を自ら変更し、再組織化（再秩序
化）して行くいわゆる進化、発展、学習などの側面に用いられる。ファースト･サイバ
ネティックスが自然システムと認識システムの過去から現在までの進化、発展、学習
の結果として産出され、秩序化された全体のパターンを維持する自己安定化機能の側
面に用いられるのに対して、セカンド･サイバネティックスは、それら二つのシステム
を進化、発展、学習によって現在まで達成させてきた側面と同様に、現在から未来に
関わる新たな秩序状態を再編して行く進化、発展、学習の側面にもまた用いられる自
己組織化機能である。ここで、自己組織化機能の理論的定義は、第一に、自己創造、
進化、発展及び生命、知性すら宇宙的存在として何ら特異な事件でもなく神秘な存在
でもなく、第二に、第一の出現に必要だったことは、例えば、生物が進化するに必要
だったものは炭素、アミノ酸や他の物質ではなく、それらを進化させるに至った過程
がダイナミックで系の法則が不変かつ孤立している時に、どんな系にも生命や知性が
不可避的に発展すると結論している。セカンド･サイバネティックスは、あらゆる自然
的諸実体は、内的、外的環境の挑戦に呼応して自らを創造すると言うことである。 
④ システム―サイバネティックス･モデル：重箱型階層性 
  このモデルの第四の要件は、重箱型階層性である。この概念は、自然システムと認識
システムを構成するあるレベルのシステムに関して、下位と上位との関係、及び時―空
における全体的構造と非加算的システム特有の適応（機能的適応と構造的適応）のあり
方を捉えるために不可欠の概念である。非加算システムの場合、「関係」が大切である。
生物有機体（人体を含む）は、細胞組織、細胞質、染色体、遺伝子など（それぞれはま
た下位の分子、原子などから構成されている）によって構成され、その秩序化された全
体のパターンは、重箱型階層の構造を形成している。生物有機体を構成している各下位
の構成要素（部分）は、機能的生物有機体という全体に対して、それら独自の自由度も
しくは特性を持ちながら相互に協力し合って適応4している。生物有機体という全体は、
各諸要素に対して、自らの側で自己を絶対にバラバラに分解し、諸要素に分けられない
5という意味でシステム的適応をしているのである。ところが生物有機体という全体は、
もう一つレベルの高いシステム、例えば集団、社会などに対しては、相互に協力しあっ
                                                   
4 これは、全体を崩壊させない意味での適応形式（機能的適応）であり、全体を崩壊させて新たな構造を
形成すると言う適応形式（構造的適応）もある。 
5 全体は、厳然として部分の方から一方的に構成されており、下から上への連続性と上から下への非連続
性、従って上から下へ、全体から部分への還元不可能を持つ。 
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て適応しているのである。重箱型階層性は、あらゆる自然的諸実体は、自然の階層性の
中にあって各々が触れ合い相互に整序し合っているということである。 
4. システム主義思想における存在論と方法論的アプローチの特徴 
 〈存在論〉 
① 社会とは、単なる個人の寄せ集めでもなく、超個人的実体でもない。それは、基本
的な下位システムとしての人間及び人間集団からなる人間レベルのシステムであ
る。 
② 社会はシステムであり、従って、システム的特性を持っている。その特性は、下位
システム間特有の機能と諸関係とが合わさった下位システム全体の非加算的属性
から創発的に出現してくるものである。あらゆる具体的なシステムとして存在して
いる社会文化システムは、第一に諸属性の集合、第二に、諸属性の集合の間の諸機
能の集合、第三に、下位システムの処理する情報、物質、エネルギーの集合、第四
に、下位システム間の諸関係の集合から構成される。 
③ 社会の構造化されたシステムは、その残余の専断的に抽象化された部分に作用を及
ぼすと同じように、社会構成員にも作用を及ぼす。下位システムとしての社会間の
相互作用は、社会システム間の相互作用であり、社会変動は、社会文化システムの
属性の変化から起こり、個々人及び基底グループの機能と諸関係の変化に基づく。 
〈方法論的アプローチ〉 
① 社会の研究は、その構造と機能及びこれら二つのダイナミックな変換過程の研究で
ある。 
② 社会的諸事実の説明は、社会全体の状態とその社会の自然及び社会的環境の状態と
関連づけてなされる。個人行動は、期待を生じさせたり、緊張を与えたりするダイ
ナミックな社会構造内における役割搬荷者の行動として説明可能である。 
③ 社会学的仮説及び説明は、社会的、歴史的事象との関連で検証され、その仮説は、
社会構造、機能と変換過程及び個々人と基底グループを含む社会的下位システムに
言及するものである。 
 
第二節 進化経済学の理論 
 進化経済学とは、最も簡単に言えば、進化的視点から経済と経済学を対象として研究す
るアプローチである。経済学における進化の概念は、リチャード・ネルソンとシドニー・
ウィンター(Nelson and Winter,1982)の研究以来、「進化」と言う語が再生を遂げた。しか
しながら、多くの経済学者がこの語を使う時、その概念や意味はしばしば曖昧で多義的で
ある。 
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1． 進化経済学の考え 
① 新古典派経済学への批判 
進化経済学は現代経済学の主流であるローザンヌ学派の新古典派経済学の二つの仮説、
つまり経済主体の意思決定に関する「合理的選択（最大化）」と、全体としての経済調整に
関する「均衡」という仮説が非現実な単純化であると批判する。新古典派経済学の形式的
に試練された分析の枠組みである一般均衡の理論では、企業は利潤最大化、消費者は効用
最大化を行い、主体は自己の目的関数を最適化するというより強い条件を加えている。一
般均衡理論の経済主体は、市場で決定される価格を自分が影響を及ばさないシグナルと見
なし、制約条件付き最適化問題の解を計算する事によって、自らの生産・消費計画を決定
しているとされている。しかし、このような合理的主体像は、経済主体による情報収集、
認知能力、最適解の計算能力、経済活動の実行能力に関する多くの暗黙な仮定の下で成立
するものである。その仮定として、完全情報、無限の計算能力、無限の実行能力などが挙
げられる。これは単なる非現実的な仮定ではなく、進化や複雑性を排除するという理論的
な意味を担っている。これに対して進化経済学は人間主体の諸能力が限定的であることを
認識し、それを理論的な前提とする。人間の合理性の限界、能力の限界を理論の出発に据
えるのが進化経済学の特徴の一つである。そして一般均衡理論は市場経済の特性を「均衡」
という観点のみから理解出来ると想定している。市場は需要と供給を均衡させる価格メカ
ニズムと同一視され、取引は需要と供給が一致する均衡に置いてのみ行われるという考え
であり、一般均衡理論にとっては、市場は、希尐な資源の最適配分を実現する均衡価格を
導出するためのアナログ計算機のようなものである。これに対して、進化経済学は市場に
対して多角的に接近しようとする。つまり、①取引は市場の需要と均衡が一致する科学で
はなく、一致しない不均衡価格で恒常的に行われている。②市場は効率達成のための計算
道具ではなく、取引ルールを具現化することで経済行為を有意味なものにし、システムを
秩序づけるための社会的制度であると見なす。③市場は個人が意思決定の自律性を確保す
るための場である同時に、諸個人の目的や利害の対立が取引を通じて裁定される場である、
などの考えである。ここで重要なのは、市場が全般的に構築可能なシステムではなく、そ
れ自身の歴史を持つ自己組織的進化システム、自己生成的秩序であるという考えである。 
② 経済学における「進化」の意味 
「進化」概念は多義性を持つ。経済学の場合、「進歩」や「発展」とあまり区別されずに
使用することが多い。これらは、システムが一定の基準(生産力や国民所得)に関して向上、
成長することを意味している。経済進化概念の分類については、図 1 のようにホジソン(西
部忠監訳、2003)の分類に従い、「進化」の意味を類型学的に六つ分類し整理している。大
分類として、「発展的」進化と「発生的」進化と分けられる。「発展的」進化とは、進化が
必然的展開や段階的発展など進歩的・前進的なマクロ的事象とみなすだけで、進化過程の
構成要素やメカニズムについてのミクロ的記述を行わない。「発展的」進化はさらに「単線
的」と「複線的」と分類される。例としては、マルクス主義の歴史の考え方である。それ
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によれば、歴史は、原始共産主義から古典古代、封建主義、資本主義、そして社会主義や
共産主義へと、一連の段階を経て進歩する。この進化の段階論は、進化過程を推し進める
構成要素を詳細には説明しない。「発生的」進化は、システムの構成要素単位の相互作用を
伴うミクロ的因果説明を与える。「発生的」進化は「個体発生的」と「系統発生的」に分か
れる。個体発生とは、一組の遺伝子を持つ生殖細胞が体細胞への分裂を繰り返し、機能分
化を遂げながら、特定の生物体へ成長していくことである。個体発生の理論はさらに、「連
続的」か「断続的」かに細分される。これは個体発生的進化が非連続的・断続的な変化を
伴うかどうかで区分されたものである。連続的な個体発生論の例としては、アダム・スミ
スの分業の理論が考えられる。スミスは所与の性向、動機、感情を持った一群の諸個人と
いった考えから出発した。彼の理論からは諸個人を「遺伝子」として考えることができる。
スミスの分析のなかでは、動機付けられた諸個人は所与のものとして考えられているので、
諸個人は永続的な、それゆえに「遺伝的な」性質を持つ。「生物体(経済)」なるものの発展
は「遺伝物質(動機付けられた諸個人)」から説明されているので、これが個体発生的進化で
ある。断続的個体発生的進化は連続的個体発生的進化の特異な例であり、それに当てはま
るのはシュンペーターの理論であろう。彼の理論は所与の設定のもと、ある個体発生的な
過程が他の過程にとってかわられる革命的な飛躍により、時々中断されるといった動態論
である。系統発生は、一定の個体群が淘汰やソーティングの過程で遺伝子プールの変異を
伴いながら、種分化を遂げることである。系統発生的進化はさらに、「完結的」か「非完結
的」かに細分される。これは系統発生的進化に最終的帰結を想定しているかどうかで区分
されている。完結的な系統発生的進化理論の例としては、ハイエクの理論を挙げることが
できる。ハイエクは、進化的選択はルールに対して作用し、ルールの成功また失敗は、ル
ールが関連する集団の存続可能性によって明らかになる。そのシステムは「自生的秩序」
と呼ばれ、ある種の均衡に引き付けられていくように思われるから完結的系統発生的進化
であろう。非完結的な系統発生的進化の理論の例として、ヴェブレンの理論が挙げられる。
ヴェブレンの議論によれば、経済学は「進化的科学」であるべきであり、本能、習慣、諸
制度が遺伝子に類比的なものとみなされる。習慣やルーティンは安定的で不活性な性質を
持ち、時間を通じてその重要な特徴を維持するとヴェブレンは考えた。そして、ヴェブレ
ンは、累積的因果関係の過程で全ての要素が変化するような、系統発生的な進化概念を提
出した。彼は、経済進化における完結と言う考えに反対し、経済進化は「どのような傾向
も最終的目的も完結も存在しない、盲目的な累積的因果関係の図式」であると認識してい
る。 
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図 1 経済進化の意味の分類 
 
出所：ジェフリー・M・ホジソン［西部忠監訳］(2003、64 ページ)。 
③ 狭義の進化経済学の分類 
進化経済学は、市場を単純な機械やフィードバック・システムとして理解するのではな
く、複雑な構造特性を持つ有機体として捉える。言い換えると、進化経済学は、市場経済
を自己組織する内生的・動態的システムと捉え、そのメカニズム及び生成変化の原理と政
策含意を探究する経済学である。したがって、ここには、現代主流派である新古典派以外
の多くの学派が含まれることになる。1980 年代以降の狭義の進化経済学を分類したのが図
2 である。まず、狭義の進化経済学は市場経済のルールや制度の生成や変化を分析対象とす
る制度論的アプローチと市場経済のルールや制度を所与とした上で、その自己組織性や内
生的動態性を描こうとする市場経済論的アプローチに大きく分けられる。市場経済論的ア
プローチは進化経済学の主流を形成しているが、市場経済の自己組織性や内生的動態性を
流通面から研究する市場論的アプローチと生産面から研究する産業論的アプローチに分類
される。流通面からの市場論的アプローチには、ネオ・オーストラリア学派とネオ・シュ
ンペータ学派が入る。ネオ・オーストラリア学派の特徴は、経済人と完全競争という主流
派理論の二大仮説を批判する点である。ネオ・オーストラリア学派は、最大化仮説が前提
する合理性や知識の客観性に対して、合理性の限界や知識の分散性・主観性・暗黙性を重
視し、それによって、静態的市場の均衡とは異なる動態的な市場過程ないし市場秩序を理
論化しようとする。ネオ・シュンペータ学派はシュンペーターの動態的な資本主義的市場
経済像を体系内部から生じる非連続的な発展過程を現代的分析手法と現実データを使いな
がらより精緻な形で展開することを課題としており、主に、シュンペーターが動態性を生
み出す源泉と考えた技術革新とそれがもたらす経済変化や景気循環に焦点を当てた実証・
「経済進化」 
1 発展的 
1.1 単線的 
1.2 多線的 
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［スミス、メンガー、 
 ワルラス、マーシャル］ 
2.1.2 断続的 
［シュンペーター］ 
2.2.1 完結的 
［スペンサー、ハイエク］ 
2.2.2 非完結的 
［マルサス、ヴェブレン］ 
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理論的研究を展開している。産業論的アプローチは現代制度派における累積的因果関係論
とポストケインズ派のマクロ構造動学の研究により、進化的アプローチと呼ぶことができ、
進化経済学の範囲に入っている。その他に、市場経済論とは別に、制度・システムの自己
組織的な生成変化を扱う制度論が存在する。これは、①市場と生産の離接関係、金融機構
形成、蓄積・通貨体制、レギュラシオン、体制移行について説明する制度生成・体制移行
派、②取引費用理論やゲーム理論による進化ゲーム理論と ESS(進化的安定戦略)を用いて、
企業や諸制度の存在、制度的相互補完性、経路依存性、複数均衡、ロックインなどを説明
する新制度派、③カオスや複雑系に関する知見を取り入れつつ、実験やコンピュータ・シ
ミュレーションを行いながら、経済の複雑さを分析する複雑系派の三つに分けられる。こ
のように、狭義の進化経済学に属すると考えられる諸論、諸派は多岐にわたっており、進
化経済学も生成、変化しつつある。 
図 2 現代進化経済学の分類 
 
出所：吉田(2005、73 ページ)。 
2． 重要な進化経済学者の理論 
(2.1) マーシャル経済学 
１） 生物学的なアナロジー 
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   マーシャルの著作から，生物学的アナロジーを探すのは難しいことではない。主要 3
著作の中では，『原理』が最も多く，第 4 編第 8 章「産業組織」が代表的である。そこ
では，ダーウィン，スペンサーの自然選択，分化と統合という視点だけではなく，獲
得形質の遺伝に関してや優生学への言及なども見られ，豊富な生物学的アナロジーか
ら産業の組織を捉えようとしている（その他，第 4 編第 13 章においては，企業の台頭，
成長，衰退というライフサイクルを木のそれにたとえている）。  
   19 世紀後半は，ダーウィンの『種の起源』をはじめとして，生物進化論に関する研
究が多く発表された時期である。その過程で重要な役割を果たしたのが，統計学的手
法による遺伝の研究であった。マーシャルは社会経済をダーウィン的進化論の観点か
らのみ捉え，「最適者生存の法則」を通じた自然選択の手法を取り入れたものとして把
握しようとした。競争を通じた淘汰のプロセスが，経済的自由を重視するマーシャル
の経済学体系において重要であり，自然淘汰の概念を無視することはできない。マー
シャルは，方法論争では，帰納と演繹，個体論と全体論の両方を重視していた。マー
シャルは部分と全体との関係を捉えると同時に，全体としての進化を相互作用による
共進化構造として捉えていたのである。すなわち，マーシャルは，人口の増加や知識
の蓄積などを含め，”ceteris paribus”、すなわち｢与件に変化がなければ｣という制限が
外れる超長期の状態においては，各産業内における各企業の競争は，互いに影響を与
えあうことで産業自体の発展を促すと考え，さらには産業同士の相互作用による一国
経済への影響も考慮に入れていた。 
  マーシャルは，社会そのものを有機体として捉えた。それゆえ，経済は個々の部分
の力学的関係にのみ焦点を当てる静学的均衡論では理解できないとされた。マーシャ
ルは『原理』の中で，有機体としての社会についての何らかの理論を展開しているわ
けではないが，『原理』第 6 編や，それ以降の 2 著作に見られる歴史的視点からの社会
有機体の進歩の分析は，社会有機体へのアプローチの特徴を示唆しているといえる。
それは，歴史的時間を考慮し，部分と全体を考慮した説明方法である。さらにマーシ
ャルの有機体観は，産業組織のみにとどまるものではなかった。彼が経済学の目的と
して捉えた貧困問題の解消は人間の進歩を通じて解決しなければならないと考えたか
らである。そこで，経済学において人間性の可変性を考慮に入れ，ありのままの人間
を取り扱うために，生物学的な方法が必要だったのである。マーシャルの経済理論へ
の評価は次の通りである。 
① ギルボー：『原理』は、総論編であったため、景気循環に起因する現象を意図的に
考察の対象から外れているものの、全体的にみれば、マーシャルは一本一本の木（純
粋理論）よりも、森（現実の社会）に関心を寄せていたので、現実とのかかわりが
なくなるような点まで、理論的考察を進めることを意識的に避けた。その結果、マ
ーシャル体系は、ケインズ体系と比しても、かなり複雑なものとなっている。ケイ
ンズ理論は基本的に短期理論であり、有効需要が大幅に不足しており、労働と資本
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が雇用されずに堆積し、他方できわめて高い流動性選好が存在している状況を想定
している。マーシャル体系はこれに対して短期･静態を前提していない。経済は絶
えず変化しているのである。人口は増加し、資本も増加し、人々の嗜好も変化して
いるし、技術も変動している。拡大しつつある産業もあれば、縮小過程にある産業
もある。一産業内の企業も同様である。季節的･摩擦的失業もあれば、需要の変化
や技術の変化による構造的失業もある。ただし失業の総数は、有効需要の不足を起
こすほど大幅なものではない。その意味では、大まかにはマーシャルの世界は、セ
ー法則が支配している。結果的に事前的貯蓄が事後的投資に等しくなるような資本
市場と金融市場を有している。しかし、重要なことは、マーシャルの社会は全般的
な均衡が存在しない世界である。短期において準地代が存在するということは、経
済が均衡していないことを示している。しかもこの体系がマーシャルのすべてでは
ない。マーシャルはこれを土台にして、より一層具体的に現実に迫る努力を続巻で
続けるのである。 
② シュンペータ ：ーマーシャルは経済学が発展に関する科学であると考えた最初の経
済学者の 1人であり、また特に彼が取り上げようとした人間性が順応的かつ可変的
なものであり、環境の関数であることを思った最初の経済学者の 1人である。 
③ ハウェイ：効用概念の独立の発見者としてのマーシャルという彼の周辺におけるイ
メージつくりに対して、マーシャル自身があいまいな立場をとり、結果的にジェヴ
ォンズに対して不公正な態度を示したと批判する。 
２） 進化論的経済学の範囲―未完の体系 
   マーシャルは、『原理』だけではなくそれから 30 年も経過して、2 つの大著、『産業
と商業』（1919）、『貨幣･信用･貿易』（1923）を公刊した。彼は第 4 番目の著作を計画
し、完成を目指していた。この著作は政府の行動が中心となる予定であった。しかも、
マーシャルはこれらの四つの著作を一貫した経済学体系を表す連続的著作として、当
初から企画していた。この体系を進化論的経済学と呼ぶことができよう。 
① 種としての社会の進化 
 マーシャルは、自由企業が進化の原動力となってきたが、他方その悪弊、つまり貧
困の解消には、人間そのものが知的にだけではなく道徳的に倫理的に向上しなければ
ならないと述べている。これは、人が単なるたくさんの所得を手に入れるだけで本当
に貧困から解放されるわけではないことを強調したのである。個体としての個人が豊
かになるだけではなく、次の世代が種として豊かになることを通じて社会全体もメン
バーが豊かになっていく。このための必要な条件は、物的に豊かになることに加えて、
倫理的に向上することである。個体としての自己利益だけではなく、種の利益、すな
わち社会を発展させ豊かにする利益、社会的利益が実現されなければ、究極的には、
その社会のすべてのメンバーが同時に豊かになることはないのである。このため個人
に要求されることは、自分ではなく他人のために、尐なくともその子供のために自己
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の資源や能力を使用し、あらゆる面で高級な存在を社会に存続させるようにすること
である。このような動機を支配するのは、人間の倫理である。 
② 『原理』と『産業と商業』の関係 
 『原理』は研究の「基礎」ないし、出発点であるが、その意味は、正常なケースを
分析の対象とするという位置づけを持っている。『原理』は「通貨や市場組織のような
特殊な問題を避け、産業構造、雇用、そして賃金問題のような案件に関しては、その
正常な条件のものを取り扱っている」（Marshall 1961）。そして、マーシャルは、『原
理』と『産業と商業』との研究の分割の例証として、市場の運動の場合を次のように
述べている。「ある企業が生まれて、成長し一流になり、没落することは、経済進化の
歴史の中で「最も頻繁に発生し詳細に観察できて細部まで研究できるほどに秩序ある
自然の表現」であり、「ほとんどの科学研究と同様に経済研究の基礎である。他方、気
まぐれで稀にしか発生せず観察の困難な表現は、通常ではもっと後の段階で特殊研究
に保留される」。 
③ 代替の原理の作用 
 マーシャルは、経済進化には原理が、しかも根本的原理が存在すると考えていた。
それが、有機的社会の進化である。彼は、経済学が対象とする実業の世界において代
替の原理（Principle of Substitution）が不断に作用すると強調している。この原理は、
生物学の適者生存の法則の限定的適用でしかないのである。代替の原理とは、より優
秀な生産要因が、選ばれて生産に使用され社会に存続するということである。逆によ
り务等な生産要因は、淘汰される。生物の進化において、すべての相違は種類の相違
ではなく程度の相違でしかない。白鳥と黒鳥とが形態において大きく相違しているの
に、その間には、羽の色が黒と白という顕著な事実以外にはほとんど相違はない。生
物の進化は、ゆっくりと長い時間をかけながら、不断に連続的に進化して来たのであ
る。その結果、生物の世界は、現在の環境に最も適応して最高に利益を獲得している
存在から次第に適応の程度の低い存在まで連続的な体系を構成しているのである。そ
して進化の旅に、より高度に適応する存在をもたらし、限界的存在を淘汰してきた。
生物の進化と類似して実業の世界を進化させる要素が、代替の原理である。ただ、そ
の結果が現れてくるには、生物の進化と同様に、長い時間が必要である。つまり、あ
る代替が生じても、その即時的結果と、究極的結果とが同じ傾向を持つとは限らない
のである。このような複雑な現象の研究であるが故に、マーシャルは、はじめに、正
常なケースの実業界における運動を分析することにしたのである。 
④ コスモポリタンの観点の研究 
 有機的社会は、連続した統一体であるだけではなく、生命の進化の歴史と同様に、
その進化も連続的である。それゆえに、マーシャル経済学は、一国の経済分析だけで
は完結しない。生命の進化の現段階がそれまでのすべての段階に依存しているように、
ある国の現在の産業の発展状況は、その国の歴史だけではなく残りすべての世界の
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国々のそれにも依存している。一国の産業発展は、コスモポリタンに、つまり、全世
界的に他の国々のそれにも相互依存している。 
⑤ 『原理』と『貨幣･信用･貿易』との関係 
『貨幣･信用･貿易』は、『産業と商業』とは姉妹編であった。したがって、前者の著
作の『原理』に対する関係は、第一には、『産業と商業』と『原理』に対する関係と同
様である。マーシャルは『原理』では、暫定的に貨幣の購買力が一定であることを前
提にする。貨幣の金額の大きさが、人間の行動の動機の強さを測定するのである。し
かし、貨幣の購買力そのものの変化が、重要な問題である。貨幣の購買力の変動は、
物価の変動を伴い、それゆえ、信用の変動をも伴う。これらは相互に依存して変化す
る。しかも、信用の変動は、債権債務の関係の変動を意味している。しかし、マーシ
ャルは、『原理』において、一国の富の中には、債権債務は勘定されないと述べている。
一国の債権と債務は全体では相殺されるからである。このような貨幣の購買力、通貨
制度や信用組織の進化と、これらが産業や商業に及ぼす影響の研究には、貨幣論の著
作が必要である。 
⑥ 全世界的相互依存 
 マーシャルは、『産業と商業』では、一国の産業上の主導権の地位がコスモポリタン
な相互依存との関係でどのように発展するかを説いた。『貨幣･信用･貿易』では、彼は、
この相互依存を実際につなぐ部分に焦点を当てたようである。すなわち、人、財、資
本の移動である。だが、財と資本の移動には、貨幣が不可欠である。貨幣は、単に財
の交換手段であるだけではない。財の価値の貯蔵手段であり、支払い手段である。こ
こには、信用の機能も不可欠である。産業の発展と共に、たくさんの資本や労働が投
入され、財が作られ、貿易されるようになれば、それに対応して、貨幣や信用が発展
し、これらを取り扱う組織も発展しなければならない。そして、その購買力の変化が
検討されなければならない。かくて、マーシャルは『貨幣･信用･貿易』を貨幣の歴史
の検討から開始している。 
⑦ マーシャルの達成したこと 
 『原理』は、マーシャルの体系の出発点であり、『産業と商業』と『貨幣･信用･貿易』
は『原理』の続巻であると共に姉妹編であった。「これら三つの著作は、著者の力に及
ぶ限りで経済学の主要問題のすべてを取り扱おうと企画されたものである」（Marshall 
1961）。経済学が直接に取り扱う第一のグループの問題は、「富の、消費、生産、分配、
そして交換、更に産業と商業との組織、貨幣市場、卸売業と小売業、外国貿易、そし
て、雇用者と被雇用者と諸関係」である。これらを影響する諸原因は何であるのか。
これらの運動すべてが互いにどのように作用し、反作用し合うか。これらの運動の究
極的傾向は、それらの中間的傾向とどのように違っているのか。第二グループの問題
は、いかにして、経済は望ましい方向へ発展するかという問題である。つまり、どれ
ぐらいの厚生の増加が任意の社会階級の富の所与の増加のみから生じるのか、勤労の
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効率はその階級の所得の不足によってどの程度損なわれるのか。その階級の所得が増
加したとして、増加した階級の効率とか稼得力にどの程度の影響を与えるのか。第三
グループの問題は、自由、特に経済的自由である。マーシャルにおいて自由は、希望、
変化と共に非物質的な効率必需品の一要素であった。これらの三つのグループの問題
はマーシャルが刊行した三つの著作の主要な対象となった部分である。最後に、マー
シャルが挙げている第四のグループの問題は、政府の問題である。 
⑧ 未完の第 4 巻：人間生活の社会的側面の研究 
 以上の四つのグループの諸問題は、「経済学の主要な仕事である事実を集め、分析し、
推論する仕事がそれらの問題の本質に関連させられなければならない」主要な問題で
ある。これらの問題が、マーシャルの進化論的経済学の、いわば固有の対象というわ
けである。しかし、マーシャルは、実際問題の観点からは、以下のような重要な問題
が生じていると言う。第一群の問題は、経済的自由の中間的結果と究極的結果の相違
である。第二群の問題は、富の平等な分配である。第三群の問題は、労働の質、形態
である。第四群の問題は、個人活動と集団活動の関係である。第五群の問題は、政府
の干渉の種類と程度である。第六群の問題は、富を使用する方法である。 
 
(2.2) ヴェブレン7の理論 
  経済学は進化論的科学でなければならないというのが、ヴェブレンの一貫した考え方
である。彼は、「進化論的経済学は、経済的利害関心に基づいて決定されるような文化的
発展に関する一般理論であり、従ってまた、過程それ自身に基づいて变述された経済諸
制度の累積的継起に関する一つの理論でなければならない」と述べている。ここでまず、 
ヴェブレンの進化論の特徴を確認しよう。 
① 累積的進化の理論 
社会進化が「生存のための闘い」を通じた「自然淘汰」の過程であり、社会制度や
人間資質における進歩は、「環境」に対する諸個人の「強制的適応」と「最適な思考習
慣の自然淘汰」に帰する。ヴェブレンは、「制度」＝「支配的な精神態度や習性」＝「思
考習慣」＝「人間関係の体系」は、「適応」の結果であるだけでなく、同時にまた次期
の「淘汰の効果的な要因」でもあると指摘しているように、それが、社会進化プロセ
スの中で、先行プロセスの結果であると同時に後続プロセスの前提をなすという二重
の役割を担うものとして、理解される。ヴェブレンは「変化する環境」と「生物」と
間に「制度」と言う「思考習慣」あるいは「精神態度や習性」が媒介として置かれ、
しかも「変化する環境」と対峙する「生物」の本質が、「精神態度や習性」つまり「制
度」として捉え帰されている。ヴェブレンのいう「生物」は単なる生物学的な規定に
とどまらず、文化人類学的視角からの社会的･機能的な結合概念としてとらえられてい
                                                   
7 ソースティン･ヴェブレン（1857～1929）は 20 世紀初頭期のアメリカの経済学者･社会学者である。著
作は『有閑階級の理論』、『営利企業の理論』、『技術者と価格体制』などがある。 
 25 
る。「諸制度は変化しつつある環境と共に変化するに違いない。というのは、それが変
化しつつある環境が与える刺激に対応しようとする習慣的な方法という性質をもつか
らである。これらの諸制度の発展が社会の発展である。制度とは、実質的に、諸個人
及び共同社会の特定の関係や機能に関する広くゆき渡った思考習慣であり、従ってま
た生活様式、つまり、あらゆる社会の発展過程の一定の時と所で機能している諸制度
の総体を形づくるものは、心理学的側面から見ると、広くゆき渡った精神態度（spiritual 
attitude）や人生観（theory of life）として、おおよそ特徴づけることができるだろう」
というように、ヴェブレンの社会進化論の独自性と革新性は、以下の 2 点にある。第
一に、社会進化の過程を、「変化する環境が与える刺激への習慣的応答の方法」＝「均
衡化」のプロセスとしてではなく、「発生史的」及び「心理学的」な観点から立体的か
つ重層的にとらえようとした。第二に、「精神態度」や「人生観」、更にはまた「性格
類型」の機能的な「総体」的変化の過程として解明することによって、歴史過程にお
ける連続性と断続性を、「均衡化」という予定調和的社会理論の枠組みへ依存すること
なく、動態的かつ統一的に把握しようとした。 
② 社会退行の理論 
思考習慣の変化が外的な「強制」なしには生じ得ない程に困難なものとすれば、人
間がそれを回避し、慣れ親しんできた伝統的な「精神態度」や「考え方」に復帰しよ
うとしたとしても、不思議でもなんでもなく、自然なことである。ヴェブレンはこの
現象を「退行（retrogression）」と呼ぶ。社会進化における有閑階級の任務は、その進
展を妨げ、時代遅れであるものを存続させるというものである（同時に成長を導く）。
社会退行の理論と社会進化は対立の関係ではない。社会退行の理論は、社会進化過程
にあるどのような社会も、それがひとつの独立した社会体制である以上、必然的に体
制としての自己保存や存続をはかる機能や作用を持つ。種としての人類の自己保存を
保証するものがワークマンシップ本能であったのに対して、制度機構としての社会の
自己保存を保証するもの、これが「社会退行」の論理と作用であると言える。そうし
て「現代の有閑階級社会」の場合、それが累積的進化の産物であるがゆえに、「未開社
会」、「野蛮社会」、「略奪社会」などの先行するすべての制度を自らの内部に深く沈め
込んでおり、従って退行の対象もまた、多様にありうる。だが、種の保存と社会体制
の保存とは、同じように自己保存の法則に従うといっても、その内容が大きく違う。
社会の自己保存は、あくまでも部分理論としてのものであって、種の保存という一般
理論の枠内にある特殊理論にすぎない。社会進化の立場から見れば、種の保存や存続
が満たされてさえいれば、特定の社会の存続は保証される必要はない。逆に、特定の
社会制度が、それとはまったく別の社会制度へと変化する必然性をもたらすことがあ
る。こう考えると社会退行の理論は社会進化論の不可分の一環である。 
③ 有閑階級の理論 
顕示的消費は財やサービス自体から得られる満足ではなく，消費することによって
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自らの社会的に高い地位を示すための消費である。女性のドレスは、男性による顕示
的消費の一つである。衣装、言葉遣い、テーブルマナー、大学の創立、寄付、慈善事
業といったものも含まれる。われわれの社会で、「良い」あるいは「善い」と思われ
ている行為や考え方は、実は有閑階級が、競争心を発揮し他の階級との差別化を図る
ために作り出した「制度」なのである。有閑階級へと成功した独占資本家階級は，日々
の生活に追われることがないという意味の有閑階級となる。有閑階級の消費は必要の
ためではなく，顕示するためのものである。現代資本主義社会で彼らが考え出した様々
な様式が，人々の思考の規範となっている。有閑階級の行動様式は，往々にして保守
的である。有閑階級ほど生活にゆとりが無い階級でも，人々は，有閑階級を基準とし
て序列化を求める(競争心が働くため)。人々は，有閑階級の消費を模倣し，顕示的消
費に走る。例えばブランド品の購入，高級邸宅の様式を真似て住宅を建設するのがそ
の例である。このように、有閑階級の作り出した特殊な思考形式が、ある時代の人々
の共通の思考の習慣となっていく。 
④ 制度 
制度とは，その時代で支配的な人々の思考の様式である。有閑階級の創り出した様々
な様式は，人々の考え方の規範となり，思考自体を支配する。有閑階級は，略奪者と
しての頂点で生活の苦労から切り離されているが，追従集団はそうではないので，互
いに競争し続けることになる。個々人の意志ではなかなか制度から脱却することがで
きない。 
 
(2.3) シュンペーターの経済発展理論 
シュンペーターは 20 世紀を代表する第一級の経済学者であると認められている。シュ
ンペーターは静態と動態、発展と循環、経済発展と社会分化発展、理論と歴史、科学と
イデオロギー、経済制度と政治制度、経済と文明といった対をなす大きな問題に取り組
み、常に研究対象の全体像を多面的に描きながら、変貌する対象への根底的な接近を試
みた人であった。シュンペーターは三つの研究対象（静態、動態、社会文化発展）につ
いて、四つの方法（理論、統計、歴史、制度）を準備した。 
１） 静態･動態のアナロジー 
① 静態の倫理 
 経済に関しては、秩序を持った経済状態は均衡の概念によって表される。新古典派
経済理論によれば、与件としての資源の量、技術、嗜好、社会組織などが一定である
と想定すると、人間類型としての合理的経済人の行動様式（極大化）は、利己心の発
動と競争のメカニズムを通じて、一定の資源配分の状態、すなわち、財及び生産要素
の均衡価格と均衡数量をもたらす。これが経済静学の観察方法である。シュンペータ
ーはこれと同じ見方を他の領域にも適用しようとする。静学の方法は、特定の領域に
属する未知なるものを、その領域の外にある既知なるものに究極的に還元するという
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ことである。彼は、特に歴史的方法を重視した。時間的要素を考慮に入れるならば、
経済の静態均衡は「定常循環」として表現される。 
② 動態の倫理 
 シュンペーターによれば、どの社会領域においても、その領域の内部から慣行的活
動の枠組を破壊する力が働く。これが現象面からみた発展である。一つの領域が科学
的研究の対象として独自性を持つと見なすことができるのは、その領域に固有の人間
類型が存在し、その領域の諸要因が外生的与件の下で、独自のメカニズムを通じて一
つの均衡状態に収斂するというだけでは十分ではない。その領域自身が自らの内部か
ら革新（イノベーション）を生み、旧来の秩序を破壊するというメカニズムを持つこ
とが、その領域の独自性を保証するもう一つの条件である。シュンペーターの『経済
発展の理論』は、革新（新しい財貨、新しい生産方法、新しい販路、新しい供給源、
新しい組織）の導入という形を通じて、経済発展が生み出される姿を描いたものであ
って、その中心概念は、革新そのもの、革新の担い手としての企業者、及び革新の手
段としての銀行信用である。 
③ 人間的要素 
 シュンペーターがとらえる静態現象と発展現象との対比においては、人間的要素が
著しく強調されている。彼の議論から明らかなように、第一に、一つの研究領域を識
別するに当たって、固有の人間類型を見出すこと、第二に、その領域における静態現
象を与件の帰結としてとらえるに当たって、多数派の人間に見られる平均的な行動類
型によってメカニズムを構成すること、第三に、発展現象を与件の破壊としてとらえ、
尐数派の人間にのみ見られる非凡な行動類型に注目すること――これらは一貫した議
論である。静態と動態の関係については、「われわれの議論全体から、動態的均衡とい
うようなものは存在しないという結論が導きだされる。発展はその究極的本質から見
て、既存の静態的均衡の撹乱であって、もとの均衡あるいは他のなんらかの均衡への
復帰を目指すような傾向を全く持ってない。発展は静態的経済の与件を変更す
る。･･････発展と均衡とは互いに排除しあう対立事象である。静態的経済が静態的均
衡を、動態的経済が動態的均衡をそれぞれ特性とするのではない。そうではなく、均
衡はそもそも前者にしか存在しない。経済均衡は本質的に静態的均衡である」（1912）。 
２） 総体としての社会文化発展 
シュンペーターは社会生活の異なった領域に対して共通の観点を適用する。各領域
はそれぞれの人間類型を持ち、それぞれの与件に適応する静態のメカニズムと、それ
ぞれの与件を内部から変更する発展のメカニズムを持つことになる。シュンペーター
が提起した問題は次のようなものである。「すべての個々の領域は相対的に独立性を持
つにもかかわらず、任意の時点における任意の領域の任意の要素が、任意のほかの領
域の任意の要素との間にある関係を持つという一大真理、すなわちあらゆる領域のあ
らゆる状態が相互に規定し合い、相互に従属するという一大真理が存在するのはなぜ
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か、もしこれらの領域の全体を一国の社会文化と呼び、その発展の全体を社会文化発
展と呼ぶならば、任意の時点における一国の社会文化が一つの統一体をなし、一国の
社会文化発展が常に統一的傾向を持つことはどのように説明されるであろうか」
（1912）。 
社会生活の諸領域の間には複雑な相互関係が存在し、これを解明するためには社会科
学の学際的とも言うべき分析が必要とする。シュンペーターによれば、この相互関係は
静態と動態の二つの視点から検討することができる。第一に、静態的視点から見ると、
一つの領域における内生変数の状態は、他の領域の状態を規定する与件であると同時に、
逆に、他の領域の内生変数の状態を与件として決定されたものである。この静態的視点
の下では、すべての領域の均衡状態が互いに両立しているという大規模な一般均衡が成
立する。シュンペーターはこの状態を「文化的レベルの静態的統一性」と呼ぶ。第二に、
動態的視点を取り、各領域においてイノベーションが生起している状態を考えると、領
域間の関係は各領域で起きるイノベーションの他の領域への相互的な影響を含むこと
になる。シュンペーターは、そのような相互関係の性質を次のように述べている。すな
わち、任意の領域におけるイノベーションは成功した指導者の社会的地位を高め、社会
組織に影響を及ぼす。またそのことを通じて、何が重要であり、価値があり、望ましい
かに関する社会的価値に影響が及ぶ。そして究極的には、あらゆる領域における人間行
動の前提や条件に変化が生じる。かくして、社会生活のあらゆる領域における発展は一
見したところ、異なった指導者によって担われるから、互いに独立のように見えるが、
あらゆる領域における発展を相互の関連を持った統一体にするものは、社会階級である。 
３） 理論･数学と歴史･統計 
シュンペーターは次の四つを経済分析の方法として挙げた。〈1〉理論、〈2〉統計、〈3〉
歴史、〈4〉経済社会学がそれである。シュンペーターのユニークさは経済社会学を  
導入したことにある。彼によれば、経済社会学は他の三つと違って、単なる経済分析
を超えるものであり、経済理論に対して外生的に与えられている制度の理論的分析を
行うものと定義されている。 
４） 『経済発展の理論』の本質と内容 
① 動態の内生的説明 
 シュンペーターは『経済発展の理論』において、均衡の概念に時間の要素を導入し、
一定の与件の下で経済が年々歳々同じ規模で、同じ内容を繰り返している定常循環
（Circular flow）を考えた。これがシュンペーターのいう定常過程（stationary process）
であって、静態均衡を論じる静態理論がこれに適用される。 
② 経済発展の 3 要素 
 シュンペーターの経済発展理論には、経済発展を特徴つける三つのキーワードがある。
第一に、「革新」（イノベーション）であり、経済発展の要因を表す。革新の内容は、新
しい財、新しい生産方法、新しい販路、新しい供給源、新しい組織を導入することであ
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る。このような新しいものを経済に導入することによって、これまで経済が辿ってきた
慣行的な軌道は破壊される。革新は古いものを破壊し、新しいものを創造することであ
って、創造的破壊と呼ばれる。第二に、「企業者」であり、経済発展の主体すなわち革
新の担い手を指す。シュンペーターのいう企業者は、生産者そのものを指すものではな
い、既存の商品や生産方法などに依存している生産者と違って、新しいこと、創造的な
ことを行うのが企業者である。第三に、「銀行信用」である。これは企業者が革新を行
うための手段である。彼らが新しい活動をしようとする場合、生産要素を支配下に置か
なければならない経済が完全雇用の静態にあるとき、新しい活動のために生産要素を利
用しようとすれば、生産要素をこれまでの用途から強制的に引き上げてこなければなら
ない。企業者は資本家あるいは銀行から新たな信用を獲得して、この新しく創造された
購買力によって生産要素に対して今までよりも高い報酬を支払う。企業者は典型的な債
務者である。 
 「革新」、「企業者」及び「銀行信用」によって概念される新結合の遂行が始まると、
経済過程の中に景気循環を含む一連の変化が引き起こされる。これらのプロセスを一括
して経済発展と呼ぶ。この経済発展は制度としての資本主義を前提としている。 
５） 総合と進化 
シュンペーターのヴィジョン8は、経済学の範囲を超えて、社会現象の総合性と社会
の進化とを把握するまでに及んだ。社会現象の総合性と言う視点は、社会を観察する
横の座標軸であって、縦の座標軸をなす進化という視点と結びつかなければならない。
シュンペーターにとって、社会科学の対象は、一方で、社会の諸側面が横に（同時的
に）相互依存の関係を持ち、他方で、社会が縦に（通時的に）自生的に発展する過程
である。社会を総合的にとらえる視点そのものは、必ずしも発展や進化の視点を意味
しない。「社会経済学」は、経済を中心としながら、社会の諸側面の相互依存関係を究
明する。他方、「進化的科学」は、経済社会が様々な側面を巻き込みながら、自生的に
発展する姿をとらえようとする。「経済社会科学」は「進化の科学」になって初めて動
態的なものとなる。シュンペーターが目指したのは究極的には「進化的科学」であっ
た。シュンペーターの考えでは、進化の源泉は社会の諸領域における指導者と革新の
生起である。 
 
(2.4) ハイエクの進化論 
   ハイエクは生物学的な進化理論の社会科学への導入に慎重である。これは進化論を
用いて社会科学を再構築しようとする人々の中にあっても特異である。彼の初期の研
究が進化論について半分しか語っていないことに比して、中期になるとその社会科学
に対する進化論的アプローチが明確になっていく。ハイエクの初期の議論の中に明示
                                                   
8 シュンペーターは、革新的な企業家や銀行家の生存競争を一方におき、他方にルールに従って行動する
諸主体において、双方間の闘争として経済的進化を分析するというヴィジョンを提出した。 
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的に現れている進化論は、経済理論の中で採用されている均衡へと向う傾向を促すた
めの淘汰圧のみである。環境に最適化したものが淘汰圧を潜り抜けて生存しうるとい
う意味での生物学的進化論は、サムエルソンによる本格的な導入を俟つまでもなく、
経済学の常識であったことならば、ハイエクの方法も「半分だけ」の進化論の上に乗
っていると言えるだろう。彼の理論の中で進化論が本格的に展開されたのは、『自由の
条件』を著した頃になる。 
① 秩序の進化 
   『自由の条件』を著した頃になるとハイエクの社会科学に対する進化論のアプロー
チは明確になってくる。ハイエクは、「淘汰」に着目した進化論に対して、彼の進化論
は、それに加えて、「伝達」も重視している。ハイエクは最初に、社会進化に対して、
次の点に否定している。 
(1) 社会進化に目的はない。更にそれが「より優れた」社会に向っているという主張
はなされない。 
(2) 社会進化の過程に一定の段階は存在しない。個々の文明はそれぞれ段階的に発展
するのであるが、それぞれの発展の間には共通性がある必然性はないし、比較は基本
的に不可能である。 
   尐なくとも、ハイエクは進歩主義を放棄するわけであるが、傾向として社会がより
好ましい状況へと進んできたことを否定しない。そして、彼は、芸術や文化の進化は
経済の発展を前提としていて、文化的発展には必ず経済成長が先行すると考えた。な
ぜならば、様々な新しい生活様式や生産様式が社会の隅々まで普及するのは、それら
がまだ珍しいうちに経済的に豊かな階級に属する人々が進んで導入し、その結果価格
の低下や技術発展が進み、より貧しい階級に属する人々にも利用できるようになるか
らである。 
   ハイエクによれば、社会進化における決定的な要素は個人の物理的そして遺伝的属
性の淘汰ではなく、成功している制度や習慣の模倣による淘汰であるからである。こ
れも個人や集団の成功を通じて作用するけれども、現れてくるものは個人の遺伝的な
属性ではなく、考え方や技術―要するに、学習と模倣によって伝えられる文化遺産全
体なのである。つまり、ハイエクは進化論を論じる際に最初に問題となる淘汰圧力は
どのレベルに働くのかという問いに対して、各種の制度にその答えを求めた。ハイエ
クの言う自生的秩序は経済学の中での「制度」とほとんど同義語である。ハイエクに
とって社会進化は、そこに存在する自生的秩序の成長となのである。つまり、「文明の
進歩」は、社会的ストックとしての暗黙的知識を結びつけ利用可能にする制度の成長
こそが進化なのである。彼は秩序の形成と変化についての抽象理論こそが社会進化を
描き出す唯一の手段であると考えたのである。 
② 集団選択理論へ 
   1970 年前後になり、ハイエクの進化への議論にはやや変化が見られた。ハイエクは
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進化を伝達可能な変異と、よりよい生存機会を持つであろうと思われるものの競争的
選択とを備えた複製のメカニズムが、時の経過と共に、構造体対環境・構造体相互の
絶え間ない調整に適応した非常に多様な構造体を生み出す過程と定義している。ハイ
エクは生物学での成果を規範とする必要性はなく、社会科学は自律的な進化論を構築
した方が良いと主張し、生物学的な比喩が引き起こしてきた様々な混乱を憂慮した。
この時点で、ハイエクは生物学的進化と文化・社会進化は異なるものである考えたの
である。ハイエクは、社会・文化の進化の特徴は、進化の主体が、個人を超えたとこ
ろにあると考えていた。生物進化に比べて社会・文化進化がより急速であるのは、知
識が単に個人によって所持されているだけではなく、個人を超えた社会の中に存在す
るからである。したがって、ハイエクは、社会・文化進化で淘汰の対象となるのは、
個人や個々の企業ではなく、ある社会が採用している様々な制度や習慣であると考え
ていたのである。さらに、ハイエクは、「生物の場合では個体の選択ということであっ
て、社会の場合には集団の選択である。例えばある身体の弱い子供がある社会におい
ては他の社会よりも多くの生き延びるチャンスを持っているかどうかということは、
その社会の構造にかかわることである。個人の生理的特性によるものではない。なの
で、社会の場合は生物の場合と違い、集団の特徴、集団の構造ということによって選
択が行われると主張した。 
③ 社会進化の三つのレベル 
   ハイエクは社会・文化の進化が結局のところ秩序の進化と並行していると考えてい
る。社会・文化の進化とは、社会の中に包含されている知識の増加によって決定づけ
られると主張している。 
   ハイエクの「社会的」と形容される進化の基盤を三つの階層に分けている。第一は、
「生理的構造によって決定されるもので、遺伝的に受け継いだ『本能的』動因という
堅い、すなわちほとんど変化しない基盤」である。これは生物として「生存」を司る
部分を指す。従って、各個体間に共通なものであると考えられる。第二に、「個人が通
過してきた連続的社会構造物において獲得された伝統のあらゆる残存物」である。第
三が、「これらの頂点に薄いルールの層」があり、それらは「既知の目的に資するため
に計画的に採用あるいは修正される」性格のものである。淘汰の波にさらされるのは、
第三のルールの層であるが、第一、第二の基盤がそれを支えている。 
④ 進化の諸相 
ハイエクの進化のレベルを次のように整理してみよう。 
ⅰ)行動パターン→意識的な淘汰と模倣的学習。特定の環境への適応。 
ⅱ)ルールや慣習→半意識的な群淘汰と自生的展開。社会的環境の形成と変更。 
ⅲ)秩序→（無意識的な群淘汰と）自生的展開。 
a) 客観的知識の自律的発展 
b) 暗黙的に共有された制度的知識の発展 
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c) 抽象化された理念 
ハイエクが考える自生的な進化は、秩序を意図的に変更しなくても、各人が自分の
行動パターンを変更することによって生じうる。例えば言語の進化である。行動パタ
ーンのレベルでは、選択による淘汰が作用する。しかし秩序のレベルでは、それが淘
汰されずに自己展開することが、自生的秩序の理念に適っている。 
行為パターンと秩序の間に、「ルール」や「慣習(convention)」というものを位置づ
けることができる。ルールや慣習は、秩序全体の進化に逆行しないように修正・変更
されるべきであるが、しかし他方でわれわれは、どのようなルールや慣習が秩序にと
って合理的なのか分からないので、一見不合理のように見えても、既存のものに従う
ことの方が合理的である、ということをわきまえている。ルールや慣習は、その効果
や機能を十分に理解して採用できるものではなく、「それを採用したことがたまたま秩
序の発展に寄与した」という具合に、事後的にのみ理解可能なものとなる。ルールや
慣習は、各人の事前の選択的合理性では十分に評価できず、集合的かつ半意識的な選
択淘汰に晒されてはじめて十分に評価できるものであり、またそれらは、秩序の進化
に寄与するように修正・変更されるならば、それ自体が自生的に展開した、と見るこ
ともできる。 
 
第三節 新しい理論の萌芽の「複雑系」 
 複雑系の理論が提唱されたのは、アメリカ・ニューメキシコ州の都市サンタフェに設立
されたサンタフェ研究所(SFI: Santa Fe Institute)である。複雑系の理論は、経済、社会、
歴史、生物、物理などの多様な分野の理論を基礎として発展しているが、いくつかの理論
が複雑系を理解する上で不可欠であると言われている。それは①ブライアン・アーサーの
収穫逓増の経済学、②プリゴジンの散逸構造の理論、③遺伝的アルゴリズム、④自己組織
系、⑤カオスの理論、⑥フラクタル理論である。ここでは、自己組織化に焦点を当て、プ
リゴジンの散逸構造と自己組織化系の経済理論として、クルーグマンの理論について簡単
にまとめる。 
1. プリゴジン9の自己組織化に関する理論 
１） 均衡から遠く離れて 
 系に働く熱力学的力が、線型領域を超えた時には、定常状態の安定性あるいは、その安
定性が揺らぎによらないということが保証されなくなる。ある状態が「不安定」という結
論が出る。その状態では、あるゆらぎは減衰せず、増幅され、系全体を巻き込み、エント
リピー生成最小に対応した定常状態とは質的に全く異なった新しい領域に向かって系を動
かすこともある。不安定性が生ずる場合、閾値が決めるべきである。ここで閾値とは、ゆ
らぎが均衡や均衡に近い系を特徴つけている「正常」で安定な挙動とは異なる新しい挙動
                                                   
9 イリヤ･プリゴジン（1917～2003）はロシア出身のベルギーの化学者、物理学者である。散逸構造の理
論で 1977 年にノーベル化学賞を受賞した。 
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を起こせるような、均衡からの距離である。例えば、流速がある速度に達すると、流体中
に乱流が生ずることが昔から知られている。長い間、乱流は無秩序や雑音と同一視されて
いた。事実、巨視的スケールでは乱流は不規則あるいは混沌として見えるが、ミクロのス
ケールでは逆に、高度に組織されているのである。乱流には多量の空間スケールと時間ス
ケールとが関与しており、これらが無数の分子のコヒーレントな挙動に対応している。こ
のようにみると、層流から乱流への意向は、自己組織化の過程である。均衡から遠く離れ
た条件の下では、われわれの観察する構造は、「散逸構造」である。構造･秩序と散逸･浪費
とは一見矛盾しているように見えるが、このような状況においては実は緊密な関連性があ
ることを強調したい。このように、系と外界との相互作用、つまり非均衡条件下に系を置
くことこそ、物質が新しい動的状態――散逸構造――を形作る出発点となる。実は散逸構
造は、超分子的組織の「表現形態」である。 
２） 化学的不安定性の閾値を超えて 
 均衡から遠く離れた条件下では、化学的不安定性の閾値を超えると、種々の新現象が現
れてくる。臨界閾値を超えると、ゆらぎの結果、系は定常状態を自発的に去る。初期条件
が何であっても、系は安定した周期動作をする「リミット･サイクル」に近づいてゆく。「赤」
と「青」との二種類の分子があるとしよう。分子は混沌とした運動をしているので、ある
瞬間、例えば容器の左の部分により多くの赤い分子が来ることが期待されよう。尐したつ
と、青い分子が多くなる、等々。容器は「紫色」に見え、時たま、赤や青に不規則にきら
めくことになろう。しかし、「化学時計」においては、このようなことは起こらない。ここ
では、系は全体に青く、次に突然に色を赤に変え、更に再び青になる。これらの変化がす
べて規則的な時間間隔で起こるから、これはコヒーレントな過程であると言える。無数の
分子の活動から出てくるこのような現象は、一切に色を変えるために、分子が「コミュニ
ケーション」をする方法を備えているはずである。系は全体として働かなければならない。 
３） 散逸構造（＝自己創出性）の特徴 
散逸構造を、エネルギー流を組織した物質構造と捉えるか、物質流を組織したエネルギ
ー構造と捉えるかが興味深いことである。化学的散逸構造のレベルでは、どちらの言い方
も共に正当なものである。両者は相補的な関係にある。しかし、更に高次の自己組織化レ
ベルをみて行くと、徐々に、物質的なプロセスや構造を組織していくエネルギー･システム
として、散逸構造を捉える方が当を得ているように思われる。ここで、「ブリュッセル･モ
デル」を用いて散逸構造の形成を説明する。「ブリュッセル･モデル」は、散逸構造の形成
を導く反応のうち、最も単純なものをモデル化したものである。このモデルは次式のよう
に示される。 
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A ⇄ X  
XB  ⇄ DY   
YX 2 ⇄ X3  
X ⇄ E  
 A、 B 、D、 E は初期物質及び反応最終生成物、 X 、Y は中間生成物を表す。
X とY の時間的成長と空間的分布が、ここでの研究対象である。ふつう、数値計算で
は、式中の右から左へと向かう逆反応は無視される。システムが特殊な振る舞いをする
本質的な原因はその非線形性にあるわけだが、モデルの四つのステップからなる反応系
では、特に自己触媒的な第三ステップがシステムの非線型性をもたらす。このステップ
では X の三分子が作られるので、このモデルのことを「三分子モデル」と呼ぶことも
ある。今、 X 、Y の濃度を AX  、 ABY / で与え、システムは均一な定常状
態にあると過程する。ここで、 A、Bの濃度、及びフィックの法則による、拡散係数
XD 、 YD 、更に場合によっては XD がある条件を満たすと、この定常状態は不安定
となり、システムは次のように多様な行動を示すようになる。 
① XD 、 YD の値が非常に大きいため、システムがほぼ均一であると見せる場合
は、定常状態の周囲に安定した周期的振動が生まれる。いわゆる極限サイクル
行動である。 
② 均衡から遠く離れた状態、例えば、DとE の濃度が極めて小さい場合などで
は、システムは X とY の分布が不均一な、新しい定常状態へと進化していく。
ここで、システムの空間的拡大と正比例するように散逸構造の波長を決め、新
たに現れてくる秩序のマクロ的特性を強調することもできる。 
③ システム内で初期物質 Aの拡散がもはや無視できない状態になると、臨界不安
定状態を超えて散逸構造が形成されていく。この場合、空間的組織化はある大
きさに制限されており、その外では熱力学的秩序が力をふるっている。散逸構
造の形成にはシステムの規模が重要な意味を持つ。小さすぎるシステムは常に
境界に迫る外界からの影響に負け、威圧されてしまう。システムの大きさがあ
る臨界規模を超えた時のみ、非線型性が自らの特性を伸ばす機会を見出すのだ。
そして、周囲の環境に対するシステムの自治ともいうべきものが獲得され、シ
ステムは新構造の選択を行えるようになる。 
４） システム特性の階層的見方 
 システムはその本質から、個々の性質の寄せ集めとしては表現しえない。けれども、シ
ステム全体をいくつかの特定な視点から眺めることで、意味を持つ類型化を行うことは可
能である。 
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表 1：システム特性の階層 
システム特性項目 構造保存型システム 進化型システム 
全体的なシステム
のダイナミックス 
静的（ダイナミッ
クスなし） 
保存的自己組織化 散逸的自己組織化 
構造 均衡構造 均衡構造へと向う 
退化 
散逸構造（均衡から遠
く離れている）、進化 
機能 無機能ないし他者
創出的 
均衡状態を参照する
機能 
自己創出的（自己参照
的） 
組織構造 可逆過程を取る統
計的振動 
均衡構造へ向う不可
逆過程 
不可逆的 
内部状態 均衡 均衡に近い 非均衡 
環境との関係 孤立的あるいは開放的（成長可） 開放的（バランスの取
れた持続的交換） 
 
2. ハーケン10の協同現象学（シナジェティクス） 
① シナジェティクスとは 
シナジェティックスとは、複雑なシステムの中に現れる秩序形成の仕組みを理論的に解
明する理論である。シナジェティクスは多数の部分系からなる体系を研究の対象をする。
ここで、部分系の性質は全く違っていてもよく、例えば、光子、電子、原子、分子、細胞、
ニューロン、機械要素、器官、動物、あるいは人間であってもよい。このような部分系の
協同作用がどのようにして巨視的スケールの空間的、時間的、あるいは機能的構造をもた
らすかを研究することである。特に、これらの構造が自己組織化される情況に注目した時
期待される。部分系の性質にはよらず、自己組織化の過程を支配している原理を探ってい
く。 
② 物理学 
熱均衡にある物理系の相転移、例えば気液相移転、強磁性移転、あるいは超伝導の発生
などはすべて、理論的にシナジェティクスが扱う過程の一般的定義の範囲内に入る。 
③ 生物学 
生物学は多種多様な高秩序、高機能の構造を提供してくれる。生物系では、個々の部分
に高度の協力がなければ何も起こらないと思われる。協力過程のおかげで生体系は、分子
レベルで巨視的エネルギー形態に変換されたエネルギーを高次の形態に転換することがで
きる。協力過程は、あらゆる種類の運動をもたらす筋収縮、脳における電気振動、電気魚
の電圧の生成、パターン認識、会話と言った姿で現れる。このような生物学はシナジェテ
ィクスにとってきわめて重要な研究分野である。 
                                                   
10
 H･ハーケン：ドイツの物理学者。シナジェティクス（協同現象学）を提唱した。著作は
『協同現象の数理』、『シナジェティクスの基礎』など。 
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④ 進化 
進化は、繰り返し現れる新しい巨視的パターン（すなわち新しい種）の発生と見ること
ができる。生体分子の進化のモデルはダーウィンの適者生存原理の数学的形式に基礎を置
いている。生体分子の増殖は自己触媒作用によるものと見なされる。この機構が突然変異
と結びついて、進化過程をもたらす淘汰（選択）が引き起こされる過程である。 
⑤ 経済学 
経済学では劇的な巨視的変化を見ることができる。典型的な例は完全雇用から不完全雇
用への転換である。例えば、拡大から合理化へと転ずる投下資本のような、何かの制御パ
ラメータの変化によって新しい経済の状態、つまり不完全雇用の状態が引き起こされる。
このような二つの状態間の振動が観察されているが、これをシナジェティクスの方法で説
明することができる。巨視的な経済構造の発展の別の例として、農業社会から工業化社会
への発達が上げられる。 
⑥ 共通する特徴 
系はどの場合にも非常に多数の部分系からなっている。その仕方はあまり明確でない場
合もあるが、何かの条件を変えてやると、系は巨視的スケールの新しい種類のパターンを
獲得する。均一、未分化の静止した状態から、不均一である高度な秩序を持った一つの状
態に移行することが可能である。また、多数の秩序状態のどれかに移るということもあり
得る。このような系は様々な安定状態〈双安定、多種安定〉で動作することができる。ど
の場合にも、質的に新しい巨視的な構造をとるに至る自己組織化過程を扱うことになる。 
 
3. カウフマン11の『自己組織化と進化の論理』 
 ダーウィンが教えたように、生物の社会の秩序は、ランダムな突然変異の中から自然淘
汰が希有で有用な形を選び出すことによって進化してきた。このような生命の歴史観に立
つと、生物は自然淘汰が細々と細工したいわばつぎはぎの機械と言うことになる。しかし、
自然淘汰は確かに重要であるが、それが単独で、細胞や組織から生態系にまで及ぶ生物圏
の詳細な構造を作りあげたわけではない。もう一つの原動力である自己組織化が、秩序の
基本的な発生源である。自己組織化という基本原理によって、秩序は自然に自己発生的に
生まれたものである。 
① 自己組織化と自然淘汰が生物社会の秩序を生んだ 
種はリンネの分類図表の欄のように固定されたものではなく、お互いに進化してきたも
のである。手足とひれの類似性とか、環境に素晴らしく適応した動物とかを説明するのは、
神でもなければ、合理主義的形態論のあれやこれやの原則でもなく、ランダムに突然変異
したものに作用する自然淘汰だとダーウィン言う。ダーウィン以来、この豊富な生命、こ
                                                   
11
 スチュアート･カウフマン（Stuart Kauffman）：理論生物学者で複雑系の研究者である。生物のシステ
ムと有機体の複雑性はダーウィンの自然選択説よりも自己組織化と熱均衡状態から大きく離れた系に由来
すると理論している。 
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の秩序について、われわれは常に自然淘汰と言う唯一の不思議な力に頼ってきた。ランダ
ムな突然変異と自然淘汰、この二つがなければ、支離滅裂な無秩序以外の何ものも存在し
なかったであろうと推論してきた。しかし、ここでは、違う議論をする。秩序は偶然の産
物などでは全くない。自然界の秩序の多くは、複雑さの法則により、自発的に形成された
ものである。自然淘汰が更に形を整えて洗練させるという役割を果すのは、もっと後にな
ってからのことである。簡単な物理系が自発的な秩序を示す例を挙げると、水の中の油の
しずくは球状になるし、雪片はつかの間では正六角形の対称性を示すことなどである。自
発的な秩序の存在は、ダーウィン以来の確立した生物学に対する挑戦である。ほとんどの
生物学者は、自然淘汰は生物における秩序の唯一の源であり、自然淘汰こそが形態を念入
りにこしらえたと信じている。しかし、淘汰によって選ばれた形態が、もともとは複雑な
法則によって生み出されたものであるならば、淘汰は常に単なる下部でしかなかったこと
になる。結局、自然淘汰は形態を生み出す唯一の源ではないことになり、そして、生物も
がらくたを寄せ集めたものではなく、より深遠な自然法則の現われだということになる。
自発的に秩序を生じ、自然淘汰がそれを念入りに作り上げる。生命とその進化は常に、自
発な秩序と自然淘汰が互いに受け入れ合うことによって成り立ってきたのである。 
② 自然に生じた自己組織化は進化する力も持っていた 
生命自身も「創発」した現象である。十分に複雑な化学物質の混合物は自発的に「結晶
化」して、それら自身を合成する化学反応のネットワークを、集団的に触媒できる可能性
がある。これらの集団での自己触媒系は、自分たち自身を維持し、複製する能力を持つ。
これはわれわれが生物の物質代謝と呼ぶものと何ら変わらない。この見方に従えば、生命
が出現する前の化学システムにおいて分子の多様性が増加し、その複雑さがある閾値を超
えた際に、生命現象が創発したと考えることができる。生命とは、単一分子の性質の上に
成り立つものではなく、互いに相互作用している分子系の集団的な性質の上に成り立つも
のとなる。生命は全体として創発し、常に全体として存在してきたことになる。生命は部
分の上に成り立つものではなく、部分が作り出す全体の集団的･創発的性質の上に成り立つ
ものである。 
卵から成体への成長、すなわち個体発生は、生物の秩序の中で最も荘厳なものの一つで
ある。人間の場合、この過程は一つの細胞、すなわち受精卵（接合子から始まる。接合子
はおよそ 50 回の細胞分裂を繰り返して 1000 兆個の細胞を作り出す。そしてこれらの細胞
が新生児を形成することになる。それと同時に、接合子では細胞の型は一つだったのに、
それが成体でおおよそ 260 種の細胞の型へと分化していく。成長をコントロールする遺伝
的指令は、各細胞内の核になる DNA に書かれている。この遺伝系には遺伝子が約 10 万個
も存在し、各々が異なるタンパク質コードしている。遺伝子、RNA、タンパク質は複雑な
ネットワークを形成し、驚くほど精密な仕方で互いにスイッチを入れたり切ったりしてい
る。これが個体発生における最も不思議な点である。この個体発生で見られる美しい秩序
のほとんどは、驚くべき自己組織化の自然な表現として、自発的に生ずるものである。こ
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うした自己組織化は、非常に複雑で一定状態を維持するような調節的なネットワークにお
いてよく見られるものである。生物における秩序の多くは自然淘汰の結果などではなく、
自己組織化された自発的秩序である。広大な秩序は自然に生じたものであり、生成力を備
えたものである。生物圏における  秩序の根源は、自然淘汰と自己組織化の両方を含む
ものでなければならない。 
進化は、生物が遺伝的な変化によって適応し、またその適応度を増やしていこうとする
物語である。「カオスの縁」というイメージは、共進化にも現れる。われわれが進化したと
しよう、このときわれわれの競争者も適応するために進化し続ける。彼らの適応の結果、
われわれは更に適応しなければならない。共進化の系では、それぞれの種が適応地形のピ
ークを目指して登っていくが、その地形自体も、共進化の相棒が適応的に活動することに
より、始終変形しているのである。こうした共進化の系も、秩序的状態、カオス的な状態、
そして転移状態を取る。そして、これらの系は転移状態すなわちカオスの縁にある状態に
向かって共進化して行く。技術の進化も、実は、生物が生まれる以前の化学進化や、適応
的共進化と同じような法則によって支配されている。「急速な経済成長は、商品やサービス
の多様性が閾値を超えたときに始まる」と言う理論は、化学的に多様性が閾値を超えたと
きに生命の起源が始まるのと同じ論理に従っている。多様性が臨界値を上回ると、新しい
種の分子が、あるいは新しいタイプの商品やサービスが、更なる新種のためにニッチを提
供する。 
③ 生物の多様性は臨界点の境界への進化から生まれた 
生物圏の秩序が自然淘汰だけではなくもっと深い法則群によって作られている可能性が
ある。注目すべきことは、生物圏における分子の多様性自体が分子の種類の爆発を引き起
こすという可能性である。多様性はそれ自身を餌とし、更に進行する。互いに、そして環
境との間で相互作用している細胞は、新種の分子を作る。そしてその分子は一連の激しい
創造の過程で、更に他の種類の細胞を生む。この激しい過程は「臨界点を超えた振る舞い」
である。原子核の連鎖反応においては、ウラン原子核の崩壊によって、いくつかの中性子
が作られる。各々の中性子は、別のウラン原子核と衝突し、更に多くの中性子の雤を降ら
せ、そして次々と更に多くの原子核と衝突する。連鎖反応は自らを餌とし、不吉なきのこ
曇が上空にできるまで、中性子を作り続ける。これと似たように、臨界点を超えた化学系
においては、分子種が分子種を生み続け、不思議な曇が合体して、三葉虫からフラミンゴ
に至るあらゆる物ができた。 
生態系の多様性による進化プロセスは図 3 の通りである。小さな生態系が、臨界点を超
えると、ある細菌はそれに衝突する新しい分子を猛毒性の内部毒素に変換する不幸な能力
を持ってしまう。毒素はその細胞を殺すことになるので、生態の中の同種の細菌はすべて
絶滅することになる。その小さな生態系から細菌のある種が絶滅することによって生体系
の中に存在する種の多様性が減尐する。集合体は臨界点を超えているので、様々な新しい
分子が絶えず形成されるが、これらの分子はそうした一連の絶滅を次々に引き起こす。そ
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して生態系の種の多様性を、臨界点を超えた領域から臨界点手前の領域へと減尐させるは
ずである。一方、生態系が臨界点の手前にある場合、細菌の種類が尐ないため、物質代謝
のやり取りは調和がとれており、相利共生で競争は尐ない。そのため、物質代謝の舞台を
さまよい歩き、たくさんの新しい分子を生むような細菌種はほとんどない。しかし、舞台
裏から、新参者である一連の移入細菌が入ってくる。最も悪いことには、古参のあるもの
は、遺伝的に同じ状態にあまり長く居すぎるため、ランダムな突然変異や遺伝子浮動を受
けて、新しい大きな高分子―DNA や RNA や新しい反応を促進するタンパク質を作りだす
ように進化する。この絶え間なく続く移入と新種の形成は、生態系中の細菌の種の多様性
を増やし、生態系を臨界点手前の領域から臨界点を超えた領域へ向かって移動させる。さ
らに、各生態系はそれ自体、臨界点の手前と臨界点の向こう側の間境界上にあるが、その
材料をやりとりすることによって、全体として一つの超臨界的生体系が作られ、容赦なく
複雑にある。つまり、局所的生体系は境界で釣り合っているが、地球全体の超臨界的な性
質によって多様性が全体としてゆっくりと増えていく生態系である。このように、生態系
は全体として十分に自己触媒的であり、自分自身の維持と新しい分子の開発の両方を促進
する。 
図 3 超臨界的爆発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 経済系の自己組織化の論理 
多様性から多様性を生み出す。したがって、多様性は成長を生む手助けをする。長い時
間をかけて、新しい商品とサービスが作られ、古い商品とサービスはそれに取って代わら
れる。技術における新種の発生と絶滅現象が起こる。技術の網目が広がっているので、あ
る商品やサービスの絶滅や雪崩を引き起こし、それが拡大していく事もありうる。その雪
崩により、他の商品やサービスはもはや存在意義を失い、視界から消え去ってしまう。そ
れぞれの商品やサービスは一時的にのみ人気を博し、その存在を誇示する。こうして技術
社会が展開していく。経済における商品とサービスは進化するだけではなく共進化も行う。
存在する商品とサービスは、すでに存在している別の商品やサービスから見た基準で、存
有
機
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細菌の多様性 
種形成 
および移入 
臨界点以下 
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絶滅 
注：曲線は、臨界点手前の振る舞いと臨界点を超えた振る舞いに分ける。臨界相転移曲線に向か
った矢印は生体系の多様性が境界に向かって仮想的に進化していることを示す。 
出所：Stuart Kauffman(1995、252 ページ) 
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在意義を持たなければならないからである。図 4 は多様性による進化のイメージであり、
再利用可能な資源の多様性として毎年現れる商品やサービスの多様性の度合いを示して
おり、文法の多様性は相補性と代用品の多様性を示している。再利用可能な資源や文法ル
ールの複雑さが増すと、系は図の境界線を超えて多様な製品であふれかえることを意味し
ている。線の上は「カオスの縁」であり、複雑適応系は、カオスの縁付近の秩序状態内の
どこかある場所に向かって進化する。 
図 4 多様性による進化 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Stuart Kauffman(1995、547 ページ)。 
4. 収穫逓増の研究 
 収穫逓増は限定合理性と並ぶ複雑系経済学の主要な柱の一つである。収穫逓増は経済過
程の背後に潜む非常に重要な機構であるが、新古典派経済学は収穫逓増と反対の機構であ
る「収穫逓減」を基本的な前提としている。供給関数を構成するには、この仮定が「理論
的」に必要であるからである。この「収穫逓減」概念に対して、さまざまな疑問があり、
異なる人々が異なる場面や機構を想定しながら、同じく「収穫逓増」という用語を使って
自説を説明している。現在では、尐なくとも 4 つの異なる「収穫逓増」概念があり、それ
らが相互に整理されていないまま使われている。ここでは、収穫法則をめぐる経済学の思
考の歴史を繰り返しながら、現在提案されている「収穫逓増」の諸概念を紹介し、それら
の概念と用語の整理をする。 
① 規模に関する収穫法則 
 収穫逓増の概念は、規模に関する収穫法則の 1 つの場合である。収穫法則とは、ある製
品の生産の場合、投入量と生産量の量的関係を示すものである。規模に関する収穫法則に
は、3 つの場合が区別されている。まず、投入を比例以下に押さえることができる場合、収
穫逓増である。これに対して、すべての投入が生産量に比例的な場合には、収穫一定であ
り、生産量を増やすには、比例以上の投入をする場合、収穫逓減である。生産量を横軸に、
投入を縦軸にしたとき、それぞれの収穫法則は、図 5 のグラフのようである。 
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図 5 収穫法則(逓減、一定、逓増) 
 
 
 
 
 
 
     出所：塩沢(1997、321 ページ)。 
② 範囲の経済と多製品企業 
 規模に関する収穫逓増に関して、異なる「収穫逓増」概念がいくつか存在する。ここで
最も注目されるのは、「範囲の経済」である。「範囲の経済」派 1970 年代にパンザートヴィ
リグが「規模の経済」の対概念として提案されたものである。「範囲の経済」は、一つの企
業が製品 Aを x量と製品Bを y量と生産する時、その生産総費用は、製品 Aだけを x量生
産する費用と製品 Bを y量だけ生産する費用を足したものより小さくなるとき存在する現
象である。製品 Aを x量、製品 Bを y量と生産するときの総費用を ),( yxc と書くことにす
れば、範囲の経済は次の不等式の成立する時に存在することになる。 
),0(),(),( ycoxcyxc   
 このような費用節約の機会は、様々存在する。製品 Aと製品Bが似た性格のもので、同
じ製造装置で生産できるとすれば、両方の生産量が大きくなって、稼働時間を分け合うこ
とができなくなるまで、範囲の経済が働く。これは、製品 Aと製品Bを同じ生産物を見た
とき、規模の経済が得られると同じ論理である。異なる製品を作るのに同じ技術知識で足
りる場合にも、同じように範囲の経済が得られることができる。範囲の経済は、現代企業
が多製品企業あるいは多品種生産企業であることを説明することができる。その上に、範
囲の経済は、チャンドラーが大著『規模と範囲』(Scale and Scope,1994)で説得的に示した
ように、流通にも適用できる。百貨店からコンビニに至るまで、業態の違いはあるが、多
種・多様の商品を取り揃えて消費者を誘うという方式の基礎には、範囲の経済がある。 
③ アーサーの「収穫逓増」概念 
 80 年代になると、ブライアン・アーサーがマーシャル以来の「収穫逓増」概念とは全く
掛け離れたところに同じ言葉を使うようになった。言葉の意味に共通性があり、誤った使
い方と言えないが、それが混乱を引き起こしたのである。アーサーが「収穫逓増」という
用語を用いたのは、非常に一般的な意味である。彼は彼のいう「自己再強化的機構」一般
の背後にある事情として、収穫逓増という概念を用いた。「自己再強化的機構」というのは、
ポジティブ・フィードバックの働くあらゆる累積的変化過程につけたアーサーの術語であ
る。規模の経済がこのような「自己再強化的機構」の一つを引き起こすことは確かである
が、ポジティブ・フィードバックの働く場面は、生産以外にもたくさんある。アーサーが
例示して成功したのは、VTR の録画方式をめぐるβと VHS の戦いの説明である。それが、
投入 
生産量 0 
収穫逓減 
投入 
生産量 0 
収穫一定 
投入 
生産量 0 
収穫逓増 
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VHS の勝利に終わったが、アーサーはここに収穫逓増が働いていると指摘した。これは、
生産の場面ではなく、製品の使用の場における「収穫逓増」という新しい概念の隠れた導
入であった。アーサーは、サンタフェ研究所の経済学者であり、サンタフェの複雑系研究
が注目されると同時に、彼の収穫逓増概念も流布されるようになったが、アメリカでは、
規模に関する収穫逓増には、いまだに強い抵抗がある。アーサーが取ったのは、抵抗の尐
ない新現象で収穫逓増を認めさせ、その上で本丸に乗りこむという作戦だったかもしれな
いが、情報機器の利用面における「交換性」の効果のみが強調され、他の重厚長産業では
収穫逓増がないような誤解が生じてしまったのである。収穫逓増という言葉は、経済学の
理論的枠組みに大きな転換をさせる、経済学の核心に関係する概念であるが、アーサーの
ような使い方も存在しているので、概念の異同と用語の整理を図る必要と思われる。 
④ 四つの「収穫逓増」の概念 
 以上の三つの「収穫逓増」の概念のほかにも、村上泰亮の『反古典の政治経済学』で提
案されている「収穫逓増」の概念が存在する。彼の提案している「収穫逓増」は、時間の
経過により、生産の平均費用が低下していくということを意味している。年間生産量が一
定でも、平均生産費用は逓減していく。これが産業化の一番重要な現象であると彼が主張
していた。これは、従来の「収穫逓増」＝「規模の経済」とはまったく異なる概念であり、
普通の言葉でいえば、「学習の効果」というべきものである。生産性の上昇、すなわち平均
費用の減尐は、累積的生産量の関数として生ずると言われ、この累積的生産量を生産量の
指標にとれば、規模の経済も一種であるが、彼の使っている投入も産出も、従来のものと
は異なる概念においてとらえられることから、従来の「収穫逓増」の概念と異なる新しい
概念である。このように、全部 4 つの「収穫逓増」概念が提案され、使われている。塩沢(1997)
はこれらの概念を区別し、各概念を新しく整理したものが、表 2 である。規模に関する収
穫逓増には「規模の経済」、そして「範囲の経済」、アーサーの「収穫逓増」の概念は「連
結の効果」、村上の「収穫逓増」の概念は「学習効果」と整理されている。「効果」という
のは、これらの場合、必ずしも「節約」の観念が含まれないのではないかという考えから
である。 
表 2 さまざまな収穫逓増の概念 
発見機構 主な提唱者 整理された用語 関連の話題 
生産規模に関する マーシャル 規模の経済 巨大化、独占化 
結合範囲に関する チャンドラー 範囲の経済 設備・技術の共用 
時間経過に関する 村上泰亮 学習の効果 技術進歩・産業化 
使用連結に関する B・アーサー 連結の効果 デファクト標準 
    出所：塩沢(1997、348 ページ)。 
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5. クルーグマン12の『自己組織化の経済学』 
 ここ数年、自己組織化システム――ランダム性とカオスが同時に予期せざる秩序へと発
展していく複雑系――の概念が、人工知能から化学まで、また進化論から、地理学までと、
様々な分野を超えた研究者を結びつける有力な考え方になりつつある。しかし、理由はと
もかく、この動きはこれまでのところ、経済理論にほとんど影響を与えなかった。限りな
く複雑であるが、明らかに自己組織化しているシステム、「経済」についてこの新しい考え
方がどこまで応用できるかを考える必要がある。本書では、自己組織化モデルが様々な経
済現象にどのように応用できるかということを示す。つまり「不安定から生じる秩序」の
原理で都市形成や景気循環も説明できること、「ランダムな成長から生じる秩序」の原理で、
地震発生の規模と頻度、隕石の規模と衝突の頻度、大都市の規模と順位が、不思議なほど
単純なルールから説明できること、などを示していく。自己組織化理論は、経済を理解す
る上で大きな力になると考える。 
１） 自己組織化の原理 
① 「不安定から生じる秩序」 
 バケツ一杯にゴルフボールとピンポン玉を混ぜたとしよう。注意深くやれば、ピン
ポン玉もゴルフボールも、バケツの上部にも下部にもまんべんなく並べられるだろう。
しかし、ひとたびバケツを揺さぶると、ピンポン玉はすべて上部へ、ゴルフボールは
すべて下部へと移動してしまうだろう。無秩序な状態はランダムなショックによって
不安定になりやすいので、初期の無秩序な状態は自然と組織化されていくのである。
実際、不安定から秩序が生じるようなモデルは物理学では広く見られるものである。
古典的な例としては対流がある。水に入れた鍋の底部を熱し、上部を冷やす。温度の
上昇が臨界レベルに達すると、安定した均衡が不安定になる。こうして、水はやがて
亀甲形の対流バターンを形成するのである。このように不安定から生じる秩序の原理、
特に自己組織化システムは最も不安定な変動に支配される傾向があると言う考え方は、
有力なアイディアであると思う。都市の構造、あるいは都市形態形成とでも呼ぶべき
物について考えるとき、そのアイディアは確かに助けになる。 
② 「ランダムな成長から生じる秩序」 
 陶製品、例えばギリシャの壺を、石の壁目掛けて投げつけると、ランダムに砕け散
って無数の破片になる。これぞ正しく無秩序の創造である。しかしここで、奇妙な隠
れた秩序が創発する。砕けた壺の破片を注意深く集め、0.1 グラムよりも大きい破片の
数、0.01 グラムよりも大きい破片の数、0.001 グラムよりも大きい破片の数等々と数え
ていくと、驚くべきことに、破片の分布がべき乗則に従っていることがわかる。つま
り、一見したところ無秩序で複雑な破砕のプロセスは、べき乗則という単純な秩序を
生み出し、そのべき乗指数は重要な情報を含んでいる。不安定から生じる秩序の概念
                                                   
12 ポール･クルーグマン（Paul Robin Krugman）はアメリカの経済学者である。2008 年にはノーベル経
済学賞を受賞した。著作は『空間経済学』、『自己組織化の経済学』などがある。 
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のように、単純な周波数分布がランダムな成長を表せるという概念、そして更にべき
乗則のべき指数が、過程を表す重要な情報であると言う概念は、物理学ではよく見ら
れるものである。最新の宇宙論のモデルでは、星雲を形成させるような星の不均一分
布を、初期の膨張期のランダムな成長によって説明しようとすることで、宇宙の形成
に関して新しい解釈を与えている。もしこの理論が宇宙に適用できるのなら、経済事
象にも適用できるはずではないか。 
２） 自己組織化のダイナミックス 
 国際貿易の分野では、二つの研究テーマがある。それは、すでに確立された理論である
「成長と貿易」、及び現在論争の余地の残る「貿易と成長」である。「成長と貿易」は、成
長が貿易経済に及ばすインパクトを考察するものである。中国の生産性が上昇したり、日
本の技術者が増加したりすると、世界貿易のパターンやアメリカの実質賃金はどのような
影響を受けるだろうか。これらはすでによく理解された問題である。他方、「貿易と成長」
は、例えば、貿易自由化が技術革新にどのように影響するかとか、自由貿易体制は経済発
展に益するのかそれとも高度な重商主義体制の方が好ましいのか、というような問題であ
る。自己組織化のダイナミックスにおいても、同様に区別されるべき二つの概念がある。
経済学者には周知の第一の対象は、空間など時間以外の次元で自己組織化するシステムの
ダイナミックスを扱ったものである。これより遥かに論争の余地がある第二の対象は、時
間次元そのものに関する自己組織化を扱ったものである。ここで、断続的均衡の基本的論
理を明らかにすべきである。複雑な景観では、局地的な安定均衡が数多く見られる。突然
変化が訪れるのは、それまで安定していた均衡が不安定になり、新しい均衡を求める間、
システムが不安定になっているときである。しかし、こうした安定から不安定への変化は、
基本的な景観の変化の速度がどんなに遅々としたものであっても、常に不連続に起こる。
つまり、経済環境の緩やかな変化が、伝統的にイメージされる戦争に似たダイナミックス
を生み出すということである。それは、倦怠した長い期間の号間に、断続的に激しい戦闘
が勃発すると言うものである。 
３） 時間的における自己組織化 
 クルーグマンは、時間における自己組織化現象については一定の距離を保っている。彼
自身はこの分野で研究していないが、二種類の研究を紹介している。第一に、「非線型景気
循環論」である。つまり、ある期間、限界支出性向が 1 を超えると仮定する。これは、売
り上げ以上に投資が拡大する状況だと考えられる。更に、支出関数は生産水準だけではな
く、資本ストックにも依存していると仮定する。資本ストックが積み上がってくると、投
資が次第に抑制されてくるようになる。ある水準を超えると、資本ストックの償却が新規
投資より大きくなり、資本ストックの水準自体が低下するため、そこで再び投資を拡大し
ようとするインセンティブが働く。このようなプロセスを通じて景気循環を説明されるの
である。クルーグマンは、これを「不安定から生じる秩序」の例と見なしている。第二に、
ジョゼ･シェンクマンとマイケル･ウッドフォードは「ランダムな成長から生じる秩序」の
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原理を景気循環に応用している。これは、最終消費財を生産している企業を頂点に、中間
生産財を供給する企業が階層構造を形成しているような産業連関構造の下で最終消費財の
需要が発生した時に、在庫の有無によって生産活動の連鎖が確率的に波及していくプロセ
スを分析している。このモデルの要点は、このような経済構造では在庫はある一定の臨界
値に収束する傾向があると言うことである。 
４） 空間における自己組織化 
 クルーグマンは、空間における自己組織化であるが、エッジ･シティを創発させるような
モデルをコンピューター･シミュレーションを用いて実際に描いてみせる。ここで都市が一
点に集中しないためには、二つの基準が必要であると指摘している。基準 1 は、企業の集
中を促す求心力と企業の分散を促す遠心力のどちらか一方が強すぎると言うことがなく、
両者の間に緊張関係があること。基準 2 は、企業は他の企業が近隣に立地することは好む
が、尐し離れて立地することは好まないため、求心力は遠心力よりも短い距離で効力を失
うこと。この二つの基準が満たされることによって、企業が地域全体にランダムに分布し
ていても、時間の経過とともに、独立した複数の商業地区がほぼ等間隔に形成されるよう
になる。これは「ランダムな成長から生じる秩序」を表現したものである。 
５） クルーグマンの複雑系の定義 
 クルーグマンの複雑系の定義は三つある。第一は、「複雑なフィードバック･システムが
驚くべき“振る舞い”をすること」という定義である。つまり、ある経済主体の行動が他
の経済主体の行動に影響を与え、それがまた他の主体に影響を与えるという一般相互依存
関係が貫徹している場合には、ある経済主体の行動は必ず経済全体から複雑なフィードバ
ックを受けることになる。第二は、「創発の科学である」という定義である。これは、アダ
ム･スミスの「見えざる手」として経済学者が慣れ親しんできた概念に近い。第三は、「自
己組織化システムである」という定義である。これは当初、ほとんど均質の状態か、ある
いはほとんどランダムな状態から、やがて大規模なパターンを形成するシステムを指して
いる。 
 
第四節 生物学と物理学からの示唆 
このような、生物・生態系における多様性と多様性による進化プロセスは経済現象にど
のような示唆を提供できるのだろうか。筆者の考えでは、尐なくとも、2 つの側面からの新
しい考えをもたらすだろう。 
1 つ目は、生物・生態系の多様性による進化プロセスは経済における発展の原理と一致し
ているだろう。このことは次のように理解できる。つまり、Stuart Kauffman が指摘して
いるように、長い時間をかけて、新しい商品とサービスが作られ、古い商品とサービスに
取って代わる。技術における新種の発生と絶滅現象が起こり、技術の網目が広がっていく。
それによって、ある商品やサービスの絶滅が雪崩を引き起こし、それが拡大していくこと
である。その雪崩により、他の商品やサービスはもう存在意義を失い、視界から消え去っ
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てしまう。それぞれの商品やサービスはほんのひと時だけ人気を博し、その存在を誇示す
る。こうして、経済における商品とサービスは共進化を行う。存在する商品やサービスは、
既に存在している別の商品やサービスから見た基準で、存在意義を持たなければならない
のである。このような多様性による発展論を貿易側面から見ると図 6 の示しているように
なる。つまり、商品・サービスの多様化が産業の多様化をもたらし、そして、この 2 つの
多様化により、輸出の多様性が増加する、その循環過程により、経済発展に何らかの貢献
をしているのである。 
図 6 貿易側面の経済発展プロセス 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 出所：筆者作成。 
2 つ目は、生物・生態学における「種多様性」の概念に言われている「種組成の均等さ」
のことである。「種の豊富さ」は商品・サービスの多様性を指しているとすれば、その「種
組成の均等さ」という概念は、筆者の考えでは、尐なくとも 2 つの意味を持っている。1 つ
は、各国における産業の多様性のことである。つまり、各国にとって、各産業が均等に存
在した方が、多様性による発展により望ましい状態であると言えるだろう。このように均
等に存在していることによって、技術革新、競争により、商品・サービスの多様化が行わ
れ、産業ごとの共進化が生まれるであろう。 
図 7 各国の産業ごとの多様性 
 
 
 
 
 
 
 
 
      出所：筆者作成。 
商品・サービスの多様化 
産業の多様化 
輸出の多様化 
経済発展 
国 A 国 B 国 C 
産業 1 
産業 2 
  
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産業 1 
産業 2 
  
産業 ｎ 
産業 1 
産業 2 
  
産業 ｎ 
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そして、もう 1 つの示唆として、各国の輸出における貿易相手国の多様性と輸出量の均
等分布が挙げられる。つまり、貿易相手国の数と貿易相手国の全貿易量に占めるシェアも
多様性による発展に非常に重要なことにならなければならない。例えば、日本の自動車が
アメリカだけに輸出しているとしよう。何らかの事情により、日本とアメリカの関係が悪
かったりすると、日本の自動車産業における打撃は最も大きいであろう。逆に、日本は同
じく自動車を 10 ヵ国に均等に輸出しているとしよう。その中の一つの国と関係が悪くなっ
たとしても、その自動車産業の受け取るダメージは一つの国だけへ輸出している時と比べ
て十分の一ぐらいの影響にとどまり、自動車産業の発展により有利であると言える。 
以上、本章においては、進化経済学、複雑系に関する研究を分類しながら、それぞれの
研究について多様性の視点から考察した。しかしこれまでの研究においては、多様性の経
済発展にもたらす影響についての視点が欠落しがちなことが指摘でき、したがって「多様
性」概念に基づく実証分析が十分とはいえない。今後の研究では、以上の不十分な点を踏
まえた「多様性」の実証分析が必要だと思われる。 
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第2章 経済統合の実態と GTAP モデルによる経済効果の考察 
第一節 世界経済統合の歩み 
 経済統合は現在になって新たに台頭したものではない。第二次大戦前における 1930 年代
の経済ブロック化、戦後の東西対立における冷戦体制、そして 89 年のアメリカ・旧ソ連の
マルタ首脳会談以降のポスト冷戦期を経て今日に至るまで形を変えながら従来と違った方
向へと経済統合運動が進んできている。地域統合と言っても、自由貿易地域、関税同盟、
共通市場、経済同盟、完全な経済統合のように APEC などの緩やかな地域連携もありなが
ら、EU のような堅固な経済統合もあり、その種類は様々である。ここでは、戦後の経済統
合を概観するために、戦後の貿易体制から始まり、その発展過程を具体的にみ、そして GATT
による経済統合の定義と現在世界における経済統合のあり方と発展方向について総体的に
観察する。 
1. 戦後の貿易体制と GATT 
アメリカ合衆国の主導によって構築された第二次大戦後の世界秩序は「パクス・アメリ
カーナ（Pax Americana）」と呼ばれる国際通貨（international currency）または基軸通貨
（key currency）としてのドルを基礎とする人為政策的な世界システムである。アメリカは
戦後世界経済の再建・再構築に当たって目的としたのは次の三つである。 
① 為替相場の安定と為替制限の撤廃 
② 戦後の復興と開発のための資金の供与 
③ 各国間における自由な通商制度の確立 
アメリカは、それぞれの機能を担う三つの国際機関を設けることを目指した。①と②は
IMF（International Monetary Fund,国際通貨基金）と IBRD（International Bank for 
Reconstruction and Development,世界復興開発銀行、通称「世界銀行」）へと結実したが、
③については、輸入数量制限の撤廃と緩和のために ITO（International Trade Organization,
国際貿易機関）を設けることが企図されていた。 
ITO 構想とは大戦終結直後の 1945 年 11 月、「世界貿易と雇用を拡大するための提案」と
してアメリカが発表されたものである。『ITO 憲章』は 1948 年 3 月に調印されたが、あま
りにも理想的なものであったため、最終講義書には 53 ヵ国も署名したにも関わらず、批准
したのは僅か 2 ヵ国であったため結局流産となった。結局はその代わりとして、GATT
（General Agreement on Tariffs and Trade）が ITO 憲章草案の中の通商政策の規定の部
分を遂行することになり、1947 年に「GATT の暫定的適用に関する議定書」が証明され、
48 年に GATT は暫定的に適用された。 
2. GATT の目的と交渉 
GATT ができたのは、経済のブロック化、すなわち第 2 次世界大戦の起きた原因の一つ
として、列強国が植民地などを支配下におきつつ排他的な経済体制を敷き、お互いに関税
引き上げなどの強硬策を推し進めたことを反省したからである。GATT は関税そのほかの
貿易障壁を大幅に軽減し差別貿易を廃止して、自由・無差別の国際貿易を促進することを
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目的している。GATT は、社会的に容認される方法で、参加国が自国の通商政策を履行し
ていく上において、準拠しなければならない一定の国際規則のフレームワークであって、
次の四つの分野に関わる諸問題について、参加国が国際交渉の場を提供された。 
① 国際貿易の障壁を軽減するための多角的交渉問題 
② 国際貿易上の無差別の原則問題 
③ 数量制限及びその他の非関税障壁問題 
④ 通商政策慣行から生じる紛争問題解決の処理の手続き 
GATT は結局、最恵国待遇などの貿易ルールの原則を定める基本的な協定になった。
GATT の第 1 の目的は、締約国相互間の交渉によって関税を引き下げ、それを無条件・無
差別に適用することである。第 2 の目的は、貿易数量の制限を撤廃し、それを無差別に適
用することである。しかし例外規定がきわめて多い。GATT の一般関税引き下げ交渉の経
緯をまとめたのが表１である。ここで一つ注目に値するのは 1963－1967 年のケネディー・
ラウンドである。ケネディー・ラウンドは、「国別・品目別引き下げ交渉」方式が「一括引
き下げ交渉」方式へと転換されたこと、そして関税障壁のみならず非関税障壁にも及ぶも
のであったことなど、従来とは質的にも量的にも異なる画期的な交渉であった。もう一つ
の注目点は 1986―94 年のウルグアイ・ラウンドである。ウルグアイ・ラウンドの新しいこ
ととしては、農業分野の交渉を本格的に行ったことである。そして、サービス貿易、貿易
関連投資措置、知的財産権などに関連する問題解決である。しかし、ウルグアイ・ラウン
ドの最大の特徴点は、GATT 解散＝WTO（The World Trade Organization,世界貿易機関）
設立協定になったことである。 
表 1 GATT 交渉の経緯 
回数 期間 参加国 関税譲許
成立数 
関税平均引
き下げ率 
市場参入分野 
第 1 回 1947 年 23 45000   
第 2 回 
第 3 回 
第 4 回 
第 5 回 
1949 年 
1950 年～51 年 
1956 年 
1961 年～62 年 
32 
34 
22 
23 
5000 
8000 
3000 
4400 
 
 
 
7 
 
第 6 回 
 
1963 年～67 年 
ケネディー・ラウンド 
46 30000 35 鉱工業品関税 
第 7 回 1973 年～79 年 
東京ラウンド 
99 27000 33 
（工業品） 
鉱工業品関税 
第 8 回 1986 年～94 年 
ウルグアイ・ラウンド 
   サービス、農業、鉱
工業品関税 
出所：『通商白書』（2000、62 ページ）。 
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3. WTO 体制への移行 
1993 年におけるウルグアイ・ラウンドの実質的合意を経て、94 年の 4 月にモロッコのマ
ラケシュに参加国 124 ヵ国プラス EU の閣僚等が集まり正式的に GATT を終結した。ITO
が流産して以来、暫定的な GATT が代替したまま、公式の WTO が 95 年 1 月に発足したの
であった。GATT は暫定的な国際協定に基くだけで、正式は国際機関ではなかったが、WTO
は、貿易紛争が発生した場合に解決が図られるなど、機能が大幅に強化され、「貿易に関す
る国際裁判所に近い存在」となった。WTO と GATT の大きな違いは、サービス・特許・商
標などの部分が従来のモノ分野に加わったこと、紛争解決手続きの処理がより合法化され
たこと、発展途上国の例外を除いて途上国にも先進国同様に適用されることなどである。 
4. 地域経済統合の推進 
第 2 次世界大戦後の世界は一方で、貿易の普遍的自由化を標榜・推進しながら、他方で
は戦前のブロック経済に似た、数ヶ国による超国家的な経済的結束もほとんど同時に進行
した。EU や NAFTA、APEC（Asian-Pacific Economic Cooperation Conference,アジア太
平洋経済協力会議）などがそれである。これらの地域経済統合の基本的特徴をまとめたの
が表 2 である。 
① EU（欧州連合） 
 EU は 1994 年１月、マーストリヒトで調印された欧州連合条約（通称マーストリヒ
ト条約）に基づいて誕生した。その前身はヨーロッパ共同体（European Community, 
EC）であり、ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体（European Coal and Steel Community, 
ECSC）、ヨーロッパ経済共同体（European Economic Community, EEC）及びヨーロ
ッパ原子力共同体（European Atomic Community, EURATOM）という三つの機関を
統合した組織であった。EU の設立によって EC と EEC は廃止され、独立の機関とし
て ECSC と EURATOM が残っている。EU の組織は 3 権分立体制で、立法は「欧州議
会」、行政は「欧州委員会」、司法は「欧州裁判所」が受け持つが、現在のところ議会
の権限は小さく、最高決定機関は「EU 首脳会議」である。EU は関税同盟を経て共同
市場を実現した地域経済統合であり、世界中でもっとも進んだ経済統合である。 
② NAFTA（北米自由貿易協定） 
 NAFTA はアメリカ・カナダ・メキシコで構成される地域経済統合である。米加自動
車協定は 1965 年に始まり、1989 年に米加自由貿易が発効し、三国間の NAFTA は 90
年に予備交渉が開始され、1992 年 12 月に協定調印に至り、1994 年 1 月に創設された。
NAFTA は自由貿易協定であり、域内の関税・非関税障壁を取り除くだけで、域外諸国
に対しては加盟国の自主権に任せ、EU とは決定的違いがある。しかし、NAFTA には、
サービス貿易、・知的財産権に関する規則、政府調達の開放なども含んでいるので、必
ずしも緩やかな協定とは言えない。 
③ APEC（アジア太平洋経済協力） 
   APEC は、協定によって結ばれたものではなく、当初創設の意図するオープン・リ
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ジョナリズムであるといえる。1989 年 1 月にホーク・オーストラリア首相が APEC の
開催を提唱し、同会議が同年 11 月にキャンベラで初めて開催されたことがきっかけと
なった。加盟国は当時の 12 ヶ国であったが、現在の 211ヶ国・地域となり、アジア経
済に対する地位・役割も変化し続けている。 
  表 2 世界主要な経済統合 
名称 設立年 種類 国・地域 人口 
（億人） 
EU  
（欧州連合） 
94 年 関税同盟 
単一市場 
単一貨幣 
25 ヵ国 4.5 
NAFTA 
（北米自由 
貿易協定） 
94 年 自由貿易協定 3 ヵ国 4.15 
APEC 
（アジア太平
洋経済協力） 
89 年 地域経済協力 21 ヵ国 26.8 
   出所：筆者作成 
5. 自由貿易協定の増加とその要因 
1990 年代に入ってから世界の地域経済統合が活発化した。図１は WTO に報告された地
域貿易協定の累積数を表したものである。ここから簡単に確認できるものは 90 年代からの
地域貿易協定の急速な成長であろう。2009 年時点では、効力を有する地域貿易協定の数は
230 件となり、その内訳は GATT 第 24 条に基づく自由貿易協定が 132 件、GATT 第 24 条
に基づく関税同盟が 13 件、GATS 第 5 条に基づくサービス協定が 58 件、授権条項に基づ
く特恵貿易協定が 27 件である。効力を停止した協定を含んで見ると、全自由貿易協定（関
税同盟を含む）325 件のうち 249 件が 1990 年以降に発足し、全サービス協定 68 件のうち
66 件が 1990 年以降発足し、全授権条項に基づく特恵貿易協定 28 件のうち 20 件が 1990
年以降に発足されたものであり、90 年以降の世界の地域経済統合の強い勢いを示している。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
1現在は日本、米国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、韓国、タイ、インドネシア、フィリピ
ン、マレーシア、シンガポール、ブルネイ、中国、台湾、香港、メキシコ、パプアニューギニア、チリ、
ロシア、ペルー、ベトナムの 21 ヶ国･地域に含む。 
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図 1 地域貿易協定の累積数 
 
  出所：WTO 資料により筆者作成。 
1990 年以降の地域貿易協定の増加、そして国際経済体制における存在感が高まった理由
として広く認められた要因は二つある。一つは、多国間主義に基づく GATT ウルグアイ・
ラウンドが難航し、アメリカや EU が地域主義へと傾斜したため、危機感を持った他の国
も地域主義に動いたことである。ウルグアイ・ラウンドの長期化の背景として、多国間交
渉に参加する国の数が増加し、各参加国の交渉への非協力と意見の集約に要する期間が長
期化したり、それにより GATT 体制崩壊のコストが減尐したりしたことである。なかなか
合意に達しないことにより、アメリカと EU は地域主義の色彩を強めたのである。もう一
つは、発展途上諸国や移行経済諸国における経済政策の転換も大きい。多くの途上国が戦
後の工業化の方策として採用してきた「輸入代替工業化政策」が行き詰まりを見せたため、
貿易・投資の自由化や市場メカニズムの導入に転換する国がアジア地域を中心に増え、そ
れらの国は経済成長率を高めることを成功した。移行経済諸国や中南米その他の発展途上
国は、東アジア諸国の驚異的な経済発展を目のあたりにして、同様の経済政策を採用して
いる。こうした発展途上諸国や移行経済諸国における外向き政策の転換は目を近隣諸国に
向けることになり、1990 年代に入って域内の貿易・投資の自由化を目指した地域統合の動
きが活発化することになった。 
 
第二節 経済統合の効果理論 
1. 自由貿易協定（FTA）の経済効果理論 
地域貿易協定の経済効果に関しては、貿易創出･転換効果、直接・間接貿易屈折効果、域
内・域外交易条件効果が扱われている。これらは、最恵国待遇原則に抵触する特恵貿易協
定固有の効果であり、片務的・無差別的に貿易障壁を引き下げる多国間主義では出現しな
い。 
貿易創出効果とは、関税撤廃によって域内貿易が拡大することによる効果を指す。当該
財の輸入国は国内価格が低下して消費者の利益が増大し、他方輸出国は輸出拡大によって
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生産者の利益が増大する。このため、域内国の経済厚生が増加する。域内国にとって好ま
しい効果である。貿易転換効果とは、関税撤廃の対象国が域内のみに限定されるため、低
コストで生産可能な域外国からの輸入に対する関税が残存し、その結果域外国からの輸入
が高コストであるが、関税が賦課されない域内国からの輸入に転換される場合が発生する、
これは域内国の経済厚生を減尐させる効果である。この 2 つの相反する効果の大小によっ
て、地域貿易協定が域内国の経済厚生を増加させるか低下させるかが決まる。 
間接貿易屈折効果とは、自由貿易協定の時に発生し、原産地規則を回避してその効力を
奪う効果である。自由貿易協定の場合は、域内国の対外関税率に差を認めている。そこで、
域外国から域内への輸出の際、関税率の低い国を経由して域内全域に供給しようとする直
接貿易屈折効果が発生する。域内国の対外関税率に差があるため、関税率の高い国では国
内価格が高くなり、関税率の低い国の生産者は生産した財を関税率の高い国に供給しよう
とする。他方、関税率の低い国への当該財の供給は、域外国からの輸入に代替される。こ
れが間接貿易屈折効果であり、原産地規則で規制しようとした直接貿易屈折効果と同様の
結果をもたらす。 
域内・域外交易条件効果とは、部分的貿易自由化によって域内貿易や対外貿易の交易条
件が変化することである。片務的・無差別的関税引き下げによっても交易条件は変化する
が、特恵貿易協定の場合には特恵を供与する国との交易条件（域内交易条件）と供与しな
い国との交易条件（域外交易条件）が変化する効果である。 
① 貿易創出効果と貿易転換効果 
貿易創出効果と貿易転換効果については主に 2 種類の解釈が存在する。それは、Viner
による定義と Johnson による定義である。以下では、それぞれの定義について詳しく説明
する。 
(ア) Viner による定義 
「貿易創出効果」──「関税同盟のある加盟国にとって、保護されていた国内生産財
の価格がどの外国の供給源の価格に関税を加えたものにより
も低かったために、それまではまったく輸入していなかった
が、今や新しく他の加盟国から輸入する財があるであろう。
二国間で起こるこの生産地点のシフトは高コスト点から低コ
スト点へのシフトであり、全世界的な自由貿易が生産を更に
低コストの供給源にシフトするとしても、尐なくとも正しい
方向への一部であるとして自由貿易論者は正当に評価できる
ものである」 
「貿易転換効果」──「関税同盟のある加盟国にとって、同盟形成前には関税を支払
った後においても最も安い供給源であったために第 3 国から
輸入していたが、今や新しく他の加盟国から輸入する他の財
があるだろう。このような生産地点のシフトは今や 2 つの加
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盟国の間に起こるではなく、低コストの第 3 国と高コストの
ほかの同盟国との間に起こるのである。これは保護貿易論者
が賛成する種類のシフトではあるが、自由貿易主義の論理を
理解している論者にとっては賛成できないものである」 
つまり、貿易創出を生産費の割高な国から割安な国への供給源のシフト、貿易転換を逆
に生産費の割安な国から割高な国への供給源のシフトと定義している。また、この両者の
効果をもたらす財はそれぞれ異なるものであり、ある財については貿易創出と貿易転換が
同時に起こることはない。このような Viner の理解は、貿易創出と貿易転換の意味を当該
財の生産国の変化として捉えたものであり、国内相対価格の変化に伴う国内の生産・消費
パターンの変化を考慮に入れていない。図 2 は Viner 型貿易創出・貿易転換効果を示した
ものである。PQ は国 A の生産フロンティアであり、Viner のケースでは生産数量に関わら
ず単位あたり費用が一定であるので直線となる。財 2 で測った財 1 の生産費は国 A が最も
低く、国 C が最も高いとする。このことは、国 A の変形曲線 aa の傾きよりの国 B の提示
する相対価格線（＝国 B と貿易を行う場合の予算制約線）bb の傾きの方が大きく、更にそ
れよりも国 C の相対価格線（＝国 C と貿易を行う場合の予算制約線）cc の傾きが大きいこ
とに表れている。国 A は国 B と国 C に対して財 1 に比較優位を持っており、そのため国 A
が貿易を行う際には、財 1 を輸出し、財 2 を輸入することになる。関税同盟を形成する前
には、国 A は国 B や国 C からの財 2 の輸入に一律の関税率を適用していたが、国 B と関税
同盟を形成した後には、国 A は国 B からの輸入を無税とする一方、国 C からの輸入には同
盟形成前の税率を課し続けるとする。ここで、関税同盟形成前に国 A が財 2 に適用する関
税率は 2 つの水準に分けられる。1 つは禁止的な関税率であり、国 B とも国 C とも貿易は
行わない。この自給自足の状況では国 A は生産と消費を点 D で行っている。なぜなら、生
産フロンティア PQ と社会的無差別曲線 3U が接しているからである。もう 1 つはそれ以外
の関税率であり、この状況では国 A は財 1 に完全特化し、生産を点 Q で行い、財 2 を最も
安く提供してくれる国 C と貿易を行う。消費点は、国 C の価格比に輸入関税率を加えた国
A の国内価格比と国 A の限界消費代替比が cc 上で等しくなる点になる。図ではこれは点 E
によって示され、ここで国 A の関税込みの国内価格比 tt と国 A の社会的無差別曲線 2U が
接している。関税同盟の形成によって貿易創出と貿易転換のどちらの効果が生じるかは、
このような初期の関税水準の違いに依存する。 
禁止的関税率の場合、国 A が国 B と関税同盟を形成し、国 B に対してのみ差別的に関税
を撤廃したとする。すると、それまでの自給自足の状況から国 B との貿易に移る。国 A は
財 1 に完全特化し、国 B と bb の価格比で財 1 と財 2 を交換する。国 A の生産点は点 Q と
なり、消費点は bb 上で社会的無差別曲線が接する点 F となる。自国 A における財 2 の生
産をこのように同盟国 B からの輸入に置き換えることは Viner の定義する貿易創出に相当
する。自給自足下での生産・消費点 D が国 B と貿易を行う場合の予算制約線 bb の下に位
置していることから明らかなように、また、この貿易創出によって国 A にとって到達可能
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な社会的無差別曲線が 3U から 2U となったことが確認できる。 
非禁止的関税率の場合、国Aと国Bの関税同盟の形成によって国Bに課す関税を撤廃し、
それによって国 B の提示する財 2 の価格が国 C の関税込み価格より低くなれば、国 A は財
2 の輸入先を国 C から国 B に変更することになる。生産点は依然として点 Q であるが、消
費点は cc 上の点 E から bb 上のどこかに移る。自国 A における財 2 の輸入先をこのように
域外国 C から同盟国 B に置き換えることは、Viner の貿易転換効果に相当する。同盟形成
後の予算制約線 bb は同盟形成前の予算制約線 cc の下に位置しているので、国 A の厚生は
減尐する可能性がある。ただし、Viner の主張するように厚生を必ず減尐させるとまで言え
ない。図 2 では同盟形成前の社会的無差別曲線 2U が点 F で bb と接している。つまり、同
盟形成に伴う貿易転換効果を受けても、国 A の厚生は変化しなかったのである。これは、
国内相対価格の変化に伴って消費割合が変化し、これによる厚生の増加が貿易転換の厚生
損失を完全に相殺したことによる。もし bb の傾きが更に急であれば、消費代替の効果が貿
易転換効果を上回り、貿易転換によって国 A の厚生はむしろ増加する。Viner はこの消費
代替の厚生効果を考慮に入れていなかったので、貿易転換によって当該国の厚生は減尐す
ると主張できたのである。 
 
（イ）Johnson による定義 
Viner の定義による貿易転換効果に生産代替効果と消費代替効果を導入すると、関税
同盟の形成によって貿易転換が生じても当該国の厚生が上昇すると言う「貿易転換のパ
ラドックス」が起こりうる。また、生産代替効果を認めると貿易創出と貿易転換の定義
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に関して、Viner の原義と慣用としての Viner 型の定義と間に矛盾が起こるようにもな
る。この 2 つの問題を解消するために、Johnson は、貿易創出と貿易転換に関して Viner
とは異なる定義を提唱している。このことについて、関税同盟の生産効果と消費効果を
含んだ部分均衡モデルとして広く用いられている図 3 で考えることができる。この図で
は、輸入財 2 についてのみ考え、縦軸は価格、横軸は数量を表す。ここで、DD は自国
A の需要曲線を、SS は供給曲線を示す。当初、国 A は財 2 の輸入に対して、すべての
国に無差別的に T だけの関税を課していたとする。このとき BC PP  であるから当然
TPTP BC  であり、国 A は財 2 を国 C から輸入していることになる。国内価格は
TPC  であり、国内生産量は 0X 、国内需要量は 0C 、国 C からの輸入量は 00 XC  と
なる。ここで国 A が国 B と関税同盟を形成し、国 B に対してだけ関税を撤廃する一方、
国 C に対しては T を貸し続けるとする。この時、 TPP CB  となり、国 C からの関税込
みの供給価格は国 B の供給価格を上回り、国 A の財 2 の輸入先は域外国 C から域内国 B
にシフトする、国 A は同盟国 B から 11 XC  だけ輸入し、国内生産量は 1X 、国内消費
量は 1C である。国 B と関税同盟形成したことで輸入財 2 の国内価格は低下し、国内生産
量は減尐するが、輸入量と国内消費量は増加する。このケースにおける国 A の国内余剰
の変化をたどると、国内価格の低下によって消費者余剰は dcba  だけ増加し、こ
れは国 A にとっては利益であるが、生産者余剰はaだけ低下し、またそれまで国 C から
の輸入から得ていた関税収入 ec  も消失し、これらは国 A にとっては損失になる。そ
のため利益から損失を引いた純厚生変化分は edb  となる、これはプラスにもマイナ
スにもなり、「貿易転換のパラドックス」を示すことができる。 
 
Johnson はこれらの変化全体を貿易転換と呼ぶ代わりに、新たな定義を提示した。まず、
厚生の増加分のうち、 b の部分は国内価格の低下によって効率的でなくなった国内生産
10 XX  が新たな輸入に置き換わったことから生じる利益である。これは、Johnson によ
図 3 
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れば貿易創出の生産効果と呼ばれる。また、 d の部分の利益は、国内価格の低下によって
財 2 への需要が増え、輸入量が新たに 01 CC  だけ増えたことからくる利益である。これを
Johnson は貿易創出の消費効果と呼んだ。そしてこの両者を併せて貿易創出効果と定義す
るのである。一方、eの部分の厚生損失は、財 2 の輸入先を低価格で供給できる国 C から
高価格の国 B に転換したことによるものであり、Johnson はこの部分のみを貿易転換効果
としている。すなわち、関税同盟の形成によって輸入財供給国が域外国から域内国に転換
した場合に、以前の域外国からの輸入量と新たな発生した域内国からの輸入量とを比較し、
以前の輸入量の部分を貿易転換、以前の輸入量より新規に増えた部分を貿易創出と解釈す
る。このようにすると、貿易創出は常にプラスの効果を持ち、貿易転換は常にマイナスの
効果を持ち、両効果の扱いが容易になると Johnson は述べている。 
② 貿易創出と貿易転換の概念の整理 
貿易創出と貿易転換の概念について、Viner の原義、Viner 型、Johnson 型の三つを整理
することができる。表 3 がそれである。Viner の原義では、同盟形成以前には全く輸入の行
われていなかった財が同盟形成以降に同盟国から輸入されるようになった場合を貿易創出
と呼んでいる。しかし、その輸入が当該財の国内価格低下による国内生産の減尐や国内消
費の増加によって引き起こされたことまで明記していない。他方、貿易転換は同盟形成以
前には域外国から輸入されていた財が同盟形成以降に同盟国から輸入されるようになった
場合を指している。しかし、当該財の国内価格低下による生産・消費の代替効果とそれに
よるプラスの厚生効果を考慮していないので、貿易転換はマイナスの厚生効果を持つと結
論付けている。Viner 型の定義では、貿易創出の定義は Viner の原義と同様であるが、貿易
転換の定義は彼の原義に生産・消費効果を合わせたものとなる。生産・消費効果はプラス
の厚生効果を持つので、Viner 型の貿易転換は厚生効果が不定となる。Johnson 型の定義で
は、Viner 型の貿易創出・貿易転換のうち、同盟形成前と比較して新規に増加した輸入の部
分を貿易創出と捉えている。これは、Viner 型貿易創出と貿易転換のどちらにおいても、輸
入の新規増加部分は当該財の国内価格低下とそれに伴う生産代替効果・消費代替効果によ
って引き起こされ、それらの厚生効果はプラスである。Johnson 型貿易転換は、Viner 型貿
易転換のうち同盟形成以前の域外からの輸入量と同じ量の域内転換に限定し、これは常に
マイナスの厚生効果を持つ。そのため、Johnson 型の定義では貿易創出は常にプラスの厚
生効果、貿易転換は常にマイナスの厚生効果となる。 
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表 3：貿易創出・貿易転換の概念整理 
同盟形成前の  貿
易パターン 
同盟形成後の貿
易パターン 
域内貿易の発生要因 Viner の原義 Viner 型 Johnson 型 
貿易は行われず 
同盟国から輸入 
新規輸
入増 
生産効果 
貿易創出 貿易創出 貿易創出 
消費効果 
域外国から輸入 
同盟形成前の輸入と  
同量分の域内転換 
貿易転換 
貿易転換 
貿易転換 
新規輸
入増 
生産効果 
（考慮せず） 貿易創出 
消費効果 
 
2. 自由貿易協定（FTA）の動態効果理論 
静態効果に加え、FTA は生産性の上昇と資本蓄積という主に 2 つの段階を経て加盟国の
経済成長に対して影響を与えるが、このような効果は動態効果と呼ばれている。 
① 生産性上昇に伴う経済成長 
 FTA の生産性上昇に伴う経済効果は以下の４つに分類される。 
(ア) 域内貿易の増加で、企業にとって域内の販売市場が拡大する市場拡大効果 
(イ) 企業の競争激化により、国内市場が活性化し、生産性も向上する競争促進効果 
(ウ) 加盟国・地域からの優れた経営ノウハウや技術が移転する技術拡散効果 
(エ) 締結交渉時や、締結後の加盟国・地域間の競争で、国内の規制や制度が見直される
国内制度革新効果 
市場拡大効果について、FTA により市場が統合されると、域内企業にとっては、対
象となる市場が広がるために企業はこぞって生産を拡大、規模の経済によりコストが
低下し、利益が生まれ、域内国そのものに経済成長がもたらされるというものである。
競争促進効果について、域内市場の貿易障壁が取り除かれ、これまで国内で独占的、
寡占的地位を享受していた企業も域内の他国の同業企業との間に競争を強いられるこ
とになる。よって、市場が競争化され資源配分が、より効率的に行われることになる。
技術拡散効果について、域内国から優れた技術が直接投資などを通じて導入されるこ
とによって、国内企業の生産性が上昇する。国内制度革新効果については、FTA の締
結が国内の規制制度の見直しを通じて、競争力を向上させると言うものであり、国内
の経済改革の契機となるものとしても期待されている。(図 4 の①)。 
② 資本蓄積に伴う経済成長 
上記のような生産性上昇が生じた場合、加盟国における期待収益率の上昇あるいは不確
実性の減尐等を通じ、国内投資の増加のみならず直接投資等の形態で海外から資本が流
入・蓄積され、当該国の生産量の拡大に寄与する(図 4 の②)。このような資本蓄積は、研究
開発投資の増加等を通じて更なる生産性の上昇をもたらす、といった正のフィードバック
をもたらし得る。一方、FTA において域外産品に対して差別的措置を採用する場合、世界
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的な直接投資の流れに歪みをもたらす可能性がある(投資転換効果)。例えば、FTA において
厳しい原産地規則が存在する場合、域外国から域内への輸出が、域内への直接投資に代替
される可能性もあろう。なお、関税障壁撤廃を中心とする伝統的な地域統合と比較して、
今日の FTA には投資、競争、人の移動、環境、労働等といった新分野のルール(｢WTO プ
ラス｣の部分)が含まれているが、こうした項目は資本蓄積効果、競争促進効果、技術拡散効
果といった FTA の動態効果を最大化する上でも有効なルールと考えられる。  
以上、FTA の経済効果の基本的な考え方について整理を行ったが、こうした効果の大き
さや波及の経路は、協定を締結する相手国の市場規模、経済・技術水準、産業構造により
異なるであろう。例えば、関税の自由化は既に進んでいるが、投資意欲が旺盛であり、か
つ高度な経営ノウハウ・技術水準を有する先進国との FTA／EPA においては、外国資本の
流入や技術・ノウハウの拡散といった動態効果が期待される。一方、市場規模は大きいが
技術水準は低く関税障壁が残存している途上国との FTA／EPA においては、静態効果の獲
得、あるいは規模の経済等を通じた動態効果が期待される。したがって、FTA／EPA の経
済効果を最大化するためには、協定を締結する相手国の特性や協定の内容を踏まえ、それ
らが資源配分の効率化や、競争促進、規模の経済、技術の拡散、資本蓄積といった経済成
長の源泉を得る上で十分か否かという観点から検証を行うことが有効であろう。また、動
態効果の中でも、例えば市場拡大効果は相手国側の市場開放に伴って得られる利益である
のに対して、自国内における資本蓄積、競争促進、技術拡散といった効果については、自
国市場が外国企業にとっても十分開放的、魅力的なものとなって初めて得られる利益であ
ると言えよう。 
図 4 動態効果の 2 つの経路 
 
 
     出所：通称白書(2001、164 ページ)。 
3. 自由貿易協定（FTA）のドミノ効果理論 
ドミノ理論は元々NAFTA と 1990 年に現れた拡大 EU を説明するために発想されたもの
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である。ドミノ理論では、一つ優先の貿易協定の調印が連鎖反応と調整を引き起こす傾向
があると主張している。ここで私達はドミノ理論をハブとスポーク互恵主義の特定のケー
スで拡張する。推理の公正のため、簡単な分析的枠組みを用いるのが最も良いので、この
場合、輸入供給と輸入需要図を使用する。政治経済学上の推理は、ハブへの輸出がこの場
合ドミノ効果の鍵であることを示唆している。問題が根本的に複雑だが、できるだけ単に
基本的な推理を説明するために、私達はハブへの輸出が唯一の重要なものであると言う極
端の仮定をする。具体的に言えば、私達は潜在的なスポーク 1，2，3 三つの国と一つのハ
ブの国があると仮定する。この状況は図 5 で变述されている。MD が輸入需要曲線を反映
している状態で、右のパネルはハブ市場を見せている。互いにスポークのすべてが左右対
称であると思って、ただ一つの XS 曲線ですべての効果に入れることができる。 
ハブがはじめに T の MFN 関税をすべての三つの国から課すことをあえていて、一番目
の国との FTA 調印で輸入供給曲線が MSMFNから MS1-spoke までシフトする。いつものよ
うに、P’-T から P 1まで価格上張り輸出業者の上昇のサイズと FTA を交渉したスポークの
国に拠点を置いた輸出の上昇はそうである。したがって、輸出側では、最初の FTA 署名者
が 3，4，5 の領域の利得を獲得する。他のスポークの国は 2 と等しく領域を失う。FTA が
ハブで P 1 への国内価格を引き下げて、これが除かれた国の境界価格を P １-T まで引き下ろ
すからである。2 番目の国がハブと FTA のサインされたとき、スポークの輸出に三つのも
のが起こる。 
(ア) 2 番目の FTA 署名者は、それが直面している価格が P ２までに上がることに従っ
て輸出が増加することで 2，3，4 の領域の利得を得る。 
(イ) 最初の FTA 署名者は、価格が P 2 までハブの市場で低下することでハブへの輸出
量下がる。 
(ウ) 残っているスポークの国は、ハブ市場での価格落下と共に輸出のため P ２-T まで
下がる価格を直面している。 
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図 5：ハブとスポーク互恵制でのドミノ効果 
 
   出所：Baldwin(2004)。 
3 番目かつ最後の国がハブと FTA のサインをしたとき、二つのことが起こる。 
(ア) 1 番目と 2 番目の FTA 署名者の直面している価格は自由貿易価格 P FT（この時点
でハブはすべての輸入関税を取り除きました）まで下落することに応じて彼らの
輸出が下がる。これは両方のため領域 4 の追加損失を受けることを示す。 
(イ) 3 番目の FTA 署名者はすべての区別を取り除くことによってハブへの輸出量がか
なり増加する。そして、ハブへの輸出価格が P ２-T から P FT まで上昇することか
ら 1，2，3 の領域の利得を得る。 
1 番目になるための争い：要約するために、私たちがスポークの輸出だけに焦点を合わせ
た時、最初の FTA 署名者は、3、4，5 の領域の利得を得て、2 番目の FTA 署名者は 2，3，
4 の領域の利得を得て、3 番目の FTA 署名者は 1，2，3 の領域の利得を得る。領域 5 が領
域 2 より大きく、領域 4 が領域 1 より大きいので、利得が 1 番目で最大級であるというこ
とができる。2 番目は最も大きく、最終は最も小さくなる。これは重要な意味を持っている。 
何らかの理由かも、片方のために、ハブがそうすることができないと思うが、または同
時にすべての FTA 交渉することができるとする。事態を簡単に保つために、ハブが 1 年当
たり一つの FTA の締結ができるという人工的、しかし有用な仮定を行う。以上の議論によ
って、スポークは結局ハブが FTA を締結すると信じて、いずれも最初の FTA 署名者にな
りたがっている。より口語でいうと、スポークたちは、ハブが FTA に開かれているのをい
ったん知っていると、待ち行列のヘッドのための取り合いがあるだろう。その上、ハブが
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すぐに多くの FTA を交渉することができても、同じ奪い合うは起こってしまう。これらの
いくつかが延期されるか、または何らかのポイントでは、ハブが FTA 締結を止める可能性
があるからである。 
これは米国とメキシコが 1990年にそれらのFTAを発表したとき起こったことであるが、
その一ヶ月以内に、チリ、ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、およびパラグアイが FTA
を求める要求を米国に正式か非公式かに問わず行った。当時のブッシュ政権は、議会で保
護貿易主義者としての五つの国の別々の戦いを恐れて、代替案として米州活性化構想（EAI）
を提供した。これは 1990 年 6 月に始められた。CEA によると、EAI はそれの第一歩とし
て国がいわゆる枠組み協定にサインすることを必要とする自由貿易協定に繋がる過程を作
成した。これらは将来においてより緊密な米国結びつきの約束と引き換えに彼らの投資制
限などを抑えるのに国を遂行した。枠組み協定は一方的に“譲歩”として重商主義のよう
に見なされるかもしれないが、26 のラテンアメリカの国が 1991 年にそれに調印した。 
以上で議論したモデルは二つの非常の重要な要素を孕んでいる。第一に、スポークの経
済で FTA の衝撃を無視すること、完全な分析ではハブで FTA に反対する政治経済的力の
原因になると考えられる。これは確実に全体的に重要だが、戦後の歴史は、ハブがいった
ん FTA 協定を調印し始めると、非常にわずかなスポークの経済しかハブによる FTA の上
告に抵抗することができないことを示している。第二、最近の地域主義は FTA を促進する
ために、ハブの態度がよりすばらしい適切性を持っている。ヨーロッパで、EU が開いてい
る FTA 主義と呼ばれるものに専念したので、これが問題ではない。そこでは、EU が明確
にハブである。EU は民主的であり、農業貿易が除かれるという EU の主張を受け入れても
構わないと思っているほとんどどんな国とも FTA を契約するはずである。アメリカ大陸で
は、事態がまったく異なっている。そこでは、米国が優位なハブである。米国は多くの FTA
申し出を同意することに関しては非常に慎重である。 
 
4. 新しい経済統合の理論―クルーグマン・モデル 
バイナーの伝統的な理論に新しい視点と分析手法を持ち込んだのが、クルーグマン(1991)
である。クルーグマンは世界の厚生水準が地域統合の数の変化によってどのように変わる
かを明らかにした。クルーグマン・モデルでは、世界は N 個の地域から構成され、各地区
は完全に対称的であるとする。各地区は 1 種類の差別化財を生産する。世界には B 個の貿
易ブロックが存在し、N 個の地区は B 個のブロックに等分割される。したがって、各ブロ
ックも対称的で、そこには N／B 個の地区が含まれる。世界の代表的な個人の効用関数は
次のような CES タイプの効用関数に表現される。 
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となる。クルーグマンは効用水準U を貿易ブロックの数Bとパラメータ で説明する式
を導出し、様々な の値の下でBが 1 から増加する時、代表的な個人、従って世界の厚
生水準がどのように変化するかを明らかにした。図 6 はそのシミュレーション分析の結
果を示したものである。クルーグマンの結果によれば、世界が三つのブロックになると
き、世界の厚生水準が最も低くなることを示している。 
図 6 地域統合の数による個人効用の変化 
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出所：クルーグマン・モデルによるシミュレーションの結果。 
 
第三節 アジア経済統合の実態 
1990 年代に入り急速に拡大した世界の FTA の流れはアジアにも波及し、2000 年になっ
てからアジア地域にも FTA 締結が活発化している。特に 2003 年以降は、アジア地域での
FTA 締結のブームと言われるほど急速な FTA 締結が進んでいる。現在、既に発効されたア
ジア地域の FTA の数は 40 件に上り、さらに拡大し続けている。 
FTA の空白地域といわれたアジアで FTA 締結への動きが 1999 年以降活発化した。1998
年末に韓国が日本に FTA の検討を提案するという動きがあり、翌 1999 年には、9 月にシ
ンガポールとニュージーランドが FTA 交渉開始に合意するとともに、シンガポールはチリ、
メキシコ、韓国にFTA を提案した。10月にはシンガポールはASEAN 自由貿易地域（AFTA）
と経済協力緊密化協定（CER）間の FTA を提案し、11 月にはチリとの FTA 交渉を開始し、
12 月には日本に対して提案を行った。 
このようなアジア太平洋地域における FTA 構想はこれが初めてではない。しかし、政府
間の交渉や研究が具体化したのは 1999 年であり、シンガポールが積極的なイニシアチブを
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とった。2000 年に入るとシンガポールは各国との FTA の交渉や研究を開始した。また、東
アジアをカバーする「東アジア自由貿易地域構想」が 2000 年 12 月の「ASEAN＋3」首脳
会議の議題となり、作業部会設置が合意された。2001 年東アジア最初の FTA であるシンガ
ポールとニュージーランドの FTA が発効し、同年 11 月の ASEAN と中国の首脳会議では、
ASEAN と中国間の FTA を 10 年以内に創設することに合意した。2002 年には、日本とシ
ンガポールの FTA 調印、ASEAN と中国 FTA の枠組み協定締結（11 月）、シンガポールと
EFTA の FTA 調印（6 月）、日本と ASEAN の FTA を含む包括的経済連携協定の 10 年以
内のできるだけ早い時期の実現合意（11 月）など、FTA の動きが加速したのである。表 1
は現在調印されたアジアにおける FTA の締結状況を示したものである。ここからは、アジ
ア地域ではすでに経済統合の未来像である ASEAN＋3、あるいは ASEAN＋6 の輪郭が現
れていることがわかる。その他にも、もっと広い自由貿易地域としてアジア太平洋自由貿
易地域(FTAAP)も事前研究の段階に入っている。 
表 4 アジアの FTA 
締結済み FTA 名称 年 参加国、進捗状況など 
・AFTA 
・ASEAN・中国 FTA 
・ASEAN・日本 FTA 
・ASEAN・インド FTA 
・ASEAN・韓国 FTA 
・ASEAN・豪州、ニュージーランド FTA 
1992 
2002 
2003 
2003 
2006 
2009 
ASEAN、授権条項による FTA 
ASEAN 各国、中国 
ASEAN 各国、日本 
ASEAN 各国、インド 
ASEAN 各国、韓国 
ASEAN 各国、豪州、ニュージーランド 
（交渉、研究、構想中） 
・東アジア自由貿易協定(EAFTA)構想 
・東アジア包括的経済連携協定(CEPEA)構想 
 
・アジア太平洋自由貿易地域(FTAAP)構想 
 
2001 
2006 
 
2004 
 
ASEAN＋3（日本、中国、韓国） 
ASEAN＋6(日本、中国、韓国、インド、オ
ーストラリア、ニュージーランド) 
APEC エコノミー 
  出所：筆者作成。 
1. ASEAN の役割の拡大と ASEAN＋3 の形成 
ASEAN は 1967 年 8 月、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ
の 5 か国によって、経済、社会、文化面での地域協力機構として設立された。当時は公式
には経済、社会、文化面での地域協力を目的としたが、実際には政治的な動機から設立さ
れた色彩が強い。しかし地域統合の進展に沿って、ASEAN は域外諸国との協力関係も強化
されつつある。1993 年には ASEAN 拡大外相会議が開催され、アジアから日本、中国、韓
国、オセアニアからオーストラリア、ニュージーランド、欧米から米国、カナダ、EU 諸国、
それにロシアなどの外相級の代表が参加した。以後、この外相会議は毎年 7 月に開催され
ている。さらに ASEAN は 1994 年よりこれらの代表を ASEAN 地域フォーラム（ARF）
に招き、アジア太平洋の安全保障問題を討議し始めた。現在 ARF はアジア太平洋における
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唯一の政府レベルの安全保障対話のフォーラムとなっている。また 1996 年には、シンガポ
ールのゴーチョクトン首相の提唱により、EU、欧州委員会とアジア 10 か国（ASEAN7 か
国と日本、中国、韓国）により ASEM（アジア欧州首脳会議）が設立され、隔年ごとに首
脳会議が開催されている。 
このような対外関係の強化が ASEAN の国際的地位を高めたことは言うまでもないが、
1997 年 12 月の首脳会議において ASEAN が、東北アジアの三経済大国である日本、中国、
韓国をパートナーする ASEAN＋3 の首脳会議を制度化したことは、東アジアの地域統合の
観点から見て、きわめて重要な出来事であった。この時期が、ASEAN に大半の国が大きな
被害を被ったアジア通貨危機発生の直後であったことも注目される。アジア通貨危機は、
結果的に東アジアに ASEAN と日、中、韓三か国を結びつけるというメリットをもたらし
た。通貨危機をきっかけとして始まった東アジアの地域的金融協力は、次第に貿易、投資、
経済援助問題などを含む地域的経済協力へと広がりを見せ、その結果、ASEAN および日、
中、韓の間には、FTA、EPA への道が拓かれた。さらに毎年開かれる ASEAN＋3 首脳会議
では、経済問題のみならず、広く政治、安全保障の問題までも協議されるようになってき
た。このように東アジアにおいて、地域統合への基盤が形成されつつあることとは注目さ
れる。 
2. アジアの地域統合の障害と考えられることと解決のために 
アジアには、望ましい形の地域統合体を実現するために、乗り越えねばならない障害も
多い。図 7 は Baldwin（2004）による東アジアの「自転車」型市場統合を示す。図 7 に見
られる市場統合の姿が、必ずしもアジアの地域統合の現実の状況ではないが、日本、中国
のアジア経済統合の主導権にめぐる争いは明らかである。Baldwin（2004）の研究では、
東アジアの地域統合が日本、中国 2 つの中心になりつつあることが分かる。このような形
の地域統合は各国が意識的に作り出したものではなく、地域統合の過程で自然に出現した
ものである。しかしこの自転車は東アジアの地域統合の望ましい状態ではない。中心が 1
つの場合に比べ、非効率となるからである。最も理想的な東アジアの地域統合は日・中・
韓を中心とした地域統合であると考えられるが、歴史的、政治的な関係により、それほど
容易なことではない。東アジアの各国、特に日・中両国が積極的に東アジア自転車のよう
な地域統合を防いで行くことが極めて重要である。日・中・韓の FTA が成立できることに
よってのみ、東アジアの経済統合、さらにアジアの経済統合が実質的に進んでいくのであ
る。 
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            図 7：東アジアの「自転車」型市場統合 
 
 
 
 
 
                   
                 
    
 
 
出所：  Baldwin(2004)。 
 
このような、自転車型経済統合を防いでいくために、筆者の考えでは、アジア諸国が「共
同体意識」を醸成することが極めて重要と考えている。アジア経済統合、特に東アジアに
おける経済統合では、「共同体意識」を醸成することができるかどうかが経済統合の実現に
向けての最大の課題ということになっている。ASEAN は 1967 年の設立以来、ASEAN と
してのアイデンティティを確立するための努力を通じ、「共同体意識」を醸成してきた。日
本と ASEAN の間にも、2002 年の小泉スピーチに述べられた「共に歩み、共に進む」パー
トナーシップの関係が育ちつつある。しかし ASEAN と共に「東アジア共同体」の主要な
メンバーとなるべき日中韓の三経済大国の間は、経済の相互依存関係はますます深まりつ
つあるにもかかわらず、「共同体意識」は一向に育ってこない。第二次大戦後 60 年になろ
うというのに、日中韓の間には、歴史認識、教科書、靖国神社参拝などの問題を巡り、未
だに政治的、感情的溝があり、それが共同体意識の芽生えを阻んでいるのが現状である。「東
アジア共同体」創生の成否は、日中韓、特に日中が、いかに政治的対立を超え、相互信頼
関係に基づく共同体意識を醸成し、イコール・パートナーとして協調しながら、ASEAN と
の連携強化に努めることができるかにかかっている。日中が「東アジア共同体」構築に向
かって主導権争いをすることは、きわめて非生産的でおり、両国にとっても、東アジアに
とっても、決して望ましいことではない。 
 
第四節 GTAP モデルの理論基礎 
GTAP（Global Trade Analysis Project）モデルとは、アメリカのパーデュー大学の
Thomas W Hertel 教授を中心として、国際貿易が世界各国に与える影響を評価する目的で
1992 年に設立された国際貿易分析プロジェクト（The Global Trade Analysis Project）
によって開発された応用一般均衡モデルである。GTAP モデルはデータベース、モデル及
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びソフトウェアが一体となったものであり、データベースは国際産業関連表を基づいてい
る。最新版の Version6 では、2001 年時点の各国データを元に作成されたデータベースであ
り、これを用いることで最大 87 か国・地域、57 産業（表 1、表 2）について分析を行うこ
とが可能である。  
1. GTAP モデルの体系 
GTAP モデルの体系は以下のとおりである（図 8）。まず、各国経済には一国全体の消費
もしくは投資を行う主体として地域家計が導入され、これは民間家計と政府の 2 つの主体
に分けられる。消費支出は主体別に、民間家計消費支出と政府消費支出の 2 種類が定義さ
れている。ここで民間家計は生産要素としての労働・資本・土地を生産者に提供した代価
として要素所得を得、政府は民間家計からの所得税と、企業の生産及び貿易に関わる税（補
助金はマイナスの税金として計上）を収入としている。民間家計と政府を合わせた地域家
計の所得は、民間家計の要素所得と企業の生産及び貿易に関わる税から資本減耗分を除去
した値として定義される。また、地域家計の所得から地域家計の消費支出を除いた額が地
域家計の貯蓄である。一方、財・サービスを自国・地域の地域家計もしくは海外に供給す
る主体として生産者が想定されている。生産者は家計からの生産要素、国内、海外からの
中間投入を基に、民間家計消費支出、政府消費支出、輸出に見合う財・サービスの供給を
行う一方で投資を行う。 
GTAP モデルでは各国・地域の貯蓄と投資を世界全体で均等化させるため、仮想的に世
界銀行と呼ばれる主体を（各国・地域から独立した形で）導入している。各国・地域の貯
蓄は一旦世界銀行に送られた後、各国・地域に減価償却を除去した純投資がもたらされる
こととなる。また、GTAP モデルでは資本ストックの全世界合計は一定とされており（し
たがって純投資の全世界合計も一定）、各国の投資額の水準は資本収益率に従って配分され
る。 
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図 8：GTAP モデルのマクロの枠組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：通商白書(2003、213 ページ)。Hertel(1997),「経済分析 第 156 号」による表。表中の矢印は貨
幣の受取りの流れを示す。 
2. 生産者行動 
GTAP モデルにおいて、生産者は規模に関して収穫一定の技術を持ち、レオンチェフ型生
産関数に従って生産量が与えられたもとでの中間需要と要素需要が求められる(図 9)。よっ
て、中間需要と要素需要の代替は一定である。与えられた生産量に対応した要素需要とし
ては土地・資本・労働が想定され、各々の需要の決定は CES 生産関数により決定される。
中間需要は国内需要、各国・地域別の輸入に分けられ、要素需要と同様に CES 生産関数に
より決定される。また、各国・地域の各財の輸出は、生産量から当該財の消費を差し引い
た量として定義され、他国の輸入需要を満たすこととなる。 
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図 9：GTAP モデルの生産者行動のモデル1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：通商白書(2003、213 ページ)。
                                                   
1 レオンチェフ型生産関数とは、 ],min[),( 2121 xxxxf  であり、生産要素間の代替が不可能とする生産関数である。 
 CES 型生産関数とは、 )10(][),( /12121  
 xxxxf であり、生産要素間の代替が可能な生産関数である。 
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生産者は家計から生産要素として提供される労働、資本、土地と国内、外国からの
中間投入をもとに、家計消費、政府消費、輸出の諸部門の諸重要を満たすための財・
サービスを生産する同時に投資を行う。生産者の技術は規模に関する収穫一定であり、
生産要素投入と中間投入に関してはレオンチェフ型で、要素投入と中間投入の代替は
一定であるとされている。すると、生産構造は次のように表現される。 
 
ここで、生産関数 ),( rjqo は次のような方程式に表現される。 
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     (1) 
ただし、 
jrQO : j産業の生産量 
jrQVA : j産業における要素投入 
ijrQF ： j産業における i財の中間投入 
jrao : j産業における全要素の生産性上昇率 
jrava : j産業における生産要素の生産性上昇率 
ijraf : j産業における i財の中間投入の生産性上昇率 
 である。そのうち要素投入は次のような CES 生産関数によって決定される。 
 
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                 (2) 
ここで 
ijrQFE : j産業における i要素の投入 
ijrafe : j産業における i要素の生産性上昇率 
j : j産業における要素間の代替の弾力性 
そして、中間投入財は国内財と輸入財と分けられ CES 生産関数によって決定される。 
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             (3) 
ijrQFD : j産業における i財の国産財中間投入 
ijrQFM : j産業における i財の輸入財中間投入 
dijrd : j産業における i財の国産財の中間投入シェア 
mijrd : j産業における i財の輸入財の中間投入シェア 
i : i財の国産財と輸入財の代替の弾力性である 
3. 消費者行動 
消費者（地域家計）は、予算制約のもとで貯蓄を説明変数として含む Stone-Geary 型効
用関数を最大化するように行動し、その結果一国全体の政府支出、貯蓄、民間家計支出の
水準が決定される(図 10)。一国全体の政府支出は Cobb-Douglas 型関数1により各財別の需
要、さらに CES 関数によって国内財への需要と輸入財への需要が求められる。また、CDE
（Constant Difference of Elasticity）支出関数によりマクロの民間家計支出の各財別
への支出が求められ、CES 関数により国内財への需要、輸入財への需要が導出される。な
お、国内財と輸入財、異なる国・地域から輸入される財間の代替はアーミントンの仮定を
用いているため、同じ財であっても、各国間の代替関係は不完全となる。 
消費者は次の予算制約のもとで効用を最大化するように行動する。 
SAVEGOVEXPPRIVEXPINCOME   
PPRIVPRIVEXP   UP  POP  
PGVOGOVEXP   UG  
PSAVESAVE   QSAVE  
INCOME :所得 
PRIVEXP :家計消費 
GOVEXP :政府消費 
SAVE :貯蓄 
PPRIV :家計の消費価格 
UP :家計の一人当たり消費量 
POP :人口 
PGVO :政府の消費量価格
                                                   
1 Cobb-Douglas 型関数とは、 )10(),( 12121 
  xxxxf であり、生産関数、効用関数として使わ
れている。 
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図 10：GTAP モデルの消費者行動の枠組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    出所：通商白書(2003、214 ページ)。 
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 73 
UG :政府の消費量 
PSAVE :貯蓄価格 
QSAVE :貯蓄量 
 GTAPモデルは次のようなCobb-Douglas型効用関数が仮定されている。 
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rU :効用水準 
rUP :家計消費量 
rUG :政府消費量 
rSAVE :貯蓄 
rPOP :人口 
shrp :家計消費支出の所得に占めるシェア 
shrg :政府消費支出の所得に占めるシェア 
shrs:貯蓄の所得に占めるシェア 
ただし、各消費支出に占めるシェアは固定されている。この式により、一国全体の家計
消費、政府消費、貯蓄水準が決定され、家計消費と政府消費の支出水準は次の支出関数に
基づいて求められる。 
   






 

UPTRADiQPUQPPPPPUPEYP ii
iTRADi
ii :min,  



TRADi
VGASHR
i
iQGUG  
ここで 
YP :家計の消費支出 
iQP : i財の消費支出 
iPP :価格ベクトル 
UG :政府の消費支出 
iOG :政府の i財の消費支出 
iVGASHR :政府消費支出に占める i財のシェア 
これにより、各財別の需要、更にCES 関数によって国内財への需要と輸入財への需要が
求められる。 
4. 市場均衡決定式 
 GTAP モデルは国際産業連関表を基礎とし、一国にとっては国産財と輸入財が区別され
る非競争輸入型投入産出構造と成っている。GTAP モデルの財、要素市場の市場均衡式は
次のように想定されている。 
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① 財市場 



REGs
irsiririr VXMDVSTVDMVOM  
irVOM : i財の国内生産額 
irVDM : i財の国内需要額 
irVST : i財の輸送費用 
irsVXMD : sに輸出される i財の輸出額 
である。そのうち i財の国内需要額は次のように定義される 
irir
PRODj
ijrir VDGMVDPMVDFMVDM  

 
ijrVDFM : i財に対する j産業部門の中間財国内需要 
irVDPM : i財に対する家計需要 
irVDGM : i財に対する政府需要 
一国の輸入は企業、家計、政府によって行われ、輸入財市場では次の均衡式が成立
する。 
irir
PRODj
ijrir VIGMVIPMVIFMVIM  

 
irVIM : i財に対する輸入需要 
ijrVIFM : i財に対する j産業部門の中間財輸入需要 
irVIPM :家計の i財に対する輸入需要 
irVIGM :政府の i財に対する輸入需要 
 
② 要素市場 
 GTAP モデルにおいて一国の生産と要素投入の間で 



PRODj
ijrir VFMVOM  
ijrVFM : i生産要素に対する j産業部門の需要 
ijrijr qfeqoes   
ijrqoes :地域 rにおける産業 jの企業に対して供給される生産要素 iの総量 
 
ijrqfe :地域 rにおける産業 jの企業によって需要される生産要素 iの総量 
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が成立する。従って、 j産業のゼロ純利潤条件での費用構造は次の通りである。 



ENDWi
ijr
PRODi
ijr
PRODi
ijrjr VFAVIFAVDFAVOA  
jrVOA : j産業の生産額 
ijrVDFA :地域 rにおける産業 jの企業による国内貿易財 iの中間投入総額 
ijrVIFA :地域 rにおける産業 jの企業による輸入貿易財 iの中間投入総額 
ijrVFA :地域 rにおける産業 jの企業による i生産要素の投入総額 
5. グローバル･セクター 
GTAP モデルは多国･地域を扱っているため、世界全体のバランスを決定する時、仮想
の各国･地域の投資と貯蓄を均衡させるためのグローバル･バンク (Global Banking 
Sector)と貿易取引に伴う国際輸送サービスの供給と需要を均衡させるためのグローバル･
輸送セクター(Global Transportation Sector)を導入している。グローバル･バンクは各国･
地域から貯蓄を集め、各国･地域に減価償却を除去した純投資を行うとされているため、世
界の総貯蓄は世界の総投資と一致することになる。 
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第五節 GTAP モデルによるアジア経済統合の効果 
1. 経済統合効果の実証分析実態 
 地域統合の経済効果を実証面で分析した研究は数多くみられる。経済統合効果の実証定
量的な研究手法としては主に二つあり、一つは、部分均衡モデルによる経済統合の静態効
果分析である。この分析は各国の輸出供給関数と輸入需要関数を推計し、それを用いた実
証シミュレーション分析である。もう一つは、一般均衡モデルによる経済統合の動態分析
である。これは比較的複雑な研究モデルであり、CGE：Computable General Equilibrium
による動態効果分析である。以下では、それぞれの実証分析の実態を概観してみる。 
① EU の経済統合に関する主な実証分析 
Smith and Venables（1988）は、分析方法として部分均衡分析により不完全競争下での
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貿易障壁低下の競争促進効果を試算している。分析の主な結果は、①分断市場・固定企業
数の場合 EC 諸国は平均的に 0.64％の厚生上昇。②分断市場・企業数変化の場合 EC 諸国
は平均的に 0.70％の厚生上昇。③市場統合・固定企業数の場合 EC 諸国は平均的に 1.79％
の厚生上昇。④市場統合・企業数変化の場合EC 諸国は平均的に 2.30％の厚生上昇である。 
Cecchini(1988)は、分析方法として、部分均衡分析により不完全競争下での EU の効果
を、貿易障壁低下・規模の経済・競争促進等の面から試算している。分析の主な結果は、
①EU 諸国は総計で 4.3～6.4％の実質 GDP の増大。②貿易障壁除去の効果は 2.2～2.7％
の実質 GDP の増大。③市場統合による規模の経済及び競争促進効果により 2.1～3.7％の
実質 GDP 増大である。 
Baldwin(1989)は、分析方法として Cecchini(1988)の試算を基に、資本蓄積による EU
の動学効果を試算し、静学効果と比較している。分析の結果は資本蓄積が更に 0.6～8.9％
の実質 GDP の増大をもたらすということである。 
Gasiorek et al.（1992）は、分析方法として市場統合が EU 諸国に与える影響を競争促
進効果に注目しつつ CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①EU 諸国に
はプラスの厚生効果。②企業の参入が自由である場合や市場統合がなされた場合の効果が
より大きいである。 
Haaland and Norman（1992）は分析方法として EU 及び EU の EEA への拡張が EU
諸国のみならず域外国に与える影響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果
は、①EU 諸国はプラスの厚生効果。②域外、特に EFTA 諸国にマイナスの厚生効果。③
企業の参入が自由である場合や市場統合がなされた場合の効果がより大きい。④EEA への
拡張は EFTA 諸国に大きなプラスの厚生効果である。 
Baldwin et al. (1996)は分析方法として EU・EEA が EU 諸国及び域外国に与える影響
を資本蓄積の変化に注目しつつ試算している。分析の主な結果は、①EU は EU 諸国にプ
ラスの厚生効果、域外特に EFTA 諸国にマイナスの厚生効果。②企業の参入が自由である
場合、あるいは市場が統合された場合の効果がより大きい。③資本蓄積による動学効果は
厚生を更に上げるが、その大きさは１％以下と小さい。④EEA へは EFTA 諸国に大きな
プラスの厚生効果。⑤域外諸国の投資が減尐するか否かは曖昧だが、減尐する場合は EFTA
において大きい。 
② NAFTA の経済効果に関する主な実証分析 
Bachrach & Mizrahi(1992)は分析方法として米墨 FTA 締結の影響を CGE モデルによ
り試算している。資本移動の有無の影響を比較している点が特徴である。分析の主な結果
は、①資本移動の有無に関わらず、両国の実質所得及び貿易量は上昇。②メキシコの実質
所得の上昇が比較的大きい。③資本移動がある場合に実質所得の増加が大きく、特にメキ
シコにおいて顕著などである。 
Brown et al. (1992)は分析方法として非関税障壁の削減を考慮しながら、NAFTA 締結
が域内・域外に与える影響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①域
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内国すべての厚生が改善し相対的にメキシコへの影響が大きい。②メキシコが投資自由化
も行うとさらに厚生が上昇。③域内要素価格は上昇。④域内間の貿易量は上昇・域外との
貿易量は減尐。⑤米国とメキシコの賃金格差は縮小。⑥域外の厚生は下がるが、影響は小
さいなどである。 
Cox and Harris(1992)は分析方法として米加 FTA から NAFTA への移行の影響をカナ
ダを中心に CGE モデルにより試算している。米国を Hub とした Hub and Spokes 構造と
の比較も行う。分析の主な結果は、①米加 FTA はカナダの実質 GDP を約 4.5%上昇させ
る。②カナダにとって米加 FTA から NAFTA あるいは Hub and Spoke への以降は微々た
る効果しかもたない。③メキシコの加入によりカナダの米国への輸出は微減する。④域外
国の厚生は下がるが、その大きさは小さい。⑤メキシコ加入による競争促進効果により、
カナダの実質所得はさらに上昇するなどである。 
Roland-Holst et al. (1994)は分析方法として非関税障壁撤廃の効果に注目し、NAFTA
が域内に与える影響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①域内すべ
ての国において厚生上昇。②非関税障壁も撤廃した場合に厚生上昇が大きい。③市場構造
が不完全競争である場合に効果は大きくなるなどである。 
Sobarzo(1994)は分析方法として NAFTA がメキシコに与える影響を非関税障壁の撤廃
も含めて CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①国際資本移動が不可能
な場合、NAFTA はメキシコの GDP を 1.9％、厚生を 2.3％上昇させる。②国際資本移動
が可能である場合、NAFTA はメキシコの GDP を 8％、厚生を 2.4％上昇させる、③賃金
率、資本報酬率ともに上昇し、雇用量が増えるなどである。 
Young and Romero(1994)は分析方法として NAFTA がメキシコに与える効果を、新古
典派成長理論に基づき資本蓄積による動学効果を勘案しつつ試算している。分析の主な結
果は、①メキシコに対する関税削減は資本蓄積を促し、メキシコの実質 GDP を約 3％上
昇させる。②NAFTA が不確実性の減尐をもたらすことによりメキシコの実質金利を下げ
る場合、より資本蓄積が促進され実質 GDP は約 12％上昇するなどである。 
Brown et al. (2000)は分析方法としてチリの NAFTA の加入、及び西半球経済統合の影
響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①チリの NAFTA への加入は
域内の厚生を高めるが、その他の国の厚生を下げる。②北半球経済統合は（アルゼンチン
を除いて）域内・域外国の厚生を上昇させる。③厚生の変化は総じて GDP の 1％以下で
あり、小さい。④域外国からチリへの直接投資を仮定すると、チリの NAFTA の加入は
GDP の 5％という比較的大きな厚生の上昇をもたらすなどである。 
Rutherford and Martinez (2000)は分析方法として中央アメリカ・カリブ海諸国(CAM)
と、NAFTA・MERCUSUR との地域統合の影響を CGE モデルにより試算している。分
析の主な結果は、①NAFTA との FTA 締結は MERCOSUR との FTA と比較して関税収入
の大きな減尐をもたらすが、消費者＆生産者余剰の上昇がそれを上回るため、CAM は
NAFTA と FTA を結ぶ方が厚生大。②関税同盟のほうが FTA よりも総じて域内の厚生が
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高い。③関税同盟締結に伴い外部関税が一番低い国に統一されるケースのみ、域外国の厚
生も上昇するなどである。  
③ アジアの経済統合の効果に関する主な実証分析 
浦田秀次郎（2004）は分析方法として加盟国間の貿易障壁の撤廃が各国の GDP に及ぼ
す影響を CGE モデルに基づいた GTAP モデルにより試算している。分析の主な結果は表
5 に示す。 
表 5：FTA の経済への影響 
                                   単位（％） 
 FTA 加盟国 
日本 
シンガポール 
韓国 
日本 
韓国 
ASEAN 
日本 
中国 
韓国 
ASEAN 
中国 
韓国 
ASEAN 
日本 
韓国 
中国 
香港 
台湾 
インドネシア 
マレーシア 
フィリピン 
シンガポール 
タイ 
ベトナム 
アメリカ 
EU 
世界全体 
0.009       
0.207         
-0.004        
-0.000        
-0.007        
-0.008        
-0.009        
-0.007      
0.180         
-0.039        
-0.013        
-0.001        
-0.000      
0.005 
0.038        
0.274         
-0.019      
0.023         
-0.031      
1.294       
1.731       
1.119       
0.985       
3.409       
2.215       
0.003       
0.006       
0.070 
0.061       
0.366       
0.497       
0.899         
-0.094       
1.319        
1.813        
1.152       
1.176       
3.576        
2.403       
0.001       
0.006       
0.096 
-0.006      
0.226       
0.213       
0.657         
-0.049      
0.857        
1.063        
0.701       
1.098        
1.800        
1.841         
-0.000       
0.002       
0.035 
出所：浦田秀次郎（2004、42 ページ）。 
注：FTA を締結した場合と締結しなかった場合の年平均 GDP 成長率の差を表している。 
遠藤正寛（2005）は分析方法として自由貿易協定の締結に伴って域内関税が完全に撤廃
した時各国消費者の厚生の変化を GTAP モデルにより計算している。分析の主な結果は表
6 に示す。 
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表 6：自由貿易協定締結の等価変分 
                               単位：100 万米ドル 
 （1） 
日本・メキシコ 
FTA 
（2） 
日本・韓国 
FTA 
（3） 
日本・ASEAN 
FTA 
（4） 
ASEAN＋3 
FTA 
日本 
韓国 
中国 
香港 
台湾 
インドネシア 
マレーシア 
フィリピン 
シンガポール 
タイ 
ベトナム 
その他アジア 
カナダ 
アメリカ 
メキシコ 
その他アメリカ 
オセアニア 
EC・EFTA 
中東欧・旧ソ連 
その他世界 
332.3 
-21.8 
-30.1 
-3.3 
-19.8 
-7.1 
-12.7 
-7.3 
-10.1 
-24.7 
-4.1 
-2.7 
30.0 
-615.4 
348.5 
-19.1 
-13.2 
-51.9 
-2.4 
7.5 
986.1 
1879.9 
-358.1 
-34.3 
-96.4 
-79.6 
-61.0 
-32.7 
-60.3 
-104.6 
-34.8 
-39.1 
-8.6 
-552.1 
9.0 
-143.0 
-107.7 
-275.8 
-65.2 
-260.8 
1514.5 
-757.0 
-832.2 
-191.5 
-473.5 
966.2 
837.9 
154.2 
1230.6 
3361.6 
680.2 
-262.8 
15.3 
-2408.9 
43.7 
-272.0 
-321.4 
-2122.7 
-166.1 
7.5 
7357.9 
8451.6 
2492.9 
-1391.7 
-1919.3 
3555.8 
1103.4 
-65.1 
1609.2 
3172.4 
843.7 
-709.5 
-23.4 
-5278.8 
96.3 
-1235.2 
-915.6 
-3334.2 
-593.4 
-425.9 
域内国 
域外国 
680.8 
-808.2 
2866.0 
-2305.3 
8745.2 
-7741.6 
27130.1 
-14339.1 
世界計 -127.4 560.7 1003.6 12791.0 
  出所: 遠藤正寛(2005、207 ページ)。 
2. GTAP モデルによるアジア経済統合のシミュレーション・デザイン 
本論文におけるアジア経済統合のシミュレーション分析については以下のような考えを
基づいたものである。1 つ目は、現実のアジア経済統合の動きである。つまり、既に締結
されている ASEAN・中国 FTA、ASEAN・日本 EPA、ASEAN・韓国 FTA、ASEAN・イ
ンド FTA の経済効果分析である。ASEAN 各国のそれぞれが中国、日本、韓国、インドと
の FTA の経済効果と ASEAN 全体として日本、中国、韓国、インドとの FTA の経済効果
について包括的にシミュレーション分析を行う。1 つ目は、将来アジア経済統合のあり方
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である ASEAN＋3 あるいは ASEAN＋6 の経済統合の効果を分析する。その時、現在問題
と考えられる日本、中国、韓国の両国間の FTA と日中韓 FTA の経済効果についてもシミ
ュレーション分析を行う。もう 1 つは、日本と韓国の場合、その他のアジア諸国と FTA
を行う場合、各国の製造業における技術構造の相違(多様性)に意識しながら、この技術的
多様性を GTAP よる分析で表現しようと努力である。そのため、日本と韓国の他の各国と
の FTA について、関税撤廃のシミュレーションの他、技術移転効果を加えた FTA の経済
効果を分析し、単純な関税撤廃の FTA の経済効果との比較分析を行う。 
ここでまずアジア諸国の産業別平均関税率を見ておこう。表 7 はそれである。これは
GTAP データベースにより、各国の各産業における輸入関税を単純平均したものである。
アジア諸国の輸入関税における特徴と思われるものは、農産物と食糧品における各国の関
税率の高さであろう。これらの産業については各国が国内問題を抱えており、保護的政策
を行っていることは明らかである。繊維製品においても関税率も高く、農産物と同じよう
な動きを感じられる。工業製品においては、東アジア諸国の関税率は非常に低くなってい
る。これらの産業に関して、東アジア諸国の実質的な経済統合を行っていることは明らか
である。その他の国として、シンガポールとインドの方が、対象的であろう。シンガポー
ルは農業と食料品の他、すべての産業の関税率はゼロとなっている。これは、シンガポー
ルは国際貿易の面では、自由貿易港としての存在であり、そして、本来農業を持たないた
め、農業における関税率も非常に低くなっているからだと考えられる。逆に、インドの各
産業における関税率は非常に高く、後発国としてすべての国内産業を保護する政策を採っ
ていることは明らかである。 
表 7：平均輸入関税率 
 JPN  CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGR and PFD 16.9% 13.9% 44.9% 7.7% 17.7% 10.3% 0.4% 38.3% 52.3% 13.9% 
MNG 0.0% 1.2% 2.5% 1.7% 0.9% 3.0% 0.0% 2.7% 15.8% 2.3% 
TXL 7.5% 15.1% 9.0% 7.0% 11.9% 5.8% 0.0% 18.0% 26.5% 14.0% 
 CHM 1.0% 14.0% 6.4% 4.1% 6.6% 4.3% 0.0% 11.8% 29.6% 5.1% 
MTL 0.4% 6.1% 3.9% 5.8% 8.5% 3.9% 0.0% 9.4% 33.6% 4.3% 
 OME 0.0% 9.2% 3.2% 5.0% 3.1% 2.6% 0.0% 8.9% 22.1% 3.2% 
Other Mnfcs 2.6% 6.6% 6.1% 5.0% 6.6% 4.7% 0.0% 11.1% 24.6% 5.8% 
 Svces 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
出所：GTAPdatabase,Version6 より筆者作成。 
① シミュレーション分析の手順  
アジア諸国の FTA のシミュレーションは、現実におけるアジア FTA 締結の動きを基づ
いてシミュレーション分析を行う。表 8 はシミュレーション分析の手順を示したものであ
る。現在締結されている ASEAN と日本、中国、韓国、インド FTA の経済効果として、
ASEAN 各国それぞれ日本、中国、韓国、インドとの FTA の効果と ASEAN 全体と日本、
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中国、韓国、インドの FTA の経済効果についてシミュレーション分析を順序に行う。そし
て、現在まだ共同研究の段階である日本、中国、韓国の相互 FTA、日中韓 FTA の経済効
果のシミュレーションと将来アジア経済統合のあり方と考えられる ASEAN＋3 と
ASEAN＋6 の経済効果についてシミュレーション分析を行う。その際、日本と他のアジア
諸国との FTA の場合、製造業における技術移転の効果を考え、技術移転と関税撤廃の FTA
の経済効果と単純な関税撤廃の FTA の経済効果と比較分析する。 
表 8 アジア経済統合のシミュレーション分析の手順 
ASEAN・日本 FTA 日本・インドネシア FTA、日本・マレーシア FTA、日本・フィリ
ピン FTA、日本・タイ FTA、日本・シンガポール FTA、ASEAN・
日本 FTA の経済効果シミュレーション 
ASEAN・中国 FTA 中国・インドネシア FTA、中国・マレーシア FTA、中国・フィリ
ピン FTA、中国・タイ FTA、中国・シンガポール FTA、ASEAN・
中国 FTA の経済効果シミュレーション 
ASEAN・韓国 FTA 韓国・インドネシア FTA、韓国・マレーシア FTA、韓国・フィリ
ピン FTA、韓国・タイ FTA、韓国・シンガポール FTA、ASEAN・
韓国 FTA の経済効果シミュレーション 
ASEAN ・ イ ン ド
FTA 
インド・インドネシア FTA、インド・マレーシア FTA、インド・
フィリピン FTA、インド・タイ FTA、インド・シンガポール FTA、
ASEAN・インド FTA の経済効果シミュレーション 
日中韓 FTA 日中 FTA、日韓 FTA、中韓 FTA、日中韓 FTA の経済効果シミュレ
ーション 
ASEAN＋3 
及び ASEAN＋6 
将来アジア経済統合のあり方と考えられる ASEAN＋3 及び
ASEAN＋6 の経済効果のシミュレーション 
  出所：筆者作成。 
② GTAP モデルの地域区分と商品・産業区分 
本分析に用いるGTAPモデルは最新版のVersion6(2001年時点の各国のデータを元に作
成されたデータベースを含む)であり、最大 87 か国・地域、57 産業について分析を行うこ
とが可能である。この 87 国・地域☓57 産業区分データを、アジアの経済統合研究を対象
とした 10 地域☓8 産業レベルまで集計縮小して使用する。採用された地域、商品、産業区
分は表 9、表 10 のとおりである。地域区分の時、現実のアジア経済統合の動きに従い、
ASEAN 各国と日本、中国、韓国、インドを含んだ地域区分を行った。産業区分としては、
各国の保護率の高い、農業と食料品を 1 つにして、製造業中心に分類を行ったものである。 
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表 9：地域区分 
 略号 含まれる地域 
1 JPN 日本 
2 CHN 中国(香港) 
3 KOR 韓国 
4 IDN インドネシア 
5 MYS マレーシア 
6 PHL フィリピン 
7 SQP シンガポール 
8 THA タイ 
9 IND インド 
10 ROW その他の世界 
   出所：GTAP データベースにより筆者分類。 
表 10：産業区分 
産業名 略号 含まれる産業 
農業と食料品 AGR and PFD 米、小麦、その他穀物、野菜、果物、搾油用種子、砂
糖用作物、繊維用作物、その他作物、生牛乳、ウール、
生糸、牛、羊、山羊、馬、その他動物、牛、羊、山羊、
馬肉製品、その他畜産肉製品、植物油と油脂、乳製品、
精米、砂糖、その他食品、飲料とタバコ 
鉱業 MNG 石炭、原油、ガス、その他鉱物 
繊維製品 TXL 繊維、衣料品 
化学製品 CHM 石油、石炭製品、化学品、ゴム、プラスチック製品、
その他非金属鉱物製品 
金属 MTL 鉄金属、非鉄金属、金属製品 
機械製品 OME 電子設備、その他機械、設備、自動車とその部品、そ
の他輸送設備 
その他製造業 Other Mnfcs 革製品、木製品、 製紙、出版、その他製造、林業、
水産業 
サービス業 Svces 電力、ガス生産、供給、水道、商業、その他の輸送、
海運、航空輸送、通信、金融、保険、その他ビジネス
サービス、娯楽とその他のサービス、公務、不動産  
   出所：GTAP データベースにより筆者分類。 
3．日本と ASEAN 各国の FTA 締結の経済効果 
日本と ASEAN 各国の FTA 締結の効果をシミュレーションする場合、貿易自由化と技
術移転の効果を共に考える。つまり、日本と ASEAN 各国の FTA 締結による関税撤廃の
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経済効果と関税撤廃プラス製造業における技術移転の経済効果を GTAP モデルでシミュ
レーションし、比較分析することである。その際、外生条件を与える変数は 2 つある。1
つは、貿易自由化による関税撤廃の効果、関税率を変動させる変数である(tms)を変化させ
る。もう 1 つは、技術革新による費用削減効果を表す全要素生産性の変数(aoreg)を変化さ
せ、技術移転が東アジア諸国の経済に与える影響を分析する。シミュレーション分析のデ
ザインは以下の 2 つである。 
(i)ASEAN・日本 FTA。すなわち、日本、ASEAN 各国の全品目にわたる輸入関税の
撤廃したケース(tms を 0％に変化させる)。 
     (ii) ASEAN・日本 FTA と技術移転効果。すなわち、ASEAN 各国と日本の FTA に日
本から ASEAN 各国への技術移転の効果を考慮したケース(tms を 0％に変化させ、
ASEAN の製造業における aoreg を 1％上昇させる)。 
 
① 厚生水準の変化 
日本と ASEAN 諸国の関税撤廃による FTA と関税撤廃プラス技術移転効果のシミュレ
ーション分析による各国の厚生水準の変化は表 11 に示している。このシミュレーション
の結果から以下のようなことが言える。ASEAN 諸国にとっては、日本との FTA 締結が望
ましいことである。単純な関税撤廃による FTA のシミュレーション結果から見ると、
ASEAN各国のそれぞれと日本のFTAによって大きな厚生水準の増加をえることができる。
そして厚生水準の増加は日本にも同じだが、日本シンガポールの FTA によって日本の厚生
水準が低下している。これは、シンガポールがもともと輸入関税水準がゼロであるから、
日本・シンガポールの FTA によって日本の一方的な関税撤廃となる。それによって、日本
の交易条件が悪化し、厚生が損失するのである。そして、ASEAN 全体と日本の FTA のシ
ミュレーション結果を見ると、ASEAN 諸国の厚生の増加は各国それぞれ日本と FTA 締結
による厚生の増加より大きい。つまり、ASEAN 全体での FTA が ASEAN 各国により大き
な利益をもたらすのである。日本から ASEAN 諸国への技術移転の効果を加えたシミュレ
ーション分析の結果から見ると、日本からの技術移転により、生産性が上昇した場合、関
税撤廃の FTA の厚生増加より大きな厚生の増加がみられる。特にマレーシアとタイの場合
は、その効果が非常に大きい。ASEAN 全体と日本の技術移転を加えた FTA 締結の結果も
同じく、大きな厚生増加がみられる。 
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表 11 日本と ASEAN の貿易自由化と技術移転による厚生水準変化 
（単位：100 万ドル） 
 日本・インド
ネシア FTA 
日本・マレー
シア FTA 
日本・フィリ
ピン FTA 
日本・シンガ
ポール FTA 
日本・タイ
FTA 
ASEAN・日本
FTA 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
日本 217.0 215.6 847.2 872.9 132.5 148.6 -109.9 -128.3 348.7 387.9 997.5 1042.5 
中国(香港) -71.1 -61.3 -151.0 -121.5 -25.9 -26.9 -16.2 13.4 -217.1 -203.0 -586.6 -502.2 
韓国 -45.2 -48.3 -89.6 -87.4 -19.2 -15.9 -5.5 8.9 -114.5 -114.3 -335.3 -316.9 
インドネシア 117.6 346.5 -31.5 -32.2 -4.5 -4.4 -3.9 0.6 -55.5 -53.5 319.9 555.9 
マレーシア -15.2 -7.5 472.0 1145.4 -8.2 -3.1 -12.7 117.5 -124.3 -111.3 596.5 1421.7 
フィリピン -5.9 -7.6 -35.1 -36.9 73.0 452.7 -5.0 12.4 -82.9 -78.7 108.4 506.3 
シンガポール -22.1 2.7 -154.6 -81.9 -6.7 16.1 217.3 860.3 -107.1 -78.1 578.1 1370.9 
タイ -16.6 -13.5 -50.8 -40.9 -7.8 3.0 -6.4 18.8 1489.9 1936.5 1690.6 2181.6 
インド -15.0 -18.3 -38.5 -45.2 -2.2 -2.6 -4.9 -4.5 -20.5 -16.2 -140.5 -145.8 
その他の世界 -261.7 -265.5 -870.4 -858.9 -162.0 -226.1 -111.2 -207.5 -1735.8 -1785.8 -3941.4 -4125.9 
   出所：シミュレーション分析の結果。 
② GDP の変化 
 続いて、ASEAN・日本 FTA の各国の GDP における変化を見よう。表 12 は ASEAN・
日本 FTA の GDP の変化率を示したものである。関税撤廃による FTA の場合、ASEAN
各国の GDP が大きく上昇している。これは、日本との FTA 締結により、輸出の増加によ
るものと考えられる。技術移転の効果を加えた FTA のシミュレーションの場合、厚生水準
の場合と同じく、ASEAN 各国の GDP の上昇率が非常に高い。そして、ASEAN 全体とし
て日本と FTA 締結した場合、各国が単独で日本と FTA 結ぶよりも大きな GDP の上昇を
見せている。日本にとっては、関税撤廃の FTA と技術移転の効果を加えた FTA の GDP
への影響はあまり変わらないが、全体的には日本の GDP を上昇させる効果がある。 
表 12 日本と ASEAN の貿易自由化と技術移転による GDP の変化 
 日本・インド
ネシア FTA 
日本・マレー
シア FTA 
日本・フィリ
ピン FTA 
日本・シンガ
ポール FTA 
日本・タイ
FTA 
ASEAN・日本
FTA 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術移
転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
日本 0.05 0.04 0.19 0.18 0.03 0.03 -0.01 -0.02 0.13 0.13 0.29 0.27 
中国(香港) -0.02 -0.02 -0.03 -0.03 -0.01 -0.01 0 0 -0.06 -0.06 -0.14 -0.15 
韓国 -0.03 -0.04 -0.06 -0.07 -0.02 -0.02 0 0 -0.09 -0.09 -0.24 -0.26 
インドネシア 0.23 0.6 -0.08 -0.08 -0.01 -0.01 0 0.02 -0.1 -0.1 1.01 1.4 
マレーシア -0.03 -0.03 -0.08 0.95 -0.02 -0.02 -0.01 0.11 -0.18 -0.18 -0.22 0.91 
フィリピン -0.03 -0.03 -0.16 -0.16 0.81 2.39 -0.01 0.07 -0.34 -0.32 1.14 2.82 
シンガポール -0.05 -0.02 -0.35 -0.23 -0.02 0.02 0.46 1.77 -0.22 -0.18 1.29 2.86 
タイ -0.03 -0.03 -0.1 -0.1 -0.02 -0.01 -0.01 0.03 2.88 3.66 3.13 3.98 
インド -0.01 -0.01 -0.05 -0.04 -0.01 -0.01 0 0 -0.05 -0.05 -0.17 -0.16 
その他の世界 -0.01 -0.01 -0.03 -0.03 -0.01 -0.01 0 0 -0.05 -0.05 -0.1 -0.12 
   出所：シミュレーション分析の結果。 
③ 輸出・輸入の変化 
 表 13 は ASEAN・日本 FTA が各国の輸出・輸入に与える影響を変化率でまとめたもの
である。普通の関税撤廃の場合、日本の ASEAN 各国への輸出が増加することが確認でき
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る。ASEAN 各国の輸出も増加するが、シンガポールの場合、対世界輸出が減尐している
ことは注目に値するだろう。そして、技術移転の効果を分析に入れた場合、日本の輸出量
の増加化は変わらないが、ASEAN 各国の対世界輸出が大幅に増加する。これは、ASEAN
各国の生産性の上昇に伴い、製品のコストが低下し、輸出により有利になるからである。
さらに、ASEAN 各国がそれぞれ日本と FTA 結ぶより、ASEAN 全体として、日本と FTA
締結した方が、より効果的である。輸出の側面から、シンガポールに除き、各国の対世界
輸出が約 2 倍に増加している。移転の効果を入れた分析では、輸出がさらに増加している。
輸入面では、日本と ASEAN の輸入が共に増加している。輸出量の増加率より輸入の増加
率がはるかに高い。つまり、関税撤廃により、相互の輸出・輸入が拡大し、域内貿易が拡
大していることは明らかである。技術移転の輸出・輸入に与えるプラスの効果も大きいこ
とも明らかである。 
表 13 ASEAN・日本の FTA における各国の輸出・輸入量の変化 
輸出量の変化                                (％)                                     
 日本・インド
ネシア FTA 
日本・マレー
シア FTA 
日本・フィリ
ピン FTA 
日本・シンガ
ポール FTA 
日本・タイ
FTA 
ASEAN・日本
FTA 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術移
転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
日本 0.12 0.12 0.17 0.17 0.07 0.08 0.06 0.08 0.8 0.81 1.17 1.22 
中国(香港) -0.01 -0.02 -0.02 -0.02 0 0 0 0.01 -0.05 -0.05 -0.12 -0.1 
韓国 -0.02 -0.02 -0.02 -0.02 -0.01 0 0 0.01 -0.05 -0.05 -0.12 -0.11 
インドネシア 0.85 1.23 -0.05 -0.06 -0.01 -0.01 -0.01 0.01 -0.08 -0.08 1.74 2.11 
マレーシア -0.01 -0.02 0.91 1.88 0 -0.01 -0.01 0.04 -0.08 -0.09 1.67 2.66 
フィリピン 0 -0.02 -0.07 -0.1 0.98 2.85 -0.01 0.02 -0.18 -0.18 1.92 3.8 
シンガポール -0.03 -0.01 -0.3 -0.2 -0.02 0 -0.15 1.85 -0.17 -0.15 -0.3 1.82 
タイ -0.02 -0.02 -0.06 -0.07 -0.01 -0.01 -0.01 0.02 2.15 3.01 4.35 5.24 
インド 0 0 0 -0.01 0 0.01 0 0.01 0 0.01 -0.04 -0.01 
その他の世界 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -0.01 
輸入量の変化 
 日本・インド
ネシア FTA 
日本・マレー
シア FTA 
日本・フィリ
ピン FTA 
日本・シンガ
ポール FTA 
日本・タイ
FTA 
ASEAN・日本
FTA 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術移
転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
関税 
撤廃 
技術 
移転 
日本 0.25 0.25 0.53 0.54 0.13 0.15 0.07 0.07 1.25 1.27 1.95 1.98 
中国(香港) -0.04 -0.04 -0.05 -0.05 -0.01 -0.01 -0.01 0.01 -0.12 -0.12 -0.29 -0.27 
韓国 -0.05 -0.06 -0.09 -0.09 -0.02 -0.02 -0.01 0.01 -0.15 -0.15 -0.4 -0.39 
インドネシア 1.94 2.46 -0.14 -0.16 -0.02 -0.03 -0.02 0.02 -0.22 -0.22 3.66 4.2 
マレーシア -0.03 -0.04 2.5 3.7 -0.01 -0.01 -0.04 0.18 -0.2 -0.2 4.29 5.67 
フィリピン -0.03 -0.05 -0.19 -0.21 1.5 3.68 -0.03 0.07 -0.43 -0.41 2.59 4.87 
シンガポール -0.05 -0.01 -0.44 -0.27 -0.03 0.01 0.08 2.01 -0.27 -0.22 0.34 2.56 
タイ -0.05 -0.06 -0.17 -0.16 -0.02 0 -0.02 0.08 6.51 7.86 10.46 11.97 
インド -0.02 -0.02 -0.05 -0.06 -0.01 0 -0.01 0.01 -0.06 -0.05 -0.28 -0.26 
その他の世界 -0.01 -0.01 -0.02 -0.03 -0.01 -0.01 0 -0.01 -0.05 -0.06 -0.13 -0.14 
   出所：シミュレーション分析の結果。 
4．中国と ASEAN 各国の FTA 締結の経済効果 
 中国と ASEAN の FTA 締結の経済効果のシミュレーションは関税撤廃による FTA のシ
ミュレーションである。中国と ASEAN 諸国は共に発展途上国であり、相互に技術格差が
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存在していても、FTA の締結により、どの程度の技術移転が起こるかを判断し難しいから
である。このような現状により、外生条件に与える変数は 1 つである。それは、貿易自由
化による関税撤廃の効果、関税率を変動させる変数である(tms)を変化させることである。
シミュレーション分析の結果は次の通りである。 
① 厚生水準の変化 
 中国と ASEAN 各国との FTA による厚生水準の変化を示したのが表 14 である。中国に
とっては、ASEAN 各国との FTA がすべて「win-win 締結」であると言い難い。中国とイ
ンドネシアの FTA、中国とマレーシアの FTA、中国とシンガポールの FTA の場合、中国
の厚生水準を引き下げているからである。フィリピンとタイとの FTA の場合厚生水準が増
加しているが、その増加量も小さい。逆に ASEAN 各国が中国と FTA を結んだ場合利益
が大きいように見える。ASEAN各国の厚生水準はFTAの締結によりすべて増加している。
特に、マレーシア、シンガポール、タイの厚生水準の増加量が大きい。さらに、ASEAN
全体として、中国と FTA を結んだ場合、中国の厚生水準がさらに下がり、ASEAN 各国の
厚生水準がさらに増加している。これは、もともと中国の関税率は ASEAN 各国より高い
ことで、FTA 締結により、関税を撤廃すると交易条件が悪化し、厚生水準を引き下げると
考えられる。 
表 14 中国と ASEAN の貿易自由化による厚生水準変化 
単位：100 万ドル 
 中国・インド
ネシア FTA 
中国・マレー
シア FTA 
中国・フィリ
ピン FTA 
中国・シンガ
ポール FTA 
中国・タイ
FTA 
ASEAN・中国
FTA 
日本 -145.45 -170.34 -44.51 -142.27 -323.81 -1150.93 
中国(香港) -60.48 -303.66 2.64 -583.55 110.05 -833.56 
韓国 -75.59 -84.96 -15.55 -70.27 -108.13 -410.98 
インドネシア 417.19 -11.61 -3.03 -11.82 -8.88 640.49 
マレーシア -13.13 974.09 -8.3 -46.71 -44.02 1133.48 
フィリピン -6.96 -10.73 233.96 -8.06 -20.29 355.88 
シンガポール -47.58 -177.46 -9.05 1118.18 -71.4 1475.21 
タイ -19.39 -43.36 -6.96 -20.59 1184.51 1246.94 
インド -35.02 -43.89 -1.7 -21.03 -18.46 -173.15 
その他の世界 -125.62 -371.35 -142.31 -520.33 -599.14 -2644.16 
  出所：シミュレーション分析の結果。 
② GDP の変化 
 続いて、中国と ASEAN の FTA 締結による GDP の変化を見てみよう。厚生水準変化と
同じく、インドネシア、マレーシア、シンガポールとの FTA の場合、中国の GDP が下が
っている。しかし、その変化率を見ると、シンガポールとの FTA の場合 GDP への悪い影
響がより大きなものとなっている。ASEAN 各国にとっては、中国と FTA を結ぶことによ
って、GDP が大きく上昇している。特に、シンガポールとタイの上昇率が高い。そして、
ASEAN 全体と中国の FTA の場合、中国の GDP を 0.18％引き下げ、ASEAN の国々がさ
らに GDP を上昇している。 
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表 15 中国と ASEAN の貿易自由化による GDP 変化 
(％) 
 中国・インド
ネシア FTA 
中国・マレー
シア FTA 
中国・フィリ
ピン FTA 
中国・シンガ
ポール FTA 
中国・タイ
FTA 
ASEAN・中国
FTA 
日本 -0.03 -0.03 -0.01 -0.02 -0.05 -0.18 
中国(香港) -0.02 -0.05 0.01 -0.12 0.03 -0.18 
韓国 -0.05 -0.05 -0.01 -0.04 -0.08 -0.28 
インドネシア 1.19 -0.03 -0.01 0.01 -0.02 1.99 
マレーシア -0.02 1.43 -0.01 0.01 -0.06 1.39 
フィリピン -0.02 -0.05 1.18 0 -0.07 1.92 
シンガポール -0.08 -0.28 -0.02 2.49 -0.14 3.49 
タイ -0.03 -0.06 -0.01 -0.01 2.37 2.55 
インド -0.01 -0.02 0 0 -0.02 -0.11 
その他の世界 -0.01 0 0 0 -0.01 -0.05 
  出所：シミュレーション分析の結果。 
③ 輸出・輸入量の変化 
 表 16 は中国と ASEAN の FTA による輸出・輸入量の変化を示したものである。輸出の
場合、中国と ASEAN 各国の輸出が共に増加している。ASEAN 各国の輸出量の増加幅が
大きいと言えよう。特に、タイの輸出量の増加が著しい。中国・タイの FTA の場合、タイ
の輸出は 2.79％増加している。ASEAN 全体として中国と FTA 結んだ場合、中国の輸出
量、ASEAN の輸出量の増加が ASEAN 各国それぞれ中国と結ぶよりはるかに大きいこと
は明らかである。輸入も輸出と同じような傾向であり、中国と ASEAN の輸入は共に増加
している。 
表 16 中国と ASEAN の貿易自由化による輸出・輸入量の変化 
輸出量の変化                                (％) 
 中国・インド
ネシア FTA 
中国・マレー
シア FTA 
中国・フィリ
ピン FTA 
中国・シンガ
ポール FTA 
中国・タイ
FTA 
ASEAN・中国
FTA 
日本 -0.01 -0.03 0 0.02 -0.01 -0.03 
中国(香港) 0.33 0.48 0.11 0.39 0.59 1.78 
韓国 -0.02 -0.04 -0.01 -0.03 -0.06 -0.18 
インドネシア 1.5 -0.02 0 0 -0.04 2.46 
マレーシア -0.02 0.99 0 -0.02 -0.03 1.79 
フィリピン -0.01 0 1.19 0 -0.05 2.41 
シンガポール -0.05 -0.17 -0.01 1.78 -0.08 1.77 
タイ -0.01 -0.01 0 0 2.79 5.16 
インド -0.01 -0.03 0 -0.01 0 -0.07 
その他の世界 -0.01 -0.01 0 0 -0.01 -0.02 
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輸入量の変化                                (％) 
 中国・インド
ネシア FTA 
中国・マレー
シア FTA 
中国・フィリ
ピン FTA 
中国・シンガ
ポール FTA 
中国・タイ
FTA 
ASEAN・中国
FTA 
日本 -0.08 -0.11 -0.03 -0.06 -0.16 -0.6 
中国(香港) 0.48 0.71 0.16 0.54 0.88 2.54 
韓国 -0.08 -0.11 -0.02 -0.1 -0.16 -0.53 
インドネシア 3.48 -0.07 -0.01 -0.03 -0.1 5.39 
マレーシア -0.05 2.8 -0.01 -0.1 -0.09 4.67 
フィリピン -0.03 -0.04 1.97 -0.04 -0.1 3.6 
シンガポール -0.09 -0.34 -0.02 2.9 -0.16 3.29 
タイ -0.05 -0.09 -0.02 -0.05 5.96 10.2 
インド -0.05 -0.08 0 -0.06 -0.05 -0.36 
その他の世界 -0.01 -0.02 -0.01 -0.02 -0.03 -0.11 
    出所：シミュレーション分析の結果。 
5．韓国と ASEAN 各国の FTA 締結の経済効果 
 韓国と ASEAN の FTA のシミュレーション分析の場合、中国と ASEAN の FTA と同じ
く関税撤廃だけの経済効果分析を行う。なぜならば、韓国の生産技術は進歩しているが、
ASEAN の中でもシンガポールのような韓国と同じような技術力を持つ国が存在していて、
その技術移転の効果を測るのがより難しいからである。シミュレーション分析の結果は次
のようである。 
① 厚生水準の変化 
 韓国と ASEAN の FTA による各国の厚生水準の変化を示したのが表 17 である。表から
わかるように、関税撤廃の FTA の場合、韓国の厚生水準の変化は国によって異なる。イン
ドネシア、マレーシア、タイと FTA の場合、厚生水準が増加し、フィリピンとシンガポー
ルとの FTA の場合、厚生水準が低下している。インドネシア、マレーシア、シンガポール
の関税水準が韓国より低いからであろう。ASEAN 各国は韓国と FTA 締結することによっ
て、すべての国の厚生水準が上がっている。国ごとに見ると韓国の場合尐し不利益のよう
に見えるが、ASEAN 全体として韓国と FTA を締結した場合、韓国の厚生水準も増加し、
ASEAN 各国の厚生水準の増加と「win-win FTA 締結」の状態になり、厚生水準の増加も
各国に均等に分布している。 
表 17 韓国と ASEAN の貿易自由化による厚生水準の変化 
単位：100 万ドル 
 韓国・インド
ネシア FTA 
韓国・マレー
シア FTA 
韓国・フィリ
ピン FTA 
韓国・シンガ
ポール FTA 
韓国・タイ
FTA 
ASEAN・韓国
FTA 
日本 -62.8 -57.24 -23.29 -17.52 -94.88 -624.79 
中国(香港) -47.65 -41.1 -16.5 -6.26 -59.6 -300.97 
韓国 144.99 118.3 -1.86 -47.91 70.17 181.38 
インドネシア 84.02 -7.63 -2.19 -1.08 -10.22 349.35 
マレーシア -6.06 144.95 -3.61 -5.6 -17.58 378.64 
フィリピン -4.06 -5.65 54.49 -1.52 -12.2 207.41 
シンガポール -16.78 -38.41 -4.2 99.01 -15.45 734.51 
タイ -9.26 -9.02 -4.5 -1.91 114.55 292.99 
インド -16.94 -17.52 -2.26 -2.3 -7.12 -104.65 
その他の世界 -117.91 -185.83 -74.82 -49.73 -280.18 -1701.06 
出所：シミュレーション分析の結果。 
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② GDP の変化 
 続いて韓国と ASEAN の FTA による各国の GDP の変化を見よう。表 18 はそれを示し
たものである。韓国の場合、厚生水準の変化と異なり、シンガポールに除いたすべての国
との FTA により、GDP が総額的に上昇している。ASEAN 各国の GDP の増加も厚生水
準の増加と同じく傾向を見せている。さらに、ASEAN 全体として、韓国と FTA を締結し
た場合、その GDP に与えるプラスの効果が著しい。 
表 18 韓国と ASEAN の貿易自由化による GDP の変化 
(％) 
 韓国・インド
ネシア FTA 
韓国・マレー
シア FTA 
韓国・フィリ
ピン FTA 
韓国・シンガ
ポール FTA 
韓国・タイ
FTA 
ASEAN・韓国
FTA 
日本 -0.01 -0.01 0 0 -0.01 -0.1 
中国(香港) -0.01 -0.01 0 0 -0.01 -0.05 
韓国 0.14 0.12 0.02 -0.02 0.14 0.33 
インドネシア 0.19 -0.01 -0.01 0 -0.02 1.08 
マレーシア -0.01 0.12 0 0 -0.03 0.11 
フィリピン -0.02 -0.02 0.53 0 -0.05 1.34 
シンガポール -0.04 -0.07 -0.01 0.22 -0.03 1.68 
タイ -0.02 -0.02 -0.01 0 0.28 0.64 
インド -0.01 -0.01 0 0 -0.01 -0.09 
その他の世界 0 0 0 0 0 -0.03 
    出所：シミュレーション分析の結果。 
③ 輸出・輸入量の変化 
 シミュレーション分析による韓国と ASEAN 各国の輸出・輸入量の変化を示したのが表
19 である。表からわかるように、FTA 締結によって、韓国と ASEAN 各国の輸出・輸入
量が共に増加し、貿易が拡大していることである。韓国の場合、輸出量の増加より輸入量
の増加がはるかに大きいと言えよう。ASEAN 全体との FTA の場合、輸出が 0.94％増加
していることに対して輸入量が 1.68％増加している。ASEAN 各国も韓国と同じく輸入量
の増加率が輸出量の増加率より大きい。つまり、関税撤廃により、輸出・輸入が共に拡大
したことである。 
表 19 韓国と ASEAN の貿易自由化による輸出・輸入量の変化 
輸出量の変化                                (％) 
 韓国・インド
ネシア FTA 
韓国・マレー
シア FTA 
韓国・フィリ
ピン FTA 
韓国・シンガ
ポール FTA 
韓国・タイ
FTA 
ASEAN・韓国
FTA 
日本 0 0 0 0 0 0 
中国(香港) -0.01 -0.01 0 0 -0.01 -0.07 
韓国 0.22 0.2 0.11 0.09 0.41 0.94 
インドネシア 0.79 -0.01 0 0 -0.02 1.85 
マレーシア -0.01 0.22 0 0 -0.01 1.17 
フィリピン 0 -0.01 0.22 0 -0.03 1.53 
シンガポール -0.01 -0.06 -0.01 0.07 -0.03 0.36 
タイ 0 -0.01 0 0 0.76 3.35 
インド -0.01 -0.01 0 0 0 -0.05 
その他の世界 0 0 0 0 0 -0.01 
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輸入量の変化                                (％) 
 韓国・インド
ネシア FTA 
韓国・マレー
シア FTA 
韓国・フィリ
ピン FTA 
韓国・シンガ
ポール FTA 
韓国・タイ
FTA 
ASEAN・韓国
FTA 
日本 -0.03 -0.03 -0.01 -0.01 -0.04 -0.31 
中国(香港) -0.03 -0.02 -0.01 0 -0.03 -0.16 
韓国 0.43 0.41 0.19 0.12 0.74 1.68 
インドネシア 1.54 -0.04 -0.01 -0.01 -0.05 3.73 
マレーシア -0.02 0.63 -0.01 -0.01 -0.03 2.95 
フィリピン -0.01 -0.03 0.57 -0.01 -0.06 2.4 
シンガポール -0.03 -0.09 -0.01 0.17 -0.04 1.14 
タイ -0.02 -0.03 -0.01 -0.01 1.55 6.33 
インド -0.03 -0.03 0 -0.01 -0.02 -0.22 
その他の世界 -0.01 -0.01 0 0 -0.01 -0.06 
    出所：シミュレーション分析の結果。 
6．インドと ASEAN 各国の FTA 締結の経済効果 
 インドはアジアの大国でありながら後発国でもある。そのため、本論文で分析している
他のアジアの国々より関税による保護が非常に高い。インドの産業別関税率をみると、農
業と食料品における平均関税率は 52.3％ほど一番高く、比較的低い関税である鉱業品にお
ける関税率も 15.8％ほど高い。このような高い関税率を短期間で撤廃することは不可能で
もあるが、インドは近年 FTA に対して積極的動きを見せていることにより、今回の分析で
はインドとその他のアジアの国々との FTA 締結の効果をシミュレーション分析した。まず
は ASEAN 各国の FTA 締結のシミュレーション分析である。ここでは、技術移転の効果
を考えずに ASEAN 各国との関税撤廃による FTA の経済効果である。その結果は次の通
りである。 
① 厚生水準の変化 
 インドと ASEAN の FTA 締結による厚生水準の変化を示したのが表 20 である。表から
わかるように、FTA 締結の結果、インドの厚生水準が悪化している。インドの関税率が高
いため、その撤廃により国内産業が影響を受け、経営状況が悪化することに伴い、失業率
が高くなり、全体の厚生水準が悪化するように思われる。逆に ASEAN 各国の FTA 締結
に伴う厚生水準の増加が著しい。ASEAN 全体での FTA の場合、インドの厚生水準はさら
に低下し、ASEAN 各国の厚生水準はさらに上がる。単純な関税撤廃による FTA では、イ
ンドと ASEAN の FTA は ASEAN 各国の一方的勝ちと言えるだろう。 
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表 20 インドと ASEAN の貿易自由化による厚生水準の変化 
100 万ドル 
 インド・イン
ドネシア FTA 
インド・マレ
ーシア FTA 
インド・フィ
リピン FTA 
インド・シン
ガポール FTA 
インド・タイ
FTA 
ASEAN・イン
ド FTA 
日本 -119.68 -57.56 -13.6 -26.49 -17.3 -599.14 
中国(香港) -40.67 -137.39 -4.4 -76.06 -10.36 -360.2 
韓国 -32.87 -22.92 -3.51 -24.85 -7.2 -159.95 
インドネシア 1104.87 -41.46 -0.26 -15.93 -6.44 1005.59 
マレーシア -98.98 1841.25 -2.93 -58.6 -11.79 1551.06 
フィリピン -11.28 -6.18 82.11 -10.51 -1.43 222.81 
シンガポール -79.23 -209.36 -4.47 922.58 -16.95 1249.76 
タイ -24.51 -18.92 -2.52 -18.54 239.49 369.45 
インド -371.5 -262.86 -33.95 -749.67 -112.99 -527.78 
その他の世界 15.64 -47.19 -51.8 -437.88 -207.2 -1631.45 
    出所：シミュレーション分析の結果。 
② GDP の変化 
 続いてインドと ASEAN の FTA による各国の GDP の変化を見よう。表 21 はそれであ
る。厚生水準の変化と違って、インドの場合、国別では、タイとの FTA の場合、インドの
GDP が上昇している。その他の FTA では、厚生水準の変化と同じく GDP が減尐してい
る。インドの関税率が高いため、それを撤廃によって、輸入が輸出より伸びるからである。
ASEAN各国はFTAによってGDPが上昇し、ASEAN全体としてインドと締結した場合、
さらに上昇の勢いを見せている。 
表 21 インドと ASEAN の貿易自由化による GDP の変化 
 インド・イン
ドネシア FTA 
インド・マレ
ーシア FTA 
インド・フィ
リピン FTA 
インド・シン
ガポール FTA 
インド・タイ
FTA 
ASEAN・イン
ド FTA 
日本 0 0.02 0 0.01 0 -0.04 
中国(香港) 0 0.01 0 0 0 -0.03 
韓国 -0.01 0.01 0 0 -0.01 -0.07 
インドネシア 2.97 -0.08 0 0 -0.02 2.8 
マレーシア -0.12 2.67 0 -0.02 -0.01 1.97 
フィリピン -0.02 0.03 0.44 -0.01 -0.01 1.27 
シンガポール -0.11 -0.25 -0.01 2.04 -0.03 3.04 
タイ -0.02 0.01 0 -0.01 0.51 0.85 
インド -1.34 -1.72 -0.02 -0.63 0.05 -2.68 
その他の世界 0 0.01 0 0 -0.01 -0.01 
    出所：シミュレーション分析の結果 
③ 輸出・輸入量の変化 
 FTA 締結による輸出・輸入量の変化を示したのが表 22 である。インドの輸出・輸入量
が共に増加している。輸出量の増加率と輸入量の増加率がほぼ同じく増加していることに
対して、ASEAN 各国の輸入量の増加率が輸出量の増加率よりはるかに高い。輸出量と輸
入量の増加により、貿易が拡大していることは明らかである。 
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表 22 インドと ASEAN の貿易自由化による輸出・輸入量の変化 
輸出量の変化                                (％) 
 インド・イン
ドネシア FTA 
インド・マレ
ーシア FTA 
インド・フィ
リピン FTA 
インド・シン
ガポール FTA 
インド・タイ
FTA 
ASEAN・イン
ド FTA 
日本 -0.01 -0.02 0 0.01 0 0 
中国(香港) -0.02 -0.04 0 -0.01 0 -0.09 
韓国 0 -0.01 0 -0.01 0 -0.05 
インドネシア 0.68 -0.05 0 -0.01 -0.01 1.6 
マレーシア -0.04 0.35 0 -0.03 0 1.25 
フィリピン 0.01 -0.03 0.13 -0.02 0.01 1.48 
シンガポール -0.03 -0.12 -0.01 0.4 -0.02 0.64 
タイ 0 -0.01 0 -0.01 0.85 3.32 
インド 6.67 8.26 0.3 2.72 1.44 15.81 
その他の世界 -0.01 -0.01 0 0 0 -0.02 
輸入量の変化 
 インド・イン
ドネシア FTA 
インド・マレ
ーシア FTA 
インド・フィ
リピン FTA 
インド・シン
ガポール FTA 
インド・タイ
FTA 
ASEAN・イン
ド FTA 
日本 -0.08 -0.04 -0.01 -0.01 -0.02 -0.31 
中国(香港) -0.04 -0.07 0 -0.04 -0.01 -0.21 
韓国 -0.04 -0.04 0 -0.03 -0.01 -0.21 
インドネシア 2.56 -0.13 0 -0.06 -0.02 4.11 
マレーシア -0.12 1.57 0 -0.12 -0.02 3.57 
フィリピン -0.03 -0.04 0.47 -0.06 0 2.28 
シンガポール -0.1 -0.31 -0.01 1.36 -0.04 1.98 
タイ -0.03 -0.07 -0.01 -0.05 1.73 6.2 
インド 6.41 7.52 0.35 2.77 1.71 15.41 
その他の世界 -0.01 0 0 -0.02 -0.01 -0.07 
  出所：シミュレーション分析の結果。 
7．日中韓インドの FTA 締結の経済効果 
 ここでは、ASEAN の FTA 対象国となっている日本、中国、韓国、インドの間の FTA
締結によるシミュレーション分析を行う。この場合、日本と中国、日本とインド間の FTA
締結では関税撤廃による FTA のほか、技術移転の効果を加えた FTA の経済効果をシミュ
レーションし、比較分析を行う。その他の国の間の FTA は関税撤廃による自由貿易化の経
済効果である。その分析の結果は次の通りである。 
① 厚生水準の変化 
 表 23 はシミュレーション分析による日本、中国、韓国、インドの相互 FTA による厚生
水準の変化である。日中 FTA の場合、関税撤廃による FTA では、日本の厚生水準が大き
く増加していることに対して、中国の厚生水準が低下している。技術移転の効果を入れた
FTA 締結の分析結果では、中国の厚生水準が大きく改善させ、日本より尐ないが、より大
きな増加を見せている。日本とインドの FTA の場合、日本の厚生水準は増加しているが、
インドの厚生水準が低下している。技術移転の効果を入れた FTA 締結の結果では、大きく
改善されたが、まだ低下の状態にとどまっている。日本と韓国の FTA では、日本と韓国の
厚生水準が共に増加している。日本の増加量が韓国より大きい。つまり、日本にとって利
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益が大きいと言える。中国と韓国の FTA の場合、中国と韓国の厚生水準が共に増加してい
るが、韓国の増加量が非常に大きい。中韓 FTA の場合、韓国にとっては非常にメリットが
大きいことである。中国とインドの FTA では、中国の厚生水準が増加しているが、インド
の厚生水準が低下している。効果としては、日本とインドの FTA の効果と似たような効果
であるように思われる。韓国とインドの FTA では、韓国の厚生水準が増加しているが、そ
の増加量が低い、インドの厚生水準は変わらず低下する効果である。 
表 23 日・中・韓・インドの貿易自由化による厚生水準の変化 
100 万ドル 
 日中 FTA 日インド FTA 日韓FTA 中韓FTA 中インド
FTA 
韓インド
FTA 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 
日本 6108.14 5852.36 1272.45 1240.73 1121.73 -440.84 40.68 0.81 
中国(香港) -998.55 4231.62 -127.85 -122.72 -235.15 366.25 1143.69 -117 
韓国 -934.37 -988.27 -64.36 -68.75 272.13 6829.37 10.09 496.55 
インドネシア -122.12 -90.77 -17.89 -16.95 -25.24 -69.69 -45.2 -13.38 
マレーシア -302 -294.18 -38.41 -35.1 -52.5 -118.22 -54.36 -15.28 
フィリピン -138.53 -158.79 -13.27 -13.57 -30.28 -60.78 4.29 -7.36 
シンガポール -249.39 -238.14 -55.94 -54.97 -42.31 -99.01 -13.85 -27.91 
タイ -283.49 -267.36 -34.43 -34.98 -48.04 -136.58 5.13 -17.11 
インド -95 -78.27 -991.1 -331.03 -12.65 -87.57 -942.48 -518.73 
その他の世界 -3799.65 -4144.83 -600.82 -678.03 -934.41 -2612.12 -766.18 -476.61 
出所：シミュレーション分析の結果。 
② GDP の変化 
 続いて、日本、中国、韓国、インドの相互 FTA による GDP の変化を見よう。表 24 は
それである。厚生水準の変化と同じような結果を見せている。各 FTA に相互比較してみる
と、日本にとっては、日本と中国の FTA が日本の GDP を引き上げる効果が一番大きい。
インドと韓国との FTA が日本の GDP を引き上げる効果がほぼ同じである。中国にとって
は、技術移転の効果を入れた日本との FTA の GDP への引き上げ効果が一番高い。その後
に韓国と FTA とインドとの FTA の効果である。韓国にとっては、中国との FTA の GDP
への引き上げ効果が一番高い。その次がインドとの FTA であり、日本との FTA が最も低
くなっている。インドにとっては、韓国との FTA による GDP への引き下げが最も低く、
中国がその次で、日本との FTA の GDP への引き下げ効果が最も高くなっている。 
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表 24 日・中・韓・インドの貿易自由化による GDP の変化 
 日中 FTA 日インド FTA 日韓 FTA 中韓 FTA 中インド
FTA 
韓インド
FTA 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 
日本 1.22 1.15 0.26 0.25 0.23 -0.14 0 0 
中国(香港) -0.31 0.4 -0.03 -0.03 -0.07 0.36 0.28 -0.01 
韓国 -0.69 -0.74 -0.04 -0.05 0.26 1.47 0 0.48 
インドネシア -0.37 -0.34 -0.04 -0.04 -0.07 -0.21 -0.07 -0.02 
マレーシア -0.48 -0.54 -0.05 -0.05 -0.08 -0.18 -0.08 -0.02 
フィリピン -0.73 -0.8 -0.07 -0.07 -0.16 -0.4 0.01 -0.03 
シンガポール -0.62 -0.63 -0.13 -0.13 -0.11 -0.23 -0.04 -0.06 
タイ -0.58 -0.58 -0.06 -0.06 -0.1 -0.31 0 -0.03 
インド -0.3 -0.29 -0.93 -0.62 -0.05 -0.17 -0.58 -0.29 
その他の世界 -0.21 -0.25 -0.03 -0.03 -0.04 -0.08 -0.02 -0.01 
   出所：シミュレーション分析の結果。 
③ 輸出・輸入量の変化 
 表 25 は日本、中国、韓国、インドの相互 FTA による輸出・輸入量の変化を示したもの
である。各 FTA によって輸出・輸入量がともに増加している。そして、輸入量の増加率が
輸出量の増加率より高い。日本の場合、輸入量の増加率が輸出量の増加率より約 2 倍であ
ることに対して、インドの場合、輸入量の増加率が輸出量の増加率よりわずかに高い。中
国と韓国の増加率の対比は日本とインドの間に位置している。 
表 25 日・中・韓・インドの貿易自由化による輸出・輸入量の変化 
輸出量の変化                                (％) 
 日中 FTA 日インド FTA 日韓FTA 中韓FTA 中インド
FTA 
韓インド
FTA 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 
日本 2.95 2.94 0.22 0.23 0.43 -0.02 -0.03 0.01 
中国(香港) 3.78 3.78 -0.02 -0.02 -0.05 2.65 0.74 -0.03 
韓国 -0.26 -0.25 -0.02 -0.02 1.71 6.88 -0.03 0.59 
インドネシア -0.09 -0.13 0 0 -0.01 -0.08 0 -0.02 
マレーシア -0.14 -0.19 0 -0.01 -0.02 -0.06 -0.02 -0.01 
フィリピン -0.04 -0.19 0.02 0.01 -0.02 0.1 -0.01 0 
シンガポール -0.39 -0.51 -0.07 -0.08 -0.07 -0.16 -0.05 -0.05 
タイ 0.01 -0.07 0.01 0 0 0.04 -0.02 0 
インド -0.01 0.04 4.67 4 0 -0.08 5.48 3.24 
その他の世界 0.03 0.02 0.01 0.01 0.01 -0.01 -0.01 0 
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輸入量の変化 
 日中 FTA 日インド FTA 日韓FTA 中韓FTA 中インド
FTA 
韓インド
FTA 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 関税撤廃 
日本 5.97 5.83 0.71 0.69 0.96 -0.26 -0.04 -0.02 
中国(香港) 5.13 5.4 -0.06 -0.06 -0.12 3.48 1.05 -0.06 
韓国 -0.89 -0.91 -0.08 -0.08 2.56 12.04 -0.03 1.3 
インドネシア -0.45 -0.46 -0.04 -0.05 -0.09 -0.29 -0.08 -0.06 
マレーシア -0.45 -0.54 -0.03 -0.03 -0.07 -0.2 -0.06 -0.02 
フィリピン -0.63 -0.8 -0.06 -0.06 -0.15 -0.21 0.01 -0.03 
シンガポール -0.65 -0.75 -0.12 -0.13 -0.12 -0.28 -0.07 -0.07 
タイ -0.54 -0.62 -0.07 -0.08 -0.09 -0.19 -0.01 -0.04 
インド -0.24 -0.2 5.06 5.03 -0.04 -0.24 6.35 3.63 
その他の世界 -0.14 -0.16 -0.02 -0.02 -0.03 -0.1 -0.02 -0.02 
   出所：シミュレーション分析の結果。 
8．ASEAN＋3、ASEAN＋6 の経済統合の効果 
 ここでは、アジア経済統合の未来のあり方と思われる ASEAN＋3 と ASEAN＋6 におけ
る FTA の経済効果をシミュレーション分析する。その際、アジア経済統合において鍵と考
えられる日中韓 FTA の効果についても一緒に分析する。ただし、モデルの制限のため、地
域分類と産業分類を変えなければならないので、新しい地域と産業区分の下で分析を行っ
たものである。 
① 地域区分と産業区分 
新しい地域区分と産業区分は表 26 と表 27 の通りである。アジア全地域の貿易研究を対
象とした 9 地域☓9 産業レベルの分類である。そして APEC 加盟国に考慮に入れ、地域区
分の時、チリ、ベルー、ロシアを APEC の加盟国の関係でアメリカ、カナダ、メキシコと
共通のグループに入れている。 
表 26：9 地域区分 
 略号 含まれる地域 
1 JPN 日本 
2 KOR 韓国 
3 CHN 中国 
4 ASEAN インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム  
5 AUS オーストラリア 
6 NZL ニュージーランド 
7 IND インド 
8 Other APEC 香港、台湾、カナダ、アメリカ、ロシア、メキシコ、チリ、ペルー 
9 ROW その他の世界各国 
出所：GTAP データベースにより筆者分類。 
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表 27：9 産業区分 
産業名 略号 含まれる産業 
農林水産業 AGR 米、小麦、その他穀物、野菜、果物、搾油用種子、砂糖用作物、繊維用作物、その他作
物、林業、水産業 
鉱業 MNG 石炭、原油、ガス、その他鉱物 
食料品 PFD 牛、羊、山羊、馬、その他動物、 生牛乳、ウール、生糸、牛、羊、山羊、馬肉製品、そ
の他畜産肉製品、植物油と油脂、乳製品、精米、砂糖、その他食品、飲料とタバコ 
繊維 TXL 繊維、衣料品 
化学 CHM 石油、石炭製品、化学品、ゴム、プラスチック製品、その他非金属鉱物製品 
金属 MTL 鉄金属、非鉄金属 
一般機器、 
輸送機器 
OME 自動車とその部品、その他輸送設備、電子設備、その他機械と設備 
その他 
製造業 
Other 
Mnfcs 
革製品、木製品、 製紙、出版、金属製品、その他製造   
    
サービス業 Svces 建設、電力、ガス生産、供給、水道、商業、その他の輸送、海運、航空輸送、通信、金
融、保険、その他ビジネスサービス、娯楽とその他のサービス、公務、不動産  
   出所：GTAP データベースにより筆者分類。 
② 外生条件を与える変数とシナリオ 
今回の分析の目的はアジア諸国の貿易自由化と技術移転の効果を GTAP で計測するこ
とであり、外生条件を与える変数は 2 つある。1 つは、貿易自由化による関税撤廃の効果、
つまり、関税率を変動させる変数である(tms)を変化させる。もう 1 つは、技術革新による
費用削減効果を表す全要素生産性の変数(aoreg)を変化させ、技術移転が東アジア諸国の経
済に与える影響を分析する。シミュレーション分析のデザインは以下の 6 つである。 
(ⅰ)日本・中国・韓国の自由貿易協定(日中韓 FTA)。すなわち、日本、中国、韓国
の相互の全品目にわたる輸入関税の撤廃したケース(tms を 0％に変化させる)。 
(ⅱ)ASEAN+3 の自由貿易協定。すなわち、ASEAN 諸国と日本、中国、韓国の相互
の全品目にわたる輸入関税を撤廃したケース(tms を 0％に変化させる)。 
(ⅲ)ASEAN+6 の自由貿易協定。すなわち、ASEAN 諸国と日本、中国、韓国、イン
ド、オーストラリア、ニュージーランドの相互の全品目にわたる輸入関税を撤廃
したケース(tms を 0％に変化させる)。 
(ⅳ)日中韓 FTA と技術移転効果。すなわち、日中韓 FTA に日本と韓国から中国への
技術移転の効果を考慮したケース(tms を 0％に変化させ、中国の製造業における
aoreg を 1％上昇させる)。 
(ⅴ)ASEAN+3 の自由貿易協定と技術移転の効果。すなわち、ASEAN+3 の自由貿易
協定に日本から ASEAN と中国への技術移転の効果を加えて考慮したケース(tms
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を 0％に変化させ、中国と ASEAN の製造業における aoreg を 1％上昇させる)。 
(ⅵ)ASEAN+6 の自由貿易協定と技術移転の効果。すなわち、ASEAN+6 の自由貿易
協定に日本から ASEAN と中国、インドへの技術移転の効果を加えて考慮したケ
ース(tms を 0％に変化させ、中国と ASEAN とインドの製造業における aoreg を
1％上昇させる)。 
③ シミュレーション分析の結果 
(1) 厚生水準の変化 
アジア諸国の貿易自由化に技術移転効果を加えたシミュレーション分析による各国の厚
生水準の変化は表 28 に示している。このシミュレーションの結果から以下のようなこと
が言える。第 1 に、日中韓 FTA にしても ASEAN+3、ASEAN＋6 の FTA にしても単純な
関税撤廃の貿易自由化は一番効果的なものとは言えない。中国と ASEAN にとって関税撤
廃による貿易自由化の効果はそれほど大きくないが、韓国と日本については比較的大きな
メリットがある。第 2 に、関税撤廃と技術移転を共に考えた場合、関税撤廃による貿易自
由化に比べて効果が高いことは明らかである。特に中国の厚生水準に与えるプラスの効果
は著しい。ASEAN 各国にとっても、技術移転の効果を考えた場合、関税撤廃による自由
貿易協定に比べて 2 倍以上のプラスの効果が期待できる。第 3 に、技術移転の効果を考え
た場合、アジア諸国の自由貿易化が厚生水準に与えるプラスの効果は大きく、またプラス
の効果は各国に等しく分布しており、より望ましい状態といえる。特に中国にとっては技
術移転が自由貿易化のカギになると考えられる。 
表 28 アジア経済統合による厚生水準お変化 
単位：100 万ドル 
 日中韓 FTA ASEAN＋3 ASEAN＋6 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 
JPN 6805.87 6568.68 7603.76 7369.1 8679.12 8397.1 
KOR 8745.47 8685.75 9007.27 8977.51 9111.84 9073.52 
CHN 39.57 4879.02 301.38 5244.43 218.76 5162.08 
ASEAN -1753.16 -1664.12 2176.02 4843.56 3166.68 5829.23 
AUS -446.55 -426.82 -626.63 -578.63 4952.82 5017.73 
NZL -73.83 -68.61 -100.65 -86.69 353.89 371.74 
IND -165.58 -148.06 -419.53 -402.53 -1461.58 -790.62 
Other APEC -3803.71 -3961.36 -5995.52 -6115.15 -7711.98 -7879.14 
ROW -2772.4 -2815.89 -5029.52 -5213.02 -7575.26 -7793.25 
    出所：シミュレーション分析の結果。 
(2) GDP の変化 
 続いて、シミュレーションの結果による各国の GDP の変化率を見てみよう。表 29 はそ
れを示したものである。ここからわかるのは、関税撤廃による貿易自由化に比べて技術移
転の効果を加えた貿易自由化の効果がより高く、各国の GDP に与えるプラスの影響が大
きいことである。先ほどの厚生水準の変化と同じく、中国の場合、技術移転が GDP の変
化に与えるプラスの効果が著しい。日本と韓国にとっては、技術移転効果が GDP のプラ
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スの効果を押し下げているように見えるが、それほどの変化はない。ASEAN 各国にとっ
ても、技術移転を考慮した貿易自由化が最も望ましく、その GDP に与えるプラスの効果
が最も大きい。全体 6 つのケースのシミュレーションの結果を比較して見ると、アジア各
国にとっては、技術移転の効果を考慮した ASEAN+6 の貿易自由化の効果が一番望ましい
ものとなっている。しかし、日本の場合、ASEAN＋6 の GDP への引き上げ効果が ASEAN
＋3 より低い。中国にとっては ASEAN＋3 と ASEAN＋6 の GDP への引き上げ効果が同
じである。そして、技術移転の効果を考慮した貿易自由化は、関税撤廃による貿易自由化
以上に、中国と ASEAN 各国に大きなメリットを与えることは明らかである。 
表 29 アジア諸国の貿易自由化と技術移転による GDP の変化率 
(％) 
 日中韓 FTA ASEAN＋3 ASEAN＋6 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 
JPN 1.2 1.14 1.38 1.29 1.37 1.26 
KOR 1.41 1.38 1.66 1.62 1.78 1.73 
CHN 0.42 1.2 0.39 1.16 0.39 1.16 
ASEAN -0.83 -0.84 1 1.93 1.47 2.39 
AUS -0.73 -0.72 -1.01 -0.98 6.28 6.34 
NZL -0.72 -0.7 -0.92 -0.87 2.29 2.37 
IND -0.5 -0.49 -0.7 -0.67 -3.9 -3.58 
Other APEC -0.35 -0.39 -0.51 -0.57 -0.64 -0.71 
ROW -0.3 -0.33 -0.41 -0.45 -0.56 -0.6 
     出所：シミュレーション分析の結果。 
(3) 輸出・輸入量の変化 
 シミュレーション分析によるアジア各国の輸出・輸入量の変化を示したのが表 30 であ
る。日中韓 FTA の場合、日本、中国、韓国の輸出量と輸入量が共に増加している。輸出よ
り輸入の方が大きく増加していることがわかる。技術移転の効果を入れた分析の結果では
各国の輸出・輸入量の変化は関税撤廃による分析結果とほぼ同じである。ASEAN＋3 でも、
ASEAN＋6 でも輸出・輸入量に与える効果は日中韓 FTA と同じだが、自由貿易地域の拡
大により、輸出・輸入量の変化率が高くなっている。つまり、自由貿易地域の拡大が貿易
を拡大させる効果を持っていると言えるだろう。 
表 30 アジア諸国の貿易自由化と技術移転による輸出・輸入量の変化 
輸出量の変化                                (％) 
 日中韓 FTA ASEAN＋3 ASEAN＋6 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 
JPN 3.34 3.32 4.34 4.36 5.73 5.77 
KOR 5.92 5.92 6.39 6.41 6.67 6.68 
CHN 9.04 9.1 11.19 11.3 11.86 11.97 
ASEAN -0.11 -0.2 2.66 3.81 2.91 4.05 
AUS 0.19 0.15 0.07 0.02 3.12 3.05 
NZL 0.18 0.16 0.13 0.1 1.36 1.32 
IND -0.07 -0.02 -0.18 -0.1 23.18 22.52 
Other APEC -0.05 -0.07 -0.12 -0.14 -0.12 -0.14 
ROW 0.06 0.05 0.04 0 0.03 0 
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輸入量の変化 
 日中韓 FTA ASEAN＋3 ASEAN＋6 
 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 関税撤廃 技術移転 
JPN 6.75 6.61 8.24 8.12 9.68 9.55 
KOR 11.12 11.1 11.93 11.93 12.45 12.44 
CHN 12.87 13.26 16.33 16.78 17.29 17.74 
ASEAN -0.63 -0.72 4.28 5.77 4.82 6.29 
AUS -0.78 -0.77 -1.31 -1.26 13.31 13.37 
NZL -0.47 -0.45 -0.76 -0.7 4.17 4.25 
IND -0.45 -0.41 -0.94 -0.88 23.33 23.3 
Other APEC -0.48 -0.51 -0.76 -0.8 -0.98 -1.02 
ROW -0.14 -0.16 -0.29 -0.33 -0.43 -0.48 
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第 3 章 アジア諸国の多様性 
雁行形態発展論1は戦後におけるアジア経済の産業発展パターンとしてよく論じられてき
た。それによれば、アジア各国は、(1)特定の産業を輸入→輸入代替→輸出成長→後発国か
ら逆輸入というライフサイクルを描きつつ発展させ、(2)このプロセスを労働集約型→資本
集約型→知識技術集約型へと順次繰り返し産業構造を高度化させていく、そして(3)この二
つの過程が海外直接投資(FDI)を媒介に日本→NIEs→ASEAN→中国へと漸次模倣される
ことで、域内には比較優位に基づいた重層的かつ相互補完的な生産・貿易構造が成立する
とされる(小島 1998)。特に製造業においてはその発展パターンが説明でき、理論的に定着
している。しかし、雁行形態発展論とアジアにおける垂直的な産業貿易の発展を共に考え
るといくつかの問題が出てくる。まずは、雁行形態発展論は比較優位に基づいた発展理論
であり、産業内貿易において、その拡大要因である規模の経済性、多様性に関して、雁行
形態発展論は重点を置いていないことである。そもそも各国における多様性は雁行形態発
展の根本的な原因であると考えるし、産業内貿易の発展においてもその重要性が明らかで
ある。アジア各国における所得格差、技術格差、労働力の違い、消費習慣、製品差別化な
どがその多様性の正体であり、その違い、多様性があるから雁行形態発展ができたのでは
ないかとの疑問がある。次には、雁行形態発展論は「国」を基本単位として、「国の競争優
位論」の理論である。これは、現在の空間経済学、複雑系の経済学の視点から見ると、研
究上の不適切になるだろう。空間経済学では、アジアは自然な経済圏、あるいは実質的に
統合された経済圏であり、一体化して論ずるべきである。複雑系の経済学では、アジアに
おけるフラグメンテーションと呼ばれる国際工程間分業が進展はアジアの経済システムの
自己組織化2と捉えようとしている。このように、新しい貿易の理論である空間経済学と複
雑系の経済学の視点から見ると雁行形態発展論の不十分なところが見えてくる。 
 筆者は雁行形態発展論の弱点として「多様性」について論じていないことであると考え
ている。「多様性」とは生物学において非常に重要な概念であり、生物の生存能力の高め、
環境変化への対応力・抵抗力を増す原因と考えられている。経済学にもいろいろ応用でき、
その研究上の重要性が認識され、ますます経済「多様性」の研究が増えつつあるように思
われる。一つの例としては、産業内貿易の拡大要因である製品の差別化（多様化）の実証
研究が数多くなされていることであろう。 
 
第一節 生物学における多様性 
 生物多様性は生物学的多様性を意味し、遺伝子、種、生態系の三つのレベルでとらえる
ことができる。そして、近年、不均一高度機能システム(複雑系)の研究が 21 世紀の学問の
潮流の一つとなることが広く認められているが、この三つのレベルを統合し、自然生態系
                                                   
1 雁行形態発展論とは一国の産業発展の形態、さらには、比較優位の変化に伴う国際間の産業移転の形態という経済発
展論を指す。 
2 自己組織化とは生物のように他からの制御なしに自分自身で組織や構造を作り出す性質のことである。 
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を解明する多様性の科学は脳の研究と並んで代表的な研究分野となりつつある。本節では、
生物学における多様性の意味、そしてその相互作用によるシステム形成について概観する。 
1． 生物の多様性 
 生物多様性(Biodiversity)は、生物学的多様性(Biological Diversity)を短くした言葉であ
り、遺伝子、種、生態系の三つのレベルでとらえることができる。 
(1) 遺伝的多様性 
 生物の多様性というとき、最もよくとりあげられるのが種多様性(Species diversity)、す
なわち生物種を単位とした種間の多様性であるが、自然界で見られる生物の多様性には、
一つの生物種内に見られる様々な形質における多様さもある。これを遺伝的多様性(Genetic 
diversity)と呼ぶ。不連続は遺伝的変異、すなわち遺伝的多型(genetic polymorphism)は、
最も顕著な遺伝的多様性である。遺伝的多様性の基礎は、多くの遺伝子座で複数の対立遺
伝子が突然変異によって生じ、何らかの機構で維持されることにある。特に有性生殖の場
合には、配偶子を作るときの減数分裂(染色体が半数になる細胞分裂)の際に遺伝的組み換え
によって多様化した配偶子の融合によって、遺伝的多様性は大きく増幅されることになる。
集団的大きさ(集団を構成する個体数)が大きければ大きいほど、遺伝的多様性が高くなる。 
(2) 種多様性 
 地球上の生物が示す多様性のうち、生物学的に最もとらえやすく、また実際、最も広く
かつ頻繁に取り上げられてきたのは、種多様性、つまり生物種を単位として見たときの多
様性である。種の違いはしばしば形態上の差異として顕著に現れ分類の根拠になるが、一
方で形態での区別が非常に困難な場合では、DNA 配列などの分子レベルでの区別も強力な
手段として併用されるようになっている。種多様生は、一般化してみれば、系統分類に基
づく生物多様生の一つと言える。系統分類に基づく生物多様生でも、種より高い階級(属、
科、目、網、門など)に視点を合わせてみると、また異なった生物多様生のパターンが浮か
び上がってくる。そして、1 つの生物群種の豊富さ、つまり種多様性を定量的に表す手段と
して、種の数(species richness)、あるいはそれに各種の個体数についての均等度(evenness)
を合わせて反映する様々な指標が考案され、利用されてきた。これらの種多様性の指標は、
構成種の入れ替わりを含む群集(システム)のダイナミックスのパターンの検出に役に立っ
ている。 
(3) 機能的多様性 
 生物の持つ機能に注目した場合に認められる多様性は、系統分類を基にしたものとは様
相が異なる場合が多い。この生物の機能は、個々の生物が生態系(ecosystem)、すなわち種々
の生物が、例えば「食う食われる」の関係で他の生物と相互作用する同時に、エネルギー・
物質の交換などを介して無機環境とも相互作用することによって、全体として形成するシ
ステムのおいて果たす役割(生物の生態学的位置あるいはニッチ(niche)という)に密接に関
連してくる。生物の機能あるいはニッチに基づくグループ(これを機能グループ(function 
group)と呼ぶ)に分けてみると、同じ生物群種についても、系統分類の基にしたものと違っ
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た生物多様性のパターンが現れる。このような機能的多様性、つまり生物の機能、あるい
はそれに密接にかかわる生態系における役割に基づく多様性の方が、系統分類を基にした
ものより、生態系の構造や動態における相違や変化とより密接は関係があり、その理解に
とってより重要と考えられている。 
 以上の生物多様性はすべて生物個体が示す形質・機能の多様さに関するものであるが、
生物の示す多様さには尐なくとももう一つ重要な源泉、すなわち社会性(sociality)と相利共
生(mutualism)がある。これら同種あるいは異種の複数個体間の協調的関係は、それなしで
は不可能なことは可能にしてしまう。つまり生命のまったく新しい性質・機能を生み出し
ている(Maynard Smith,1989)。 
2． 生物多様性が形づくる相互作用システム 
 ここでは、生物多様性がどういう機構で維持され、どのような相互作用システムを形成
するようになるのかを概観する。 
(1) 共存機構 
 まず、多種共存の問題である。多種共存に関して最も問題になるのは、当然ニッチが似
通っていて競争関係にある複数種の場合である。競争種は一方が増えれば他方にマイナス
の影響を与え、本来共存が困難な関係にあるからである。競争種の共存問題は生態学の中
心問題として多くの理論研究・実証研究がなされてきた。その発端は、1920 年代にイタリ
アのボルテラ(Volterra)らによって数学的モデルをもとにした考察から、また 30 年代ソ連
のガウゼ(Gause)らによって実験系を用いた研究から、それぞれ提案され、現在では競争的
排他則(competitive exclusion principle)という名で呼ばれる主張にある。簡単にいうと、「植
物をはじめとする生活要求が類似する二つ以上の生物種は、その間に競争が生じる結果、
同じ場所に共存できない」というものである。ボルテラらの数学的モデルを基にした考察
では、より詳しく「種内競争に比べて種間競争関係にある 2 つの種は共存できない」とい
う結論が導かれる。ここでは、競争種の共存機構としてこれまで提唱されてきたものを、
その「論理」に焦点を絞ることによって整理する。 
① ニッチの分割・シフトによる共存。これは、「実は競争はない、あるいはなくなっ
たことによる共存」である。つまり、「もともとニッチが似通っていて競争関係に
あるが、相互のニッチを分割・シフトするよう二競争が弱くなり共存するようにな
った」、あるいはニッチが似通っているので、競争関係にありそうだが、細かく見
るとニッチが分かれていて、競争が弱いという状況を想定するものである。いずれ
にしても、種間競争が弱いのであるから、共存が可能なのは当然と言える。 
② 地域全体での環境不均一性による共存。これは、「真には同所的でない共存」であ
る。その地域の環境条件における非一様性が、前提として仮定される。その上に、
「各地点では競争排他で最もそこに適している種だけが残るが、異なる環境条件で
は最適種も異なるので、地域全体としては多種が共存する」という状況を想定する
ものである。 
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③ 移流による共存。これは、「その場に閉じていない共存」である。やはり、問題と
する生物集団が生息する場より広い地域を想定する。その地域が複数の小地域から
なり、小地域間では生物個体の移動があることを仮定する。その上で、「今注目す
る小地域では A 種が B 種を競争で排除するところだが、別の小地域では形勢は逆
転しているとすると、B 種はそこからの補充によって絶滅せず、両種の共存が可能
になる」という状況を想定するものである。 
④ 撹乱・環境変動による共存。これは、「外的要因による共存」である。「競争による
種の排除を妨げるような効果を持つ撹乱・環境変動が働くことによって共存が可能
になる」という状況を想定するものである。「生物群集は一般的に適当な規模の撹
乱があるとき種多様性が最も大きくなる」という仮説 (中規模撹乱仮説
(intermediate disturbance hypothesis)という)で想定される共存機構もこれに入
る。この仮説は、適当な規模の撹乱が入ると、競争に強い種が弱い種を排除するプ
ロセスが進まず共存が可能になるという論理によっている。また、競争における強
弱関係を規定するパラメータが環境の変動によって変化し、強弱関係が時間ととも
に入れ替わることによって競争種の共存が達成される可能性が理論的に示されて
いる(Chesson and Warner,1981)。 
⑤ 尐数派有利になる共存。これは、「自律的な同所的共存」である。何らかの機構で、
「競争における有利さは固定されず、尐数派になった方が有利になり、多数派にな
ると不利になる」とすると、共存が達成されると考えられる。このような尐数派有
利を実現する最も古典的な例は、「種内競争が種間競争より強い」ことによる共存
機構である。もし種内競争が種間競争より強いとすると、多数派になった種は種内
競争で自らを強く押さえてしまうため不利になるわけである。もう一つの有名な例
は、捕食者による共存化である。競争関係にある 2 種の共通の捕食者が、多数派(競
争が進行した結果、より増えてきた方の種)を選択的に捕食するならば、尐数派有
利が実現するわけである。このような捕食の仕方はスイッチングと呼ばれ、実際の
自然界にかなり広く見られる。また、このスイッチング捕食が多種共存をもたらす
ことは、数理モデルにより理論的にも示されている(Tansky,1978)。 
(2) 多様な種間相互作用 
 種間相互作用は、生きるために必要なエネルギー、栄養、空間など、物質的なやりとり
に着目し、それに伴う損得に基づいて、競争、捕食、寄生、相利共生といったカテゴリー
に分けてとらえられる。 
 競争とは、相手がいるとお互い損をする関係だが、いくつかの異なるタイプの競争が区
別されている。まず、例えば、ライオンとハイエナの間の関係のように、共通の資源をめ
ぐる競争は、相手が利用することによってその資源が減尐するために間接的に自分に害が
及ぶ関係なので、特に消費型競争(exploitative competition)と呼ぶ。これに対して、例えば、
サンゴ礁を形づくる様々な形をした造礁サンゴが空間をめぐって直接的に争うように、直
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接的に相手に働きかける競争は干渉型競争(interference competition)と呼ぶ。さらに、捕食
者を共有する 2 種の間でも、一方が増えると他方に負の影響が生じることを見かけ上の競
争(apparent competition)と呼ぶ。  
 捕食関係は、ライオンと草食哺乳類の関係のような「食う食われる」の関係で、一方が
他方を収奪する関係の一つである。一方が他方を収奪するもう一つの関係に寄生関係があ
る。常にある生物が別の種類の生物の中に住みこんだり、付きまとう関係を共生と呼ぶが、
そのうち、お互いに利益を得る場合を相利共生、一方が利益を得て他方は得も損もしない
場合を片利共生と呼ぶに対して、一方が利益を得て他方が損害を受ける場合を寄生と呼ぶ。
捕食関係と寄生関係は、農業害虫や森林害虫など社会的問題に関連しており、種間関係の
うちで最も古くからよく研究されてきた。それに比べて、最近まであまり注目されなかっ
たのが相利共生である。最近では、競争と捕食・寄生関係が種間関係のほとんどを占めて
いるかのような認識が一変してきた。今や、地球上の全生物種類の半数以上が相利共生に
起因している言う指摘さえあり、相利共生は自然界においてきわめて一般的なものである
といえる。 
(3) 生物間相互作用と生物多様性の「共進化」 
 生態系という、太陽エネルギーを原動力として無機環境から物質を取り込み、何段階も
の食物連鎖を通じてその各々の段階で生物生産が行われ、無機化した物質を循環させつつ
再利用していく一連のプロセスからなるシステムの最大の特徴は、多種多様の生物という
不均一な要素によって構成され、それらの間の多様にして複雑な相互作用によって一連の
プロセスが担われていることにある。これら多様な生物及びその形質(機能)の多様性もすべ
て生物進化の生産物であり、従ってそれらによって構成される生態系も裸地からの変遷の
みならず、進化的時間スケールで変遷を経てきたと考えられる。このように、生物多様性
と相互作用システムである生態系はいわば「共進化」する関係にあると言える(図 1)。 
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図 1 生物多様性と相互作用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     出所：井上 ほか(1998、99 ページ)。 
      注：遺伝的多様性を持つ一つの種の個体群に、種分化が起こること 
によって種多様性が創出され、多種共存の機構によって種多様 
性は維持され多数を種からなる群集を形作る。さらに、共進化 
によって、機能的多様性が生み出され、多様化した生物は共生 
することによって生態系を形成する。 
 
第二節 所得面の多様性 
アジアの国と地域をよく見ると、人口大国から都市国家まで、一人当たり GDP は 1 万ドル
を上回る高所得先進国から、1000 ドル前後にとどまる低所得発展途上国までというように、
多種多様な構成となっている。図 2 は 2007 年時点でのアジア諸国の一人当たり GDP を示し
たものである。2007 年の時点でシンガポールの 1 人当たり GDP が 3 万 6370 ドルであり、
日本を越えてアジア最高になった。次いで日本、香港、韓国、台湾が続いている。これに対
して、最も低いベトナムの一人当たり GDP は 815 ドルに過ぎず、最も高いシンガポールとの
所得格差は 45 倍近くに達している。このようなアジア諸国･地域における所得格差の多様性
は、アジア独特なものであり、アジア諸国・地域の経済発展の格差状況を表したものでもあ
る。 
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図 2 アジア諸国・地域の一人当たり GDP 
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 出所：世界の統計 2009 により筆者作成。 
そして、このようなアジアの所得格差は変化し続ける傾向が見られる。表 1 はアジア諸
国・地域の一人当たり GDP の推移を示したものである。この表から見られるように、アジ
アでは、日本の他の全ての国がより大きな上昇が見られている。日本の一人当たり GDP は
1995 年時点でトップの 4 万 1952 ドルとなり、その後徐々に低下しており、2007 年時点で
はシンガポールに追い抜かれて 2 位になっている。1995 年時点と 2007 年時点を比較した
上昇率を見ると中国の上昇率が最も高く 4.1 倍となっている。その次にベトナム、韓国、イ
ンドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポールも 1.5 倍以上の上昇を見せている。し
かし、その一人当たり GDP が増加した絶対値を見るとシンガポールが 2007 年時点で 1995
年時点より 1 万 2238 ドル増加し、最も高い。このようなアジアにおける一人当たり GDP
の変化は非常に目立ち、今後も各国の発展の不均衡により変化を続けると考えられる。 
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表 1 アジア諸国の一人当たり GDP の推移 
                                 単位：米ドル 
 1995 2000 2004 2005 2006 2007 上昇率 
シンガポール 24132 23079 25540 27681 31166 36370 1.51 
日本 41952 36790 36084 35675 34147 34326 0.82 
香港 23241 25385 23760 25198 26611 28685 1.23 
韓国 11490 10937 14271 16533 18481 19841 1.73 
台湾 12852 14459 14637 15688 16038 16764 1.30 
マレーシア 4479 4030 4952 5378 5990 7027 1.57 
タイ 2921 2023 2579 2800 3258 3841 1.31 
中国 635 956 1510 1785 2137 2604 4.10 
インドネシア 1120 780 1151 1265 1593 1869 1.67 
フィリピン 1081 996 1049 1167 1363 1639 1.52 
ベトナム 283 394 545 621 706 815 2.88 
出所：世界の統計 2009 より筆者作成。 
 
第三節 産業構造・貿易構造の多様性 
1. アジア産業構造の変化 
アジア諸国の産業構造の変移を国際的に比較してみよう。図 3 はそれを示したものであ
る。この産業構造の変化から三つの特徴を読み取ることができる。第 1 の特徴は、アジア
の先発国である日本と香港、台湾地域では、第 2 次産業が縮小し、第 3 次産業が拡大して
いる。日本では第 2 次産業が占めるシェアは 38％から 29％まで低下し、第 3 次産業の占め
るシェアは 50％から 59％まで上昇している。香港、台湾でも同じようなことが起こってい
る。第 1 次産業である農業が占めるシェアは非常に低い（日本では 2％程度）。第 2 の特徴
は、中国と ASEAN に工業化が進み、第 2 次産業の占めるシェアは著しく拡大している。
この中で、中国の発展は目覚しく、第 2 次産業の占めるシェアは 10％も拡大している。他
の ASEAN のマレーシア、インドネシア、タイでは 5％の拡大が見せている。第 3 の特徴は、
第 1 次産業の占めるシェアの急激な減尐である。高度成長を示している中国ではそれぞれ
12％程度低下しており、ASEAN の国では 3％～7％の低下が見られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 108 
図 3：アジア諸国の産業構造の変化（1990 年―2004 年） 
東アジア諸国・地域の産業構造の変化
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出所：アジア開発銀行「Key Indicators」より筆者作成。 
 
2. 国際産業連関表による多様性 
アジア国際産業連関表を用いて、新しく多様性による分析を行う。まず、分析の入り口
として、より簡単なところから始めよう。図 4 は日本の 1975 年から 2000 年までの産業構
造の推移を示したものである。図から簡単にわかるように、この 25 年間で日本の農業はほ
ぼ一定で、製造業の占めるシェアが減尐し、サービス業の占めるシェアは著しく拡大して
いる。なぜ日本でこのような変化が起こったのだろうか。潜在的にどんな力が動いている
のだろうか。これがやはり、多様性のよる技術共進化がその原因であろう。これについて
簡単に考えて見よう。たとえば、農業の最初段階であり、鉄、ブドウ、麦、石炭、乳製品
などの再生可能な資源があるとしよう。最初の段階の人々はこれらの資源を全部消費する
かもしれない。しかし、時間と共に、人々は再生可能な資源が互いに「作用」し合うこと
で、新しい商品やサービスを創造するだろう。鉄はフォーク、ナイフ、スプーン、斧など
に作り替えられ、牛乳はアイスクリームに、麦と牛乳からポリッジ粥が作られる。そして
これらの商品を消費するが、おそらく、斧で木を切ることができるし、斧と木を使って橋
を作ることができるかもしれない。このように各段階でそれ以前に「発明」された商品や
サービスが、更なる商品やサービスを生み出す新たな機械を提供している。多様性が多様
性を生み出す、技術を共進化させることである。そして、生存の意味のない商品やサービ
スを淘汰し、新たな商品やサービスがそれに取って変わる。簡単なイメージでいうと、カ
ラーテレビが白黒テレビに代わるのがそれである。第 1次産業の縮小と第 2次産業の拡大、
そして、第 2 次産業の縮小と第 3 次産業の拡大もそれである。日本経済に現在起こってい
ること、製造業の占めるシェアが縮小し、サービス業の占めるシェアが拡大していること
も多様性による技術共進化である。 
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図 4 日本の産業構造の変移 
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  出所：Asian international input-output table 1975~2000 より筆者作成。 
 表 2 は日本の 1975 年と 2000 年の産業構造の構成と付加価値比を比べたものである。表
から日本の産業構造の変化が直感的に理解される。日本の製造業の占めるシェアは 1975 年
の 42.3%から 2000年の 33.9%までに低下している。逆にサービス業の占めるシェアは 1975
年の 26.7%から 2000 年の 39.2%まで大幅に拡大している。日本はすでにポスト工業化社会
に入ったのである。また、2000 年の各産業の付加価値率と付加価値比を見たところサービ
ス業と商業･運送の付加価値率は非常に高く、それぞれ 66.8％と 65.2%となっている。 
この二つの産業が全体付加価値額の 66.6%を占めている。このような日本の発展現象はす
でに述べているように多様性のよる技術共進化による経済発展であり、産業構造の自己組
織化と自己淘汰による進化であると言える。 
表 2：日本の産業構造の変化（構成比、付加価値比） 
  
1975 2000 
生産額 付加価値 付加価値率 生産額 付加価値 付加価値率 
農林水畜産業 3.9% 5.3% 59.1% 1.5% 1.5% 55.4% 
鉱業 0.4% 0.5% 50.8% 0.1% 0.1% 42.7% 
製造業 42.3% 27.8% 28.7% 33.9% 22.3% 35.2% 
公益事業 1.9% 2.2% 49.2% 2.5% 2.5% 52.8% 
建設業 10.1% 9.4% 40.8% 8.3% 7.0% 45.6% 
商業･運送 14.6% 18.8% 56.1% 14.5% 17.7% 65.2% 
サービス業 26.7% 36.1% 59.1% 39.2% 48.9% 66.8% 
合計 100.0% 100.0% 43.7% 100.0% 100.0% 53.6% 
出所：Asian international input-output table 1975,2000 より筆者作成。 
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このような日本経済における産業構造の進化）（多様性による進化）はアジアのほかの国
でも起こっている。しかし、アジア諸国の発展段階の違いにより、それぞれの自己組織化
と自己淘汰の商品/サービスは異なっている。イメージを作るために、中国の発展を日本と
簡単に比較してみよう。図 5 は中国の産業構造の推移である。図から簡単にわかるように、
まず、中国の農業部門の占めるシェアの低下である。農業部門の占めるシェアは 1985 の
18.8%から 2000 年の 10％までに低下している。これに対して、製造業とサービス業の占め
るシェアは拡大している。製造業とサービス業の占めるシェアはそれぞれ 3.7%拡大した。
このような産業構造の変化は日本と同じように多様性による技術共進化である。では、な
ぜ中国と日本の産業構造変化の違いが生じるのだろうか。それはそれぞれの依存する既存
の商品/サービスの種類が異なっているからである。既存の商品/サービスから、新しい商品
/サービスを生み出す、多様性から多様性を生み出す発展経路であるからである。中国の現
在の発展段階は第 2 次大戦以前の日本の発展といくつかの類似性を見せている。このよう
なことから、中国の現在の持つ商品/サービスの多様性は第 2 次大戦以前の日本と同じと言
えよう。白黒テレビがあってからカラーテレビがあることはその原理であろう。 
図 5：中国の産業構造の変移 
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   出所：Asian international input-output table 1985~2000 より筆者作成。 
 このように国ごとの産業構造の変化を見るとそれぞれ異なっていることは確かである。シ
ンガポール、台湾、香港におけるサービス業の占めるシェアの拡大もそうだし、インドネ
シア、マレーシア、フィリピン、タイにおける製造業の占めるシェアの拡大もそうだし、
インドの近年における IT 産業の発展もそうである。これは各国の持つ商品/サービスの多様
性に依存しており、その多様性が各国の発展現状を決めているのである。言い換えると、
多様性が各国に経済成長をもたらすということである。 
 では、このような多様性による発展はアジア地域範囲内でみるどうなるのであろうか。
このような自己組織化と自己淘汰が起こっているのだろうか。この問題を考える時、まず
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思い出すのが、アジアにおけるキャッチアップ型の工業化であろう。実際には、アジアの
キャッチアップ型工業化はアジア地域経済の自己組織化であり、アジア地域の多様性によ
る技術共進化である。ここで、アジア経済研究所の 1975 年、1985 年、1990 年、1995 年、
2000 年のアジア国際産業連関表を用いて、実際の変化を見てみよう。まず、アジアの製造
業の発展経路を見たものである。1975 年の時点では、日本の製造業が占めるシェアは 42.3%
となり、ほぼ横ばい、やや低下の傾向を見られたところ、シンガポールの製造業の占める
シェアは 55.1%のトップとなる。1985 年の時点では、シンガポールの製造業の占めるシェ
アが低下し始め、韓国の製造業の占めるシェアは 51.5%と台湾の製造業の占めるシェアは
60％のトップとなる。そして、1990 年になると韓国と台湾の製造業の占めるシェアは低下
し始め、中国の製造業の占めるシェアの拡大は著しく見える。1995 年の時点では、中国と
マレーシアの製造業の占めるシェアはそれぞれ 53.8％と 56.6%のトップになる。2000 年に
なると中国とマレーシアの製造業の占めるシェアは低下し始め、インドネシア、フィリピ
ン、タイの製造業の占めるシェアがトップとなっている。図 6 はこれらの国の製造業に占
めるシェアの変化を示したものである。変化をよりはっきりさせるために、これらの国を
四つのグループに分けてみたのである。 
図 6：アジア諸国の製造業の占めるシェアの雁行形態 
1975年に製造業の占める
シェアがトップとなった国
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  出所：Asian international input- output table 1975~2000 より筆者作成。 
 このようなアジアにおける雁行型の製造業の占めるシェア変化はアジアの産業構造の自
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己組織化である。日本からのアジア諸国への技術移転もアジア産業構造の自己組織化であ
り、垂直的な産業構造もそれの結果である。では、サービス産業にはどのような変化が起
こったのだろうか。図 7 はアジア諸国のサービス業の占めるシェアの変化を示したもので
ある。図からわかるように、全体として各国のサービス業の占めるシェアが拡大している
が、製造業の発展と同じような雁行型成長が見られる。サービス業の占めるシェアでは明
らかに四つのグループに分けられる。2000 年の時点では、まず、トップになる国は日本で
あり、サービス業の占めるシェアは 39.2%となっている。第 2 グループには、韓国とシン
ガポールと台湾が入り、サービス産業の占めるシェアはそれぞれ 31％と 30.1%になってい
る。第 3 グループには、フィリピン、タイ、マレーシア、インドネシアが入り、サービス
産業の占めるシェアは 20％前後である。最後のグループには中国が入り、サービス産業の
占めるシェアは 14.7%になり、発展が最も遅れていることがわかる。このようなアジア諸
国のサービス産業の占めるシェアの拡大は製造業の占めるシェアの低下と同じように多様
性による技術共進化の結果であり、自己組織化の結果でもある。つまり、国の中での多様
性による技術共進化の原理はアジア全体地域の中でも適用できるのである。 
図 7：アジア諸国のサービス産業の占めるシェアの変化 
サービス産業の成長
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   出所：Asian international input- output table 1975~2000 より筆者作成。 
 最後に、アジア諸国の製造業の生産構造の中間投入係数の変化で分析すると ASEAN 諸
国と中国の農林水畜産業からの製造業への投入が減尐し、製造業の自己投入が大幅に増加
しており、製造業の発展が著しく見える。韓国の場合は、製造業の自己投入が変化は見ら
れないが、サービス業への自己投入が大幅に増加している。日本の場合には、製造業の自
己投入が低下しており、サービス業への自己投入が大幅に増加した。このような投入係数
の変化にも多様性による技術共進化が現れている。明らかに、アジア諸国の多様な商品、
技術、そして資源がそれぞれの発展段階を決めているのである。 
 
 
 113 
表 3：日本･韓国･中国･インドネシアの投入係数の変化 
  日本 韓国 中国 インドネシア 
1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 
農林水畜産業 0.035620  0.022014  0.078845  0.032875  0.104467  0.063299  0.232949  0.115895  
鉱業 0.003263  0.001923  0.010494  0.003233  0.032889  0.038955  0.078005  0.050255  
製造業 0.404523  0.367100  0.342310  0.354814  0.362751  0.407711  0.137244  0.180443  
公益事業 0.023669  0.021048  0.022028  0.015637  0.020173  0.038722  0.007140  0.009736  
建設業 0.002362  0.004394  0.001469  0.000473  0.000000  0.000862  0.002581  0.000677  
商業･運送 0.065854  0.080372  0.045355  0.036729  0.069299  0.053218  0.076946  0.105491  
サービス業 0.077833  0.078669  0.034467  0.068726  0.020285  0.039917  0.021660  0.025452  
 出所：Asian international input- output table 1975~2000 より筆者作成。 
 
3. ITI 財別貿易マトリックスによるアジア貿易構造の変化 
続いてアジア諸国の貿易構造の変化を詳しく見ておこう。分析に用いるデータは、国際貿
易投資研究所の ITI 財別国際貿易マトリックスの 11 産業分類であり、1999～2008 年までの
10 年間のアジア諸国の貿易構造の変化を輸出構造の変化と輸入構造の変化に分け立ち入っ
て検討することにした。ここでは、輸出はアジア諸国から世界への輸出であり、輸入はアジ
ア諸国の世界からの輸入である。そして、最後に、アジア諸国を一体化して、全地域として
の輸出・輸入構造がどのように変化しているのかを国別の貿易構造の変化と比べてみる。 
① アジア諸国の輸出構造の変化 
まず、アジア諸国の輸出構造の変化をみよう。図 8 に見られるように、日本におけるこの
10 年間での変化の特徴としては輸送機器における輸出シェアの拡大と IT 関連機器における
輸出シェアの急激な減尐である。日本の輸送機器の輸出シェアはこの 10 年間で 4.76%増加し、
IT 関連機器の輸出は 5.62%減尐した。その他、電気機器、精密機器、雑製品の輸出シェアは
多尐減尐し、一般機械と化学工業品、プラスチックス・ゴム、その他原料及びその製品の輸
出シェアは多尐増加した。食料品と油脂・その他の動植物生産品の輸出シェアには変化が見
られない。中国の場合、特徴としては、一般機械、電気機器、IT 関連機器の輸出シェアの大
幅の拡大とその他原料及びその製品と雑製品の輸出シェアの大幅の減尐である。一般機械の
輸出シェアは 6.34%、電気機器の輸出シェアは 8.6%、IT 関連機器の輸出シェアは 11.99%拡
大した。逆に繊維産業を含むその他原料及びその製品の輸出シェアは 18.75%の大幅の減尐、
そして雑製品の輸出シェアもそれを続き 4.33%減尐している。その他に、輸送機器と精密機
器の輸出シェアは多尐増加し、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油脂・その他
の動植物生産品の輸出シェアは多尐減尐している。香港の特徴としては、中国と同じく、電
気機器、IT 関連機器の輸出シェアの大幅の拡大とその他原料及びその製品と雑製品の輸出シ
ェアの大幅の減尐である。電気機器の輸出シェアは 6.98%増加し、IT 関連機器の輸出シェア
は 11.13%増加した。逆に、その他原料及びその製品の輸出シェアは 8.48%減尐し、雑製品の
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輸出シェアは 6.25%減尐した。その他に、一般機械の輸出シェアの多尐上昇と輸送機器、精
密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油脂・その他の動植物生産品の輸出
シェアの多尐減尐が見られている。韓国の場合、特徴としては、輸送機器の輸出シェアの拡
大とその他原料及びその製品、IT 関連機器の輸出シェアの減尐である。韓国の輸送機器の輸
出シェアはこの10年間で7.16%増加し、その他原料及びその製品の輸出シェアは7.78%減尐、
IT 関連機器の輸出シェアは 3.94%減尐した。その他に、一般機械、電気機器、食料品、雑製
品、油脂・及びその他の動植物生産品の輸出シェアに関する多尐の減尐と精密機器、化学工
業品、プラスチックス・ゴムの輸出シェアでの多尐の上昇が見られる。台湾の特徴としては、
この 10 年間で一般機械と IT 関連機械の輸出シェアの大幅の減尐と電気機器、精密機器の輸
出シェアの拡大である。一般機械の輸出シェアは 10.9%減尐し、IT 関連機械の輸出シェアは
4.53%減尐した。逆に、電気機器の輸出シェアは 8.16％上昇し、精密機器の輸出シェアは
5.13%上昇している。その他に、輸送機器、食料品、油脂・その他の動植物生産品、雑製品、
その他原料及びその製品の輸出シェアの多尐の減尐と化学工業品、プラスチックス・ゴムの
輸出シェアの多尐の上昇が見られる。 
図 8 日本・中国・香港・韓国・台湾の輸出構造の変化 
東アジア諸国の輸出構造の変化ｰ1
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  出所:ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
ASEAN 諸国の輸出構造の変化は図 9 に示している。インドネシアの場合、この 10 年間
での特徴として言えるのは、油脂・その他の動植物生産品の輸出シェアの上昇とその他原
料及びその製品の輸出シェアの減尐であろう。油脂・その他の動植物生産品の輸出シェア
は 8.67%上昇し、その他原料及びその製品の輸出シェアは 11％減尐した。その他に、一般
機器、電気機器、輸送機器、化学工業品、プラスチックス・ゴムの輸出シェアの多尐の上
昇と精密機器、IT 関連機器、食料品、雑製品の輸出シェアの多尐の減尐が見られている。
マレーシアの輸出構造の変化の特徴と言えるのは、IT 関連機器の輸出シェアの減尐であろ
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う。この 10 年間でマレーシアの IT 関連機器の輸出シェア 6.47%減尐した。その他に、一
般機械、電気機器、雑製品の輸出シェアも多尐減尐しており、輸送機器、精密機器、化学
工業品、プラスチックス・ゴム、油脂・その他の動植物生産品、食料品、その他原料及び
その製品の輸出シェアの多尐の上昇が見られている。フィリピンの特徴として言えるのは、
電気機器、IT 関連機器の輸出シェアの大幅の減尐とその他原料及びその製品の輸出シェア
の上昇である。電気機器の輸出シェアは 10.79%減尐し、IT 関連機器の輸出シェアは 10.74%
減尐している。逆に、その他原料及びその製品の輸出シェアは 9.46%上昇している。その
他に、一般機械、輸送機器、精密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油
脂・その他の動植物生産品の輸出シェア歯多尐上昇し、雑製品の輸出シェアが低下してい
る。シンガポールの特徴としては、一般機械、IT 関連機器の輸出シェアの低下であろう。
一般機械の輸出シェアは 6.39%減尐し、IT 関連機器の輸出シェアは 5.67%減尐した。その
代わりに、電気機器、輸送機器、精密機器、化学工業品、プラスチックス・ゴム、雑製品、
その他原料及びその製品の輸出シェアの多尐上昇している。タイの場合、特徴と見られる
のは、電気機器、IT 関連機器の輸出シェアは低下と輸送機器、その他原料及びその製品の
輸出シェアの上昇であろう。電気機器の輸出シェアは 4.32%、IT 関連機器の輸出シェアは
7.47%低下し、輸送機器の輸出シェアは 5.55%、その他原料及びその製品の輸出シェアは
6.64%上昇した。その他に、一般機械、精密機器、食料品と雑製品の輸出シェアの多尐減尐
と化学工業品、プラスチックス・ゴムの輸出シェアの多尐の上昇が見られる。ベトナムの
輸出構造の変化の特徴は、食料品、雑製品とその他原料及びその製品の輸出シェアの低下
であろう。この 10 年間で食料品の輸出シェアは 5.9%、雑製品の輸出シェアは 2.17%、そ
の他原料及び其の製品の輸出シェアは 6.68%減尐した。その代わりに、一般機械、電気機
器、輸送機器、精密機器、IT 関連機器、化学工業品、プラスチックス・ゴムの輸出シェア
は多尐上昇している。 
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図 9 ASEAN 諸国の輸出構造の変化 
東アジア諸国の輸出構造の変化ー2
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  出所: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
② アジア諸国の輸入構造の変化 
次に、輸出構造の変化を見たように、アジア諸国の輸入構造の変化を見ておこう。図 10
に見られるように、日本の場合、特徴と思われるものは、一般機械、電気機器、輸送機器、
精密機器、IT 関連機器などの機械製品の普遍的輸入シェアの減尐であろう。そして、食料
品と雑製品の輸入シェアも減尐している。それに対して、その他原料及びその製品、化学
工業品、プラスチックス・ゴムの輸入シェアが上昇している。特にその他原料及びその製
品の輸入シェアは 7.34%上昇した。中国の輸入構造の変化の特徴と思われるものは、電気
機器と IT関連機器の輸入シェアの大幅の拡大とその他原料及びその製品の輸入シェアの減
尐であろう。電気機器の輸入シェアは 7.5%、IT 関連機器の輸入シェアは 8.5%上昇し、そ
の他原料及びその製品の輸入シェアは 13.42%減尐している。その他に、一般機械、輸送機
械、化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品の輸入は多尐減尐し、精密機器、油脂・
その他動植物生産品、雑製品の輸入シェアは多尐増加している。香港の特徴は、中国と同
じく、電気機器と IT 関連機器の輸入シェアの大幅の拡大とその他原料及びその製品の輸入
シェアの減尐である。電気機器の輸入シェアは 5.97%、IT 関連機器の輸入シェアは 9.11%
上昇し、その他原料及びその製品の輸入シェアは10.62%減尐した。その他の産業において、
中国と同じような傾向を見せている。韓国の場合、その特徴は、電気機器、IT 関連機器の
輸入シェアの減尐とその他原料及びその製品の輸入シェアの増加であろう。電気機器の輸
入シェアは 3.45%、IT 関連機器の輸入シェアは 2.79%減尐し、その他原料及びその製品の
輸入シェアは 4.42%増加した。その他の産業において、輸入シェアはあまり変化しなかっ
た。台湾の場合、日本と同じく機械類の輸入シェアの普遍的な減尐とその他原料及びその
製品の輸入シェアの上昇である。その他原料及びその製品の輸入シェア 8.68%ほどのより
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大きな上昇を見せている。 
図 10 日本・中国・香港・韓国・台湾の輸入構造の変化 
東アジア諸国の輸入構造の変化ー1
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
1999
2008
1999
2008
1999
2008
1999
2008
1999
2008
Ja
pa
n
C
hi
na
H
on
gk
on
g
S
ou
th
K
or
ea
T
ai
w
an
一般機械 電気機器 輸送機器 精密機器
IT関連機器 化学工業品 プラスチックス・ゴム 食料品
油脂・その他の動植物生産品 雑製品 その他原料及びその製品
 
  出所: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
ASEAN 諸国の輸入構造の変化は図 11 に示している。インドネシアの輸入構造のこの 10
年間の変化は、一般機械、電気機器、輸送機器、精密機器、IT 関連機器の輸入シェアの拡
大と化学工業品、プラスチックス・ゴム、食料品、油脂・その他の動植物生産品、雑製品、
その他原料及びその製品の輸入シェアの減尐であろう。但し、その変化は緩やかで、目立
つものではない。マレーシアの場合、特徴としては、電気機器と IT 関連機器の輸入シェア
の大幅の減尐であろう。電気機器の輸入シェアは 7.08%、IT 関連機器の輸入シェアは 6.7%
減尐した。その他のすべての産業の輸入シェアは多尐上昇を見せている。フィリピンの輸
入構造の変化の特徴と思われるものは、電気機器、IT 関連機器、その他原料及びその製品
の輸入シェアの大幅な拡大と輸送機器、化学工業品の輸入シェアの大幅な減尐である。電
気機器の輸入シェアは 13.13%、IT 関連機器の輸入シェアは 22.6%、その他原料及びその製
品の輸入シェアは 17.88%上昇している。逆に、輸送機器の輸入シェアは 23.76%、化学工
業品の輸入シェアは 25.79%減尐している。その他に、一般機械と食料品の輸入シェアもよ
り大きく上昇し、油脂・その他の動植物生産品の輸入シェアがより大きく減尐している。
シンガポールの場合、特徴としては、IT 関連機器の輸入シェアの減尐とその他原料および
その製品の輸入シェアの拡大であるといえよう。IT 関連機器の輸入シェアは 7.39%減尐し、
その他原料およびその製品の輸入シェアは 6.21%上昇した。その他に、一般機械、電気機
器の輸入シェアの多尐減尐と輸送機器の輸入シェアの多尐拡大を見せている。タイの場合、
電気機器、IT 関連機器の輸入シェアは多尐減尐し、精密機器、化学工業品、その他原料お
よびその製品の輸入シェアは多尐増加している。他の産業は変化を見せていない。ベトナ
ムの輸入構造の変化の特徴は、その他原料及びその製品の輸入シェアの減尐であろう。そ
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の他の産業は全て輸入シェアの拡大の傾向を見せている。 
図 11 ASEAN 諸国の輸入構造の変化 
東アジア諸国の輸入構造の変化ー2
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  出所: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
③ 一体化したアジアの輸出・輸入構造変化 
一体化したアジアの輸出・輸入構造変化を示したのが図 12 である。この図から一目瞭然
にわかるように、この 10 年間ではアジアの全体の輸出・輸入構造は変化しなかったと言う
ことである。アジア各国の輸出・輸入構造の変化はただ地域内部の輸出・輸入構造の調整
であり、その他の世界には輸出にしても、輸入にしても変化がなかったのである。つまり、
アジア地域は輸出、輸入面で一体化して、自己組織化というもの起こっていると考えられ
る。 
図 12 一体化したアジアの輸出・輸入構造変化 
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  出所: ITI 財別国際貿易マトリックスの各年版より筆者作成。 
 
第四節 制度的多様性 
 財を生産する際の効率性にとって諸制度の重要性に関する理論は多くの研究者の支持を
得ている。多くの経済学者の観察によれば、一国の成長率は、資本と労働のストックの漸
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進的な増加及び固定的な技術変化率によって十分に説明出来ない。そこで、一国における
制度配置が一国の成長率にとって重要であることも示されている。現在の制度研究の特徴
は、寡占地位から利用できる規模の経済性、関連する活動の経験から生じる範囲の経済性、
類似した活動に従事する企業が生み出すネットワークの外部性、所有権制度の性格、そし
て、成長率や技術進歩にも、制度的文脈が条件付ける点で広く認識されている。現在のと
ころ、このような制度研究の大きな成果は三つであるように思われる。一つは資本主義の
多様性を分析し、制度の側面から解明しようとしているホールとソスキスの VOC(varieties 
of capitalism)アプローチであり、もう一つは同じく資本主義の多様性を分析したレギュラ
シオン理論である。そして、さらにもう一つは青木昌彦に代表される比較制度分析である。
ここでは、この比較制度分析を概観しながら、アジア諸国の制度的多様性を見てみる。も
ちろん、ここで、アジア諸国は制度の側面でも多様性が存在していると思っているし、こ
の制度の多様性が各国の発展に特徴づけていると考えるからである。 
1. ホールとソスキスの VOC アプローチ 
ホールとソスキスは、『資本主義の多様性―比較優位の制度的基礎』（2001）という著作
を編纂し、資本主義の多様性の根拠を各システムに内在する〈制度的補完性 institutional 
complementarity〉に認めつつ、各国間に見られる比較経済優位の制度的基礎を探求し、〈比
較制度優位 comparative institutional advantage〉という独自なコンセプトで分析してい
る。VOC アプローチは資本主義の比較基準を「政府の役割」や「労働組合」ではなく「企
業」に置く。「企業」を分析中心に置くことによって、これまで分断された企業研究と比較
政治経済論とを架橋させたいという考えからであり、「企業」こそが技術変化や国際競争に
直面してこれに適合すべき決定的なアクターだからである。その企業は労使関係、職業教
育、資金調達、コーポレート・ガバナンス、企業間関係など、他の各アクターと関係を結
ぶ「関係としての企業」である。 
ホールらは、政治経済モデルの中心に企業行動を置かなければならないこと、また企業
行動には多様な制度的諸関係が影響を与えるものであることを留意し、特に次の五つの制
度的関係を注目している。①企業金融の長期性＝「資金の忍耐力」及び金融システムにお
けるリスクの波及度、②労働組合の組織や団体交渉のルールに関わる労使関係システム、
③技能形成とその普及に関わる職業訓練システム、④顧客、サプライヤー、競争者などの
他の企業との連結のあり方、⑤経営構造と職場組織からなる企業の内部組織である。ホー
ルの議論ではこれらがいわば中核的な関係として市場経済システムをなし、こうした制度
的関係に影響を与えるものとして、国家の構造と政治システムが位置づけられている。そ
して企業が諸関係をどうコーディネートするかという点が企業にとって最も重要な課題で
あり、そのあり方いかんが資本主義の類型を形づくる。 
こうした立論をしながら、ホールとソスキスは市場経済システムを大きく、コーディネ
ーションが優れた〈自由な市場経済 liberal market economics〉と市場と同時に非市場的な
諸制度が重きをなす〈調整された市場経済 coordinated market economics〉に代別してい
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る。ホールとソスキスの論述の力点は、〈自由な市場経済〉と〈調整された市場経済〉とい
った基本的な区分の対照性、それぞれ、①金融システムまた企業統治のための市場、②企
業の内部構造、③労使関係システム、④教育・訓練システム、⑤企業間関係の五つのサブ
システム内に働く倫理、並びにサブシステムの間の〈制度的補完性〉を解明することであ
る。 
ホールとソスキスの VOC アプローチは単なる資本主義市場経済を〈自由な市場経済〉と
〈調整された市場経済〉という二つの資本主義に区別するものではない。彼らは〈比較制
度優位〉という概念を用いて、市場経済システムとイノベーションの関係を解明しようと
している。彼らによれば、「なぜある特有な国民・地域がある特有のタイプの生産や製品に
特化する傾向があるのか」を規模に関する収穫逓増論、ポジティブな外部性論、集積な理
論だけでは、十分に説明することができない、それを説明する理論としては彼らが提唱し
ているのが〈比較制度優位〉という考えである。その基本的なアイディアは、特殊な政治
経済の制度的構造は、企業に対し、そこで特有なタイプの活動に関わるための優位を与え
るというものである。要するに、制度構造の相違はそれぞれ固有のイノベーション・パタ
ーンの相違をもたらし、それはさらに各国の産業特化や輸出競争力の相違を生み出すとい
うことである。ホールとソスキスは企業のイノベーションを急進的イノベーションと漸進
的イノベーションと区別したうえで、制度的構成の差異がこうしたイノベーション様式に
どう影響を与えるかを論じている。彼らは、漸進的なイノベーションは〈調整された市場
経済〉の制度的構成により適合する一方、急進的なイノベーションは〈自由な市場経済〉
の制度的構成により適合しているとして、その根拠を論じている。要するに、自由な市場
経済の制度的フレームワークは企業に対し、急進的イノベーションのためのより良好な能
力を提供する一方、調整された市場経済の制度的フレームワークは、漸進的なイノベーシ
ョンのためにより優位な能力を提供する。それゆえ、輸送コストと国際市場の効率性によ
って許容される程度に応じて、活動と製品の国民的特化のパターンが存在しているに違い
ない。そしてこれらは、ランダムな地理的集積というよりもむしろ、確認された制度的フ
レームワークへの合理的反応を映りだしているに違いないと主張している。そして、アメ
リカとドイツに対し、技術分野別のイノベーション能力をパテント数による代理変数を作
り、対照的なイメージを形づくっている。 
2．レギュラシオン・アプローチ 
 VOC アプローチが現在の資本主義市場経済システムを〈自由な市場経済〉と〈調整され
た市場経済〉と二つに類型しているが、このような類型が現実を十分に説明できるのか、
例えば、日本とドイツは本当に同じ経済システムであるのか、フランス、イタリア、北欧
の国々をどのように位置づけるのかなどの疑問から出発したのがレギュラシオン・アプロ
ーチである。これはレギュラシオン学派の Amable(2003)から提起したものであり、その分
析の方法は以下の通りである。 
① 資本主義の比較は単にマクロ経済指標のみならず、制度比較を基本に据えること。 
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② 諸制度は「制度補完性」をなしているのであり、一つか二つの制度ではなく、補完
しあう制度総体を比較すること。 
③ 当面の争点はアメリカ型資本主義の「効率性」及びそれへの「収斂」いかんにある
のだから、比較は各国各モデルの産業競争力（イノベーション能力）に焦点を当て
ること。 
④ 比較すべき諸制度は、イノベーション能力に直接かかわる賃労働関係―金融―教育
を核としつつ、これに製品市場と社会福祉を加えた 5 領域とすること。 
⑤ 類型化に際しては理論分析（定性分析）に加えて、多変量解析も援用されるべきこ
と。 
 以上に立脚した分析の結果、アマーブルは最終的に「市場ベース型」、「アジア型」、「大
陸欧州型」、「社会民主主義型」、「地中海型」という五つの資本主義市場経済のクラスター
を分類し、分析している。各モデルの制度的特徴は表 4 のようである。 
表 4 現代資本主義の 5 モデル 
資本主義の
モデル 
制度エリア 比較優位 
産業 
代表的国 
製品市場 労働市場 金融 福祉 教育 
市場ベース
型 
規制緩和 フレキシビ
リティ 
市場ベース リベラル福
祉国家モデ
ル 
競争的教育
システム 
バイオ 
情報 
航空宇宙 
アメリカ 
イギリス 
アジア型 規制という
より「統治」
された製品
市場競争 
規制された
労働市場 
銀行ベース 社会保障は
低水準 
私立の高等
教育制度 
エレクトロ
ニクス 
機械 
日本 
韓国 
大陸欧州型 競争的ない
し緩やかに
規制された
製品市場 
コーディネ
ートされた
労働市場 
金融機関ベ
ース 
コーポラテ
ィズム・モ
デル 
公的教育制
度 
特になし ドイツ 
フランス 
社会民主主
義型 
規制された
製品市場 
規制された
労働市場 
銀行ベース 普遍主義モ
デル 
公的教育制
度 
健康関連 
木材 
スウェーデ
ン 
フィンラン
ド 
地中海型 規制された
製品市場 
規制された
労働市場 
銀行ベース 限定された
福祉国家 
教育制度の
弱さ 
繊維衣服 
皮革 
イタリア 
スペイン 
出所：山田（2007、19 ページ）。 
3．比較制度分析 
 青木昌彦に代表される新しい比較制度分析は進化ゲーム理論と連携しつつ、適応的進化
に基づく社会的制度のダイナミズムを分析する多様性の比較制度分析である。その新しい
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分析視点とは、①資本主義の経済システムの多様性である。これはどのような制度配置が
その内部に成立しているかによって、さまざまな資本主義市場経済システムがあり得る。
つまり、多様な経済システムが共存、競争するという多様性重視の考えである。②制度の
持つ戦略的補完性。これは一つの制度が安定的な仕込みとして存在するのは、社会の中で
ある行動パターンが普遍的になればなるほど、他の行動パターンを選ぶことが戦略的に有
利であり、自己拘束的な制約として定着するからであるという視点である。つまり、現実
の経済システムは、経済システムの内部で比較的に同質的な制度が成立しているのに対し
て、異なる経済システムの間に大きな制度的相違がある理由は、この制度の持つ戦略的補
完性である。③経済システム内部の制度的補完性。これは多様なシステムが生まれるのが、
一つのシステム内の様々な制度がお互いに補完的であり、システム全体の強さを生み出す
という視点である。つまり、一方の制度の存在が他方の制度、そしてシステム全体の価値
を高める関係を意味する。④経済システムの進化と経路依存性。これは、経済システムに
慣性があり、経済の置かれた外部環境と蓄積された内部環境の変化ともに徐々に進化する
という視点である。つまり、異なる制度の社会的適合度は、経済システムが直面する歴史
的、技術的、社会的、経済的環境に依存しているのである。⑤経済システムの改革は漸進
的改革の方が望ましい理由があるという改革や移行における漸進的アプローチの五つであ
る。 
 そして、比較制度分析は二つの側面に関心を払う。一つは現存の経済制度の安定性・固
定制であり、もう一つは様々な制度の存在可能性や可変性及び進化にまつわるものである。
比較制度分析は現存の制度がなぜ安定的に機能しているのかを明らかにすることにとどま
らず、制度の生成、変容に対してもダイナミックな分析を行うとする試みでもある。ここ
で、比較制度分析は、文化と制度の関係、法的制度、自生的制度の側面から、制度の多様
性を示し、歴史的経路依存性、制度の補完性の側面から制度のダイナミズムを示している。 
① 文化と制度 
 文化は制度と並んで経済の社会構造を規定しているものである。文化はその経済社会に
属する人々が共有する価値観、選好といえる。制度はその社会経済で広く認められている
一定のルールと定義できる。文化が選好に反映されるに対して、制度は人々が実際に採用
する行動、もしくは一定の行動パターンである。文化と制度の関係を考える場合、その相
互補完性が存在する視点が重要である。ある文化に適合する制度が構築され、その制度が
一般化すると、制度が文化を強化するという関係である。 
② 法的制度 
社会におけるルールとして、第一に法的ルールが考えられる。このような、公的権力に
よって実効を担保されている「制度」は、経済モデル分析では、外生的与件として処理さ
れる。経済システムの間の制度の多様性は、このような外生的な法的規制の違いによりも
たらされている部分が大きい。 
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③ 自生的制度 
 比較制度分析が対象とする制度は、法的強制力によらなくても自生的に機能するものも
存在する。経済システムの多様性や進化を考察する時興味深いのも、このような自生的制
度の存在である。法的制度と自生的制度の間に本質的な違いは存在しない。両者は、世の
中の大部分がそれに従う限り、各個人もそれに従う個別インセンティブが生まれるという
意味で、ともに自己拘束的な行動パターンという性格を持っている。 
④ 歴史的経路依存性 
 自己拘束性が存在する特定の制度から別の制度に移行するためには、一度多くの人々が
歩調を合わせて行動を変更しなければならないが、そのようなコーディネーションが可能
となる歴史的事件が発生した結果である。制度には自己拘束性が存在するため、一度実現
した制度は容易には変更されにくい。そのため現状の制度体系の姿のかなりの部分はその
経済の歴史的条件によって規定されているという典型的な歴史的経路依存性 (historical 
path dependence)の考えに対し、比較制度分析は共鳴する。 
⑤ 制度的補完性 
 現実の経済に存在する複数の制度の間に、一方の制度の存在・機能によって他方の制度
がより強固なものになっているという関係が存在する。このような一方の制度の存在が他
方の制度の存在事由となっている場合、両者には制度的補完性があると考えられる。比較
制度分析は一国の経済システムを様々な制度の制度的補完の観点から考察することであり、
経済全体を多様な制度が相互に結びついた一つの体系として理解し、分析する。 
4．比較制度優位からみるアジア諸国の多様性 
 このような現代社会における比較制度分析のアプローチの共通の目的は、制度の側面か
ら各国の経済システムの生成、変容を解明しようという努力である。しかし、具体的にア
ジア各国の制度の多様性対する分析になると現在の段階では全般的分析が不十分である。
VOC アプローチはもちろん、レギュラシオン・アプローチはアジア諸国に対して、アジア
型という分類で同じ類型に入れている。ここで疑問と考えられるのが、日本と韓国の経済
システムは本当に同じであるのか。また、中国の経済システムは本当にアジア型に当ては
まるのかは問題である。ここで、ホールとソスキスの「比較制度優位」という概念を用い
て、同じような手法でアジア諸国の制度的多様性を概観する。尐なくともこのような努力
により、アジア諸国の制度的多様性を一つの側面から明確にすることができると思うから
である。 
 ホールとソスキスの「比較制度優位」の基本的な考えは、ある特定の政治経済の持つ制
度的構造が、企業に対して、そこで特殊なタイプの活動に従事する上で優位性を与えると
いうものである。要するに、国民的な制度の枠組みは、各国に対し、特殊な活動と生産物
における比較優位を提供するのである。貿易が存在する場合には、こうした比較優位は各
国別特化パターンをもたらすのであろうと考えている。そして、ホールとソスキスはこう
した制度的枠組みがイノベーションに及ぼすインパクトに焦点を当てて分析している。企
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業のイノベーションを行う能力はその長期的成功にとって決定的要因であると考えるから
だ。ホールとソスキスはイノベーションを急進的イノベーションと漸進的イノベーション
と基本的に区別する。急進的イノベーションは、生産物ラインの大規模な変更、まったく
新しい財の開発、生産プロセスの主要な変化を含んでいる。このようなイノベーションは
バイオ・テクノロジー、半導体、ソフトウェア開発のような、研究に基づく革新的設計や
急速は製品開発を要求する動きの速い技術部門にあって特に重要である。漸進的なイノベ
ーションは現存する生産物ラインや生産プロセスの持続的だが小規模な改善によって特徴
づけられる。このようなイノベーションは、工作機械や工場設備のような資本財、耐久消
費財、動力機、特殊な輸送設備のような生産において競争力を維持するためにより重要で
ある。そして、彼らは、「自由な市場経済」の制度的枠組みは急進的なイノベーションを高
度に支持し、「コーディネートされた市場経済」は漸進的なイノベーションを支えるのに適
していると主張している。そこで、例証として示されたのが、アメリカとドイツにおける
技術クラスごとのパテント特化である。 
 ここで、ホールとソスキスの考えを沿って、アジア諸国の「比較制度優位」を各国の技
術クラスにおけるパテント特化で見てみよう。図 13 と図 14、図 15 は世界知的所有権機構
(WIPO)のデータを用いて、日本、韓国、中国におけるイノベーションが 35 の技術クラス
におけるパテント特化を示したものである。この技術クラスは、技術進歩が典型的には急
進的イノベーションか漸進的イノベーションかによって特徴づけられるに従って多様であ
る。点数が高くなるほど、その種の技術革新への特化がより大きいことを示している。ま
た、時間における安定性を評価するために、2000 年並びに 2008 年のデータを含んでいる。 
 図１、図 2、図 3 から一目でわかることは、日本、中国、韓国の特化がそれぞれ違ってい
ることであろう。アメリカとドイツのように漸進的イノベーションと急進的イノベーショ
ンがはっきり分けられていないが、それぞれの特徴がみられている。つまり、アジアの国々
は自由な市場経済の制度的枠組みとコーディネートされた市場経済の制度的枠組みを融合
した一種のアジア型市場経済の制度的枠組みを基礎にしたものと思われる。 
日本の場合、図 13 に示しているように、電気エネルギー、視聴覚技術、基礎情報技術、
半導体、光学、有機化学、高分子化学のような急進的なイノベーションによって特徴づけ
られる分野でより積極的な革新者でありながら、熱処理、作業機械、工作機械、環境、表
面加工、処理工学などの漸進的なイノベーションに特徴づけられる分野でも積極的である。
このようなことから、日本の制度的構造が企業に与えた制度的比較優位性はアメリカとド
イツなどの先進国と異なるものであり、独特でありながら、より包括的なものであり、ア
メリカとドイツの間に位置しているように思われる。 
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図 13 日本の技術クラスにおけるパテント特化 
 
注：正の数値は日本がその技術クラスのパテントで相対的に特化が高いことを示している3。 
 韓国の技術クラスにおけるパテント特化は図 14 で示している。日本と同じように思われ
ることは、韓国も日本と同じく漸進的なイノベーション領域の技術と急進的なイノベーシ
ョン領域の技術を両方のところに特化していることであろう。もちろん、アメリカとドイ
ツと違ってくるが、日本とも技術種類の特化の点で異なっている。具体的には、電気エネ
ルギー、視聴覚技術、電気通信、デジタル通信、コンピュータ技術、半導体、光学のよう
な急進的なイノベーションによって特徴づけられる分野でより積極的な革新者でありなが
ら、土木工学、消費財、家具、ゲーム、熱処理などの漸進的なイノベーションに特徴づけ
られる分野でも積極的である。日本と重なる部分もありながら、異なるものが多い。つま
り、韓国の政治経済の制度的構造が企業に与えた制度的比較優位がこれらの国と異なって
いることも明らかであろう。そして、日本のように、アメリカ型「自由な市場経済」の制
度的枠組みとドイツ型「コーディネートされた市場経済」の中間的位置であるように考え
られるが、その技術特化が日本と違っている点では、企業の制度的比較優位が違っている
ことは確かであると考えられる。 
 
 
 
 
                                                   
3 技術クラス iについて、日本の相対特化は、日本の総特許数に占める日本の技術クラス iのシェアから、
世界の総特許数に占める世界の技術クラス iの特許数を減じて測られている。韓国と中国の場合も同じ方
法で測られている。 
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図 14 韓国の技術クラスにおけるパテント特化 
 
注：正の値は韓国がその技術クラスのパテントで相対的に特化が高いことを示している。 
 図 15 は中国の技術クラスにおけるパテント特化を示したものである。中国の場合特徴づ
けるものはやや言いにくいが、一つ注目に値するのは、電気通信とデジタル通信技術にお
ける特化であろう。その面から中国は日本と韓国と異なりながら、アメリカ型「自由主義
市場経済」の制度的枠組みの方向に進んでいるように思われる。ある意味では、中国の社
会主義市場経済が日本と韓国と異なり、独特性を持っていると言える。 
図 15 中国の技術クラスにおけるパテント特化 
 
注：正の値は、中国の技術クラスのパテントで相対的に特化が高いことを示している。 
 このようなホールとソスキスの「比較制度優位」の方法を用いて、日本、中国、韓国の
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相違を見ていたが、その他のアジアの国の制度的多様性を示すことは難しい。その原因 1
つは、ASEAN 各国の特許申請の数が尐ないことにより、傾向的に見ることができないよう
に思われる。もう 1 つは技術クラスにおける ASEAN 各国のデータはまだ公表されていな
いため、データの入手が非常に難しいからである。しかし、尐なくとも、日本、中国、韓
国における制度的相違からわかることは、アジア諸国においては、政治経済のおける制度
的構造がそれぞれ異なり、多様性があることは確かであろう。ここでは、残念ながら、す
べてのアジアの国々の制度的構造の多様性を示さなかったが、このような多様性の存在が、
各国の企業に制度的優位性を与え、それぞれ異なる技術分野で特化しているように考えら
れる。 
 
第五節 技術的多様性 
 1980 年代以降のアジア諸国の経済発展、とりわけアジア NIES、ASEAN、中国の経済発
展は著しいものであり、今や世界の経済成長のセンターとしての役割を担いつつある。こ
れはアジア諸国が積極的に工業化を進展させていることによるものでもあり、海外直接投
資の受け入れ、先進国からの技術移転に深く関係している。当時、アジア諸国は工業化を
推進する上で、資本、技術が欠如しているのが一般的であり、先進国に依存せざるをえな
い状況であった。特に、工業化を進展させるためには、生産技術がなければ、工業製品を
生産することができず、また生産できたとしても一定の品質、性能がなければ市場競争力
を持ち得ないこともある。つまり、工業化と技術には非常に緊密な関係が存在し、技術基
盤がなければ、工業化も十分に進展しないといえる。その意味で、アジア諸国の工業化を
見るとき、技術移転、生産技術構造に注意しなければ、工業化の現状や展開の方向を把握
することはかなり困難である。さらに、アジア諸国の工業化に伴う技術移転効果の研究の
大半が海外直接投資と技術移転の関係に関するマクロ、ミクロレベルでの実証研究であり、
貿易と技術移転効果についての研究は尐ない。実際には、発展途上国が先進国の新製品を
輸入するだけでは、必ずしも新しい技術を得られるわけではないが、その製品を解体し、
研究し、模倣することで、製品に内包された知識・技術を学習できる可能性が十分ある。
このような輸入による技術の移転の有無を実証した最初の研究は、Coe and Helpman 
(1995)であり、彼らの研究結果によれば、輸入が外国技術の流入手段になっていることは明
確である。その後、Keller(2000)、Lumenga-Neso et al.(2005)の研究でも、貿易と技術移
転の緊密な関係について、同じような結果を出している。 
 そして、近年、アジアで「雁行形態発展論」が論じられているが、こうした議論には、
アジア各国における技術構造が明確に分析されていないことが問題だと考えられる。その
上、このような技術構造の違いが各国の貿易とどのように関係しているか、さらに、アジ
ア貿易自由化と技術移転が各国の経済発展にどのような影響を与えるかについての検討が
必要とされる。ここでは、このような現実から出発し、アジア諸国における技術構造の多
様性を明確にする。 
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1．技術の概念と技術移転のパターン 
 アジア諸国の技術構造の多様性を論じる際、技術そのものが表す意味を明確に理解する
必要がある。そもそも「技術」と言っても、その定義は不明確な点もあり、的確な把握は
なかなか容易ではない。本節では、技術の表す意味を十分に検討し、技術移転における諸
形態について簡単にまとめることからはじめる。 
① 技術の概念 
 技術というのは、いわゆる財を生産するための手段であり、生産技術を指すのが一般的
である。通常、生産技術は「製品技術(Products technology)」と「生産技術(Production 
technology)」と「製造技術(Production management know-how)」の 3 つに分けられる。
表 5 に示しているように、「製品技術」とは、商品化にあたって容量や熱消費量で示される
製品の性能と構造や強度などで示される製品の機能の双方における設計並びに開発技術を
指す。「生産技術」とは、設計図や作業(製造)指図書に従って特定の製品をつくりだす組立
て加工技術や操作技術を指す。そして、「製造技術」とは、設備機械を直接扱う技術ではな
く、製品の品質や生産の効率性を向上させるために、生産設備、部品、補助具、原材料と
労働者・技能者の間の組み合わせを工夫したり、生産の手順・段取りを改善したりするノ
ウハウを指す。いわゆる職場での生産管理技術がこれに該当する。 
表 5 生産技術の 3 分類 
生産技術のタイプ 技術の内容 
製品技術 
Product technology 
 
製品の性能(容量、熱消費量、効率など)、機能(構造、強度)を
つくり出す設計・開発技術(R＆D) 
生産技術 
Production technology 
 
設計図や製造指示書に従い製品をつくりだす加工・組立技術
(電子、自動車)、もしくはオペレーション技術(装置産業) 
製造技術 
Production management 
know-how 
製品をつくりだすための生産設備、原材料、部品、ヒト(生産
労働者)、情報の組み合わせを考える、職場での生産管理技術 
出所：末廣(2000、228 ページ)。 
 さらに、技術はそのライフサイクルに対応して、成熟技術、先端技術、ハイテク技術な
どという言い方も存在する。成熟技術とは、製品が開発されて、既に市場も成熟段階に到
達した技術のことであり、先端技術とは、技術開発されて間もない技術のことである。ハ
イテク技術とは高度技術のことであるが、先端技術と同義語で使われることが多い。そし
て、発展途上国への技術移転に関しては、適合技術と表現されることもある。その内容は
厳密に定義されてはいないが、発展途上国の技術レベルに応じて、吸収できる技術だとい
うことができる。 
 このように、技術という言葉に様々な意味が存在しており、分析の際、その概念を明確
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にしなければならない。本論文の分析対象とする技術とは、生産技術のことである。つま
り、特定の製品をつくりだす組立て加工技術や操作技術のことである。 
② 技術移転のパターン 
 菰田(1987)によれば、技術移転の形態は企業内技術移転と企業間技術移転、技術援助に大
別できる(表 6)。企業内技術移転は、企業の海外直接投資によって行われる技術移転の形態
である。例えば、日系企業が生産コストを削減するために、アジア諸国に現地生産工場を
設立し、労働力を活用して生産活動を行うことによって、技術移転されるような技術移転
の形態である。企業内技術移転は国際分業の一環として展開されているため、技術を移転
しても、「技術の秘匿」が可能であり、また、成熟技術にかかわらず、先端的な技術の移転
も促進される特徴を有しているなど、各国の工業化にとって非常に効果の高い技術移転の
形態である。企業間技術移転は技術ライセンス契約で実現される。つまり、対価を支払っ
て、技術を導入することである。企業間技術移転においては、技術の受け入れはローカル・
メーカーであることが多く、真の意味での国際間技術移転ということができる。しかし、
企業内技術移転と異なり、企業間技術移転ではライセンサーが技術の優位性、支配力を維
持していくことが前提になるため、先端技術はあまり供与されず、成熟技術、陳腐化した
技術が移転されるケースが多い。この二つの技術移転の形態の他、技術援助による技術移
転の形態もある。例えば、日本はアジア諸国に対して、開発援助のために、経済協力とと
もに技術協力も行っている。政府間の技術援助が活発化しており、その中での日本からの
技術者派遣、機械設備の供与、アジア諸国からの技術者の受け入れ研修などが技術援助に
当たるものである。 
表 6 技術移転の諸形態 
技術移転の形態 存立の基盤・前提 目的 
企業内技術移転 技術の独占的所有およびその
喪失の危険 
技術の秘匿 
企業 
間技 
術移 
転 
非市場型 導入企業の技術模倣 
努力(R&D)を刺激 
(意図せざる移転) 
市
場
型 
不 完 全
市場型 
国家の保護主義、 
独占禁止法等 
(余儀なくされた移転) 
競争 
市場型 
技術市場の成立・競争的なも
のへの移行、R&D 資金巨額化 
技術資料収入の獲得、 
技術導入 
出所：菰田(1987) 
③ 技術移転の理論 
 技術移転の理論として、最も知られているものは、R. Vernon のプロダクト・サイクル
論である。この理論は技術移転による先進国から発展途上国への工業化の波及という問題
を考える場合、避けて通れない重要な理論である。この説によれば、ある製品が登場した
初期段階では、市場が不確実かつ技術革新が急速であるため、技術基盤が発達した先進国
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への立地が選考され、市場が成熟し、技術も確立していく中で、次第に賃金などの要素コ
ストの安い発展途上国への立地がより有利になり、移転が進行していくとされる。そして
一定の時間を経過すれば、先進国と発展途上国の技術格差は次第に縮小していくと主張し
ている。R. Vernon(1966)に基づきプロダクト・サイクル論の要点を示したのが図 16 であ
る。図で示しているように、先進国でまず新製品が導入され生産と消費が起こる。生産は
需要を見込める段階で拡大し、消費を上回る段階で輸出に向けられる。この段階で当該製
品の情報が発展途上国に伝わり、需要が喚起され、輸入が始まる。この段階は「イントロ
ダクション・ステージ」である。発展途上国は消費の拡大を受けて生産が拡大するが、こ
の段階が「輸入代替ステージ」である。発展途上国において生産が消費を上回ると生産超
過分が輸出に向けられ、「輸出ステージ」になる。この時期は先進国では生産と消費がピー
クに達する「成熟製品ステージ」である。先進国では成熟期を過ぎると当該製品の生産は
減尐し始め、消費が生産を上回る分を発展途上国からの輸入に依存し始め、「逆輸入ステー
ジ」となる。 
図 164 製品のライフサイクル・パターン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
このようなプロダクト・サイクル論は現実の国際経済問題を考えると極めて有用であり
ながら、重大な欠陥を抱えている。それは、プロダクト・サイクルの最終的帰結、すなわ
ち様々な産業で起こる先進国から発展途上国への生産拠点の移転という現象が、最終的に
発展途上国にとって真の意味での技術的自立に至るか否かの問題に答えていない点である。
                                                   
4 Vernon のライフサイクル・パターンは米国→他の先進国→発展途上国の流れで製品の新開発、生産開始、
拡大、製品の成熟、衰退という製品生命の一連の流れを国際間における供給と需要の両面から段階的に分
析しているが、筆者は他の先進国と米国が同じように技術力と市場を持っていると想定し、修正している。 
イントロダクシ 
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出所：Vernon (1966、199 ページ) より一部修正。 
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現実には、先進国からの投資がしばしば技術的に成熟した陳腐化した量産工程ばかりであ
り、量産に必要な資本財設備や重要中間部品の供給は、依然として先進国からの輸入に頼
っており、発展途上国の技術的自立には結び付かなかったことが問題と考えられている。 
 
2．アジア諸国の技術構造の多様性 
 アジア諸国の生産技術構造は様々な相違点を持っている。しかし残念ながらこのような
生産技術構造の多様性を明らかにした研究は尐ない。そして、近年におけるアジア諸国の
目覚ましい経済発展に伴い、直接投資と貿易を通じた技術移転の効果により、アジア諸国
の生産技術構造は変化を続けている。本節ではアジア国際産業連関表5の投入係数表を用い
て、アジア諸国の製造業における生産技術構造を明らかにし、アジア諸国の生産技術構造
に多様性が存在していることをマクロの側面から論じる。 
① 投入係数とその考え 
 産業連関表において、生産技術を表すものは投入係数である。産業連関表では、各産業
の必要原材料の投入額をそれぞれの国内産出額で除し投入原単位を表す。投入係数の計算
式は次の通りである。 
 nji
X
x
a
i
ij
ij ,2,1,,   
 ここで、 ija は j産業が 1 単位生産するために必要な i産業部門からの投入額を示す係数
で、投入係数(input coefficient)と定義される。投入係数は投入構造を表すと共に、生産の
技術的関係を表している技術係数(technical coefficient)でもある。 
 また、アジア国際産業連関表はアジア諸国の生産技術構造を比較分析することを可能に
し、しかもその投入係数表は非常に便利に分析できるようにしている。ここでは、石川(2003)
の国別生産技術構造の比較分析の考えにしたがい、アジア諸国の生産技術構造の多様性を
見ていく。 
② 国別投入係数の差異の要因 
 石川(2003)によれば、各国間の投入係数の差異要因は、①財・サービスの相対価格の差異、
②利用可能な生産技術の差異、③プロダクトミックスの差異の 3 つの要因である。ここで
は、財・サービスの相対価格と利用可能な生産技術の差異に着目した投入係数の解釈6に焦
点を当てて比較分析を行う。したがって、ある 2 国間における価値的投入係数の差異を財・
サービス間の相対価格と物的投入係数の関係で示せば、以下の式のようになる。 
                                                   
5 アジア経済研究所より作成されている国際産業連関表であり、現時点では 1975 年、1985 年、1990 年、
1995 年、2000 年のアジア国際産業連関表が公表されている。本節に用いたアジア国際産業連関表は 2000
年時点のものである。 
6 プロダクトミックスの差異についての解釈は石川(2003)を参照。 
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           ija :両国間における価値的投入係数の差異 
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ij : r国における物的投入係数     2,1r  
 この関係から明らかなように、通常用いられる価値的投入係数の差異の原因は、国別の
財・サービスの相対価格の違いと本来の意味での生産技術構造を示す物的投入係数からな
る。この要因分解は、投入係数を相対価格と物的投入係数に分けて示したものであり、こ
れらの要因は相互に独立ではなくお互いに従属的に変化するものである。これは、利用可
能な複数の技術から極小費用を実現する技術が結果として選択されると解される代替定理7
においても説明できる。このように、相対価格と物的投入係数を従属的にみると、各国間
で中間財の相対価格や利用可能な生産技術が異なると考えられるため、価値的投入係数は
国別に差異を持つことが理解されるのである。 
③ 投入係数から見たアジア諸国の生産技術構造の多様性 
 アジア諸国の生産技術構造を考察するために、アジア国際産業連関表の技術係数の差異
を用いて分析を行う。ここでは、アジア経済研究所作成の 2000 年アジア国際産業連関表の
24 部門の表において、非競争輸入型8の投入係数を基に各国からの投入をすべて足し合わせ、
競争輸入型の投入係数を作成する。こうして用意された分析用アジア国際産業連関表の投
入係数表を用いて直接的に各国の製造業における生産技術構造の差異を分析するのである
が、各指標は日本のそれと比較した増減率を以って評価することにする。分析の比較対象
を日本にした理由は、日本がアジア諸国の中において最も高度な先端的生産技術構造をも
っていると想定しているからである。なお、日本と比較を行うアジアの国は、アジア国際
産業連関表の対象国・地域であるインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、
タイ、中国、台湾、韓国である。そして、アジア国際産業連関表の 24 部門分類において製
                                                   
7 代替定理では、各産業が利用できる生産技術は複数存在しており、生産要素間の代替は可能である。し
かし、産業が実際に採用する生産技術は、その中から最も有効な技術であって、結果として 1 産業 1 技術
が観察されるというものである。 
8 産業連関表のタイプは、競争輸入型と非競争輸入型によって異なる。競争輸入型産業連関表では、同じ
産業部門で分類されている財であれば、輸入品と国産品の区別をせず同一財であるとみなして扱う。これ
に対して、非競争輸入型は同じ財あるいは同一産業部門に分類される財のあっても、輸入品と国産品は別
財であると区別して扱う。 
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造業に分類される 12 部門9の生産技術構造のうち、現在アジアの産業内貿易がより活発化し
ていると思われる機械類、輸送機器、その他の製造業について比較分析を行い、アジア諸
国の生産技術構造の多様性を明らかにする。 
 表 7 は機械類におけるアジア諸国の中間投入構成の日本との比較を示したものである。”
＋”は対象国の投入係数が日本の投入係数より大きいことを示し、”－”は小さいことを示す。
また、その数は差異の大きさを表現している。この表から明らかなように、機械類産業に
おいてアジア諸国では、日本より多くの中間投入要素が用いられている。韓国は日本と最
も近い中間投入構成国であり、機械類産業においては韓国の生産技術構造が日本に追い付
いているように思われる。そして、全体的に見ると、アジア諸国の機械類産業への投入は
第一次産業と第二次産業からの投入が多く、第三次産業からの投入が尐ない。この中で最
も目立つ国はシンガポールであり、第三次産業からの機械類産業への中間投入がより多く
行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
9 アジア国際産業連関表に製造業と分類される 12 部門はそれぞれ、食料品、繊維製品、製材・木製品、パ
ルプ・紙、化学製品、石油製品、ゴム製品、非鉄金属製品、金属製品、機械、輸送機器、その他の製造業
である。 
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表 7 機械における中間財投入構成の差異 
 インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 中国 台湾 韓国 
米 ---- ++++ ---- ---- ---- ---- ---- ---- 
その他の農産物 ---- - ---- - ---- +++ ---- +++ 
畜産 ---- -- ---- ---- ---- ---- ---- -- 
林業 +++ +++ ---- ---- - +++ ---- - 
漁業 ---- -- ---- ---- ---- ---- ---- -- 
原油・天然ガス +++ +++ ---- ---- ---- +++ +++ ---- 
その他の鉱業 +++ +++ ---- +++ +++ +++ +++ +++ 
食料品 + -- ---- -- -- -- --- -- 
繊維製品 ++ - -- +++ -- +++ -- - 
製材・木製品 ++ +++ +++ - +++ +++ - - 
パルプ・紙 ++ -- -- -- -- - - - 
化学製品 +++ +++ - - +++ +++ +++ +++ 
石油製品 +++ +++ - +++ +++ +++ +++ +++ 
ゴム製品 +++ -- -- -- -- +++ -- - 
非鉄金属製品 ++ -- -- -- - +++ +++ +++ 
金属製品 ++ - -- -- - +++ +++ +++ 
機械 ++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ 
輸送機器 +++ - -- -- +++ +++ +++ - 
その他の製造業 +++ -- -- - - +++ - +++ 
電気ガス ++ - - -- - +++ -- - 
建設 + -- -- -- -- -- - -- 
商業・運輸 +++ +++ - +++ +++ - +++ - 
サービス ++ -- -- +++ -- - - - 
公務 ---- ---- ---- ++++ ---- ---- ---- ---- 
 注：-(-50%～0%),--(-100%～-50%),---(-100%以下),----(該当国では投入がない場合)，+(0%～50%)，++(50%～
100%)，+++(100%以上)，++++(日本では投入がない場合) 
表 8 は輸送機器におけるアジア諸国の中間財投入構成を日本と比較したものである。機
械類と異なり、インドネシア、マレーシア、タイ、台湾、シンガポールの方が中間投入に
おいて日本より尐なくなっており、中国と韓国が日本より多く中間投入を用いている。日
本は輸送機器における生産技術構造が決して優れているというわけではない。そして、第 3
次産業の輸送機器への中間投入を見ると機械類より多くの投入がみられ、特にシンガポー
ルとマレーシアの第 3次産業からの輸送機器への中間投入が多い。 
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表 8 輸送機器における中間財投入構成の差異 
 インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 中国 台湾 韓国 
米 ---- ---- ---- ---- ---- ---- ---- ---- 
その他の農産物 - +++ ---- +++ ---- ---- -- +++ 
畜産 ---- -- ---- ---- ---- ---- ---- -- 
林業 +++ +++ ---- ---- +++ +++ +++ -- 
漁業 ---- -- ---- ---- ---- ---- +++ - 
原油・天然ガス -- -- ---- ---- ---- +++ +++ ---- 
その他の鉱業 +++ +++ ---- ---- +++ +++ +++ +++ 
食料品 ---- -- ---- -- -- -- ---- - 
繊維製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ 
製材・木製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ 
パルプ・紙 -- - - -- - - - -- 
化学製品 - +++ - - +++ +++ +++ +++ 
石油製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ 
ゴム製品 +++ -- +++ -- +++ +++ - +++ 
非鉄金属製品 -- - - - - - -- - 
金属製品 - +++ +++ - +++ +++ +++ +++ 
機械 -- - - +++ +++ +++ - +++ 
輸送機器 - - -- - - - - - 
その他の製造業 -- -- -- +++ -- - - +++ 
電気ガス +++ - +++ - +++ +++ -- - 
建設 -- +++ - +++ -- -- - -- 
商業・運輸 +++ +++ +++ +++ +++ - +++ - 
サービス - - - +++ -- - +++ +++ 
公務 ++++ ---- ---- ++++ ---- ---- ---- ---- 
注：-(-50%～0%),--(-100%～-50%),---(-100%以下),----(該当国では投入がない場合)，+(0%～50%)，++(50%
～100%)，+++(100%以上)，++++(日本では投入がない場合) 
 表 9 はアジア諸国のその他の製造業における中間財の投入構成を日本と比較したもので
ある。その他の製造業では、機械類と同じように、多くの投入要素において日本より多く
用いられ、日本の生産性が一番効率的であると言える。しかし、インドネシア、マレーシ
ア、フィリピン、シンガポール、タイのその他の製造業の中間投入は日本に追いつく形と
なっており、中間投入ではかなり日本に接近している。第 3 次産業のその他の製造業への
投入においてシンガポールの方がより多く投入されていることは機械類と一致している。 
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表 9 その他の製造業における中間財投入構成の差異 
 インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 中国 台湾 韓国 
米 ---- ---- ---- ---- -- -- ---- -- 
その他の農産物 +++ +++ ---- -- -- +++ +++ -- 
畜産 +++ -- ---- ---- - +++ ---- - 
林業 +++ +++ -- ---- - +++ - - 
漁業 - ---- -- ---- -- -- +++ -- 
原油・天然ガス ++++ ++++ ---- ---- ++++ ++++ ++++ ++++ 
その他の鉱業 +++ -- -- -- +++ +++ +++ -- 
食料品 +++ +++ --- -- +++ -- +++ - 
繊維製品 +++ - +++ +++ +++ +++ +++ +++ 
製材・木製品 - -- -- -- - -- - - 
パルプ・紙 -- +++ -- - -- +++ - - 
化学製品 +++ +++ - +++ - +++ +++ +++ 
石油製品 +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ +++ 
ゴム製品 - - +++ +++ +++ +++ +++ - 
非鉄金属製品 - -- - -- +++ - - +++ 
金属製品 +++ +++ - +++ +++ +++ +++ +++ 
機械 -- +++ -- +++ -- - +++ +++ 
輸送機器 - -- -- - +++ +++ +++ - 
その他の製造業 -- - +++ - +++ - - - 
電気ガス - +++ - - - +++ -- - 
建設 -- +++ -- - -- -- - -- 
商業・運輸 +++ - +++ +++ +++ - - - 
サービス -- -- -- +++ -- - +++ +++ 
公務 ---- ---- ---- ++++ ---- ---- ---- ---- 
注：-(-50%～0%),--(-100%～-50%),---(-100%以下),----(該当国では投入がない場合)，+(0%～50%)，++(50%
～100%)，+++(100%以上)，++++(日本では投入がない場合) 
 このような分析から直観的にわかるように、アジア諸国の製造業における生産技術構造
は、産業ごとに異なり、生産技術構造の多様性が存在している。このような技術面におけ
る多様性はアジア諸国間の技術移転を促進し、アジアの工業化の潜在的要因であるともい
えるだろう。 
3． アジア諸国の技術進歩 
 ここでは、アジア諸国の経済発展に伴い、生産技術水準がどのように変化しているかを
見る。計量経済的に技術進歩を表す指標としては全要素生産性(Total Factor Productivity: 
TFP)があり、全要素生産性の伸び率を推定することによって、各国の技術進歩の状態を比
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較することができる。図 17 は APO10によるアジア諸国の TFP の成長率の推計である。こ
の推計の結果からわかるように、アジア諸国は日本を除き全期間でより高い TFP の伸び率
を維持している。国別で見ると中国は 1970～1990 年代における TFP の伸び率が 2.0％に
対して、1990～2007 年における伸び率は 4.0％に上がっている。これは急速な TFP の伸び
率が経済成長に大きなプラスの影響を与えているといえる。言い換えれば、中国の生産技
術水準は急速に上がってきているということになる。韓国の場合、1970～1990 年の平均
TFPの伸び率が0.3％と低かったが、1990年以降は平均1.5％のTFPの伸び率が計測され、
1990 年代以降韓国の生産技術水準が大きく上がっていることを示している。台湾は全期間
において中国の次に TFP の伸び率が高い地域であり、生産技術水準は成長し続けている。
ASEAN の国では、インドネシア、タイは 1970～1990 年代に 1.2％、2.5％と高い TFP 伸
び率が計測されているが、1990 年代以降はその伸び率が鈍化している。フィリピンは 1970
～1990 年代における TFP の伸び率が－1.3％であったが、1990～2007 の TFP の推計では
プラスに転じ 0.7％の伸び率となった。いずれにしても ASEAN の国々の経済成長は TFP
より要素投入の拡大と資本の蓄積が大きく貢献しているように思われる。日本はアジアの
先進国であり、最も高い生産技術を持っている。その TFP の伸び率は他の先進国と同じく
0.5 にとどまり、低い TFP の伸び率を維持している。全体的に見ると中国、台湾、韓国で
は TFP の急速な伸び率が経済成長に大きなプラスの影響を与え、ASEAN の国々は TFP の
伸び率に比べて要素投入の拡大と資本の蓄積が経済成長に大きな影響を与えているように
思われる。そして日本企業の海外進出がアジア諸国の TFP 伸び率に大きな役割を果たして
いる。 
図 17 アジア諸国の TFP の成長率 
  
 出所：APO Productivity Databook(2010、65 ページ)。 
 
第六節 ハーフィンダール指数から見た輸出の多様性 
競争による共存という生物学に基づく概念の前提となるものは多様性という概念である。
                                                   
10 APO とは、Asian Productivity Organization の略である。 
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より具体的に言うと世界各国における多様性は、ある産業分野での競争に「弱い」ものが
消滅しない「共生」の現象に着目するのである。ここでは、貿易面から世界各国における
多様性を見ておこう。 
1. ハーフィンダール指数 
世界各国の貿易面での多様性を図るために、産業組織論の分野でよく用いられる市場構
造の競争性を反映する指標である市場集中度を表す「ハーフィンダール指数」を用いる。
ハーフィンダール指数とは、各産業の生産物がどの程度の企業数で行われているのか、そ
の集中度を図るもので、次の式により算出される。 
       )1(
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iSH      
ただし、 iS は i番目企業の集中度を示す。具体的には、企業の市場占拠率を 2 乗した値を
合計することによって算出される。ハーフィンダール指数は１社独占の場合は 10000 とな
り、企業間格差が小さくなるほど、また企業数が多くなるほどゼロに近くなる。公正取引
委員会はハーフィンダール指数に従って産業を表 10 のような 6 タイプに分類している。 
表 10：ハーフィンダール指数による競争分類 
 ハーフィンダール指数 
高位寡占型（Ⅰ） 3000 超 
高位寡占型（Ⅱ） 1800 超  3000 以下 
低位寡占型（Ⅰ） 1400 超  1800 以下 
低位寡占型（Ⅱ） 1000 超  1400 以下 
競 争 型（Ⅰ）  500 超  1000 以下 
競 争 型（Ⅱ） 500 以下 
 
2. ハーフィンダール指数の応用 
① 世界輸出におけるハーフィンダール指数 
このようなハーフィンダール指数を世界貿易にまで拡張する。具体的な拡張手法として
は、世界輸出における各国をそれぞれひとつの企業と見なし、その各国におけるある商品
の輸出額を企業の生産高と考える。そして、各国のある商品の世界輸出における輸出シェ
アを企業の市場占拠率と考えて、それを 2 乗して合計を取る。すると計算式 


n
i
iSH
1
が
成立し、 iS は i国の輸出シェアである。このようなハーフィンダール指数を用いて、各国の
ある商品の輸出における集中度、あるいはある商品の輸出における多様性について実証分
析を行う。分析に用いるデータは総務庁統計局から公表されている「世界の統計」の中で
の商品分類別輸出入のデータを用いた。その実証計算の結果は表 11 に表す。 
 
 
 139 
表 11：世界輸出におけるハーフィンダール指数 
  1990 1995 2000 2006 
食料品、飲料、タバコ 611.70  602.86  552.30  468.84  
非食品原材料 689.31  741.96  683.18  539.70  
鉱物性燃料 501.21  531.58  605.50  605.94  
動植物性油脂 960.74  1123.64  1755.39  1504.47  
化学製品 824.09  748.45  682.70  621.77  
工業製品 546.62  501.46  464.77  461.22  
機械類、輸送用機器 984.61  875.56  734.51  669.96  
雑製品 655.62  637.87  652.42  755.06  
その他 997.39  846.98  1003.21  653.10  
  出所：筆者作成。 
この表 11 から簡単にわかるように、食料品、飲料、タバコと工業製品の輸出ハーフィン
ダール指数は 500 より下回り、競争型（Ⅱ）であり、より多くの国から輸出され、多様で
もあり、競争が激しいと言える。非食品原材料、鉱物性燃料、化学製品、機械類、輸送用
機器、雑製品、その他の製品の輸出ハーフィンダール指数は 500 超で、1000 より下回り、
競争型（Ⅰ）に分類され、より多くの国から輸出されていることが明らかである。しかし、
動植物性油脂の輸出ハーフィンダール指数は 1500 超で低位寡占型（Ⅰ）であることは、集
中度がより高いと言えよう。そして、次に世界輸出におけるハーフィンダール指数の変化
を見ておこう、図 18 はそれである。 
図 18：世界輸出におけるハーフィンダール指数の変化 
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出所：筆者作成。 
 図 18からわかるように世界輸出におけるハーフィンダール指数は傾向としては著しく低
下している。それは商品の輸出がますますより多くの国から輸出されていることを表し、
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すべての商品にとってこのような傾向が見られる。 
② 世界輸出におけるハーフィンダール指数と輸出量の相関関係 
 続いて世界輸出におけるハーフィンダール指数と輸出量の間にどのような関係が存在し
ているかを詳しく見てみよう。これは、各国が多様であるからこそより多くの国から輸出
されているという観点からこの二つの間の関係は非常に重要な意味を持っている。図 19 に
は世界輸出における商品分類別に輸出量とハーフィンダール指数の関係を表す。 
図 19：各商品の輸出量とハーフィンダール指数の関係 
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  出所：筆者作成。 
ここからより簡単にわかるように、ハーフィンダール指数と輸出量は負の相関関係を持
つ。つまり、ハーフィンダール指数の低下に伴い輸出量がより大きく増大することである。
特に工業製品、化学製品、機械類、輸送用機器の場合は、その負の相関関係は著しく強い
と言える。 
③ 世界輸出における多様の中での集中 
 実際のハーフィンダール指数の低下により、各国の輸出シェアはどのように変化してい
るのであろうか。理論上の仮説のように、完全競争のような各国が同じぐらいのシェアの
輸出をする傾向はあるのだろうか。このような変化を見るために、各年度における機械類、
輸送用機器の輸出のトップの 8 ヵ国が占めるシェアを比較してみた。その結果を表 12 に示
す。機械類、輸送用機器の輸出のトップの 8 ヵ国が占めるシェアは低下しているが、それ
ほど大きくないことである。これは、つまり、規模の経済性が働くことにより、ある程度
の集中度が必要になるからであろう。言い換えると、多様性が大きすぎることもその産業
の成長にとり適切ではなく、一種の最適な多様性ということが存在し、完全に多様な状態
で、規模の経済性を失うまで至らないと言えることである。 
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表 12：機械類、輸送用機器の輸出のトップの 8 ヵ国が占めるシェア 
  1990   1995   2000   2006 
日本 17.2 日本 16.7 日本 13.3 日本 9.7 
アメリカ 15.5 シンガポール 4.2 韓国 4 韓国 4.5 
カナダ 4 アメリカ 15.2 アメリカ 15.4 中国 10.7 
イギリス 6.4 カナダ 4 カナダ 4.5 香港 4.1 
イタリア 5.4 イギリス 5.5 メキシコ 4 アメリカ 11.6 
ドイツ 16.6 イタリア 4.8 イギリス 5.3 イギリス 4.5 
フランス 6.6 ドイツ 13.6 ドイツ 11.3 ドイツ 13 
ベルギー 2.7 フランス 6 フランス 5.5 フランス 4.7 
合計 74.4   70   63.3   62.8 
ハーフィン
ダール指数 
985   876   735   667 
  出所：筆者作成。 
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第4章 アジア諸国における相互貿易緊密化の実態 
 アジア NIES をはじめ、アジア諸国、特に東アジア諸国がこの 30 年間で目覚ましい発展
を遂げてきた。最近では、アジアの経済成長が世界経済を引っ張っているような議論も出
ている。このようなアジア経済の成長に伴い、アジア諸国間の経済関係も非常に緊密化し
ている。そして、近年における広義の輸送費用の低下、そして規模の経済性、収穫逓増の
力が加わり、東アジアの貿易上の「実質的な統合」が進展してきた(平塚 石戸、2005)。具
体的な現象として、東アジアではフラグメンテーションと呼ばれる国際工程間分業が進展
している。過去の経路依存性から、固有の立地優位性により分散立地されている製造拠点
は、それら生産立地をつなげるサービス・リンクの発達により、有機的につながり垂直的
生産ネットワークを形成している(木村、2006)。そして、フラグメンテーション、すなわち
「分断化」の発達によって、産業内貿易が発達し、同一産業において中間投入が行われる
空間リンケージが発生している。この結果、東アジア貿易の重点は、従来の比較優位に基
づく貿易や要素賦存の違いによる貿易から、域内の垂直的な生産ネットワークに基づいた
産業内貿易へ大きく変わっている。 
このような背景を重視し、本章では、実際の貿易データから相互の貿易結合度、比較優
位指数、産業内貿易指数などを算出することで、アジア諸国の貿易関係の緊密化の実態を
検討する。本章は 6 つの節から構成される。第 1 節の「アジア諸国の産業構造と雁行発展」
では、アジア諸国における実際の産業構造がどうなっているかについて、アジア国際産業
連関表に基づき産業別に観察した上で、アジア経済における雁行経済発展状態を産業別に
考察みる。第 2 節の「域内貿易の拡大と緊密化」では、ITI 財別国際貿易マトリックスから
アジア域内貿易の拡大を産業別に吟味する。そして、アジア域内貿易関係の緊密化を貿易
結合度の変化から分析する。第 3 節の「輸出特化と輸入特化」では、アジア諸国の産業別
貿易特化指数を計算し、アジア諸国の輸出特化・輸入特化の実態を見る。第 4 節の「比較
優位から見た産業間貿易」では、アジア諸国の比較優位指数から、アジア諸国間で行って
いる産業間貿易の変化を分析する。第 5 節の「産業内貿易の活発化」では、アジア諸国の
産業別輸出・輸入データから各国の産業内貿易指数を計算し、近年におけるアジア諸国の
産業内貿易の拡大実態を見る。第 6 節の「アジア諸国の輸出パターン」では、全 5 節での
分析に基づき、アジア諸国の輸出パターンのまとめをする。 
 
第一節 アジア諸国の産業構造と雁行発展 
 アジアの中でも特に東アジアの高度経済成長が、20 世紀後半の世界を特徴づける最も重
要な出来事であった。高度成長に伴い、各国の産業構造に大きな変化が起こっている。こ
れは自然な変化であり、その経済成長に適したものでもある。アジア諸国の経済構造の多
様性について論じる場合、この変化の実態を見ておくことが非常に重要である。そこで、
本節では、アジア諸国の経済発展の概況、産業構造概況、貿易構造概況を通じて、アジア
全体の産業構造の推移を辿ってみる。 
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1. 経済発展概況 
 アジア経済には、近い将来大きな変化が起こるだろう。その要因として、中国経済の転
換、インド経済の台頭、アジア全体地域における経済統合の動きである。近年、中国の経
済発展は東アジア諸国にとって成長の原動力になった。中国では10％を超える成長が続く
反面、対内的には投資の過熱、エネルギー問題および環境問題の深刻化、地域間格差の拡
大などといった問題、対外的には通商摩擦などの問題に直面している。このため政府は「和
解社会」の実現を長期の目標に置き、安定成長への移行を図っている。農業振興策や農業
税の減免などによる農村の所得引き上げ、「西部大開発」や「東北振興」などの地域開発
を本格化させるとともに、人民元の切り上げと為替制度の改革を漸進的に実施している。
こうした中国経済の転換が他のアジア諸国に様々な影響を与えることは間違いない。二つ
目は、インド経済の台頭である。長い間経済が低迷していたインドでは91年、大規模な経
済改革が実施された。その成果が徐々に現れ、成長に弾みがつき、2005年度の実質GDP成
長率は8.4％となった。IT（情報技術）関連サービス産業が急成長する一方、拡大する現地
市場をめざして外資系企業が相次いで進出するなど、インド経済は今後のアジア経済を変
える力を備えつつある。最後は、域内経済統合の進展である。東アジアでは貿易・投資を
通じた実体面での経済統合に加えて、経済統合に向けた制度化の動きが加速している。こ
の動きは、ASEAN＋３にインド、豪州、ニュージーランドを加えた東アジア首脳会談が開
催されるなど、さらに広がりをみせている。このようにしてアジア経済は、中国経済の転
換、インドの台頭、域内経済統合の進化などの影響を受けながら変化していくものと考え
られる。 
こうしたアジア経済の現状を正確に把握するために、アジア諸国のGDPの成長率をもと
に、アジア諸国の全体の発展経路をみておこう。 
国民経済の発展を測る指標として最も基礎的なGDPの成長率を見よう。図1はアジア諸国
のGDPの成長率の推移を示したものである。図１からより簡単にわかるように、90年代か
ら始まった東アジアの高度成長は1997年のアジア金融危機の打撃を受け、日本と中国を除
いた多くの国がマイナスの経済成長となっている。その後経済は緩やかに回復しているが、
2001年の中国のWTO加盟などの影響で東南アジア諸国の経済成長率が再び低下している。
2002年からは緩やかで安定した経済成長の傾向が見られるようになった。 
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図1：アジア諸国のGDP成長率の推移 
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出所：アジア経済動向のデータより筆者作成。 
2. 産業構造の概況 
現代のアジアは、著しい工業化の進展とともに、知識・情報化なども同時に進んでいる。
かつての低い労働コストを利用した価格重視の産業からより付加価値の高い産業への転換、
海外技術の単なる導入から自立的な産業基盤の構築による競争力の強化、知識・情報産業
の構築、といったことが最も重要な課題になりつつある。もちろん、アジア諸国の地域差
はあり、発展段階も大きく異なっているが、この産業構造の変化を正確に把握するために、
ここでアジア諸国の GDP における産業別シェアの比較、支出面での比較などを行い、アジ
ア諸国の産業構造の実態と発展経路を明らかにする。 
 産業構造の問題を取り上げる時、問題として登場してくるのは、第１次産業（農業等）、
第 2 次産業（製造業等）、第 3 次産業（サービス業等）の構成が経済発展につれてどう変わ
っていくかということである。そこで、コーリン・クラーク（C.G.Clark）の『経済進歩の
諸条件』以来非常に注目され、頻繁に使用されるようになった「第 1 次産業」「第 2 次産業」
「第 3 次産業」という 3 分類と、それによる産業構造の分析に触れておく必要がある。こ
こでは、第 1 次産業には農林業、水産業、牧畜業といった産業が含まれるが、鉱業もこれ
に含めて分析することもある。第 2 次産業は製造業が中心で、これには建設業、電気・ガ
ス事業も含まれる。第 3 次産業はサービス業であるが、これは全く混成産業である。運輸
通信事業といった一部の公益事業もこれに含まれるが、商業、金融業、不動産業、公務自
由業、サービス業等々も含まれる。以上の 3 分割の仕方で産業構造の発展を眺めるとどの
ようになるのかについて、クラーク以来の分析結果をここで簡単にまとめてみよう。図 2
に示しているように、第 1 次産業は、経済発展に伴い、どこの国でもその比重が一般に縮
小傾向を示している。農業は所得構成比でみても、労働力構成比でみてもその比重が急激
な低下を示す。第 2 次産業は、所得構成比は上昇しているが、労働力構成比は上昇とも下
降とも横ばいともつかない。長期的に不安定であり、横ばい気味だと考えられる。第 3 次
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産業は、その労働力構成比は長期的に一貫した上昇趨勢を示しているのに対して、所得構
成比は上昇とも降下ともつかない格好であるから、不定あるいは横ばい気味だということ
になる。 
図 2 第 1･2･3 次産業の所得構成と労働力構成の違い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
     出所：篠原(1976、7 ページ)。 
 そこで、アジア諸国の産業構造の変移を国際的に比較してみよう。まず、アジア諸国の 3
分割の産業構造がどのように変化しているかを見ることにしよう。図 4 はそれを示したも
のである。では、1990 年から 2004 年までの 15 年間でアジア諸国の産業はどのように変化
したのだろうか。図 3 に示されるように、四つの特徴が見られる。第 1 の特徴は、アジア
の先進国である日本と香港、台湾地域では、第 2 次産業が縮小し、第 3 次産業が拡大して
いる。日本では第 2 次産業が占めるシェアは 38％から 29％まで低下し、第 3 次産業の占め
るシェアは 50％から 59％まで成長している。香港、台湾でも同じようなことが起こってい
る。第 1 次産業である農業が占めるシェアは非常に低い（日本では 2％程度）。第 2 の特徴
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は、中国と ASEAN に工業化が進み、第 2 次産業の占めるシェアは著しく拡大しているこ
とである。この中で、中国の発展は目覚しく、第 2 次産業の占めるシェアは 10％拡大して
いる。他の ASEAN のマレーシア、インドネシア、タイは 5％の拡大を見せている。第 3
の特徴は、インドの発展である。インドの発展戦略は工業化ではなく、第 3 次産業の発展
が中心であるといえる。1990 年から 2004 年まで第 2 次産業のシェアがあまり変わらなか
ったのに対して、第 3 次産業の占めるシェアが 11％ほど拡大している。これは、東アジア
の国々とは異なる発展戦略であるだろう。第 4 の特徴は、第 1 次産業の占めるシェアの急
激な減尐である。高度成長を遂げている中国では12％、インドでは10％程度低下しており、
ASEAN の国では 3％～7％の低下が見られる。 
図 3 アジア諸国の産業構造の変化（1990 年―2004 年） 
-15%
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-5%
0%
5%
10%
15%
アジア諸国の産業構造変化（1990年－2004年）
第1次産業 第2次産業 第3次産業
  出所：アジア開発銀行「Key Indicators」より筆者作成。 
次に支出面の国内総生産からアジア諸国の差異を見ておこう。表 1 を参照すると、民間
最終消費支出面では、日本とインドネシアを除くアジアの国々は 1990 年から 2006 年にか
けて減尐している。日本はさほどの変化を示していない。政府最終消費支出面では、すべ
ての国で上昇傾向が見られる。2006 年の時点で日本の政府最終消費支出は 18％となり、最
も高い。最終消費支出全体では、フィリピンは 80％、日本は 75％ほど高いレベルである。
逆に中国は最終消費支出全体の割合が 51％であるが、総固定資本形成は 43％の高い比率を
示している。 
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表 1 支出面から見たアジア諸国の国内総生産（構成比、％、1990 年対 2006 年） 
 民間最終  
消費支出 
政府最終  
消費支出 
総固定   
資本形成 
在庫品   
増加 
財･サービス 
の純輸出 
1990 2006 1990 2006 1990 2006 1990 2006 1990 2006 
日本* 56.6 57 9.2 18 31.7 24 0.7 0 1.9 1 
インド 63.3 57 11.6 12 23.1 30 3.4 3 - -4 
インドネシア 54 63 8.9 9 36.3 24 - 1 0.5 5 
韓国* 52.7 55 10.7 15 37.8 29 1.2 0 -2.5 1 
シンガポール 43.7 40 10.4 11 39.4 23 -1.1 -4 - 32 
タイ 59.2 56 9.8 12 35.5 29 1.2 -1 -6.7 4 
中国 56.1 36 9.3 15 21.5 43 12.4 - 2.9 8 
フィリピン* 73.7 70 10.2 10 19.8 15 0.2 0 -1.5 -1 
マレーシア 54.1 44 13.6 13 32.7 20 -0.4 0 -0.1 23 
台湾 - 58 - 12 - 20 - 0 - 5 
香港 - 59 - 8 - 22 - 0 - 11 
  出所：世界の統計各版より筆者作成。日本、韓国、フィリピンは 1991 年の値である。 
3. 貿易構造概況 
 まず、アジア全体の貿易の規模を概観しておく。アジア域内外の貿易における大きな流
れを正確に把握するために、1990年と2005年の世界貿易マトリックスを作成した（表2）。
表の最左端の列にある国･地域から横方向に見ると最上段にある国･地域への輸出額として
読むことができる。縦方向にみると最上行にある国･地域の最左端の国・地域からの輸入額
として見ることもできる。網掛け部分はこの期間に5倍以上拡大したところである。この世
界貿易マトリックスから次のようなことが読み取れる。第1に、アジア地域全体の輸出が伸
びたことである。世界の輸出額が1990年の3兆3816億ドルから2005年に10兆3941億ドルへ
と3.1倍拡大する中で、アジア全地域の輸出額は7246億ドルから2兆8449億ドルの3.9倍にな
った。特に中国の輸出額の伸びが著しい。中国の輸出額は1990年から2005年までに12.1倍
拡大し、世界全体におけるシェアは1.9％から7.3%へ上昇した。中国は現在世界第3位の輸
出大国になっている。また、中国の市場としての役割も強まっている。中国の輸入額は1990
年の491億ドルから2005年の6477億ドルまでに増加し、世界輸入額に占めるシェアは1990
年の1.5%から2005年に6.2%へ上昇した。「世界の工場」となった中国に対して他のアジア
諸国からの原材料、部品、機械などの輸出が増加している一方、中国国内の所得水準の上
昇に伴い中国の国内市場が拡大しているからであると考えられる。第2に、アジア域内貿易
が拡大したことである。アジア域内貿易額は1990年の2852億ドルから2005年の1兆4325億
ドルとなり、5倍拡大し、域内貿易比率は2005年に50.4%になった。第3に、金額的にまだ
大きくないものの、各国の対インド輸出が著しく増加したことである。インドの目覚しい
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発展により、アジア諸国の緊密な関係を更に深めていくと思われる。 
表2 貿易マトリックス（上段2005年 下段1990年） 
（単位:10億ドル） 
  
シンガ    
ポール 
フィリピ
ン 
インド         
ネシア 
マレー    
シア タイ 香港 台湾 韓国 中国 日本 インド 
アジア  
全体 アメリカ EU 世界 
シンガ   
ポール   
4.2        
0.7 
22.1      
1.2 
30.4      
6.9 
9.4        
3.5 
21.6      
3.4 
4.5        
1.3 
8.1        
1.2 
19.8      
0.8 
12.5      
4.6 
5.9        
1.1 
138.5  
24.7 
23.9    
11.2 
27.6      
8.2 
207.3   
52.8 
フィリピ
ン 
3.8      
0.2   
0.5        
0.1 
2.2        
0.1 
1.6        
0.2 
4.3        
0.3 
2.5        
0.2 
1.3        
0.2 
10.3      
0.1 
7.2        
1.6 
0.1        
0.0 
33.8   
3.0 
8.5        
3.1 
7.4        
1.5 
52.5      
8.2 
インド         
ネシア 
8.2      
1.9 
1.6        
0.2   
4.1        
0.3 
2.9        
0.2 
1.8        
0.6 
4.1        
0.8 
6.6        
1.4 
7.7        
0.8 
18.9     
10.9 
 2.9        
0.1 
58.8   
17.2 
11.8      
3.4 
12.5      
3.1 
96.2    
25.7 
マレー    
シア 
24.9    
6.8 
2.1        
0.4 
3.9        
0.3   
7.4        
1.0 
6.7        
0.9 
4.7        
0.9 
5.1        
1.4 
18.3      
0.6 
13.4      
4.5 
4.0        
0.5 
90.5   
17.3 
31.5      
5.0 
19.5      
4.6 161.3  29.4 
タイ 
7.5      
1.7 
2.1        
0.2 
4.0        
0.2 
5.7        
0.6   
6.1        
1.0 
2.6        
0.4 
2.2        
0.4 
9.1        
0.3 
15.1      
4.0 
1.5        
0.1 
55.9   
8.9 
17.0      
5.2 
14.9      
5.4 
110.1   
23.1 
香港 
6.0      
2.6 
2.6        
0.9 
1.3        
0.8 
2.4        
0.6 
2.8        
1.1   
1.7        
1.3 
6.2        
1.9 
130.3   
20.3 
15.3      
4.7 
2.8        
0.3 
171.4   
34.5 
46.5     
19.8 
42.1     
15.4 289.5  82.1 
台湾 
7.6      
2.2 
4.2        
0.8 
2.3        
1.3 
4.2        
1.1 
3.7        
1.4 
30.7      
8.6   
5.6        
1.2 
40.8         
0 
14.5      
8.3 
1.6        
0.2 
115.2   
25.1 
28.5     
21.8 
21.9     
11.7 
189.0   
67.2 
韓国 
7.8      
1.8 
3.3        
0.5 
4.7        
1.1 
5.1        
0.7 
3.5        
1.0 
12.1      
3.8 
11.9      
1.2   
69.9      
1.0 
22.2    
12.6 
4.6        
0.4 
145.1   
24.1 
41.4    
19.4 
38.6    
10.2 283.9  67.8 
中国 
16.7    
2.0 
4.7        
0.2 
8.4        
0.4 
10.6      
0.4 
7.8        
0.9 
124.5   
27.2 
18.0      
0.3 
35.1      
0.4   
84.1      
9.2 
8.9        
0.2 
318.8  
41.2 
163.3    
5.3 
143.9    
6.4 
762.3   
62.8 
日本 
18.5   
10.7 
9.2        
2.5 
9.3        
5.0 
12.6      
5.5 
22.6      
9.2 
36.0    
13.1 
41.4    
14.4 
46.7    
17.5 
80.0      
6.2   
3.5        
1.7 
279.8   
85.8 
136.0   
91.1 
86.8    
59.6 
594.9   
287.7 
インド 
5.2      
0.3 
0.5      
0.02 
1.3        
0.1 
1.1        
0.1 
1.0        
0.2 
4.3        
0.6 
0.8        
0.2 
1.6        
0.2 
6.4      
0.01 
2.4        
1.7   
24.6  
3.4 
16.4      
2.7 
21.8      
5.1 
97.9    
17.8 
アジア  
全体 
106.2      
30.2 
34.5   
6.42 
57.8   
10.5 
78.5    
16.3 
62.7    
18.7 
248.1   
59.5 
92.2   
21.0 
118.5   
25.8 
392.6   
30.1 
205.6   
62.1 
35.8   
4.6 
1432.5   
285.2 
524.8   
188.0 
437.0   
131.2 
2844.9   
724.6 
アメリカ 
20.7    
8.0 
6.9        
2.5 
3.1        
1.9 
10.5      
3.4 
7.2        
3.0 
16.3      
6.8 
18.9    
11.4 
27.7    
14.4 
41.8      
4.8 
55.4    
48.6 
8.0        
2.5 
216.5   
107.3   
186.5   
104.2 
904.3   
393.1 
EU 
21.4    
7.7 
4.4        
1.7 
5.9        
3.9 
11.5      
3.5 
9.8        
4.9 
25.6      
8.9 
15.7       
7.4 
25.3      
8.3 
64.4      
7.7 
54.4     
31.1 
26.2      
8.4 
264.6   
93.5 
313.5   
105.2   
3984.5   
1513.7 
世界 
180.3  
55.6 
52.0    
13.2 
59.3    
17.8 
110.4   
25.4 
106.5   
30.1 
294.6    
81.5 
163.6   
49.2 
238.2   
59.2 
647.7   
49.1 
467.2   
207.7 
99.5    
22.8 
2419.3  
611.6 
1605.5   
491.4 
3999.1   
1503.6 
10394.1   
3381.6 
  出所:『ジェトロ貿易投資白書』より筆者加工作成。注:EUは25カ国。 
 次に、主要貿易品目から、アジアにおける貿易関係の特徴を見たところ、第1に指摘でき
るのは、アジア域内の一般機器、電気機器を中心とした貿易関係の強化である。この部門
は日本、中国、ASEANのいずれにおいても輸出入額、輸出入シェアともに群を抜いて大き
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い。これが生産工程の国際分業とネットワークが形成されているということであり、アジ
アの貿易構造の最大の特徴とされている。生産工程の国際分業は、企業の一連の生産を複
数の国々で分担し、これらの国々で原材料、部品などの中間財から最終財へ加工する形態
で貿易していくものである。こうした国際分業で典型的な例が、日本などの先進国におい
て、技術・資本集約的な中間財を生産し、それを途上国の関連会社に輸出する、途上国に
立地した関連会社は、労働集約的な工程を付加して、最終財として国内市場又は消費国に
輸出する、といった具合である。このようなアジアにおける垂直的な産業内貿易の実態は、
アジア域内輸出比率を各商品別に見ることから明らかである。アジア全体の域内輸出比率
を品目別に見ると、部品の域内輸出、すなわち産業内輸出が2001年時点で46.1%に達して
いる。部品の中では、電子部品の域内輸出が52.6％、情報通信機器部品のそれが40.0％、家
電部品が42.5%に達している。特に注目されるのは、アジア（日本を除く）が域内で部品の
38.9％を輸出するようになっており、日本を除いたアジア域内間で部品の輸出入が大量に行
われ、垂直的産業内貿易が発展していることが理解できる。第2に、アジア諸国の商品別輸
出競争力の違いである。日本は機器、化学、輸送機器等の相対的に高度な工業製品におい
て輸出競争力が強く、鉱物関連製品や繊維関連製品は輸入に依存している。中国は繊維関
連製品の輸出競争力が強く、その他電気機器、化学製品、精密機器、輸送機器の多くは輸
入に依存している。ASEANの国々は、鉱物関連製品とプラスチック関連製品における輸出
競争力が比較的強く、その他、電気機器、化学製品、精密機器、輸送機器、繊維関連製品
は輸入に依存している。インドはデータ処理、システム開発などのIT関連サービスや医薬
品産業において比較的強い輸出競争力を持っている。 
4．アジア諸国の雁行発展状態3 
ここでは実際の貿易データでアジア諸国の「雁行経済発展」を検討する。ここで分析
に用いる指標としては、アジア各国の産業別純輸出である。なぜならば、産業別純輸出
であるから、貿易の雁行形態における各段階がよりはっきりわかると思われる。雁行形
態の発展プロセスの「導入期」、「輸入代替期」においては、輸入の方が輸出を上回るた
め、純輸出はマイナスになるだろう。「輸出成長期」と「成熟期」においては、輸出の方
                                                   
3雁行形態的発展論とは、1930 年代半ばに当時名古屋高等商業学校の赤松要(一橋大学名誉教授)によって提
示された一国の産業発展の形態、さらには、比較優位の変化に伴う国際間の産業移転の形態という経済発
展論を指す。雁行形態発展論の発展プロセスは、キャッチアップ国においてまず産業（製品）に対して国
内で需要が生じ、それが国内生産を誘発する「導入期」の段階、国内需要が国内の生産によって賄われ、
生産がさらに増加し十分に満たされる状態に至る「輸入代替期」、国内生産がその後も増加し国内需要を上
回るようになり、超過部分を輸出する「輸出成長期」、その後生産の伸びが止まり、国内需要は徐々に減尐
し、再び国内生産が需要を下回る状態になり、つまり「逆輸入期」になる。このように、雁行形態発展論
は産業発展段階を輸入→輸入代替生産→輸出→再輸入といった一連の産業発展段階を貿易の流れとの関連
で見ることができる。 
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が輸入を上回るため、純輸出はプラスになるだろう。「逆輸入期」は当然ながら、純輸出
はマイナスの値を示すだろうと想定している。そして、その値の大小は雁行形態のどこ
に位置しているかを示すことができると考えている。その他、その発展プロセスである
日本→NIEs→ASEAN→中国・ベトナム言う順番と輸出産業の移転サイクルである雑貨
→繊維・衣類→電子部品→自動車・コンピューター部品と言う順番が実際の貿易データ
でどう示されているのがについて産業別に検討する。 
① 一般機械と電気機器 
図 4 で示しているように一般機器の場合日本、中国、シンガポール、タイが輸出成
長期であり、その中で中国は 2002 年に輸入代替期から輸出成長期に入り、その変化は
非常に著しい。香港は逆輸入期であり、フィリピンと台湾が 2006 年に逆輸入期に転じ
ている。韓国とマレーシアはそれぞれ 2005 年、2007 年に成熟期に入り、純輸出が低
下の傾向を見られている。インドネシアとベトナムは導入期であり、純輸出がマイナ
スで拡大の傾向が見られる。電気機器の場合、中国、日本、シンガポール、韓国、台
湾、マレーシアとタイが輸出成長期であり、中国の純輸出がトップになっている。香
港とプィリピンはそれぞれ 2003 年、2007 年に逆輸入期に転じている。インドネシア
とベトナムは導入期であり、輸入の方が拡大し続けている。 
図 4 一般機械・電気機器の雁行形態 
一般機械の雁行形態
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電気機器の雁行形態
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② 輸送機器と精密機器 
輸送機器の場合、図 5 に示しているように、日本と韓国、中国、タイ、台湾が輸出
成長期であり、日本の輸出量がトップレベルである。中国は 2004 に輸入代替期から輸
出成長期に転じている。シンガポールと香港は逆輸入期であるように思われるが、そ
の他の国々はすべて導入期であるような一方的に輸入拡大を続けている。精密機器の
場合、韓国、台湾、シンガポールが輸出成長期であり、シンガポールの純輸出がトッ
プとなっている。シンガポール・台湾と韓国はそれぞれ 2002 年、2006 年に輸入代替
期から輸出成長期に転じている。日本の純輸出は 2004 にトップとなり、その次に低下
の傾向を見られているから、成熟期に入っていると判断してよいだろう。香港は 2004
年に逆輸入期に転換している。その他の中国、インドネシア、マレーシア、プィリピ
ン、タイ、ベトナムの純輸出はマイナスで拡大していることから導入期であると判断
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できる。 
図 5 輸送機器・精密機器の雁行形態 
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③ 化学工業品とプラスチックス・ゴム 
化学工業品の場合、図 6 に示しているように、日本とシンガポールが 2008 年に輸出
成長期から成熟期に転換し、同じような動きが見られている。マレーシアの純輸出は
マイナスであり、低下していることから輸入代替期にあると思われる。中国は 2008 年
時点で導入期から輸入代替期に転じている。その他の国と地域は導入期のような動き
を見せている。プラスチックス・ゴムの場合、日本、韓国、タイ、台湾、マレーシア、
シンガポール、インドネシアは輸出成長期であり、日本の純輸出がトップとなってい
る。香港は 2000 年時点で成熟期から逆輸入期に転じたように思われるが、その他の中
国、フィリピンとベトナムは純輸出の面では導入期であるだろう。 
図 6 化学工業品・プラスチックス・ゴムの雁行形態 
化学工業品の雁行形態
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プラスチックス・ゴムの雁行形態
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④ 食料品と油脂・その他の動植物生産品 
食料品の場合、図 7 に示しているように、タイとベトナムは純輸出面で輸出成長期
であり、タイの純輸出がトップとなっている。中国の純輸出は2006年にトップとなり、
その後、低下し続けていることから、輸出成長期から成熟期に転じたと言える。その
他のすべての国・地域は導入期、あるいは逆輸入期のような動きを見せている。油脂・
その他の動植物生産品の場合、マレーシア、インドネシア、プィリピンは純輸出面で
輸出成長期であり、マレーシアとインドネシアは同じくトップとなっている。その他
のすべての国・地域は導入期、あるいは逆の動きを見せている。 
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図 7 食料品と油脂・その他の動植物生産品の雁行形態 
食料品の雁行形態
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⑤ 雑製品とその他原料及びその製品 
雑製品の場合、図 8 に示しているように、中国とタイ、インドネシア、マレーシア、
ベトナムは輸出成長期であり、中国の純輸出量は非常に大きくトップとなっている。
香港と台湾の純輸出が段々減っていくことから成熟期であると判断できる。日本とシ
ンガポールは逆輸入期であり、韓国とフィリピンはそれぞれ 2005 年と 2006 年時点で
成熟期から逆輸入期に転じている。その他の原料及びその製品の場合、中国、インド
ネシア、マレーシア、タイが輸出成長期であり、タイは 2008 年時点で輸入代替期から
輸出成長期に転じている。香港は成熟期の動きを示すものであり、日本とシンガポー
ル、プィリピンは逆輸入期であるといえる。韓国と台湾はそれぞれ 2000 年、2004 年
時点で成熟期から逆輸入期に転換している。ベトナムは導入期の動きである。 
図 8 雑製品・その他原料及びその製品の雁行形態 
雑製品の雁行形態
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⑥ IT 関連機器・自動車 
IT 関連機器の場合、中国、日本、シンガポール、台湾、マレーシア、タイは純輸出
面から見ると輸出成長期であり、中国の純輸出量はトップとなっている。韓国は 2007
年時点から輸出成長期から成熟期に転じているような動きをしている。香港、インド
ネシア、プィリピンはそれぞれ 2002 年、2003 年、2007 年時点で成熟期から逆輸入期
に転換した。ベトナムな導入期の動きをしている。自動車の場合、日本、韓国とタイ
は輸出成長期であり、日本の純輸出量がトップとなっている。その他のすべての国・
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地域は導入期の動きをしている。 
図 9 IT 関連機器・自動車の雁行形態 
IT関連機器の雁行形態
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第二節 域内貿易の拡大と緊密化 
1．アジア域内貿易の拡大 
 アジア域内の貿易量は過去 10 年に渡って順調に増加し続けている。アジア域内貿易は
1999 年の 6330 億ドルから 2006 年の 1 兆 6400 億ドルの約 2.6 倍に増加した(表 3)。この
10 年の間では世界の貿易量は 5 兆 4690 億ドルから 11 兆 5150 億ドルに増加し、約 2.1 倍
に増加していることから、アジアの域内貿易量は世界の貿易の伸びより上回り、増加し続
けていることがわかる。更に、世界貿易に占めるアジア域内貿易のシェアは 11.2％から
14.2％までに至った。アジア域内貿易量を NAFTA、EU(25)と比較してみると、NAFTA の
域内貿易量は 1999 年の 5630 億ドルから 2006 年の 8780 億ドルまで増加し、EU(25)の域
内貿易量は 1999 年の 1 兆 4680 億ドルから 2006 年の 2 兆 7480 億ドルに増加している。
絶対量を見ると、1999 時点でアジア域内貿易量は NAFTA 域内貿易量の 1.1 倍、EU(25) の
域内貿易量の 4 割程度であったが、2006 年には NAFTA の域内貿易量の 1.9 倍になり、
EU(27)の域内貿易量の 6 割程度まで増加している。 
表 3 世界貿易マトリックス(1999－2008) 
1999                              (10 億米ドル) 
 アジア NAFTA EU(25) 世界 
アジア 633  386  242  1441  
NAFTA 179  563  166  1035  
EU(25) 138  221  1468  2299  
世界 1131  1299  2303  5469  
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2003                              (10 億米ドル) 
 アジア NAFTA EU(25) 世界 
アジア 988  437  300  1994  
NAFTA 199  630  170  1125  
EU(25) 197  291  1914  3081  
世界 1682  1548  3018  7243  
2008                              (10 億米ドル) 
 東アジア NAFTA EU(27) 世界 
東アジア 1461  576  546  3609  
NAFTA 247  988  328  2053  
EU(27) 284  438  3972  5931  
世界 3195  2731  6165 16490  
出所：1999，2003 年の貿易マトリックスは ITI 財別国際貿易マトリックスより筆者作成。2008 年の
貿易マトリックスはジェトロの貿易マトリックスに基づき作成したものである。 
 アジア諸国の域内貿易のシェアを NAFTA と EU と比べてみても、その拡大が急速に進
んでいることが読み取れる(表 4)。1999―2006 年にアジアの域内貿易シェアは輸出で 44％
から 48.7％へ上昇し、輸入で 56％から 57.7％へ上昇している。これに対して、NAFTA と
EU の域内貿易の比率は輸出、輸入共に低下の姿を見せ、アジア地域のような高い成長率は
見られない。このようにアジア地域の貿易は他の地域と比べてより高い域内貿易の依存度
を示し、急速に上昇してきていることがわかる。 
表 4 域内貿易シェアの比較 
 アジア NAFTA EU(25) 
 1999 2006 1999 2006 1999 2006 
輸出 44.0% 48.7% 54.4% 53.9% 63.9% 60.4% 
輸入 56.0% 57.7% 43.4% 38.6% 63.7% 58.4% 
  出所：ITI 財別国際貿易マトリックスより筆者作成。 
2．域内貿易の構成と変化 
 続いて、アジア諸国の域内貿易を産業別、年別に比較してみよう。2006 年のアジア域内
貿易量は 1999 年より約 2 倍増加しており、その内機械類製品の域内貿易の上昇が目覚まし
く、アジア域内貿易の拡大のエンジンとなっている。図 10 に示しているように、アジア域
内貿易の拡大の内半分以上は機械類製品、つまり、一般機械、電気機器、輸送機器、精密
機器の域内貿易の上昇がもたらしたものである。全域内貿易における機械類製品の貿易の
シェアは 1999 年 51.1％から 2006 年の 55.9％に上昇している。更に、機械類製品における
各産業の域内貿易の比率をみると、一般機械と電気機器の域内貿易量が非常に高く、2006
年時点では、一般機械の域内貿易シェアは 15.7％、電気機器の域内貿易のシェアは 31.9％
であり、アジア諸国は一般機械と電気機器を中心に域内貿易を拡大していることがわかる。 
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図 10 アジア域内貿易：産業別・年別 
 
出所：ITI 財別国際貿易マトリックスより筆者作成。 
 そして、アジア域内貿易を通常の産業区分ではなく、各産業で生産された商品について、
中間財、最終財、投資財などの生産工程や用途に区別した分類で詳しく見たのが図 11 であ
る。図 11 からわかるように、この 10 年におけるアジアの域内貿易の拡大は中間財貿易の
拡大によるものであることは明らかである。2008 年においては、中間財(部品と加工品)の
貿易が全アジア域内貿易の 66％を占めている。1999 年アジア域内中間財貿易のシェアより
6％ぐらいの上昇を見せている。更に、2008 年時点で一般機械、電気機器の域内貿易では、
中間財貿易がそれぞれ 45％、79.6％となり、電気機器では完成品の域内貿易より大きく上
回った。 
図 11 アジア域内貿易：商品用途別・年別4 
 
  出所：経済産業研究所 Trade Industry Database(RIETI-TID)より筆者作成。 
 以上より、アジア地域の域内貿易のこの 10 年間に拡大は、アジア地域における機械類産
                                                   
4 経済産業研究所の Trade Industry Database(TID) 
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業の中間財貿易の拡大によるものであることは明らかであった。その背景としては、生産
工程の分散、いわゆる「工程間国際分業(フラグメンテイション)」の進展である。つまり、
日本、韓国などの多国籍企業が効率的な生産のために、生産工程を様々な国・地域に分散
させた結果、域内の生産拠点の間で中間財の調達が活発化したことがアジア域内貿易の拡
大の牽引であった。 
3．貿易相手国の順位で見たアジア貿易の緊密化 
 次にアジア主要国の貿易相手国の順位を見てみよう。表 5 はそれである。日本の輸出先
の上位五位には、中国、韓国、台湾、香港が入り、輸入先の一位は中国である。そして、
輸出・輸入貿易相手国を続いてみると 6 位と 7 位はタイとシンガポールになり、輸入先で
は 6 位がインドネシア、7 位が韓国、9 位がマレーシア、10 位が台湾となっており、日本
とアジア諸国の貿易関係は非常に緊密であることがわかる。中国の場合、輸出先の 2 位は
香港、3 位は日本、4 位は韓国であり、輸入先の 1 位は日本、2 位は韓国となっていること
で、日本と韓国との貿易関係が非常に緊密である。ASEAN 全体での貿易額は、輸出では日
本より上回り、輸入では韓国より多くなっていることから中国と ASEAN 諸国との貿易関
係も緊密である。インドとの貿易関係が貿易相手国の順位から見ると中国とインドの貿易
関係は緊密であると言えない。韓国の貿易相手国順位は、輸出先で 1 位が中国、3 位が日本、
4 位が香港、5 位がシンガポールとなり、輸入先では、1 位が中国、2 位が日本となってい
ることから韓国と日本、中国、ASEAN の経済関係が非常に緊密であることがわかる。
ASEAN 諸国を見ると、シンガポールの貿易相手国の順位の輸出先では、1 位マレーシア、
2 位インドネシア、3 位香港、4 位中国となり、輸入先では、1 位マレーシア、3 位中国、4
位日本、5 位韓国となっている。タイの貿易相手国の順位の輸出先では、2 位日本、3 位中
国、4 位シンガポール、5 位香港となり、輸入先では、1 位日本、2 位中国、5 位マレーシ
アとなっている。フィリピンの貿易相手国の順位の輸出先では、2 位日本、3 位中国、4 位
香港となり、輸入先では、2 位日本、3 位シンガポール、5 位が中国となっている。マレー
シアの貿易相手国の順位の輸出先では、1 位シンガポール、3 位日本、4 位中国、5 位タイ
となり、輸入先では、1 位中国、2 位日本、3 位シンガポール、5 位がタイとなっている。
インドネシアの貿易相手国の順位の輸出先では、1 位日本、3 位シンガポール、4 位中国、5
位韓国となり、輸入先では、1 位シンガポール、2 位中国、3 位日本、4 位マレーシアとな
っている。この貿易相手国の順位から直観的にわかるように、ASEAN 諸国は日本、中国、
韓国との経済関係が非常に緊密であることである。インドの貿易相手国の順位を見ると、
輸出先では、3 位中国、4 位シンガポール、5 位香港となり、輸入先では、1 位が中国とな
っている。インドにとっては、中国とシンガポールとの貿易関係が緊密であり、その他の
ASEAN の国、日本、韓国との貿易関係が決して緊密であるとは言えない。 
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表 5 アジア主要国の貿易相手国の順位 
日本の主要貿易相手国(2008、100 万円) 
日本 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
アメリカ 14214321 中国 14830406 
中国 12949889 アメリカ 8039576 
韓国 6168285 サウジアラビア 5292733 
台湾 4781553 オーストラリア 4921569 
香港 4177753 アラブ首長国連邦 4871922 
中国の主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
中国 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
アメリカ 252844 日本 150600 
香港 190729 韓国 112138 
日本 116132 アメリカ 81586 
韓国 73932 ドイツ 55790 
ドイツ 59209 オーストラリア 37435 
韓国の主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
韓国 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
中国 91389 中国 76927 
アメリカ 46501 日本 60956 
日本 28252 アメリカ 38556 
香港 19771 サウジアラビア 33782 
シンガポール 16293 アラブ首長国連邦 19249 
シンガポールの主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
シンガポール 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
マレーシア 40884 マレーシア 38166 
インドネシア 35678 アメリカ 37893 
香港 35130 中国 33755 
中国 31081 日本 25943 
アメリカ 24170 韓国 17968 
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タイの主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
タイ 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
アメリカ 20098 日本 33420 
日本 19879 中国 20046 
中国 15998 アメリカ 11488 
シンガポール 9988 アラブ首長国連邦 11165 
香港 9938 マレーシア 9678 
フィリピンの主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
フィリピン 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
アメリカ 8216 アメリカ 7738 
日本 7707 日本 7122 
中国 5469 シンガポール 6218 
香港 4987 サウジアラビア 5154 
オランダ 3708 中国 4561 
マレーシアの主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
マレーシア 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
シンガポール 29294 中国 20055 
アメリカ 24819 日本 19528 
日本 21520 シンガポール 17063 
中国 18945 アメリカ 16930 
タイ 9512 タイ 8778 
インドネシアの主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
インドネシア 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
日本 27744 シンガポール 21790 
アメリカ 13080 中国 15249 
シンガポール 12862 日本 15129 
中国 11637 マレーシア 8923 
韓国 9117 アメリカ 7898 
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インドの主要貿易相手国(2008、100 万ドル) 
インド 
輸出 輸入 
相手国・地域 金額 相手国・地域 金額 
アメリカ 21407 中国 31586 
アラブ首長国連邦 19097 アメリカ 24487 
中国 10094 サウジアラビア 22983 
シンガポール 8854 アラブ首長国連邦 19419 
香港 6771 イラン 13791 
 
4．アジア諸国の貿易結合度の変化 
 引き続き、アジア諸国の域内貿易の拡大によるアジア各国間の貿易緊密度がどのように
変化しているのかを検討する。2 国間の貿易緊密度を表す指標として、貿易結合度を用いる。
貿易結合度とは、世界全体の貿易量を基準とした時、2 国間の貿易関係が基準からどの程度
かけ離れているかを示すもので、次の式により測定される。 
 A 国から見た B 国との貿易結合度 
 ＝（A 国から B 国への輸出額／A 国の輸出総額）／（B 国の輸入総額／世界輸入総額） 
 貿易結合度の計算値は 1 より超えていれば、二国間の貿易は緊密であるとされる。なお、
貿易結合度は 2 国間の内いずれかを輸出国と見て計算されるため 2 国間で二つの数値が得
られる。アジア諸国の 1999 年、2007 年の貿易結合度を計算したのは表 6 である。 
表 6 アジア諸国の貿易結合度(上方 2007、下方 1999) 
  日本 中国 韓国 台湾 
インド
ネシア 
マレー
シア 
フィリ
ピン 
シンガ
ポール 
タイ インド 
日本 - 
2.3 
(1.9) 
3.1 
(2.8) 
4.1 
(3.7) 
1.7 
(2.4) 
2.0 
(2.3) 
2.7 
(3.1) 
1.8 
(2.1) 
3.7 
(3.2) 
0.5 
(0.8) 
中国 
1.8 
(2.3) 
- 
1.7 
(1.5) 
1.3 
(1.2) 
1.2 
(1.4) 
1.2 
(0.7) 
1.4 
(1.3) 
1.4 
(1.3) 
1.0 
(1.0) 
1.1 
(0.8) 
韓国 
1.7 
(2.2) 
2.9 
(2.8) 
- 
2.3 
(2.3) 
2.0 
(3.6) 
1.4 
(2.2) 
2.4 
(3.2) 
1.9 
(1.8) 
1.3 
(1.5) 
1.1 
(1.2) 
台湾 
1.6 
(2.0) 
4.3 
(4.2) 
1.3 
(1.1) 
- 
1.6 
(2.2) 
2.1 
(2.0) 
4.2 
(3.2) 
2.5 
(1.7) 
2.2 
(2.1) 
0.6 
(0.6) 
インドネシア 
5.0 
(4.3) 
1.1 
(1.2) 
2.8 
(3.5) 
1.5 
(1.9) 
- 
4.2 
(2.3) 
3.3 
(2.1) 
5.4 
(5.3) 
2.8 
(2.0) 
2.7 
(2.5) 
マレーシア 
2.2 
(2.4) 
1.5 
(1.3) 
1.6 
(1.5) 
1.8 
(2.4) 
3.8 
(2.9) 
- 
3.0 
(2.2) 
8.6 
(8.7) 
5.1 
(3.9) 
2.1 
(3.2) 
フィリピン 
3.5 
(2.7) 
2.5 
(1.3) 
1.5 
(1.5) 
2.5 
(4.5) 
1.4 
(0.7) 
4.6 
(3.6) 
- 
3.7 
(3.8) 
2.9 
(2.9) 
0.3 
(0.1) 
シンガポール 1.2 2.2 1.5 2.0 12.9 12.0 4.2 - 4.3 2.1 
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(1.5) (2.0) (1.6) (2.5) (4.1) (14.0) (3.6) (5.2) (2.8) 
タイ 
2.9 
(2.8) 
1.7 
(1.4) 
0.8 
(0.8) 
1.4 
(1.8) 
4.1 
(3.4) 
4.8 
(3.0) 
3.9 
(2.3) 
3.7 
(4.6) 
- 
1.1 
(0.8) 
インド 
0.5 
(1.0) 
1.1 
(1.3) 
0.7 
(0.7) 
0.7 
(0.4) 
1.7 
(1.6) 
1.2 
(1.0) 
0.8 
(0.6) 
2.5 
(1.0) 
1.2 
(1.3) 
- 
   出所：ITI 財別貿易マトリックスより筆者計算。 
   注：アジア諸国の輸出面から計算した貿易結合度である。左側は輸出国・地域、上部は輸出相手国・
地域である。色付きは貿易結合度が 3 以上を表す。 
 2007 年時点のアジア諸国の貿易結合度を見ると、アジア諸国は緊密な貿易関係であると
言える。インドを除いた東アジア諸国の貿易結合度が非常に高い。東アジア諸国は一つの
経済地域として貿易面で統合されているように見える。国別では、日本は韓国、台湾、タ
イとの貿易緊密化が非常に高い。いずれも 3 以上の貿易結合度を見せている。中国は日本
と韓国の貿易結合度が一番高い。中国の輸出から見て、日本と韓国との経済関係が一番緊
密であると言える。しかし、いずれも 2 を超えていないことから、中国の輸出がアメリカ、
EU、日本、アジア諸国に均等に分散しているからであろう。中国と ASEAN の国と貿易結
合度を見るとインドネシア(1.2)、マレーシア(1.2)、フィリピン(1.4)、シンガポール(1.4)、
タイ(1.0)であり、貿易関係は緊密でありながら、1.0 から 1.4 の高い計算値を見せている。
韓国は中国(2.9)との結合度が高く、その他のアジアの国とも 1.1 から 2 前後と平均以上に
結合度が高い。台湾は中国(4.3)、フィリピン(4.2)と貿易結合度が非常に高い。したがって、
台湾と中国の経済関係は非常に緊密化していると言えよう。 
 ASEAN の国々は、各国とシンガポールと貿易結合度が非常に高い。マレーシアの 8.6 か
ら始め、インドネシア(5.4)、フィリピン(3.7)、タイ(3.7)となっており、シンガポール側か
ら見るとインドネシア(12.9)、マレーシア(12.0)、フィリピン(4.2)、タイ(4.3)と非常に高く、
ASEAN 地域のハブであることを確かめられる。そして、ASEAN 域内の貿易関係は、ほと
んどが 3 以上の貿易結合度であり、域内の貿易緊密度は非常に高くなっている。 
 インドのアジア諸国と貿易結合度を見ると、シンガポール(2.5)の貿易結合度が一番高い。
その他に、中国、インドネシア、マレーシア、タイと貿易結合度が 1 を超えている。ここ
からはインドは中国と ASEAN 諸国と貿易が緊密化しており、日本と韓国との貿易関係は
まだ緊密ではないと言える。 
 そして、1999 年時点と 2007 時点のアジア諸国の貿易結合度を比較してみると、日本は
ASEAN 各国より、中国、韓国、台湾と貿易関係がより緊密化している。ASEAN 各国と貿
易結合度が低下し、中国と韓国、台湾との貿易結合度が上昇しているからである。中国は
日本の他、すべてのアジア各国との貿易結合度が上昇しており、中国のアジア諸国と貿易
緊密度が高くなっていることを示している。だが、日本との貿易結合度が低下したといっ
ても、1.7 の高い数値を示し、アジア諸国の中で一番高い貿易結合度であり、中国と日本の
貿易関係は依然として緊密であることを示している。韓国も中国と同じく、日本との貿易
結合度が下がり、他のアジア諸国との貿易結合度が上がっているが、依然として、日本と
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貿易結合度が一番高い。台湾は中国、韓国、フィリピン、シンガポール、タイと貿易結合
度が上がり、日本、インドネシアとの貿易結合度が下がっている。インドとの貿易結合度
は変化していないが、緊密とは言えない。 
 ASEAN 各国の 1999 年と 2007 の貿易結合度を比較してみると、ますます域内貿易関係
を緊密化していることがわかる。タイとシンガポール、シンガポールとタイの貿易結合度
を除き、すべての ASEAN の国々の域内貿易結合度が上昇している。タイとシンガポール、
シンガポールとタイの貿易結合度は下がったが、4.3、3.7 ほど高い。シンガポールは ASEAN
地域のハブのように見えるが、マレーシアの域内貿易緊密度も非常に高く、シンガポール
と同じく機能しているかもしれない。そして、インドネシアとその他の ASEAN の各国の
貿易関係が大きく緊密化していることもわかる。 
 インドの場合、日本と中国との貿易結合度が下がり、シンガポールとの貿易結合度が上
がっている。中国と ASEAN と貿易関係は、やや緊密であると言えるが、日本と韓国と貿
易関係が緊密ではない。インドにとっては、東アジア諸国と経済関係の緊密化はこれから
のことだと考えられる。 
 そして、アジア域内貿易の半分以上を占める機械類製品の商品別貿易結合度を算出し、
アジア諸国の貿易関係の緊密化を見たのが表 7 である。まず、一般機械の貿易結合度では、
総額における貿易結合度と同じように緊密化しているが、その他にもいくつかの特徴を見
せている。第 1 に、一般機械の場合アジア諸国の日本との貿易関係の緊密さである。イン
ドとマレーシアを除き、すべての国の貿易結合度が総額における貿易結合度に比較して高
い。一般機械の場合、日本は、東アジア諸国との貿易関係が非常に緊密であると言える。
第 2 に、各国の輸出から見た韓国の貿易結合度の低下である。台湾、インドネシア、マレ
ーシアとタイとの貿易結合度が 1 に及ばず、貿易関係が緊密であると言いにくい。だが、
日本と貿易関係が非常に緊密化していることがわかる。第 3 に、シンガポールの一般機械
における貿易結合度は、総額と同じように、ASEAN のハブであるように見えていることが
変わらないが、驚くべきことはシンガポールとインドの貿易関係の緊密化である。シンガ
ポールの輸出から見ると貿易結合度が 3.5 であり、インドの輸出から見ると貿易結合度が
2.6 であり、非常に高い、シンガポールが東アジア諸国の中でインドとの貿易関係が非常に
緊密であると言える。 
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表 7 一般機械における貿易結合度 
 日本 中国 韓国 台湾 
インド
ネシア 
マレー
シア 
フィリ
ピン 
シンガ
ポール 
タイ インド 
日本 - 2.0  3.4  4.9  2.3  1.4  2.9  1.5  3.8  1.1  
中国 2.5  - 1.4  1.1  1.1  1.4  1.4  1.2  1.2  1.4  
韓国 2.5  2.6  - 1.4  1.0  1.4  2.0  1.0  1.4  1.8  
台湾 2.4  2.7  0.8  - 1.7  1.9  1.7  0.9  2.2  1.1  
インドネシア 5.3  0.6  0.5  0.6  - 4.1  5.7  14.2  5.5  0.9  
マレーシア 1.4  1.2  0.8  1.0  1.7  - 1.5  6.2  5.3  1.6  
フィリピン 8.2  1.8  1.3  0.6  0.9  2.6  - 1.5  1.6  0.1  
シンガポール 1.7  1.5  1.3  1.4  12.3  10.2  5.4  - 3.8  3.5  
タイ 3.5  2.4  0.5  1.2  3.4  4.2  2.8  3.0  - 1.2  
インド 0.5  0.3  0.6  0.2  1.2  1.3  1.2  2.6  1.2  - 
  出所：ITI 財別貿易マトリックスより筆者作成。 
 電気機器の場合、総額における貿易結合度と比べて、計算値が大きく下がっている。非
常に緊密であると考えられるアジア諸国間の関係は、インドネシア、フィリピン、タイの
輸出からの日本との貿易関係、日本の輸出から見た台湾とタイとの貿易関係、ASEAN の中
でのシンガポール、インドネシア、マレーシア、タイの関係である。中国の輸出から見る
と ASEAN 諸国と貿易結合度がすべて 1 より下回り、貿易関係が緊密であるとは言えない
し、電気機器において、中国と ASEAN 諸国は貿易の補完関係が小さいことを示している。
インドは、シンガポールを除き、すべてのアジア諸国との貿易結合度が 0.6 より下であるこ
とから、電気機器において、インドと東アジア諸国は緊密な貿易関係が存在しないことが
示される。 
表 8 電気機器における貿易結合度 
 日本 中国 韓国 台湾 
インド
ネシア 
マレー
シア 
フィリ
ピン 
シンガ
ポール 
タイ インド 
日本 - 1.6  2.3  3.0  1.2  1.4  2.2  1.5  3.1  0.6  
中国 1.5  - 1.5  1.0  0.9  0.6  0.7  0.9  0.7  1.5  
韓国 1.8  1.8  - 2.0  0.8  0.9  1.7  1.5  0.7  1.1  
台湾 2.3  1.9  2.0  - 0.3  1.2  2.1  2.2  1.4  0.5  
インドネシア 3.9  0.4  0.9  0.3  - 1.4  1.3  7.8  2.3  0.9  
マレーシア 2.1  1.2  0.6  1.0  1.1  - 1.2  6.0  3.4  0.7  
フィリピン 3.4  1.0  2.2  2.3  0.5  0.2  - 1.2  0.5  0.1  
シンガポール 1.9  1.5  2.1  1.8  7.5  5.3  2.4  - 3.8  1.7  
タイ 4.2  1.0  1.0  1.0  1.5  2.5  2.1  2.6  - 1.2  
インド 0.2  0.3  0.3  0.1  0.6  0.5  0.5  1.5  0.6  - 
   出所：ITI 財別貿易マトリックスより筆者作成。 
 IT 関連機器においては、貿易結合度が一般機械より全般的に低い。ASEAN 諸国間の貿
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易関係でも一般機械より低い貿易結合度が見られる。更に、中国の輸出から見た ASEAN
諸国との貿易結合度はすべて 1 より下回り、緊密な関係は存在しない。日本、中国、韓国、
台湾の間に ASEAN 諸国より緊密貿易関係を見せている。ASEAN 諸国の輸出から見ると、
一般機械と同じ様に、ASEAN 諸国と日本との関係が非常に緊密であることが示している。
そして、IT 関連機器の場合、シンガポールの ASEAN におけるハブのような機能も弱い。 
表 9 IT 関連機器における貿易結合度 
  日本 中国 韓国 台湾 
インド
ネシア 
マレー
シア 
フィリ
ピン 
シンガ
ポール 
タイ インド 
日本 - 1.4  2.6  3.6  0.9  1.2  2.2  1.3  2.6  0.6  
中国 1.3  - 1.3  0.8  0.8  0.6  0.6  0.8  0.7  1.2  
韓国 1.6  1.7  - 1.8  0.9  1.0  1.6  1.4  0.6  1.0  
台湾 2.2  1.8  1.9  - 0.4  1.1  2.1  2.1  1.3  0.5  
インドネシア 2.9  0.5  0.6  0.3  - 1.2  0.9  10.2  1.4  1.0  
マレーシア 1.6  1.0  0.5  0.7  0.9  - 0.9  4.8  3.8  1.2  
フィリピン 3.5  1.0  1.7  1.5  0.6  0.5  - 1.0  0.7  0.1  
シンガポール 1.7  1.3  1.8  1.4  7.8  4.8  2.4  - 3.3  2.1  
タイ 2.7  1.4  0.7  0.8  0.6  2.0  1.4  2.1  - 0.9  
インド 0.2  0.4  0.2  0.2  0.5  0.7  0.4  2.2  0.5  - 
   出所：ITI 財別貿易マトリックスより筆者作成。 
以上からわかるように、貿易結合度の側面からアジア貿易の緊密化を見ると、一般機械、
電気機器の貿易結合度が高い。アジア諸国間で貿易関係が緊密化していることがわかる。
一般機械の場合、アジア諸国の貿易結合度が非常に高く、貿易の補完関係が存在している
と考えられる。電気機器と IT 関連機器の場合、中国と ASEAN の貿易結合度の計算値が 1
より下回り、補完的というより競合的であるように思われる。そして、機械類製品では、
アジア諸国の輸出で見た日本との貿易結合度が非常に高いことは、機械類産業において日
本がアジア諸国の機械類産業の発展を引っ張っているように思われる。インドの機械類産
業における東アジア諸国との貿易関係をみると、一般機械におけるシンガポールとの貿易
関係が非常に緊密な関係であることの他に、東アジア諸国に緊密な貿易関係が存在しなか
ったことは、インドとの貿易関係における緊密化がこれから始まるものと考えられる。 
 
第三節 輸出特化と輸入特化 
 本節ではアジア諸国の輸出・輸入特化アジア貿易を分析する。一般的に、大国であれば
あるほど、より広範囲の商品を貿易し、特に輸出することができる。また、大半の国々は
世界市場に 1 つあるいは尐数の商品のみを供給することに集中する。ここでは産業別に各
国の輸出・輸入特化指数を分析することによって、アジア諸国が各産業どのように特化し
ているのかを明確にする。 
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1． アジア諸国の輸出・輸入特化 
 多様性指数に引き続き、アジア諸国の輸出・輸入特化を国別、産業別、中間財と最終財
別に貿易特化指数で整理してみたい。ここで用いる貿易特化指数とは、 
   貿易特化指数=(輸出金額‐輸入金額)／(輸出金額＋輸入金額) 
で求められ、定義により、‐1 から 1 の間の値をとる。1 に近いほど輸出特化であり、‐1
に近いほど輸入特化であると考えられる。また、この値がゼロに近いほど、同一産業内で
水平的な分業を行われていると考えられる。ここで、アジア国際産業連関表 2000 のデータ
を用いて、一時点でのアジア諸国の輸出・輸入特化の状態を見る。図 12 は国別でみたアジ
ア諸国の貿易特化指数である。 
図 12 アジア諸国の輸出・輸入特化 
 
  出所：アジア国際産業連関表 2000 により筆者作成。 
 図を見る限り、全品目の国別輸出・輸入特化では、アジア諸国について 3 つの傾向を読
み取れる。1 つ目は、ほとんどのアジア諸国には輸出に特化する傾向がみられる。特にイン
ドネシア、日本と中国においてその傾向は著しく強い。2 つ目は、アジア諸国の輸出はアメ
リカへの輸出に大きく頼っていることである。アジア諸国の輸出特化の傾向に対して、ア
メリカの輸入特化は対照的に大きい。つまり、アジア諸国の重要な商品の輸出先である。3
つ目は、シンガポール、台湾、マレーシア、フィリピンの貿易特化指数はゼロに近づいて
おり、その他のアジア諸国と水平的な分業を行っているように思われる。更に、アジア諸
国の貿易を中間財と最終財に分けて、貿易特化指数を計算した結果いくつかの違いが出て
くる。図 13 と図 14 はその結果をプロットしたものである。 
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図 13 中間財における輸出・輸入特化   表 14 最終財における輸出・輸入特化 
  
  出所：アジア国際産業連関表 2000 により筆者計算 
 まず、中国は中間財と最終財貿易において特徴的である。中間財において中国は輸入特
化しており、最終財において輸出特化する傾向がある。つまり、中国はアジア諸国から中
間財を輸入して、最終財に加工して輸出する役割を演じている。そして、中国と同じよう
な動きをしている他のアジアの国はインドネシアを除く ASEAN の国々である。量的には
中国よりはるかに小さいが、同じく中間財貿易では輸入特化、最終財貿易では輸出特化の
傾向がみられている。これらに対して、台湾は逆の動きをしている。中間財の貿易では輸
出特化の傾向で、最終財の貿易では輸入特化の傾向である。インドネシア、韓国、日本は
中間財貿易、最終財貿易双方において輸出特化しているが、日本と韓国には明確な違いが
存在している。韓国は中間財貿易での輸出特化は圧倒的に強く、最終財貿易での輸出特化
は非常に弱い結果であり、最終財貿易では水平的分業している言えるだろう。韓国と違っ
て日本は中間財貿易、最終財貿易双方において強く輸出特化の傾向がみられている。アメ
リカは中間財貿易においても、最終財貿易おいても輸入特化しており、アジア諸国の重要
な輸出先である事実は変わらないである。 
 更に、もっと詳しくアジア貿易の特化を見るために、各産業における貿易特化指数を計
算したのが図 15 である。分析の便利のために、全品目、中間財、最終財別に各産業別の貿
易特化を計算したものである。 
図 15 アジア諸国の産業別貿易特化 
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   出所：アジア国際産業連関表 2000 より筆者計算。   
注：米、公共事業、建設、サービス、公務は計算不能。 
 その他の農産物においては、日本、韓国、台湾、シンガポール、マレーシアは全品目、
中間財、最終財すべて輸入特化である。中国はやや輸出特化の傾向がみられている。フィ
リピンは中間財での輸入特化と最終財での輸出特化となっている。タイとインドネシアは
それほどの特徴がみられない。畜産では、日本、韓国、シンガポール、インドネシアが輸
入特化している。中国、台湾、タイ、マレーシアが輸出特化し、フィリピンは中間財での
輸出特化と最終財での輸入特化である。林業の場合、日本と台湾は輸入特化であり、イン
ドネシアとマレーシアは輸出特化である。韓国、タイ、フィリピンは中間財での輸入特化
と最終財での輸出特化となっている。中国には特徴がみられない。漁業の場合、日本は輸
入特化であり、インドネシア、マレーシア、フィリピン、中国、台湾は輸出特化である。
シンガポールは中間財での輸出特化と最終財での輸入特化をしている。タイはシンガポー
ルと逆に中間財での輸入特化と最終財での輸出特化をしている。石油・天然ガスの場合、
日本、韓国、台湾、フィリピンが輸入特化している。マレーシアと中国は輸出特化し、そ
して、インドネシアは中間財で輸出特化し、最終財で輸入特化している。タイはインドネ
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シアと逆に、中間財での輸入特化と最終財での輸出特化をしている。その他の鉱業の場合、
韓国、台湾、マレーシアが輸入特化し、インドネシア、中国が輸出特化している。日本と
シンガポールは中間財での輸入特化し、最終財において尐し輸出特化の傾向がみられてい
る。タイは中間財で輸入特化し、最終財で輸出特化している。食料品の場合、日本、韓国、
台湾とシンガポールは輸入特化し、中国、タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン
が輸出特化している。繊維製品の場合、インドネシア、タイ、台湾、韓国が輸出特化して
いる。マレーシア、フィリピン、シンガポール、中国は、中間財での輸入特化、最終財で
の輸出特化がみられる。日本は逆に中間財で輸出特化の傾向、最終財での輸入特化をして
いる。製材・木製品の場合、日本、韓国、シンガポールが輸入特化し、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、タイ、中国は輸出特化をしている。台湾は中間財で輸入特化し、
最終財で輸出特化をしている。パルプ・紙の場合、インドネシアが輸出特化し、マレーシ
ア、フィリピン、タイ、台湾は輸出特化している。中国は中間財での輸入特化し、最終財
では輸出特化している。日本、韓国、シンガポールは水平的貿易であり、特化の特徴は見
られない。化学製品の場合、日本とシンガポールは輸出特化し、インドネシア、マレーシ
ア、フィリピン、タイ、中国、台湾は輸入特化である。韓国の貿易水平的あり、特徴がみ
られない。石油製品の場合、日本、台湾、フィリピンが輸入特化し、インドネシア、マレ
ーシア、シンガポール、韓国は輸出特化をしている。タイは最終財で輸入特化し、中国は
中間財で輸入特化、最終財で輸出特化をしている。非鉄金属製品の場合、日本、中国、タ
イ、インドネシアは輸出特化している。フィリピンとシンガポールは中間財で輸入特化し、
最終財で輸出特化している。韓国と台湾、マレーシアは特化の特徴がみられない。金属製
品の場合、日本、韓国、台湾、インドネシアは輸出特化し、マレーシアは輸入特化してい
る。フィリピン、シンガポール、中国は中間財での輸入特化、最終財での輸出特化をして
いる。機械の場合、日本とインドネシアは輸出特化をしている。マレーシアと中国は最終
財で輸出特化している。その他の国はすべて水平的貿易であり、特化の特徴がみられない。
つまり、機械においては、アジア諸国は大量に相互輸出・輸入しているのである。輸送機
器の場合、日本と韓国が輸出特化し、中国を除く他の国が輸入特化をしている。ただ、プ
ィリピンは中間財において輸出特化している。中国には、貿易特化の特徴がみられない。
その他の製造業の場合、中国は輸出特化し、シンガポールは輸入特化している。フィリピ
ンは最終財での輸出特化をしている。その他の国は水平的貿易であり、特化はみられない。
商業・運輸の場合、インドネシアとフィリピンは輸出特化し、韓国は輸入特化の傾向であ
る。中国は最終財での輸出特化をしている。その他の国では特化が見られない。 
 更に、国別全輸出でみたアジア諸国の貿易特化指数の計算結果が図 16 である。日本は輸
送機器、化学製品に輸出特化し、その他の農産物、畜産、林業、漁業、石油・天然ガス、
その他の鉱業、食料品、繊維製品、製材・木製品に輸入特化している。韓国は輸送機器、
石油製品、繊維製品に輸出特化し、その他の農産物、石油・畜産、林業、天然ガス、その
他の鉱業、製材・木製品に輸入特化をしている。台湾は畜産、漁業、繊維製品に輸出特化
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し、その他の農産物、林業、石油・天然ガス、その他の鉱業、石油製品、輸送機器に輸入
特化している。中国は、漁業、その他の鉱業、食料品、繊維製品、製材・木製品、非鉄金
属製品、その他の製造業で輸出特化し、パルプ・紙、化学製品で輸入特化をしている。タ
イは畜産、食料品、製材・木製品で輸出特化し、輸送機器、金属製品、化学製品、石油・
天然ガス、林業に輸入特化している。シンガポールは石油製品に輸出特化し、輸送機器、
非鉄金属製品、製材・木製品、その他の鉱業、畜産、その他の農産物では輸入特化してい
る。フィリピンは漁業、その他の工業、繊維製品、製材・木製品に輸出特化し、林業、石
油・天然ガス、パルプ・紙、化学製品、石油製品、金属製品に輸入特化している。マレー
シアは、畜産、林業、石油・天然ガス、製材・木製品に輸出特化し、輸送機器、パルプ・
紙、その他の鉱業に輸入特化をしている。インドネシアは、林業、漁業、石油・天然ガス、
その他の鉱業、製材・木製品に輸出特化をし、輸送機器に輸入特化をしている。 
図 16 アジア諸国の国別貿易特化 
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   出所：アジア国際産業連関表 2000 より筆者計算。 
 
第四節 比較優位から見た産業間貿易 
 貿易の比較優位を図る指標としては、バラッサの顕示比較優位指数（RCA: Revealed 
Comparative Advantage）がある。RCA は、次のように、ある国のある財の輸出シェアに
ついて世界平均シェアとの比較において比較優位の度合を計測する指標である。 
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 ここで、RCA＞0 であれば、その財の輸出シェアは世界の平均シェアより大きいので、
この輸出に関して比較優位があると考えられる。逆に、RCA＜0 ならば、世界平均シェア
より低い輸出シェアであり、比較劣位を意味する。RCA＝0 のとき、比較優位でも比較劣
位でもない。 
以下では顕示比較優位指数を用いて 1985 年、1990 年、1995 年、2000 年の東アジア各
国・地域の比較優位構造の変化を中間財、最終財別に見てみよう。主要国と地域は次の特
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徴がある。 
① 日本は中間財の場合(図 17)、化学製品、非鉄金属製品、金属製品、機械、輸送機器産業
に比較優位を持っている。その他の製造業は、1985、1990、1995 年時点で比較優位を
持っていたが、2000 年時点では比較劣位に転じている。ゴム製品と商業・運輸の場合は
逆に比較劣位から 2000 年時点で比較優位に転じた。最終財の場合(図 18)機械と輸送機
器だけが比較優位を持っている。その他化学製品とゴム製品が 2000 年時点になると比
較劣位から比較優位に転じている。日本の比較優位指数のより大きな特徴と思われるの
が、輸送機器と機械類における比較優位である。特に、輸送機器の場合、日本の比較優
位指数がますます上昇している。 
  
② 韓国は中間財の場合(図 19)、繊維製品、ゴム製品、金属製品と機械において比較優位を
維持している。化学製品と石油製品は 1985 年、1990 年時点では比較劣位であったが、
1995 年と 2000 年時点では比較優位に転じている。パルプ・紙製品は 2000 年時点で比
較優位に転じている。逆に米と漁業が 2000 年時点では比較優位から比較劣位に転じて
いる。最終財の場合(図 20)、韓国は林業、繊維製品、ゴム製品に比較優位を維持してい
る。パルプ・紙製品、石油製品、金属製品、機械、輸送機器は 2000 年時点で比較劣位
から比較優位に転じている。逆に漁業が 2000 年時点で比較優位から比較劣位に転じた。
韓国の特徴と思われるが、石油製品、金属製品、機械などの比較優位の強化である。 
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③ 中国は中間財の場合(図 21)、その他の農産物、畜業、漁業、その他の鉱業、食料品、繊
維製品に比較優位を維持している。その他に、製材・木製品、非鉄金属製品、金属製品、
その他の製造業、商業・運輸には 1995 年時点、で比較劣位から比較優位に転じ、2000
年時点でもその比較優位を維持している。原油・天然ガスと石油製品は逆に 2000 年時
点で比較優位から比較劣位に転じている。最終財の場合(図 22)、中国は畜業、林業、繊
維製品、製材・木製品、非鉄金属製品、金属製品、その他の製造業に比較優位を維持し
ている。商業・運輸は 1995 年時点で比較劣位から比較優位に転じ、2000 年時点でそれ
を維持しているが、化学製品と石油製品は 1995 年時点、その他の農産物、漁業と食料
品は 2000 年時点で逆に比較優位から比較劣位に転じた。米は中間財、最終財のどちら
も 2000 年時点で比較劣位から比較優位に転じている。中国の特徴と言えるのは、繊維
製品における中間財と最終財での比較優位である。その他には、その他の製造業におい
ては中国の比較優位の上昇であろう。 
  
④ 台湾は中間財の場合(図 23)、繊維製品、金属製品、機械、その他の製造業において比較
優位を維持している。そして、漁業は 1995 年時点で比較優位から比較劣位に転じ、米、
食料品と非鉄金属製品は 2000 年時点で比較優位から比較劣位に転じている。最終財の
場合(図 24)、台湾は製材・木製品と金属製品に比較優位を維持している。その他に、機
械は 1995 年時点で、化学製品と商業・運送は 2000 年時点で比較劣位から比較優位に転
じている。逆に林業、漁業とその他の製造業は 1995 年時点で、食料品、繊維製品と非
鉄金属製品は 2000 年時点で比較優位から比較劣位に転じている。台湾の特徴と思われ
るのが、金属製品における長期的比較優位の維持であろう。 
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⑤ インドネシアは中間財の場合(図 25)、原油・天然ガス、製材・木製品、石油製品に比較
優位を維持している。その他の鉱業とゴム製品は 1990 時点、漁業、繊維製品、パルプ・
紙は 1995 時点に比較劣位から比較優位に転じ、それを維持し続けている。その他の農
産物は 2000 年時点で比較優位に転じた。最終財の場合(図 26)、インドネシアはその他
の農産物、林業、漁業、原油・天然ガス、その他の鉱業、食料品、繊維製品、石油製品、
商業・運輸に比較優位を維持している。その他に、ゴム製品、非鉄金属製品と金属製品
は 1990 年時点で比較劣位から比較優位に転じて、それを維持し続けている。化学製品
は 1995 年時点で比較優位から比較劣位に転じ、畜産業は 2000 年時点で比較劣位に転じ
た。インドネシアの比較優位の特徴と思われるのが、原油・天然ガス、その他の鉱業と
石油製品における比較優位の強さである。 
  
⑥ マレーシアは中間財の場合(図 27)、林業、原油・天然ガス、製材・木製品、ゴム製品に
比較優位を維持している。その他に、機械に 1995 年時点で比較劣位から比較優位に転
じ、それを維持している。食料品は 2000 年時点で比較劣位に転じた。最終財の場合(図
28)、マレーシアは畜産業、製材・木製品、石油製品、機械に比較優位を維持している。
原油・天然ガスは 1990 年時点、林業は 2000 時点に比較優位に転じた。繊維製品、化学
製品、金属製品、商業・運輸は 1995 年時点に比較優位から比較劣位に転じ、2000 年に
比較劣位を続けている。マレーシアの比較優位の特徴は製材・木製品における比較優位
の維持と機械における比較優位の上昇と思われる。 
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⑦ シンガポールは中間財の場合(図 29)、石油製品と機械に比較優位を維持している。最終
財の場合は(図 30)、パルプ・紙、化学製品、石油製品、機械に比較優位を維持している。
製材・木製品は 1995 年時点で比較劣位に転じた。シンガポールの比較優位の特徴と思
われるのが、石油製品と機械における比較優位の維持であろう。 
  
⑧ フィリピンは中間財の場合(図 31)、漁業、その他の鉱業、商業・運輸に比較優位を維持
している。食料品、製材・木製品、金属製品は 2000 年時点で比較優位から比較劣位に
転じている。最終財の場合(図 32)、フィリピンは、その他農産物、漁業、繊維製品、製
材・木製品、商業・運輸に比較優位を維持している。非鉄金属製品は 1995 時点で比較
劣位から比較優位に転じている。林業とその他の鉱業、食料品は 2000 年時点に比較優
位から比較劣位に転じた。フィリピンの比較優位の特徴は漁業と商業・運輸の比較優位
の長期的維持であろう。 
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⑨ タイは中間財の場合(図 33)、食料品、繊維製品、製材・木製品、ゴム製品に比較優位を
維持している。機械は 1995 年時点に比較劣位から比較優位に転じ、それを続けている。
その他の農産物は 1995 年時点に比較優位から比較劣位に転じた。最終財の場合(図 34)、
タイは食料品、繊維製品、製材・木製品と非鉄金属製品に比較優位を維持している。そ
の他の製造業は 1990 年時点、ゴム製品は 1995 年時点に比較劣位から比較優位に転じ、
それを続けている。林業は 1995 年時点から比較劣位に転じ、その他農産物は 2000 年時
点に比較劣位に転じている。タイの比較優位の特徴と思われるのが、その他農産物の比
較優位の低下と食料品、繊維製品と製材・木製品の比較優位の維持であろう。 
  
 
第五節 産業内貿易の活発化 
 平塚・石戸(2005)、木村(2006)などの研究によれば、近年においてアジア諸国、特に東ア
ジア諸国は貿易上の「実質的な統合」が進展してきている。アジア諸国間では、フラグメ
ンテーションと呼ばれる国際工程間分業が進展し、歴史的経路依存性から、固有の立地優
位性により分散立地されている製造拠点は、それら生産立地をつなげるサービス・リンク
の発達により、有機的につながり垂直的生産ネットワークを形成している。そして、フラ
グメンテーション、すなわち「分断化」の発達6によって、産業内貿易が発達し、同一産業
において中間投入が行われる空間リンケージが発生している。この結果、東アジア貿易の
                                                   
6 複雑系の視点(塩沢、1997)では、「自己組織化」とも表現される。 
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重点は、産業内貿易へ大きく変わっている。本節では、このようなアジア貿易の変化、特
に東アジア地域における産業内貿易の拡大を注目し、産業内貿易の理論から始め、アジア
国際産業連関表に基づき、東アジア諸国の産業内貿易の実態を中間財、最終財にかけて考
察する。 
 
1．産業内貿易の理論 
実際の国際貿易を見ると、貿易量が拡大したのは、類似した経済構造を持つ先進国間の
貿易である。このことは、伝統的貿易理論が導く「貿易は比較優位によって生じ、それは
国と国との間の技術や生産要素の賦存状況に差異があることが理由である」という考え方
と必ずしも一致しない。このような産業内貿易の拡大を説明するのに、伝統的な貿易理論
では限界がある。このような同一産業部門の財または、密接な代替関係のある財をお互い
に輸出・輸入し合う現象を産業内貿易といい、産業間貿易と区別する考え方を示した。新
しい産業内貿易の理論では、工業品は差別化されており、産業構造が類似した国の間であ
っても、それぞれ差別化した財のいずれに特化することによって規模の経済性を実現し、
その生産物を交換することを通じて貿易の利益を得ることが可能であることを示している。
そしてこのような産業内貿易の分析が国際貿易論の主流なフレームワークになりつつある。 
要素賦存の格差に基づく産業間分業に対して、差別化製品の国際的な交換である産業内
分業では、各国が規模の経済性を享受するために生産する製品の種類を尐なくして大量の
生産を行い、国内市場の需要を上回る生産部分について国際的に交換すれば、消費者の選
択できる製品の種類が多くなり、製品選択の幅が広がる。結局、各国の生産過程における
規模の経済によって製品の価格は引き下げられ、国際交換によって市場でより安いより安
い製品群の種類が豊富になるため、各国の消費者の効用が高くなり、産業内分業によって
貿易の利益が発生する。 
このような産業内分業の内容について詳しく見ると、産業内分業はその製品の内容によ
って、①製品差別化分業型と、②生産工程別分業型の二つの類型が見られる。 
製品差別化分業型は、差別化した製品の輸出・輸入が同時に行われているが、さらに詳
細に見ると水平的製品差別化型と垂直的製品差別化型との二つに分けられる。水平的な製
品差別化型は、付加価値率や技術の水準では差別化製品の間に目立った差がなく、主とし
て製品のブランド、デザイン、品質、性能、アフター・サービスなどの側面から差別化が
行われている場合の分業である。同じ型の乗用車でも、日本車が輸出されると同時に異な
ったブランドのアメリカ車が輸入され、水平的な製品差別化型の分業が形成されている。
垂直的な製品差別化は、同じ範疇の製品でも付加価値や技術の側面で明確な格差のある製
品差別化の分業である。同じ範疇の製品の中で、高付加価値、高機能、高級品の製品群と
低付加価値、低機能品、低級品などの製品群とに分類される。こうした差別化した製品群
が国際的に交換されるのが、垂直的な製品差別化型の分業である。 
生産工程別分業型は、多数の生産工程の段階が、相互に分離可能である場合に見られる
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産業内分業である。各生産工程の部品材料を各国で分担して分業生産し、その部品材料を
国際市場で交換する。生産工程別分業型は、生産工程によって技術水準や要素比率が異な
る場合に見られる垂直的工程別分業型と、生産工程間でこうした要素投入や技術レベルの
格差があまりない場合に見られる水平的工程別分業型とに分けられる。垂直的工程別分業
型では、生産工程の多数の段階が、労働集約的な方法で生産されている部品材料の工程と
資本集約的方法で生産されている部品材料の工程と大別される。労働豊富国は、低賃金労
働を利用して労働集約的な部品材料の生産や最終組立を行い、資本豊富国では、より低廉
なレンタルを利用して資本集約的な部品材料を生産や最終組み立てに特化する。水平的工
程別分業型は、工程別に要素投入や技術レベルに余り差がない場合である。ある工程の部
品材料はある国の工場が一括して大量に生産し、規模の経済によって平均費用を低下させ
る。また、別の工程の部品材料は別の国の工場でまとめて大量生産して、同様に規模の経
済性により平均費用を引き下げる。各国に分かれた工場で分担生産することによって規模
の経済性の活用と言うシナジー効果（synergy effect:相乗効果）が期待される。 
 
(ア) 産業内貿易の拡大要因 
東アジア各国・地域の貿易構造は次第に変化してきているが、この変化は、どのような
要因によって説明できるのか。特に産業内貿易の拡大がどのような原因であるかを本節で
検討しておこう。産業内貿易の拡大要因が複数存在している。現時点では理論と計量モデ
ルにおいて指摘されている要因として、①需要の変化、②製品差別化、③規模の経済、④
市場構造、⑤技術的要因、⑥対外直接投資、⑦距離の要因、⑧関税及び非関税障壁などが
あり、これらの要因が強く働くと、それだけ産業内貿易が拡大されるようになる。ここで
は、実証分析を行う前にこれらの要因をより詳しく見ておこう。 
① 需要の変化 
各国間に見られる需要条件の類似性や嗜好の重複は各国の個々の消費者の間で見られる
選好の多様性と関わっているが、これらは差別化された製品の市場を作り出す上で、また
その結果として産業内貿易を発生させる上で重要な役割を果たしている。需要条件の類似
性は、需要パターンが一層似通った国々における方が貿易量は多いことが観察されている。
また、嗜好の重複は、国内で生産した製品に対する国内及び海外での市場を拡大するばか
りではなく、つまり規模の経済の及ぶ範囲を拡大するばかりではなく、種々の品種に対す
る需要に出会う利益が生じる可能性も高める。このようなことで、各国間での嗜好パター
ンがますます似てくれば似てくるほど、産業内貿易の拡大の可能性が高くなる。 
② 製品の差別化 
一般にどこの国の消費者でも、より多くの差別化製品の中から好みのものを選択するこ
とによって効用を高めることができる。その結果、同じ範疇に入る製品群が外国に輸出さ
れると同時に、外国から同じ範疇の異なった差別化製品を自国に輸入する。同じ商品の中
で差別化された製品の輸出と輸入が同時に行われるようになる。差別化製品の国際的商品
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交換は産業内貿易である。産業内貿易では、各国は規模の経済を享受するために生産する
商品の種類を尐なくして大量生産を行い、国内需要を上回る生産部分について、国際的に
相互交換をすれば、各国の消費者は選択できる製品の種類が多くなり、製品選択の幅が広
がる。このような特性により、製品差別化の可能性が大きければ大きいほど、産業内貿易
は一層拡大する傾向にある。 
③ 規模の経済  
規模の経済が生じるケースには、二つがある。一つは、企業が大規模な生産設備を導入
することによって企業の内部的な規模の経済が生じる場合である。企業がより大規模な設
備を設置すると、製品１単位当たりの平均費用が低下する。市場で大規模な販売が見込ま
れると、初めから効率の良い大規模設備を設置してスケール・メリットを生かそうとする。
このような内部的な規模の経済が発生すると、市場競争でのより規模の大きな企業がそれ
だけ競争優位製を持つ。その結果、競争が十分行われると大規模企業が製品市場を占拠し、
独占的な競争市場が成立する。もう一つは、産業の規模が拡大する事によって企業の外部
的な規模の経済が生じる場合である。これは、一般にマーシャル的外部経済(Marshallian 
external economies)と呼ばれる規模の経済である。市場需要の拡大に伴って産業の規模が
大きくなると、産業内に熟練労働がより多く蓄積され、産業活動に関する経営情報がより
豊富になり、下請関連企業群などの基礎的な産業基盤が整備される。その結果、産業内の
全ての企業が便益を受け、より効率的な生産が可能になる。個々の企業では、生産設備が
拡大しても平均費用は変化しないと言う仮定をしても、産業全体の発展を伴って外部的産
業規模の拡大の便益を得ることができる。このような規模の経済は国際的な価格差別化を
生じさせる上で、産業内特化と双方向貿易を発生させる必要な要因である。産業内貿易は、
規模の経済が作用する製品で拡大する傾向がある。 
④ 市場構造 
産業内貿易は市場構造が変化したときに発生し得る。市場の構造上の特性は、市場にお
ける企業の数、固有な企業の市場シェア、企業の所有構造、参入や退出の条件、生産され
た製品のタイプ、及び規模の経済が作用する範囲などである。市場構造が競争状態になれ
ばなるほど、差別化された製品の産業内貿易は拡大する傾向がある。また、同質的な製品
の産業内貿易は国際的な寡占市場と関連している。 
⑤ 技術的要因 
技術面での差異が産業内ではっきりと観察されるようになると、技術的な相違が産業内
貿易に与える静態的な影響が一層重要となるかもしれない。生産プロセスや技術的な特性
について、企業固有の、また国固有の技術知識は、国際競争力面で特に研究集約的な活動
で重要な役割を演じていると思われる。そしてこのことは、垂直的差別化の可能性がある
ところでは、産業内貿易を拡大させる傾向がある。 
⑥ 対外直接投資 
FDI 及びそれによって生じる産業内貿易を刺激する確たる要素は、消費、生産あるいは
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その双方において密接な代替財である製品を扱っているかいないかによって異なるが、ど
の場合であっても共通する一つの主題は、ダニング(1981)の「OLI パラダイム7」である。
所有面の優位性はここでも重要なものとして強調される。差別化された製品の場合には、
所有面の優位性はブランド・イメージの形をとることもある。また、地理的な優位性は各
国の要素価格の差から生じるものとして認識されており、海外市場に立地することで嗜好
の変化に対し容易に対応できる能力を高めることになる。内部化は不確実性を減らし貿易
を促進するのみではなく、垂直的な規模の経済を容易に獲得させられるかもしれない。こ
のような場合、FDI と産業内貿易は相互に歩調を合わせて生じる傾向が見られる。従って、
対外直接投資と産業内貿易の間に代替性はなく、補完性の可能性があり、産業内貿易を拡
大させる。 
⑦ 距離と関税障壁 
通商政策及び距離に関連する輸送費用の増加効果は、貿易量を減尐させるはずである。
距離の負の効果は明らかであるが、通商政策が及ぼす効果の可能性についてはさらに問題
がある。例えば、関税同盟域内の低い関税や関税非課税は産業内貿易を促進させるかもし
れないが、高い対域外共通関税は同時に域外から対内直接投資を誘致させるとともに、域
内での産業内貿易を生ぜしめるかもしれない。しかし、この議論に対する明白な理論的支
持はないので、産業内貿易と通商障壁とは負の相関関係があるとする。 
3．アジア諸国の産業内貿易 
各国の貿易でどの程度産業内貿易が発達しているのかを実際に計測することができる。
現実の産業内貿易を計測するために、多くの実証分析はグルーベル[Grubel]=ロイド
[Lloyd](1975)が示した指数（GL指数）を用いている。多数国ベースでは、GL指数 jB はあ
る産業 )( j あるいはある製品グループについて輸出から輸入を差し引いた絶対値の大きさ
を計測し、この産業内貿易を該当製の総貿易に占める割合として表す。つまり、以下の通
りである。 
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同じ産業について輸出と輸入が同時に行われているとき、両者が同じ大きさであれば
|| jj MX  の値が0になり、産業内貿易指数 jB は1である。これを基準にして、輸出が輸入
のどちらかがより大きくなれば、その格差の絶対値 || jj MX  が輸出と輸入の合計値から
引かれ、分子の値が分母よりも小さくなり、指数は1以下になる。どちらかの国が一方的に
                                                   
7 Ownership(所有)-Location(立地)-Internalization(内部化)パラダイム 
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輸出のみをしている場合は、産業内貿易指数 jB は0となる。この産業内貿易指数が大きくな
るほど、産業内貿易がより活発に行われていることを示している。 
以下ではこの産業内貿易指数とアジア経済研究所による 1985、1990、1995、2000 年の
アジア国際産業連関表の 24 部門分類表を用いて、中間需要と最終需要に分割した東アジア
産業内貿易の比較分析を行う。1985 年と 2000 年時点での東アジア各国の国別中間需要、
最終需要の産業内貿易指数を比較したのが表 10 と表 11 である。 
 中間需要における産業内貿易指数のより大きな特徴は、機械、輸送機器、その他の製造
業、商業・運輸の産業内貿易指数は他の産業と比べて相対的に高い、そして、東アジア全
ての国で全般的に強い上昇が見られている。これは、東アジア諸国において機械、輸送機
器、その他の製造業、商業・運輸で国際分業が行われているからである。国別で見ると、
日本は石油製品、非鉄金属製品、金属製品、機械、輸送機器、その他の製造業と商業・運
輸では産業内貿易指数が上昇している。しかし、産業内貿易指数の値が大きくない。漁業、
食料品、製材・木製品、化学製品、ゴム製品の産業内貿易指数はより大きな低下が見られ
る。繊維製品とパルプ・紙では、産業内貿易指数の値が高いが、変動の傾向は見られない。
中国は食料品、非鉄金属製品、その他製造業の産業内貿易指数が低下しているが、その他
の全産業の産業内貿易指数が強い上昇が見られる。特に、繊維製品、ゴム製品と金属製品、
機械、輸送機器、商業・運輸により高い産業内貿易指数を示している。韓国の非鉄金属製
品、金属製品、機械、輸送機器、その他の製造業の産業内貿易指数の値が非常に高い。そ
して、輸送機器、パルプ・紙、化学製品、漁業の産業内貿易指数が非常に大きな上昇が見
られる。畜産業、その他の鉱業、食料品、繊維製品、製材・木製品、石油製品の産業内貿
易指数は逆に大幅に低下している。台湾の機械、化学製品、商業・運輸は産業内貿易指数
が高い。食料品、製材・木製品、ゴム製品、非鉄金属製品、機械、その他の製造業、商業・
運輸の産業内貿易指数がより大きな上昇が見られる。インドネシアはその他農産物、畜産
業、繊維製品、パルプ・紙、ゴム製品の産業内貿易指数の低下に伴い、食料品、化学製品、
石油製品、非鉄金属製品、金属製品、機械、輸送機器、その他の製造業の産業内貿易指数
が上昇している。しかし、インドネシアの産業内貿易指数は全般的に低い。これは、イン
ドネシアは、原油、天然ガスなどの天然資源が豊富な国であるが、天然資源は産業間貿易
であることが多いからと考えられる。マレーシアは繊維製品と石油製品の産業内指数は非
常に高い。そして、非鉄金属製品と機械、その他の製造業における産業内指数は大きく上
昇している。その他農産物の産業内貿易指数は低下の傾向が見られる。フィリピンは非鉄
金属製品、その他の製造業、その他農産物の産業内貿易指数が高い。他に特徴と思われる
のは製材・木製品における産業内貿易指数の大きな上昇と石油製品における産業内貿易指
数の大きな低下である。シンガポールは機械における産業内貿易指数が非常に高い。パル
プ・紙と化学製品の産業内指数がより大きく上昇し、漁業と石油製品の産業内指数がより
大きく低下している。タイの繊維製品と機械の産業内指数が非常に高い。そして、その他
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農産物とパルプ・紙における産業内貿易指数が大きく上昇している。 
最終需要の場合、中間需要と異なり、機械、輸送機器、その他の製造業と商業・運輸に
一致した産業内貿易指数の上昇が見られない。全般的に産業内貿易指数の数値も中間需要
と比べて低い。これは東アジア各国の間に最終消費財における国際分業はあまり進展して
ないように思われる。国ごとに見ると、日本は金属製品、機械、その他の製造業、商業・
運輸の産業内貿易指数が大きく上昇している。輸送機器の産業内貿易指数は上昇している
が、その値が非常に低いことは輸送機器の最終財において日本は一方的な貿易である。中
国はその他の農産物、林業、機械、輸送機器の産業内貿易指数が大きく上昇している。そ
して、食料品、繊維製品、その他の製造業の産業内貿易指数が大きく低下しており、これ
らの分野で中国は一方的貿易であることを示している。韓国は漁業、食料品、パルプ・紙、
製材・木製品、化学製品、非鉄金属製品、その他の製造業の産業内貿易指数が大きく上昇
している。輸送機器は逆に産業内貿易指数が低下しており、その数値も低いことから、韓
国も日本と同じように輸送機器の一方的貿易になっているように考えられる。台湾の繊維
製品、機械、その他の製造業、商業・運輸の産業内貿易指数が上昇している。輸送機器の
産業内貿易指数が韓国のように低下している。インドネシアはその他の農産物、石油製品、
ゴム製品、機械とその他の製造業の産業内貿易指数が上昇しており、商業・運輸の産業内
貿易指数は低下している。マレーシアの漁業、ゴム製品、非鉄金属製品、その他の製造業、
商業・運輸の産業内貿易指数が上昇している。フィリピンのその他の鉱業、食料品、ゴム
製品の産業内貿易指数が上昇しており、機械とその他の製造業の産業内貿易指数が低下し
ている。シンガポールは金属製品、機械、その他の製造業、商業・運輸の産業内貿易指数
が上昇しており、輸送機器における産業内貿易指数が低下している。タイはその他の農産
物、金属製品、機械と輸送機器、商業・運輸の産業貿易指数の上昇しており、その他の鉱
業、石油製品、その他の製造業の産業内貿易指数が大きく低下している。 
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表 10 中間需要における産業内貿易指数の変化（国別・産業別） 
 日本 中国 韓国 台湾 インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 
  1985   2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 
その他の農産物 0.02  0.04  0.21  0.45  0.07  0.13  0.18  0.11  0.94  0.79  0.95  0.74  0.91  0.84  0.45  0.25  0.37  0.97  
畜産業 0.07  0.39  0.10  0.78  0.88  0.49  0.85  0.41  0.90  0.76  0.86  0.02  0.48  0.88  0.67  0.04  0.32  0.25  
林業 0.02  0.04  0.08  0.98  0.20  0.39  0.08  0.23  0.00  0.22  0.01  0.13  0.01  0.31  － － 0.22  0.52  
漁業 0.36  0.17  0.01  0.07  0.28  0.92  0.10  0.41  0.01  0.01  0.02  0.15  0.00  0.06  0.89  0.36  0.00  0.77  
原油・天然ガス 0.00  0.00  0.00  0.89  0.00  0.00  0.20  0.00  0.00  0.10  0.00  0.02  0.00  0.00  0.00  － 0.09  0.61  
その他の鉱業 0.08  0.10  0.09  0.28  0.35  0.20  0.17  0.15  0.20  0.06  0.63  0.84  0.42  0.66  0.40  0.27  0.22  0.74  
食料品 0.22  0.13  0.64  0.47  0.90  0.65  0.54  0.96  0.36  0.65  0.57  0.64  0.38  0.72  0.53  0.67  0.34  0.29  
繊維製品 0.81  0.83  0.33  0.74  0.72  0.62  0.31  0.36  0.92  0.53  0.98  0.95  0.54  0.57  0.32  0.32  0.95  0.94  
製材・木製品 0.19  0.03  0.36  0.69  0.80  0.31  0.42  0.70  0.00  0.04  0.23  0.08  0.02  0.81  0.69  0.20  0.87  0.64  
パルプ・紙 0.87  0.88  0.37  0.36  0.33  0.92  0.82  0.76  0.47  0.33  0.25  0.49  0.38  0.40  0.68  0.96  0.29  0.94  
化学製品 0.75  0.57  0.27  0.43  0.39  0.92  0.79  0.79  0.22  0.74  0.52  0.81  0.54  0.21  0.69  0.88  0.22  0.56  
石油製品 0.17  0.33  0.02  0.56  0.91  0.65  1.00  0.30  0.34  0.55  0.99  0.95  0.91  0.32  0.99  0.59  0.17  0.87  
ゴム製品 0.93  0.75  0.32  0.89  0.50  0.70  0.51  0.75  0.68  0.55  0.40  0.43  0.40  0.54  0.13  0.23  0.05  0.38  
非鉄金属製品 0.50  0.83  0.96  0.72  0.99  0.94  0.38  0.86  0.10  0.65  0.36  0.88  0.95  0.91  0.54  0.39  0.44  0.62  
金属製品 0.46  0.60  0.17  0.90  0.92  0.86  0.84  0.77  0.76  0.99  0.47  0.64  0.54  0.30  0.62  0.60  0.49  0.60  
機械 0.34  0.52  0.21  0.67  0.81  0.89  0.81  0.93  0.19  0.71  0.82  0.93  0.70  0.89  0.94  0.94  0.94  0.99  
輸送機器 0.35  0.40  0.46  0.86  0.34  0.97  0.61  0.72  0.00  0.36  0.02  0.25  0.53  0.42  0.59  0.61  0.11  0.77  
その他の製造業 0.37  0.79  0.98  0.77  0.85  0.96  0.37  0.89  0.26  0.60  0.46  0.92  0.94  0.87  0.87  0.51  0.66  0.74  
商業・運輸 0.75  0.86  0.55  0.90  0.51  0.58  0.69  0.98  0.48  0.58  0.72  0.88  0.53  0.63  0.11  0.69  0.55  0.87  
注：1.アジア国際産業連関表を基づいて筆者作成。2.米、電気・ガス、建設、サービス、公務は計算不能である。 
 184 
表 11 最終需要における産業内貿易指数の変化（国別・産業別） 
 日本 中国 韓国 台湾 インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ 
 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 1985 2000 
その他の農産物 0.10  0.03  0.14  0.87  0.37  0.75  0.56  0.23  0.31  0.96  (0.44) 0.70  0.19  0.16  0.10  0.09  0.28  0.96  
畜産業 0.14  0.05  0.05  0.16  0.96  0.18  0.80  0.35  0.21  0.76  (0.10)  0.22  0.75  0.66  (0.03)  0.01  0.15  0.06  
林業 0.04  0.04  0.24  0.89  －  0.18  －  0.20  0.00  0.22  0.19  0.19  0.83  0.35  － － 0.28  0.51  
漁業 0.19  0.15  0.00  0.27  0.45  0.92  0.10  0.67  0.02  0.05  0.40  0.98  0.00  0.32  0.50  0.59  0.01  0.59  
原油・天然ガス 0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.53  0.00  0.14  (0.00) 0.00  0.00  － 0.38  0.00  
その他の鉱業 0.25  0.83  0.00  0.00  0.14  0.43  0.00  0.40  0.00  0.03  0.52  0.07  0.44  0.84  (0.01)  0.66  0.89  0.12  
食料品 0.69  0.14  0.71  0.40  0.63  0.94  0.54  0.53  0.92  0.76  0.77  0.78  0.60  0.95  0.61  0.64  0.20  0.24  
繊維製品 0.65  0.12  0.31  0.09  0.01  0.30  0.04  0.67  0.13  0.30  0.66  0.61  0.38  0.23  0.85  0.43  0.09  0.36  
製材・木製品 0.92  0.06  0.24  0.07  0.29  0.84  0.01  0.45  0.28  0.02  (0.62)   0.09  0.01  0.39  0.74  0.28  0.08  0.03  
パルプ・紙 0.30  0.73  0.51  0.02  0.98  1.00  0.98  0.42  0.29  0.38  0.40  0.54  0.14  0.66  0.99  0.88  0.14  0.48  
化学製品 0.66  0.55  0.96  0.88  0.12  0.92  0.47  0.77  0.33  0.60  0.39  0.76  0.69  0.17  0.82  － 0.28  0.45  
石油製品 0.70  0.22  0.09  0.60  0.57  0.56  0.02  0.15  0.60  0.82  0.57  0.23  0.93  0.30  0.31  0.10  0.84  0.43  
ゴム製品 0.26  0.21  0.00  0.77  0.03  0.63  0.01  0.41  0.76  0.88  (0.81)  0.96  0.68  0.95  0.13  － (0.46)  0.40  
非鉄金属製品 0.24  0.52  0.12  0.24  0.34  0.85  0.08  0.77  0.51  0.39  (0.91)  0.86  0.38  0.09  (0.28)  0.10  0.96  0.84  
金属製品 0.35  0.95  0.67  0.34  0.93  0.69  0.63  0.49  0.07  0.64  (0.34)  0.58  0.76  0.03  0.31  0.92  0.12  0.89  
機械 0.17  0.73  0.05  0.65  0.96  0.82  0.58  0.96  0.09  0.78  0.45  0.61  0.77  0.71  0.66  0.86  0.22  0.86  
輸送機器 0.11  0.20  0.01  0.99  0.32  0.15  0.65  0.33  0.04  0.20  (0.09)  0.19  0.16  0.29  0.51  0.19  0.03  0.62  
その他の製造業 0.42  0.98  0.75  0.21  0.60  0.87  0.30  0.69  0.31  0.84  0.70  0.87  0.82  0.44  0.78  0.95  0.94  0.75  
商業・運輸 0.30  0.90  0.15  0.31  0.74  0.73  0.75  0.88  0.99  0.52  0.63  1.00  0.25  0.41  0.30  0.88  0.28  1.00  
注：1.アジア国際産業連関表を基づいて筆者作成。2.米、電気・ガス、建設、サービス、公務は計算不能。3.カッコウ内は 1990 年の数値。
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第六節 アジア諸国の輸出パターン 
 本節では、前節で分析したアジア諸国の域内貿易の拡大、貿易結合度、比較優位から見
たアジア貿易、アジア産業内貿易の活発化などの分析結果を踏まえながら、アジア諸国の
輸出における貿易のパターンをする。 
1． 貿易パターンの分類 
 深尾、石戸、伊藤(2002)の研究では、貿易のタイプが3つの種類に分類されている(表12)。
すなわち(1)産業間貿易(もしくは一方向貿易)、(2)水平的に差別化された産業内貿易(商品属
性により製品を区別)および、(3)垂直的に差別化された産業内貿易(品質により製品を区別)
である。 
表 12 貿易タイプの分類 
貿易のタイプ 貿易額の乖離による区分 単価の乖離による区分 
一方方貿易 
(One-Way Trade, OWT) ),(
),(
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   出所：深尾・石戸・伊藤(2003、5 ページ)。 
 彼らは、上記の指標を算出し、東アジアにおける貿易のタイプを分析している。彼らの
研究結果は表2であり、東アジアにおいてはHIIT のシェアが非常に低くなっている。しか
し、東アジアでは、この5 年間でVIIT のシェアが増大しており(一次産業も含む全ての財
で7.1 パーセントポイントの増加であった)。特に電気機械産業において垂直的産業内貿易
の進展が顕著であった。このような東アジアにおける近年の急速な垂直的産業内貿易の拡
大の要因として、深尾・石戸・伊藤(2002)は日系多国籍企業による中国およびアセアン諸国
での生産活動の活発化を強調している。 
表13 東アジアの域内貿易 
 OWT VIIT HIIT GL指数 
1996 78.7 16.6 4.7 17.5 
1997 76.1 17.8 6.1 18.1 
1998 75.0 20.0 5.1 18.5 
1999 70.3 24.6 5.1 19.9 
2000 68.7 23.7 7.6 20.5 
   出所：深尾・石戸・伊藤(2003、38 ページ)。 
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2． アジア輸出における貿易パターン 
 ここでは、深尾・石戸・伊藤(2002)の研究を参考にしながら、アジア諸国の輸出における
貿易のパターンを域内における輸出シェアに基づき、産業別に分類し、簡単にまとめる。
方法としては、域内輸出における産業別の輸出シェアであり、該当国の域内輸出シェアが
域内全輸出・輸入で輸出超過が大きい場合、一方的貿易であると考える。そして、域内相
互輸出・輸入の差異が小さい場合、産業内貿易であると考え、産業内貿易の分類を行わな
い。以下は各産業の貿易パターンを簡単にイメージしたものである。 
① 輸出機器               ②その他原料およびその製品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 自動車と自動車部品を含む輸送機器の貿易は、圧倒的に一方的貿易である。日本と韓国
の域内輸出に占めるシェアが非常に高く、その他のアジア諸国は輸入する一方である。し
かし、ここで注意を払うべきことは輸送機器における自動車部品の貿易である。2008年時
点では中国は、輸送機器における域内輸入は24％であり、域内輸出は20％であることから、
部品を大量に輸入し、輸出していることがわかる。この面では、部品に関して一方的貿易
では垂直的産業内貿易であろう。塩、鉱石、鉱物性燃料、木材、繊維及び同製品、鉄鋼な
どを含むその他の原料およびその製品の貿易も輸送機器と同じく一方的貿易である。この
産業では中国とインドネシアが比較優位を持ち、輸出する一方である。繊維類製品では中
国は圧倒的に強く、鉱業類製品ではインドネシアが比較優位を持っているからである。 
③ 食料品              ④油脂・その他の動植物生産品 
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肉、野菜、魚、果物、穀物、コーヒー、加工食品を含む食料品の貿易は比較優位に基づ
くもので一方的貿易である。アジア地域内では、中国とタイがこの産業に比較優位を持ち、
その他のアジア諸国に大量に輸出している。大豆、植物・動物油、ホップ、竹などを含む
油脂・その他の動植物生産品の貿易も一方的貿易である。この産業では、インドネシア、
マレーシアが比較優位を持ち、アジア諸国に輸出している。 
⑤雑製品                 ⑥プラスチックス・ゴム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 履物、帽子、傘、羽毛製品、家具などを含む雑製品の貿易では、中国が圧倒的に強く、
アジア諸国に一方的な輸出を行っている。シリコン、塩化ビニル、ポリエチレン、ゴム加
工材料、自動車タイヤなどを含むプラスチックス・ゴム産業では、日本、韓国、台湾、シ
ンガポールが比較優位を持ち、その他のアジア諸国に輸出しているから、一方的貿易であ
ると考えられる。 
⑦ IT関連機器、一般機器、電気機器、精密機器、化学工業品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 原動機、農業用機械、事務用機器、工作機械、繊維機械、エアコンなどを含む一般機械、
発電機、映像機器、通信機器、家庭用電気機器、半導体等電子部品を含む電気機器、カメ
ラ、複写機、計測機器、医療機器などを含む精密機器、無機化学品、有機化学品、医療用
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品、肥料、化粧品、写真・映画用の材料を含む化学工業品の貿易では、アジア諸国の相互
輸出を見ると、大量に輸出・輸入し合っていることから、これらの産業では産業内貿易が
盛んであると思われる。しかし、中間財と最終財に分けて考えると、これらの貿易では、
中間財における産業内貿易が活発化であり、最終財における産業内貿易ではないことは忘
れてはいけない。電気機器の相互貿易を見ると2008年時点では、79.6％が中間財における
産業内貿易であることが一つの証拠である。すなわち、東アジアの貿易パターンとして、
は最終財の一方向貿易だけでなく、中間財貿易の拡大により種類が多様化し、また双方向
化してきていることが顕著な特徴として指摘できる。 
 
まとめ 
 本章では、アジア貿易の緊密化の実態を各国の産業構造、貿易緊密化、比較優位、産業
内貿易の拡大などの側面からアジア貿易のパターンを概観したものである。結果としては、
アジア諸国は農業、鉱業、食料品、製材・木製品などの産業では比較優位に基づく産業 
間貿易であり、一般機器、電気機器、精密機器、IT関連機器、化学工業品などの工業産業
では、産業内貿易が拡大している。そして、これらの工業製品の貿易を中間財、最終財に
分けてみたところ、アジア諸国の間、特に東アジア諸国の間に中間財を中心とした産業内
貿易が拡大したことがわかった。比較優位に基づく産業間貿易そのものが多様性による貿
易であることは言うまでもないが、一般機械、電気機器の中間財を中心としたアジアの産
業内貿易の拡大要因も多様性であると考えている。アジア諸国の所得の多様性が企業のコ
スト削減につながり、産業構造の多様性が技術移転につながり、これらの内生作用によっ
て、アジアの産業内貿易が発達したのだと言える。 
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第５章 パネルデータによるアジア諸国の輸出と「多様性」の実証分析 
 近年における空間経済学の発展により、地理的、空間を対象とする伝統的経済分野であ
る「都市経済学」、「地域経済学」、「国際貿易理論」が統一され、新しい分析用のフレーム
ワークが開発された。しかし、このような理論的に展開された、新しい経済学の専門分野
の実証研究が大変難しく、まだまだ初期段階に留まっているといえるだろう。ここでは、
新しい国際貿易の理論である空間経済学の理論を基づき、一つの統合された国際貿易の空
間システムとして、多様性の視点からアジア諸国の経済関係を実証的に研究する。システ
ムとは、相互に緊密な関係のある諸要素の集合であり、相互作用がシステムの動きにとっ
て欠くことのできないものである1。そして世界貿易システムにおいては、相互の関連現象
の研究における通例のプロアーチは因果システムという考え方が存在する。これは特定の
変数を他の変数の反応の「説明」に用いるものであり、より哲学的なレベルでは、因果シ
ステムの考えは生態システム2の概念によって最もよく表わされている。本論文の研究は世
界貿易システムを生態システムとみなし、生態システムの特殊なタイプである空間システ
ムのアプローチでの多様性に焦点を当てたアジア貿易のシステム研究である。本章の実証
研究は 6 つの節から構成される。第 1 節の「データの説明とパネルデータの作成」では、
実証分析に用いるデータを説明し、分析用のパネルデータの作成方法を提示する。第 2 節
の「多様度指数の測定と輸出」では、生物学における多様度指数を応用し、アジア諸国の
輸出多様度指数の計算した上で、多様度指数と輸出の関係を分析する。第 3 節の「アクセ
シビリティ指数の測定と輸出」では、一種の市場ポテンシャルであるアクセシビリティ指
数を定義し、アジア諸国のアクセシビリティ指数を測定する。そして、アクセシビリティ
指数と貿易の関係を分析する。第 4 節の「直接投資と輸出」では、アジア諸国の直接投資
が各国の輸出とどのような関係にあるかについて実証分析を行う。第 5 節の「相互作用モ
デルでの考察」では、輸出、多様度指数、アクセシビリティ指数、直接投資の相互作用モ
デルを設定し、パネルデータによる相互関係を分析する。 
 
第一節 データの説明とパネルデータの作成 
 本章では実際のアジアの貿易データを用いて、多様性指数をつくりパネルデータ分析を
行う。その際、分析に用いる貿易データは 2 つある。1 つはアジア国際産業連関表であり、
もう 1 つは ITI 財別国際貿易マトリックスである。 
1．アジア国際産業連関表 
本章の分析で用いるアジア国際産業連関表はアジア経済研究所から公表されているアジ
ア国際産業連関表（1985 年、1990 年、1995 年、2000 年）の 4 時点の産業連関表である。
                                                   
1 システムの基本的な構成部分は 3 つである。①特性が明らかにされている諸要素の集合。②諸要素の間
の相互関係ないし相互作用の集合。③諸要素と外部関係の間の相互関係の集合。これらの内①と②がシス
テムの構造を作る。 
2 生態システムとは、諸要素間の相互作用を通じて機能し、諸要素あるいは相互作用に対する環境的変化
によって変えられるところの、構造化された有機的統一体である。 
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このアジア国際産業連関表は米国を含んだアジア･太平洋地域における、一国内もしくは国
家間の経済循環をコンパクトに記述したものであり、インドを除く本研究の対象国をすべ
て含んでいる。表全体は中間需要取引、最終需要取引、輸出、付加価値、そして総投入額
／総産出額を示す国内生産額を分けられ、それぞれが対象 10 カ国別（インドネシア、マレ
ーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、中国、台湾、韓国、日本、米国）に表示され
ている。産業分類は小分類 7 部門、中分類 24 部門、大分類 76 部門である。本章の分析に
用いた産業連関表の産業部門分類は表 1 のように 24 部門である。 
表 1 アジア国際産業連関表の 24 部門分類 
A001 米 A009 繊維製品 A017 機械 
A002 その他農産物 A010 製材・木製品 A018 輸送機器 
A003 畜産 A011 パルプ・紙 A019 その他の製造業 
A004 林業 A012 化学製品 A020 電気・ガス 
A005 漁業 A013 石油製品 A021 建設 
A006 原油・天然ガス A014 ゴム製品 A022 商業・運輸 
A007 その他の鉱業 A015 非鉄金属製品 A023 サービス 
A008 食料品 A016 金属製品 A024 公務 
   出所：アジア国際産業連関表各年版。 
2．ITI 財別国際貿易マトリックス 
 アジア国際産業連関表の作成は時期に遅れがあるため、最新の動きを見ることができな
い。そのため、国際貿易投資研究所作成の ITI 財別国際貿易マトリックスを用いて、財別の
アジア諸国の相互輸出入の最新時点における動きをみる。ITI 財別国際貿易マトリックスの
最新の 2009 年版に使用した貿易統計は 53 ヵ国・地域のデータであり、HS 関税分類に基
づいた 96 品目別のマトリックスを作成している。更に、ITI 財別国際貿易マトリックスは
1999 年から作成されており、2008 年まで 10 年間の貿易データを時系列で利用することが
できるのである。本章の分析に用いた品目別分類のマトリックスは表 2 であり、10 品目、
そして HS 分類の体系によらない IT 関連財を加えた 11 品目の貿易マトリックスのデータ
である。 
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表 2 ITI 貿易マトリックスの品目分類表 
品目名 HS 分類番号 主な商品 
総額 00～99  
 機械 84～91  
  一般機械 84 エアコン、原動機、農業用機械、事務用
機械、工作機器、繊維機械、建設機械 
 電気機器 85 発電機、映像機器、音響機器、通信機、
家庭用電気機器、半導体電子部品 
  輸送機器 86～89 自動車、自動車部品、二輪車、自転車、
航空機、船舶 
  精密機器 90～91 光学機器、写真用機器、映画用機器、測
定機器、検査機器、医療機器、時計 
 化学品 28～40  
  化学工業品 28～38 無機化学品、有機化学品、医療品及び医
療用品、肥料、化粧品、石鹸、火薬類、
写真又は映画用の材料 
  プラスチックス・ゴム 39～40 シリコン、塩化ビニル、ポリエチレン、
合成樹脂、ゴム加工材料、自動車用タイ
ヤ 
 食料品 1～11、16～24 肉、魚、野菜、果物、穀物、加工食品、
飲料、アルコール、たばこ 
 油脂・その他動植物生産
品 
12～15 大豆、動植物性油脂 
 雑製品 64～67、92～97 履物、帽子、傘、羽毛製品、楽器、武器、
家具、玩具、美術品 
 その他原料および同製品 25～27、41～
63、68～83 
塩、鉱石、石炭類、天然ガス、石油及び
同製品、木材・パルプ・同製品、皮・皮
革製品、合成繊維及び同織物、衣類、卑
金属及び同製品 
 
3． パネルデータの作成 
 作成したパネルデータは 2 つある。1 つはアジア国際産業連関表に基づいたパネルデータ
である。アジア国際産業連関表をデータとして用いるメリットとしては、第 1 に、中間財
と最終財を別々に分析し、各産業における中間取引と最終財取引の違いを詳しく見ること
ができることである。第 2 に、アジア国際産業連関表は接続したデータであり、長期的変
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化を見るのにも便利である。言い換えれば、パネルデータの作成に適している。表 3 は実
証分析に用いるアジア国際産業連関表のパネルデータ構造を示している。 
表 3 アジア国際産業連関表のパネルデータ構造 
産業 相互輸出 1985 1990 1995 2000 
米 日本→アジア諸国 
中国→アジア諸国 
韓国→アジア諸国 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
その他の農産物 同上         
畜業 同上         
  同上         
  同上         
サービス 同上         
公務 同上         
 
もう 1 つは ITI 財別国際貿易マトリックスのデータを用いて、すべての産業を 11 部門に
分類し、1999～2008 年までのパネルデータを作成した。実証分析用のパネルデータの構造
を示したのが表 4 である。 
表 4  ITI 財別国際貿易マトリックスのパネルデータ構造 
  1999 2000 … 2008 
一般機械 日本→アジア諸国 
中国→アジア諸国 
韓国→アジア諸国 
  
        
電気機器 同上         
  同上         
  同上         
その他原料及び
その製品 
同上         
IT 関連機器 同上         
 
第二節 多様度指数の測定と輸出 
ここでは、生物・生態学における「種多様性」の概念に含まれる「種の豊富さ」と「種
組成の均等さ」の 2 つの意味を十分重視しながら、種の豊富さ3と種組成の均等さ4の両方を
                                                   
3 「種の豊富さ」とは、ある地域や生息地に含まれる種数のことを言う。 
4 「種組成の均等さ」とは、種当たりの個体数が均等することを言う。 
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含んだ尺度である多様性指数をアジア諸国に関する産業・貿易分析に応用する。数理生物
学（主要な研究としてたとえば宮下、野田（2005））におけるこのような多様度指数
5(diversity index)は、これまで数多く考案されているが、ここでは、比較的よく使われる
Shannon-Wiener の 'H 指数を用いることにした。Shannon-Wiener 指数 'H は、以下の式
で表される。 



s
i
ii ppH
1
' ln 6 
ここで Sは群集中の種数、 ip は群集中の全種の個体数のうちで種 iが占める割合(相対優
占度)である。さらに、Shannon-Wiener の 'H 指数を基に、均等度 'J を求める式も考案さ
れている。これは、群集中の Shannon-Wiener の 'H 指数をその群集と種の豊富さが同じで
均等度が最大の場合の(全種の個体数が等しい) Shannon-Wienerの 'H 指数( maxH  )で割るこ
とで求められる(Krebs,1999)。 
     m a x/HHJ   
SSSSH ln])/1ln[/1(max   
このような多様度指数と均等指数を国際貿易の研究に用いる時、 ip は①相互輸出におけ
る各国への輸出シェア、②各国の輸出における各産業のシェアを示すと考えられ、貿易に
おける多様性を示すことができる。 
2．輸出における各産業の占めるシェアで計測した多様度指数 
ここでまず、アジア国際産業連関表 2000 に基づき、各国の輸出における各産業のシェア
でアジア諸国の多様度指数を計算してみる。表 5 がそれである。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
5 経済学における集中指数としては相対エントロピー測度、ペルト係数、ミカエリー集中係数、相違係数、
分離係数、シェア係数などがある。相対エントロピー測度、ペルト係数、ミカエリー集中係数は均等分
布の基準に基づき、相違係数、分離係数は商品貿易の総分布を基準している。シェア係数は一国が輸出
あるいは輸入において主要な 1 つの商品に依存する度合の測度である。なおこれらの多様度指数は、尐
なからず遺伝統計学の分野と研究領域を同一にしており、Fisher(1930)および Price(1972)などに代表さ
れる同一の研究者自身も遺伝に関する生物学的な研究と統計学の解析という研究分野にまたがって研究
が行われている。ただし従来型の新古典派経済学における「多様性」に関する分析はあまり進んでいな
いのが現状である。そこで本研究では経済における「多様性分析」を展開している。 
6 この多様度指数は相対エントロピー測度と近い概念である。相対エントロピーの測定式は 


s
i
ii ppH
1
ln
であり、システム中の秩序の測度として用いられる。 
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表 5 アジア諸国の多様度指数と均等度 
 'H  
'J  DI 7 輸出に占める各
国のシェア 
インドネシア 0.992362416 0.750528 0.463493843 6.47% 
マレーシア 0.846418832 0.64015 0.231486042 9.14% 
プィリピン 0.694595885 0.525326 0.287676533 2.51% 
シンガポール 0.627140198 0.474309 0.27771882 6.87% 
タイ 0.89619999 0.6778 0.155112946 5.20% 
中国 1.001392476 0.757357 0.307801134 14.82% 
台湾 0.771082987 0.583173 0.127505356 11.25% 
韓国 0.856995836 0.64815 0.1624003 12.43% 
日本 0.749355379 0.566741 0.175589586 31.31% 
出所：アジア国際産業連関表（2000）に基づき筆者計算。 
 表からわかるように、中国の多様度指数が比較的に高く、シンガポールのそれが低いこ
とである。シンガポールの場合、輸出は機械類産業、石油製品、化学製品により高く集中
しており、この三つの産業が域内全輸出の 82％を占めている。そして、シンガポールの域
内輸出に占めるシェアは 6.87％に止まり、比較的に低いレベルであるなどの要因で多様度
指数が低く測定されるのである。均等度 'J の計算結果からもわかるように、シンガポール
の均等度は低く、輸出が各産業に均等分布してないことがわかる。中国の場合は逆に、多
様度指数が高いことは、各産業での輸出量が比較的に高く、しかもより均等に分布してい
ることを示している。均等度 'J の計算値も高く、それと一致している。日本の場合、多様
度指数の計算値が中国とシンガポールの間であり、多様度指数は高くないといえる。日本
の場合も、シンガポールと同じように、化学製品、金属製品、機械類、商業・運輸の輸出
が日本の全輸出の 80.6％を占め、この四つの産業へ輸出集中している。しかし、地域内輸
出に占める日本の輸出が 31.3％ほど高いことから、その他の産業の輸出に占めるシェアが
低くても、その輸出量はかなり大きい。そのため、日本の多様度指数がシンガポールより
高く測定されるのである。さらに、中間需要と最終需要に分けて、その多様度指数を比較
してみたのが、表 6 である。 
 
 
 
 
                                                   
7 相違指数は総貿易基準で商品貿易の総分布をみた集中指数であり、 2/ 
k
i
ii YXDI 式で測定され
る。 iX は構成単位 X の全体に占める i品目のシェア、 iY は集団全体の対する i品目のシェアである。こ
こでは、多様度指数の比較のために計算したものである。 
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表 6 中間需要と最終需要におけるアジア諸国の多様度指数と均等度 
 中間需要 最終需要 
'H  
'J  相互輸出に占める
各国のシェア 
'H  
'J  相互輸出に占める
各国のシェア 
インドネシア 0.945 0.715 7.65% 0.923 0.698 3.43% 
マレーシア 0.886 0.670 9.62% 0.610 0.462 7.91% 
プィリピン 0.635 0.481 2.64% 0.781 0.591 2.18% 
シンガポール 0.635 0.480 7.36% 0.541 0.409 5.63% 
タイ 0.930 0.703 4.96% 0.752 0.569 5.83% 
中国 1.086 0.822 10.67% 0.769 0.582 25.51% 
台湾 0.775 0.586 12.02% 0.693 0.524 9.28% 
韓国 0.849 0.640 13.54% 0.786 0.595 9.56% 
日本 0.770 0.582 31.56% 0.613 0.463 30.66% 
出所：アジア国際産業連関表（2000）に基づき筆者計算。 
 中間需要と最終需要に分けて多様度指数を測定すると明確な差異が出てくる。中間需要
における多様度指数の測定値が最終需要よりはるかに大きい。これはアジア諸国の間に中
間需要における貿易が盛んでおり、最終需要より発達していることを意味する。均等化 'J の
観測値も中間需要の方が最終需要より貿易が均等化されており、中間需要貿易がアジア各
国に均等に分散していると解釈できる。最終需要の均等化 'J の観測値は比較的に低く、ア
ジア諸国の間に最終需要における貿易が均等に貿易されていない。つまり、最終需要の貿
易が盛んでないことである。このことは各国の輸出量の比較でも簡単に確認することがで
きる（表 7）。アジア諸国の相互輸出では、中間需要における輸出が圧倒的に大きく、全輸
出の 72％に達している。異例と感じるのが、中国の中間需要における輸出と最終需要にお
ける輸出の多様度指数の差異にもかかわらず、輸出割合がほぼ一致していることである。
これは中国の最終需要における輸出において日本への輸出が圧倒的に大きいため多様度指
数が低く出るのであろう。その均等化 'J の低さもそれをある程度裏づけている。 
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表 7 中間需要における輸出と最終需要における輸出の量的比較 
                                 単位：1000 ドル 
 中間需要に 
おける輸出 
最終需要に 
おける輸出 
全輸出 
インドネシア 27484203(85) 4782652(15) 32266855 
マレーシア 34545737(76) 11010039(24) 45555776 
プィリピン 9469261(76) 3041308(24) 12510569 
シンガポール 26414768(77) 7838056(23) 34252824 
タイ 17794077(69) 8119121(31) 25913198 
中国 38305216(52) 35527958(48) 73833174 
台湾 43159201(77) 12928614(33) 56087815 
韓国 48605722(78) 13317759(22) 61923481 
日本 113327052(73) 42690934(27) 156017986 
合計 359105237(72) 139256441(28) 498361678 
注：( )内は全輸出に占める割合。 
  そして、全地域多様度指数を各国の多様度指数を比較してみたのが、表 8 である。全地
域を一つの貿易システムとして考えて、その輸出多様度指数をみると、各国の輸出多様度
指数より観測値が高い。これはアジア諸国が一つの地域として、相互補完し、一つのシス
テムとして進化していることをある程度意味している。つまり、各国の輸出多様性は段階
的に差異が存在しているが、一つのシステムとして多様性がゆっくりと増えていく貿易の
様子である。このような現象は中間需要における輸出、最終需要における輸出にも共に言
えることである。 
表 8 アジア全地域の多様度指数 
 全輸出 中間財輸出 最終財輸出 
'H  0.921183957 0.933882798 0.781834079 
'J  0.696695 0.706299 0.591304 
出所：アジア国際産業連関表(2000)より筆者作成。 
3． 総輸出における各国への輸出シェアで計算した多様度指数 
 次に同じくアジア国際産業連関表 2000 のデータを用いて、総輸出における各国への輸出
シェアで多様度指数を計算してみる。なぜならば、このような計算方法がシステム内の各
国の役割を空間的に分析する時欠かせないものであり、輸出多様化の状態を表すことがで
きるからである。その計算結果は表 9 に示している。 
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表 9 総輸出シェアから測定した多様度指数 
 全輸出 中間需要 最終需要 
 'H  
'J  'H  
'J  'H  
'J  
インドネシア 0.726 0.761 0.713 0.747 0.735 0.770 
マレーシア 0.783 0.820 0.803 0.841 0.685 0.717 
プィリピン 0.725 0.759 0.754 0.790 0.535 0.561 
シンガポール 0.815 0.854 0.795 0.834 0.813 0.852 
タイ 0.774 0.811 0.813 0.852 0.627 0.657 
中国 0.586 0.615 0.715 0.750 0.389 0.408 
台湾 0.694 0.727 0.687 0.720 0.671 0.703 
韓国 0.722 0.756 0.718 0.752 0.682 0.715 
日本 0.831 0.871 0.825 0.865 0.836 0.876 
   出所：アジア国際産業連関表 2000 より筆者作成。 
 産業別輸出シェアで計算した多様度指数と比較してみたところ 2 つの差異が存在してい
る。全輸出における多様度指数の場合、1 つは、産業ごとでの輸出多様性が高いが、国ごと
の輸出多様性が低いケースである。ここには中国、韓国、台湾、タイ、インドネシア、マ
レーシアが入り、輸出先の多様化が低いか、あるいはシステム内の一国に大量に輸出して
いるかのどちらかである。2 つは、産業ごとでの輸出多様性が低いが、国ごとの輸出多様性
が高いケースであり、日本、シンガポール、フィリピンがこのケースである。これは、こ
れらの国にとっては、システム内で、産業の多様性がより低いが、輸出先の多様化がより
均等に分散していることを意味している。均等化 'J の計測結果からもこのような傾向を読
み取れる。例えば、日本の場合、産業ごとの輸出シェアで計算した 'J の計算値 0.566 より、
各国への輸出シェアで計算した 'J の計算値 0.871 は遙かに高い。中間需要における輸出の
多様度指数の動きは、全輸出での多様度指数の傾向と同じであるが、最終需要における輸
出の場合、マレーシアとフィリピンが違ってくる。特にフィリピンの最終需要における輸
出の多様度指数の数値が産業ごとの輸出シェアで計算した多様度指数からより高いことは、
フィリピンの最終需要における輸出先の多様化が産業ごとの輸出多様化より良いといえる
だろう。中国の最終需要における輸出の多様化指数が 0.389 のように低いことは、中国の
輸出が日本と韓国に偏っていることから、輸出多様化ではよいバランスを取っているとい
えないのである。このことは表 10 のアジア諸国の相互輸出における輸出シェアでも読み取
ることができる。中国の輸出の 61％が日本へ、14％が韓国への輸出であり、その他国と地
域への輸出が 5％程度にとどまっている。このことにより、合計で、アジア諸国の相互輸出
の 19％が中国に輸出されているにも関わらず、多様度指数が低く計測されるのである。 
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表 10 アジア諸国の相互輸出シェア 
 
イ ン
ド ネ
シア 
マ レ
ー シ
ア 
プ ィ
リ ピ
ン 
シ ン
ガ ポ
ール 
タイ 中国 台湾 韓国 日本 
インドネシア - 7% 2% 6% 4% 11% 9% 15% 46% 
マレーシア 3% - 3% 25% 7% 11% 10% 9% 31% 
プィリピン 1% 13% - 2% 5% 10% 17% 10% 42% 
シンガポール 3% 34% 7% - 9% 12% 12% 9% 14% 
タイ 4% 15% 4% 11% - 12% 9% 6% 39% 
中国 3% 4% 1% 5% 5% - 7% 14% 61% 
台湾 2% 9% 3% 4% 5% 40% - 7% 29% 
韓国 3% 6% 4% 4% 4% 35% 14% - 31% 
日本 4% 11% 4% 10% 9% 22% 23% 18% - 
合計 3% 10% 3% 8% 6% 19% 13% 11% 26% 
  出所：アジア国際産業連関表 2000 より筆者作成。 
4． 産業ごとの多様度指数の計算と考察 
 ここでは、アジア各国の産業ごとの多様度指数の観測を行う。アジア国際産業連関表 2000
の 24 部門産業分類のデータを使い、各国が各産業でどのような多様性が存在しているかを
考察する。全地域の産業別多様度指数の計算結果を見ると、工業製品の多様度指数の計算
値が比較的に高い。特に化学製品、石油製品、金属製品、機械の多様度指数が高く観察さ
れた。つまり、工業製品の方が農産物、林業、漁業、鉱業より、多様性が作用し、影響を
与えていると考えられる。そして、国別にみると、2000 年時点では、日本とシンガポール
の各産業における多様度指数の計算値が最も高かったことは、日本とシンガポールが各産
業において多様輸出先、多様な製品で取引しているからであろう。図 1 は各国の各産業に
おける多様度指数比較である。日本の場合、全地域の産業別多様度指数と最も近いが、畜
産、輸送機器の多様度指数の計算値が低く観察されている。この二つの産業では、日本の
輸出は一国に輸出集中しているからであろう(畜産は中国へ輸出集中、輸送機器はアメリカ
へ輸出集中)。シンガポールは日本と同じぐらいの産業別多様度指数が観察されている。商
業・運輸、その他の製造業、機械、石油製品、化学製品、食料品では日本より高い多様度
指数を持ち、多様性の視点ではこれらの産業では、日本より良いといえるだろう。しかし、
シンガポールは林業において輸出も輸入もされていないことで、多様度指数の計算値がゼ
ロとなっている。日本と韓国の産業別多様度指数の計算結果は同じ様な動きである。韓国
のすべての産業の多様度指数の計算値が日本より低いことは、日本と韓国の産業的特徴が
似ていると言えるし、韓国の方が日本より産業発展の側面で遅れていることも言える。中
国の産業別多様度指数の計算結果はその他の農産物、石油製品、化学製品を除いて低い多
様度指数が観察された。これは、多くの産業にとっては中国の輸出はアメリカと日本に集
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中しているからだと考えられる。全地域の産業別多様度指数は各国の産業別多様度指数の
計算より、高いことはシステムとして、超臨界の状態であり、ゆっくりと多様性を増やし
ていっているように思われる。 
図 1 アジア諸国の産業別多様度指数の比較 
 
 
  出所：アジア国際産業連関表 2000 より筆者作成。 
5． アジア各国の多様度指数の近年の変化 
 アジア諸国における多様度指数のこの 10 年間の変化を続いて見てみよう。アジア国際産
業連関表のデータは2000年が最新版となっているので、最新の動きを見ることができない。
そのため、国際貿易投資研究所の国際財別貿易マトリックスを利用する。データの説明は
第一節の通りであり、1999 年から 2008 年にかける財別、輸出・輸入データの分析が可能
である。産業分類は機械類に焦点を当てた 10 産業分類であり、多様度指数の計算結果はア
ジア国際産業連関表の 24 部門分類と若干結果が異なる。この国際財別貿易マトリックスを
利用したアジア諸国の多様度指数の計算結果は表 11 である。全体的にみると、近年アジア
諸国の多様化指数が上がっている。インドはこの中で変化率の一番高い国であり、21 世紀
に入ってから、アジア諸国と経済関係が緊密化しているように見える。韓国の多様度指数
が低下している原因としては、アジアの他の国より、日本、中国との貿易の割合が目立っ
て高く、輸出多様化の視点では、良いと言えないからである。その他に、シンガポールの
多様度指数の変化を注目してもらいたい。シンガポールの多様度指数の計算値がアジアの
国で最も高く、アジアで多様性のよりよい発展を深化しているように見える。そして、シ
ンガポールの多様度指数が全地域の多様度指数より高いことは、製品の多様性と輸出多様
性が徐々に浸透していく段階に入ったようである。 
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表 11 アジア諸国の多様度指数の変化 
 1999 2003 2006 変化率 
Japan 0.740 0.793 0.791 0.05  
China 0.659 0.691 0.722 0.06  
South Korea 0.810 0.783 0.779 -0.03  
Taiwan 0.705 0.784 0.777 0.07  
Indonesia 0.840 0.871 0.880 0.04  
Malaysia 0.815 0.860 0.873 0.06  
Philippines 0.752 0.848 0.837 0.09  
Singapore 0.854 0.918 0.926 0.07  
Thailand 0.784 0.859 0.892 0.11  
India 0.617 0.717 0.764 0.15  
全地域 0.874 0.909 0.912 0.04  
   出所：ITI 財別国際貿易マトリックスより筆者作成。 
 そして、1999 年におけるアジア諸国の産業別、国別に多様度指数の比較は図 2 である。
シンガポールの各産業における多様度指数の計算値が非常に高い。これは、1999 年時点で
は、シンガポールの多様性による発展状態が最も先進的であると言える。シンガポールと
日本を比較してみると、日本は、IT 関連機器、一般機器、電気機器では、シンガポールと
同じ計算値を示しているが、その他の産業では、すべてシンガポールの計算値より小さい。
特に雑製品と、輸送機器の場合は非常に低い計算値を示している。日本の雑製品は一方的
輸入で、輸送機器は一方的輸出であるからだ。中国、韓国、台湾の場合も日本と同じくシ
ンガポールより低い多様度指数の計算値である。同じ特徴として、日本、中国、韓国、台
湾の雑製品における多様度指数の低さがある。これは、これらの国は輸出において、アメ
リカへの依存度が非常に高いからであろう。日本の雑製品の輸出の 76％がアメリカへの輸
出であり、中国の雑製品の輸出の78％がアメリカの輸出であり、韓国の雑製品の輸出の43％
がアメリカへの輸出であり、台湾の雑製品の輸出の 62％がアメリカの輸出であり、輸出に
占めるアメリカへの割合が非常に高い。 
図 2 アジア諸国の産業別・国別多様度指数の比較 
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   出所：ITI 財別国際貿易マトリックスより筆者作成。 
6． 多様度指数と輸出量のパネルデータ分析 
国際産業連関表に基づいたパネルデータ分析 
① 基本モデル 
 実証分析に用いる基本モデルは貿易重力モデルである。国際経済学における貿易重
力モデルは、通常経済規模と輸出国と輸入国の間の距離に基づいて、相互の貿易量を
予測している。標準的な理論モデルは次の形をとる、 
ij
ji
ij
D
YY
AT  …………………………………………………………… (1) 
ここで ijT は国 iと国 jの間の貿易量であり、 iY と jY は国 iと国 jの経済規模、つまり
GDP である。 ijD は二つの国の距離であり、 Aは定数である。この式を計量経済分析
のために線形に変換すると次の式になる。 
ijijjiij DYYT   )log()log()log()log( 321 ………… (2) 
② 代理変数と拡張モデル 
実証分析するために、今回の分析では、より重要と思われる産業内貿易の拡大要因で
ある多様性の代理変数である多様度指数を(2)の式に加えて分析することにした。実証分
析用の拡張モデル次の式である。 
ijijji
ij
jdiversidivesDYY
EXP
 

)()()log()log()log(
)log(
54321
…(3) 
 
③ 実証分析の結果と考察 
このようなパネルデータを用いて、産業内貿易の拡大要因である多様度指数と輸出の関
係を中間需要・最終財需要別に推定した。推定の結果は表 12 に示されている。 
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表 12 パネルデータ分析の結果 
Dependent 
 Variable: )log( ijEXP  
中間需要  最終需要 
Pooled OLS Fixed Random Pooled OLS Fixed Random 
)log( iY  0.551*** 
(29.45) 
0.317*** 
(4.73) 
0.528*** 
(20.73) 
 0.616*** 
(26.97) 
0.256*** 
(3.28) 
0.636*** 
(21.10) 
)log( jY  0.555*** 
(29.71) 
0.936*** 
(13.92) 
0.574*** 
(22.48) 
 0.562*** 
(24.73) 
1.162*** 
(14.84) 
0.672*** 
(22.29) 
)log( ijD  -0.334*** 
(8.46) 
― -0.338*** 
(5.47) 
 -0.366*** 
(7.81) 
― -0.416*** 
(5.70) 
)(idivers  4.762*** 
(27.98) 
1.880*** 
(10.55) 
2.928*** 
(18.50) 
 1.817*** 
(9.35) 
0.930*** 
(5.29) 
1.178*** 
(7.33) 
)( jdivers  2.944*** 
(17.52) 
0.396** 
(2.26) 
1.350*** 
(8.63) 
 2.616*** 
(13.46) 
0.267 
(1.53) 
0.945*** 
(5.91) 
cons_  -13.81 -16.11 -11.68  -13.53 -19.47 -14.51 
nsObservatio  6159 6159 6159  5350 5350 5350 
:sqR     within  
        between  
        overall  
 
 
0.403 
0.353 
0.230 
0.248 
0.342 
0.419 
0.382 
  
 
0.284 
0.328 
0.141 
0.170 
0.320 
0.256 
0.269 
注：( )内は t値を表し、(***)、(**)、(*)はそれぞれ有意水準 1％、5％、10％で帰無仮説を棄却する
ことを示す。 
 このパネルデータ分析の結果を見ると、まず、距離は貿易における輸出にマイナスの影
響を与え、自国と相手国の経済規模は産業内貿易における輸出にプラスの影響を与えてい
ることは一目瞭然である。そして、本研究の中心である多様性を示す代理変数である「多
様度指数」の推定結果をみると、最終需要における固定効果モデルの貿易相手国の多様性
の係数を除いて、すべての「多様度指数」の分析結果は 1％有意水準で帰無仮説が棄却され
ており、貿易における多様性が輸出により大きな影響を与えていることは明らかである。
その中で、自国の多様性が輸出に与えるプラスの影響は非常に大きいことは、自国におけ
る製品差別化と貿易相手国の数、そして各国への輸出の均等さのことは非常に重要なこと
を示している。相手国の多様性は輸出にプラスの影響を与えているが、自国の多様性と比
べると係数がそれほど大きくない。そして、中間需要と最終需要の多様性指数の係数を比
べてみると、中間需要の輸出における多様性指数の係数が最終需要の輸出における多様度
指数より高い。これは、中間需要における輸出にとって東アジア諸国の多様性が最終需要
おける輸出の多様性より進んでいるからだと言えるだろう。つまり、中間需要において、
多様性が溢れ、東アジアの経済成長を支えていることを有力に説明している。 
 次に、ITI 国際貿易マトリックスの 1999～2008 のデータを用いてグラビティモデルでの
輸出と多様度指数のパネルデータ分析を行う。アジア諸国の全輸出で見たパネルデータ分
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析の結果は表 13 である。産業を分類しないですべての輸出面では、自国と貿易相手国の経
済規模が輸出にプラスの影響を与え、距離が輸出にマイナスの影響を与えていることは国
際産業連関表による分析と変わりはないが、多様度指数と輸出の関係では、自国の多様度
指数が輸出にプラスの影響を与え、貿易相手国の多様度指数が輸出にマイナスの影響を与
えている。つまり、アジア諸国の全輸出で分析したところ、自国が輸出面で多様であれば
ある程、輸出が伸びることを意味している。貿易相手国の多様性は、産業ごとに違うと思
うが、尐なくとも、全輸出の面では、相手国の多様性が高いほど、自国の輸出の不利であ
ることを示している。 
表 13 輸出と多様度指数のパネルデータ分析の結果(ITI) 
DependentVariable: )log( ijEXP  Pooled OLS Fixed Random 
)log( iY  0.629*** 
(48.65) 
0.679*** 
(24.30) 
0.725*** 
(37.44) 
)log( jY  0.609*** 
(47.32) 
0.932*** 
(33.34) 
0.808*** 
(41.74) 
)log( ijD  -0.732*** 
(27.67) 
― -0.942*** 
(15.31) 
)(idivers  4.339*** 
(32.56) 
0.863*** 
(9.26) 
1.196*** 
(12.98) 
)( jdivers  4.128*** 
(31.02) 
-0.481*** 
(5.17) 
-0.085 
 (0.93) 
cons_  -10.91 -15.95 -7.74 
nsObservatio  9656 9656 9656 
:sqR     within  
         between  
         overall  
 
 
0.391 
0.460 
0.161 
0.171 
0.457 
0.231 
0.240 
注：( )内は t値を表し、(***)、(**)、(*)はそれぞれ有意水準 1％、5％、10％で帰無仮説を棄却する
ことを示す。 
 その続き、ITI 財別国際貿易マトリックスの産業別の輸出データに基づき、産業ごとのパ
ネルデータで、各産業の輸出と多様性の実証分析を行う。推定結果は三つのケースに分け
られる。 
 第 1 ケース：自国の多様性が輸出にプラスの影響を与え、貿易相手国の多様性が自国の
輸出にマイナスの影響及び貿易相手国の多様性が自国の輸出に与える影響が不明であるケ
ースである。このケースに入る産業は表 14 に示しているように、IT 関連機器、一般機械、
雑製品、食料品、電気機器、油脂・その他の動植物生産品、輸送機器である。工業製品で
ある IT 関連機器、一般機械、電気機器、輸送機器にとっては、自国における多様性、つま
り、自国に製品の多様化と輸出多様化が輸出に大きなプラスの影響を与えていることがわ
204 
 
かる。そして、このケースに入るすべての産業の多様度指数の推計係数を比較して、高い
順に並べると電気機器(2.52)、IT 関連機器(2.29)、輸送機器(1.65)、雑製品(1.50)、一般機械
(1.09)、油脂・その他の動植物生産品(0.81)、食料品(0.51)となる。係数の比較では、工業製
品の方が、食料品、油脂・その他の動植物生産品の係数よりはるかに高い。このことは、
工業品の輸出の方が多様性により高く影響されていることを意味している。工業品にとっ
て貿易相手国の多様性が自国の輸出に与える影響は不明である。雑製品、油脂・その他の
動植物生産品の場合、比較優位に基づく産業であるため、貿易相手国がこのこれらの産業
で多様化しているほど、輸出に不利になることが考えられる。そして、輸出の距離弾力性
を注目すると、電気機器(‐0.96)、輸送機器(－0.95)、IT 関連機器(‐0.89)、一般機械(‐0.83)、
食料品(‐0.57)、油脂・その他の動植物生産品(‐0.48)、雑製品(‐0.45)となり、工業製品の
方が距離に影響されやすいことがわかる。自国と貿易相手国の経済規模が輸出に与える影
響はプラスでありながら、係数を比較すると、多くの産業では、貿易相手国の経済規模の
大きさが輸出に与える効果が高い。つまり、相手国の経済規模が大きければ大きいほど、
輸出しやすくなり、輸出が拡大することである。 
表 14 産業別パネルデータ分析の結果(ケース 1) 
IT 関連機器                   
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.9804 
[-15.67]*** 
-0.8953 
[-6.13]*** 
― 
)log(gdpi  0.4183 
[13.73]*** 
0.4839 
[9.88]*** 
0.3893 
[5.26]*** 
)log(gdpj  0.5331 
[17.50]*** 
0.6875 
[14.04]*** 
0.8254 
[11.15]*** 
diversi 13.559 
[27.09]*** 
3.0814 
[7.92]*** 
2.2916 
[6.03]*** 
diversj 8.0945 
[16.17]*** 
0.0026 
[0.01] 
-0.4271 
[-1.12] 
cons_  -14.020 -3.3459 -10.331 
squaredR  0.5647  0.4180 
squaredRAdj   0.5628  0.3513 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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一般機械 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.8985 
[-14.77]*** 
-0.8315 
[-5.62]*** 
― 
)log(gdpi  0.5674 
[19.38]*** 
0.6298 
[13.07]*** 
0.6271 
[8.76]*** 
)log(gdpj  0.5908 
[20.18]*** 
0.6828 
[14.17]*** 
0.7268 
[10.15]*** 
diversi 6.6987 
[12.43]*** 
1.3906 
[3.89]*** 
1.0944 
[3.03]*** 
diversj 5.1728 
[9.60]*** 
-0.4271 
[-1.20] 
-0.7168 
[-1.98]** 
cons_  -10.243 -4.6267 -11.557 
squaredR  0.4526  0.4742 
squaredRAdj   0.4501  0.4139 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
雑製品 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.6847 
[-12.12]*** 
-0.4546 
[-3.18]*** 
― 
)log(gdpi  0.6502 
[23.46]*** 
0.4397 
[8.72]*** 
0.2795396 
[3.63]*** 
)log(gdpj  0.7969 
[28.86]*** 
0.7304 
[14.48]*** 
0.8516435 
[11.05]*** 
diversi 1.0074 
[3.52]*** 
1.3414 
[5.05]*** 
1.5095 
[5.42]*** 
diversj 3.1109 
[10.91]*** 
-0.5500 
[-2.08]** 
-0.7674 
[-2.76]*** 
cons_  -11.696 -8.1161 -11.296 
squaredR  0.5590  0.4132 
squaredRAdj   0.5570  0.3457 
N  1096 1096 1096 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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食料品 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.5078 
[-8.36]*** 
-0.5719 
[-3.51]*** 
― 
)log(gdpi  0.4718 
[15.40]*** 
0.2839 
[6.20]*** 
0.1627 
[2.91]*** 
)log(gdpj  0.4853 
[15.86]*** 
0.7477 
[16.35]*** 
0.8863 
[15.84]*** 
diversi 2.6230 
[7.28]*** 
0.5754 
[2.45]** 
0.5072 
[2.08]** 
diversj -1.0208 
[-2.83]*** 
0.3251 
[1.38] 
0.3046 
[1.25] 
cons_  -4.5682 -4.5152 -9.3719 
squaredR  0.3024  0.5698 
squaredRAdj   0.2992  0.5204 
N  1099 1099 1099 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
電気機器 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.8584 
[-16.71]*** 
-0.9691 
[-8.00]*** 
― 
)log(gdpi  0.3886 
[15.28]*** 
0.5249 
[11.84]*** 
0.3442 
[4.63]*** 
)log(gdpj  0.4616 
[18.15]*** 
0.7141 
[16.10]*** 
0.9695 
[13.04]*** 
diversi 12.738 
[32.25]*** 
3.5387 
[8.55]*** 
2.5166 
[6.10]*** 
diversj 8.3988 
[21.26]*** 
1.0348 
[2.50]** 
-0.0434 
[-0.11] 
cons_  -13.598 -4.9443 -12.253 
squaredR  0.6607  0.4657 
squaredRAdj   0.6591  0.4045 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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油脂・その他の動植物生産品 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.2055 
[-2.85]*** 
-0.4823 
[-2.60]*** 
― 
)log(gdpi  0.3091 
[8.82]*** 
0.5634 
[10.74]*** 
0.6351 
[8.94]*** 
)log(gdpj  0.4916 
[14.06]*** 
0.6161 
[11.72]*** 
0.5710 
[8.02]*** 
diversi -1.3223 
[-3.76]*** 
0.6807 
[2.43]** 
0.8078 
[2.80]*** 
diversj 0.4174 
[1.19] 
-0.5403 
[-1.94]* 
-0.5859 
[-2.05]** 
cons_  -5.1297 -8.5868 -12.931 
squaredR  0.2105  0.4128 
squaredRAdj   0.2069  0.3447 
N  1088 1088 1088 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
輸送機器 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.8550 
[-14.03]*** 
-0.9542 
[-6.36]*** 
― 
)log(gdpi  1.0171 
[32.21]*** 
1.1150 
[20.56]*** 
1.1279 
[12.65]*** 
)log(gdpj  0.6879 
[21.80]*** 
0.7143 
[13.19]*** 
0.8517 
[9.57]*** 
diversi 2.3411 
[8.13]*** 
1.9674 
[5.59]*** 
1.6527 
[4.23]*** 
diversj 4.6130 
[16.01]*** 
0.7081 
[2.01]** 
-0.4248 
[-1.09] 
cons_  -15.140 -13.057 -21.883 
squaredR  0.5639  0.5776 
squaredRAdj   0.5619  0.5291 
N  1098 1098 1098 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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 第 2 ケースは自国の多様性と貿易相手国の多様性が輸出にプラスの影響を与えるケース
である。表 15 に示しているように、その他原料およびその製品、プラスチックス・ゴム、
精密機器がこのケースに入る。つまり、これらの産業にとっては、多様性が溢れるほど、
輸出に有利であることを示している。自国の輸出が貿易相手国の製品多様化と輸出多様化
の影響を受けにくく、自国だけの製品多様化と輸出多様化にかかわるものと考えられる。
つまり、塩、鉱石、石炭類、天然ガス、石油及び同製品、木材・パルプ・同製品、皮・皮
革製品、合成繊維及び同織物、衣類、卑金属及び同製品、ゴム加工材料、自動車用タイヤ、
光学機器、写真用機器、映画用機器、測定機器、検査機器、医療機器、時計などの製品に
とっては、自国の多様性が非常に重要である。その原因としては、これらの製品の多くは、
アジア諸国がそれぞれ比較優位を持っている産業から供給されており、貿易相手国との競
争が尐ないように思われる。自国の経済規模と貿易相手国の経済規模が輸出に与えるプラ
スの影響と距離が輸出に与えるマイナスの影響は第一ケースと同じである。 
表 15 産業別パネルデータ分析の結果(ケース 2) 
その他原料及びその製品 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.6425 
[-16.78]*** 
-0.8491 
[-9.10]*** 
― 
)log(gdpi  0.4602 
[24.74]*** 
0.5521 
[15.00]*** 
0.5081 
[7.82]*** 
)log(gdpj  0.5768 
[31.00]*** 
0.7400 
[20.10]*** 
0.9589 
[14.75]*** 
diversi 4.5277 
[17.51]*** 
2.7019 
[11.83]*** 
2.3289 
[9.25]*** 
diversj 2.8741 
[11.12]*** 
1.3114 
[5.74]*** 
0.7274 
[2.89]*** 
cons_  -7.0016 -5.9957 -14.505 
squaredR  0.6861  0.7406 
squaredRAdj   0.6843  0.7023 
N  880 880 880 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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プラスチックス・ゴム 
  PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.9134 
[-16.77]*** 
-1.2140 
[-8.79]*** 
― 
)log(gdpi  0.6665 
[24.72]*** 
0.8307 
[21.51]*** 
0.8120 
[14.89]*** 
)log(gdpj  0.6621 
[24.58]*** 
0.9153 
[23.69]*** 
0.9591 
[17.57]*** 
diversi 4.1281 
[11.11]*** 
1.5446 
[7.53]*** 
1.5202 
[6.93]*** 
diversj 1.6865 
[4.54]*** 
1.0593 
[5.17]*** 
0.9725 
[4.43]*** 
cons_  -9.1348 -9.7019 -19.911 
squaredR  0.4708   0.7802 
squaredRAdj   0.4684   0.7550 
N  1099 1099 1099 
    * p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
精密機器 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.9478 
[-14.61]*** 
-0.9348 
[-6.00]*** 
― 
)log(gdpi  0.8739 
[27.48]*** 
0.8372 
[15.88]*** 
0.6205 
[7.37]*** 
)log(gdpj  0.7435 
[23.38]*** 
0.8961 
[17.01]*** 
1.1292 
[13.43]*** 
diversi 4.4356 
[13.60]*** 
0.3131 
[1.71]* 
0.2528 
[1.38] 
diversj 3.1932 
[9.80]*** 
0.4318 
[2.35]** 
0.2146 
[1.17] 
cons_  -14.096 -11.113 -18.809 
squaredR  0.5688  0.5338 
squaredRAdj   0.5668  0.4802 
N  1096 1096 1096 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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第 3ケースは自国の多様性が輸出にマイナスの影響を与えと貿易相手国の多様性が輸出に
プラスの影響を与えるケースである。表 16 に示されているように、化学工業品がこのケー
スに入る。つまり、化学工業品にとっては、多様性より、その他の影響力が強く働いてお
り、多様化が輸出に不利になっている。 
表 16 産業別パネルデータ分析の結果(ケース 3) 
化学工業品 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.8358 
[-19.00]*** 
-0.9902 
[-8.99]*** 
― 
)log(gdpi  0.8057 
[33.50]*** 
0.8543 
[25.88]*** 
0.8667 
[19.26]*** 
)log(gdpj  0.5134 
[21.35]*** 
0.6256 
[18.96]*** 
0.6336 
[14.08]*** 
diversi 1.7361 
[5.24]*** 
-0.8214 
[-4.72]*** 
-0.8674 
[-4.90]*** 
diversj 0.5586 
[1.69]* 
0.2769 
[1.59] 
0.3096 
[1.75]* 
cons_  -6.6592 -5.0737 -13.462 
squaredR  0.5757  0.7531 
squaredRAdj   0.5738  0.7248 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
第三節 アクセシビリティ指数の測定と輸出 
 空間経済学における集積力形成のメカニズムは、ある都市・地域における財・サービス
の多様性から始まるが、交通関連社会資本の整備よる都市圏の拡大や多様な人材交流の増
加といった、特定集積へのアクセシビリティの向上による利用可能な財・サービス・人の
交流の多様化も、集積力を促す。前節で、多様度指数から各国の貿易関係、つまり、各国
の輸出が多様性とどのように関連しているかを見たところ、自国の多様性が輸出にプラス
の影響を与えていることが確かであった。本節では、多様性を促進する各国のアクセシビ
リティを測定し、アクセシビリティ指数をつくり、各国の輸出との関係を探る。一般的に
は、アクセシビリティが高いほど、その貿易量が多いと考えられる。 
1． アクセシビリティ指数の測定 
 空間経済学における先行の実証研究では、ある特化した産業の集積の度合を表す指標と
して、産業別特化指数を用いられるケースが多い。そして、多様性については逆の動きを
するハーフィンダール指数が用いられている。輸送費の代理指標としては、モデルなどを
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用いた実証分析に適する集約された総合化・抽象化された公表統計データが確立されてい
ないのが現状である。ここでは、輸送費用の代理変数としてアクセシビリティ指数を使う。
これは一種のポテンシャル指数であり、アクセシビリティ指数が向上することによって、
当該地域における財・サービスの多様性が増大することを表現できる指標として、次のよ
うに定義される。 

j ij
i
i
d
GDP
ACC  
    iGDP： i国のGDP； ijd は i国と j国の距離 
 このアクセシビリティ指数は、経済規模と距離で測った指数でありながら、経済活力が
高い地域、距離が近いほど値が大きくなる性質を有する。 
 表 17 はアジア国際産業連関表 1985、1990、1995、2000 年のデータを用いてアクセシ
ビリティ指数を算出したものである。アジア諸国のアクセシビリティ指数は全体的に上昇
の傾向をみられているのが、ある意味で輸送費用の低下、アジア諸国の経済規模の拡大に
より各国がアクセスし易くなっているのであると考えられる。特に、日本、中国、韓国の
アクセシビリティ指数が大きく伸びていることは、この 15 年間で日本、中国、韓国は高い
経済成長を見せ、そして、距離も近いことにより、アクセシビリティ指数が高く測れたの
である。台湾の地理的位置はアジアで有利であるが、経済規模が小さいため、アクセシビ
リティ指数が高く測られない。それにしても、ASEAN の国よりはるかに高い。ASEAN の
国々は経済規模が比較的に小さく、距離も比較的に遠い関係で、このアクセシビリティ指
数の測定では、小さい数値を見せている。 
表 17 アジア諸国のアクセシビリティ指数 
 1985 1990 1995 2000 
インドネシア 319  404  865  597  
マレーシア 188  276  543  574  
フィリピン 110  156  266  268  
シンガポール 110  231  527  548  
タイ 134  313  612  479  
中国 1019  1236  2515  3897  
台湾 232  615  1006  1201  
韓国 357  993  1921  2090  
日本 3979  8886  15503  13957  
USA 2699  3685  4837  6681  
  出所：アジア国際産業連関表各年版より筆者計算。 
 そして、近年におけるアジア諸国のアクセシビリティ指数の変化を見てみよう。図 3 は
それである。図 3 からわかるように、アジア諸国の中で、中国のアクセシビリティ指数の
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伸びが非常に大きい。これは、2000 年以降中国の経済は高い成長率を確保し、経済規模が
大きくなったことがその原因である。2008 年時点では、中国は世界第 3 の経済規模を持つ
国であり、経済規模の側面で大きく成長したのである。そして、相互距離で見たところ、
輸送費用の低下により、中国へのアクセスすることも容易となっている。そのような関係
により、中国のアクセシビリティ指数が他のアジアの国と比べて、かなり大きな違いを見
せている。 
図 3 アジア諸国のアクセシビリティ指数の変化 
 
  出所：筆者作成。 
2． 回帰分析 
 ここでは、各国のアクセシビリティ指数が各国の輸出にどのような関係が存在している
のかを検証する。モデルとしては貿易重力モデルにアクセシビリティ指数の独立変数を加
えて分析する。従属変数は各国の相互輸出量であり、独立変数は以下のものである。 
(ア) 距離の測度。貿易相手国との地理的距離が各国に輸出に与える影響の測度であり、
各国の輸出量との間に強い負の相関が予想される。 
(イ) アクセシビリティ指数。これは貿易システムの中の国の位置と輸送費に関する測
度である。規模を一定とすれば、主要貿易相手国に比較的近いほど、輸送費が低
いほど、輸出において、利益を得ることができることを示唆している。 
(ウ) 国の規模の測度。国の経済規模が大きければ大きいほど、より広い範囲の商品を
輸出・輸入する。国の経済規模と輸出量の間に強い正の関係を存在していること
が予想される。 
 期待される効果は表 18 である。自国のアクセシビリティの輸出にプラスの効果を与える
と予測する。なぜならば、自国のアクセシビリティが高いほど、経済規模と相互距離の側
面で有利となり、輸出し易くなるからと考えている。貿易相手国のアクセシビリティは貿
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易相手国お経済規模、相互距離が自国の輸出に与える効果であり、貿易相手国の経済規模
が大きいほど、輸送費用が低いほど、輸出が大きくなると想定している。 
表 18 期待される効果 
 自国アクセシビリティ 貿易相手国のアクセシビリティ 
輸出 ＋ ＋ 
 
回帰分析用のモデルはグラビティモデルにアクセシビリティ指数の変数を入れた回帰式
であり、次の式である 
ijijjiij jacciaccDYYEXP   )()()log()log()log()log( 54321  
回帰分析は、まず、ITI 財別国際貿易マトリックスの全輸出のパネルデータで輸出、距離、
GDP、アクセシビリティ指数の関係を推定する。次に、産業別にパネルデータ分析を行い、
各産業でのアクセシビリティ指数と輸出の関係を具体的にみる。 
 表 19は ITI財別国際貿易マトリックスの全輸出のパネルデータによる分析の結果である。
全輸出における推計では、自国のアクセシビリティと貿易相手国のアクセシビリティが輸
出に与える効果はプラスである。係数を比較してみると、貿易相手国のアクセシビリティ
の係数の方が高いことは、自国より貿易相手国がアクセスし易いほど、輸出が拡大ことを
意味している。そして、経済規模の輸出に与える効果もプラスであり、貿易相手国の経済
規模の方が、輸出に大きな影響を与えていると言える。距離の輸出に与えるマイナスの影
響もプーリング OLSモデルと変量効果モデルの結果から言える。 
表 19 アクセシビリティ指数と輸出のパネルデータ分析の結果 
DependentVariable: )log( ijEXP  PooledOLS Random Fixed  
)log( iY  0.260*** 
(9.01) 
0.634*** 
(23.49) 
0.594*** 
(17.19) 
)log( jY  0.327*** 
(11.34) 
0.658*** 
(24.37) 
0.750*** 
(21.70) 
)log( ijD  -0.493*** 
(15.46) 
-0.906*** 
(13.12) 
― 
)(iacc  0. 124*** 
(12.76) 
0.043*** 
(6.46) 
0.041*** 
(5.94) 
)( jacc  0.089*** 
(9.16) 
0.073*** 
(10.92) 
0.071*** 
(10.26) 
cons_  1.044 -4.46 -12.54 
nsObservatio  9656 9656 9656 
:sqR     within  
         between  
         overall  
 
 
0.225 
0.461 
0.205 
0.215 
0.462 
0.165 
0.176 
注：( )内は t値を表し、(***)、(**)、(*)はそれぞれ有意水準 1％、5％、10％で帰無仮説を棄却する
ことを示す。 
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 次に、ITI 財別貿易マトリックスのデータを用いて、産業別に輸出とアクセシビリティ指
数の関係を推計する。推計した結果を 2 つに分類することができる。 
 第 1 ケース、自国のアクセシビリティと貿易相手国のアクセシビリティ両方が輸出にプ
ラスの影響を与えているケースである。表 20 に示されているように、IT 関連機器、プラス
チックス・ゴム、一般機械、化学工業品、雑製品、精密機器、電気機器がここに入ってい
る。つまり、これらの産業にとっては、輸送費用の低下により、輸出が増えるのである。
多くの工業製品は輸送コストに敏感であることは、産業別の推計結果からわかる。そして、
IT 関連機器、プラスチックス・ゴム、化学工業品、雑製品、電気機器の場合、相手国のア
クセシビリティの推計係数が高いこと、これらの産業にとって、貿易相手国がアクセスし
易いかどうかが自国のそれより、輸出に重要であることを言える。一般機械の場合、自国
のアクセシビリティの推計係数が高かったことは、一般機械にとっては、自国がアクセス
し易い方が輸出により大きな影響を与えることを意味している。精密機器にとっては、自
国のアクセシビリティと貿易相手国のアクセシビリティの推定係数がほぼ同様である。係
数の推計値を比較してみると、IT 関連機器、一般機械、精密機器の係数の推計値が高いこ
とは、これらの産業は他の産業より、輸送費用の変化により敏感であると言える。全般的
に GDP の輸出に与える影響はプラスであると言えるが、IT 関連機器における推計の結果
では、自国の GDP が輸出に与える影響は固定効果モデルでは、プラスであるが、有意では
なかった。距離の輸出に与えるマイナスの影響も予測通りにマイナスの推計値となってい
る。 
表 20 アクセシビリティ指数と輸出のパネルデータ分析の結果(ケース 1) 
IT 関連機器 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.3810 
[-4.48]*** 
-0.6952 
[-3.38]*** 
― 
)log(gdpi  -0.3703 
[-4.79]*** 
0.1366 
[2.02]** 
0.0679 
[0.82] 
)log(gdpj  0.1290 
[1.67]* 
0.3750 
[5.54]*** 
0.4717 
[5.68]*** 
acci  0.3032 
[12.50]*** 
0.1157 
[8.63]*** 
0.1116 
[8.23]*** 
accj  0.1337 
[5.51]*** 
0.1349 
[10.06]*** 
0.1335 
[9.84]*** 
cons_  11.784 5.1413 -0.9155 
squaredR  0.2926  0.4775 
squaredRAdj   0.2893  0.4176 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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プラスチックス・ゴム 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.6367 
[-10.78]*** 
-1.1040 
[-7.70]*** 
― 
)log(gdpi  0.2492 
[4.65]*** 
0.7117 
[15.65]*** 
0.7273 
[13.30]*** 
)log(gdpj  0.4227 
[7.89]*** 
0.7352 
[16.16]*** 
0.7528 
[13.75]*** 
acci  0.1183 
[7.02]*** 
0.0442 
[4.98]*** 
0.0423 
[4.73]*** 
accj  0.0598 
[3.55]*** 
0.0487 
[5.49]*** 
0.0485 
[5.43]*** 
cons_  1.0323 -5.0176 -14.509 
squaredR  0.4342 
 
0.7726 
squaredRAdj   0.4316 
 
0.7465 
N  1099 1099 1099 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
一般機械 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.4386 
[-6.76]*** 
-0.6836 
[-4.41]*** 
― 
)log(gdpi  -0.1433 
[-2.43]** 
0.3124 
[5.18]*** 
0.2954 
[3.69]*** 
)log(gdpj  0.3474 
[5.90]*** 
0.4694 
[7.79]*** 
0.5226 
[6.52]*** 
acci  0.2641 
[14.28]*** 
0.1136 
[8.86]*** 
0.1065 
[8.13]*** 
accj  0.0745 
[4.03]*** 
0.085 
[6.62]*** 
0.0852 
[6.50]*** 
cons_  6.2149 1.1391 -4.9265 
squaredR  0.4411 
 
0.5170 
squaredRAdj   0.4385 
 
0.4616 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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化学工業品 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.7569 
[-16.21]*** 
-0.9549 
[-8.49]*** 
― 
)log(gdpi  0.6175 
[14.58]*** 
0.7914 
[19.81]*** 
0.7847 
[15.49]*** 
)log(gdpj  0.4816 
[11.37]*** 
0.5157 
[12.91]*** 
0.5404 
[10.66]*** 
acci  0.0463 
[3.48]*** 
0.0268 
[3.28]*** 
0.0263 
[3.18]*** 
accj  -0.0028 
[-0.22] 
0.0485 
[5.94]*** 
0.0503 
[6.07]*** 
cons_  -2.6060 -3.8322 -11.915 
squaredR  0.5694 
 
0.7574 
squaredRAdj   0.5674 
 
0.7296 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
雑製品 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.5311 
[-8.43]*** 
-0.3773 
[-2.49]** 
― 
)log(gdpi  0.3636 
[6.35]*** 
0.2752 
[4.40]*** 
0.1062 
[1.23] 
)log(gdpj  0.6093 
[10.68]*** 
0.5278 
[8.42]*** 
0.6735 
[7.80]*** 
acci  0.1064 
[5.93]*** 
0.062 
[4.52]*** 
0.0625 
[4.44]*** 
accj  0.0689 
[3.84]*** 
0.0906 
[6.60]*** 
0.0883 
[6.27]*** 
cons_  -5.0898 -4.0428 -6.8157 
squaredR  0.5254 
 
0.4246 
squaredRAdj   0.5232 
 
0.3583 
N  1096 1096 1096 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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精密機器 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.5600 
[-7.79]*** 
-0.8065 
[-4.68]*** 
― 
)log(gdpi  0.1912 
[2.93]*** 
0.5880 
[8.46]*** 
0.4119 
[4.40]*** 
)log(gdpj  0.3800 
[5.82]*** 
0.6991 
[10.09]*** 
0.9183 
[9.84]*** 
acci  0.2566 
[12.53]*** 
0.081 
[5.41]*** 
0.0751 
[4.92]*** 
accj  0.1237 
[6.04]*** 
0.081 
[5.42]*** 
0.0747 
[4.90]*** 
cons_  0.2110 -6.3914 -13.526 
squaredR  0.5394 
 
0.5526 
squaredRAdj   0.5373 
 
0.5011 
N  1096 1096 1096 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
電気機器 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.4338 
[-5.58]*** 
-0.7917 
[-4.23]*** 
― 
)log(gdpi  -0.2640 
[-3.75]*** 
0.2486 
[3.83]*** 
0.1699 
[2.09]** 
)log(gdpj  0.1076 
[1.53] 
0.4023 
[6.19]*** 
0.5175 
[6.36]*** 
acci  0.2785 
[12.58]*** 
0.1011 
[7.70]*** 
0.0968 
[7.28]*** 
accj  0.1393 
[6.29]*** 
0.1326 
[10.09]*** 
0.1306 
[9.82]*** 
cons_  11.038 4.0305 -2.9280 
squaredR  0.3280 
 
0.5132 
squaredRAdj   0.3249 
 
0.45747 
N  1100 1100 1100 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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第 2 ケースは、貿易相手国のアクセシビリティが重要で、自国のアクセシビリティが輸
出に影響しないケースである。表 21 で示しているように、食料品、油脂・その他の動植物
生産品、輸送機器はそうである。つまり、これらの産業にとっては、貿易相手国がアクセ
スし易いかが重要で、自国のアクセシビリティと無関係であると言えよう。しかし、輸送
機器の場合、最終財と中間財に分けて分析すると、中間財の方が、自国のアクセシビリテ
ィと貿易相手国のアクセシビリティ両方プラスである予測している。経済規模の輸出に与
えるプラスの効果、そして、距離が輸出に与えるマイナスの効果は他の産業と同じ様に推
計されている。しかし、その他の原料およびその製品の推計値は、自国と貿易相手国と共
に有意ではなかった。 
表 21 アクセシビリティ指数と輸出のパネルデータ分析の結果(ケース 2) 
食料品 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.4414 
[-7.16]*** 
-0.5978 
[-3.99]*** 
― 
)log(gdpi  0.6909 
[12.35]*** 
0.3394 
[7.04]*** 
0.2064 
[3.55]*** 
)log(gdpj  0.0122 
[0.22] 
0.5453 
[11.30]*** 
0.6892 
[11.86]*** 
acci  -0.1159 
[-6.60]*** 
0.00878 
[0.93] 
0.0156 
[1.65] 
accj  0.1962 
[11.17]*** 
0.0861 
[9.09]*** 
0.0797 
[8.40]*** 
cons_  -0.9009 -2.0613 -7.1108 
squaredR  0.3791 
 
0.5961 
squaredRAdj   0.3762 
 
0.5498 
N  1099 1099 1099 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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油脂・その他の動植物生産品 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.2606 
[-3.47]*** 
-0.4448 
[-2.45]** 
― 
)log(gdpi  0.6978 
[10.22]*** 
0.6664 
[10.23]*** 
0.7789 
[9.39]*** 
)log(gdpj  0.3343 
[4.89]*** 
0.3783 
[5.80]*** 
0.2798 
[3.36]*** 
acci  -0.1478 
[-6.91]*** 
-0.0288 
[-2.16]** 
-0.0264 
[-1.96]* 
accj  0.0677 
[3.15]*** 
0.0749 
[5.63]*** 
0.077 
[5.70]*** 
cons_  -8.0525 -7.1937 -11.026 
squaredR  0.2450 
 
0.4277 
squaredRAdj   0.2415 
 
0.3613 
N  1088 1088 1088 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
 
輸送機器 
 
PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.4189 
[-6.04]*** 
-1.0187 
[-6.22]*** 
― 
)log(gdpi  0.4044 
[6.43]*** 
1.1549 
[16.00]*** 
1.1729 
[11.47]*** 
)log(gdpj  0.2988 
[4.75]*** 
0.6640 
[9.22]*** 
0.7733 
[7.58]*** 
acci  0.1768 
[8.95]*** 
-0.0014 
[-0.09] 
-0.0147 
[-0.88] 
accj  0.0525 
[2.66]*** 
0.0533 
[3.26]*** 
0.0531 
[3.18]*** 
cons_  -1.6568 -10.764 -20.750 
squaredR  0.4810 
 
0.5745 
squaredRAdj   0.4786 
 
0.5256 
N  1098 1098 1098 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01 
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その他の原料およびその製品 
 PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  -0.7061 
[-14.36]*** 
-1.2030 
[-10.93]*** 
― 
)log(gdpi  0.4611 
[10.37]*** 
0.7549 
[14.04]*** 
0.7250 
[9.51]*** 
)log(gdpj  0.5404 
[12.16]*** 
0.9861 
[18.34]*** 
1.1355 
[14.89]*** 
acci  0.0167 
[1.12] 
0.0122 
[0.84] 
0.0169 
[1.11] 
accj  0.0309 
[2.07]** 
-0.0137 
[-0.94] 
-0.0201 
[-1.32] 
cons_  -0.4104 -5.8163 -17.248 
squaredR  0.5395  0.7110 
squaredRAdj   0.5368  0.6684 
N  880 880 880 
* p <0.1, ** p <0.05, *** p <0.01   
 
第四節 直接投資と輸出 
アジア地域、特に東アジア地域の近年における高度な経済成長の要因の一つは、直接投
資の拡大である。直接投資の受け入れが、貿易の拡大だけではなく技術移転を通して経済
成長を促進した。他方、経済成長の促進が直接投資の受入を促した。つまり、東アジア諸
国は、外資導入→貿易拡大→所得上昇→消費拡大→経済成長→一層の外資導入のインセン
テイブの発生という好循環により，貿易と投資が相互に影響しあい，双方が補完的に拡大
しつつ成長がもたらされていると言われている。 
トラン・ヴェン・トウ(2003)の東アジアの貿易、投資に関する研究によれば、東アジアの
経済発展のメカニズムは投資と貿易の好循環メカニズムであると指摘している。彼の研究
によれば、東アジアの経済発展の特徴を以下のようにまとめている。第 1 に、東アジアの
多くの国では資本が急速に蓄積された。そのことが投資率、つまり国内総生産（GDP）に
対する投資の比率が急速に上昇してきたことに反映されている。台湾とフィリピンを除い
た東アジア諸国では投資率が 1970 年代に 20％前後であったが、1980 年代から 1990 年代
にかけてそれが 30％台に上昇した。台湾は 1950 年代から資本蓄積が進展していたので経
済が 1990 年頃から成熟段階に入ったと言えるかもしれない。フィリピンは逆に 1990 年代
半ばまでリスクが大きい環境であったので投資活動と経済全般が停滞していた。第 2 に、
各国の貯蓄率も急速に上昇してきた。貯蓄増加の経済的要因だけを上げると、実質的貯金
金利を正に（名目金利をインフレレートより高めに）保つ金融政策、金融機関の普及など
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が考えられる。また、儒教的思想の影響など文化的要因も指摘されている。いずれにして
も貯蓄率が高く、長期的に上昇してきたことは東アジアの大きな特徴の１つで、これは投
資拡大を支える要因になったと言える。第 3 に、投資率の上昇が貯蓄率のそれを上回った
ので経済発展の過程に貯蓄投資ギャップが発生した。ただ、通貨危機の直後、各国とも投
資を抑えたので投資率が低下し、貯蓄投資ギャップが逆転した。東アジア諸国は通貨危機
直後の一時を除いて概ね貯蓄を上回り高い投資率と高い貿易依存度が実際にアジア経済の
発展過程において１つの好循環をつくったのである。つまり、投資、輸出と輸入がそれぞ
れの増加を相互に可能にして、経済の拡大再生産をもたらしたのである。投資が設備更新
または新規工場の設立を通じて生産性向上、新商品の供給増加をもたらし、輸出品の国際
競争力を高める。輸出増加が外貨の供給増加になり資本財・中間財・技術の輸入を可能に
して国内投資を促進する。投資はまた輸出品の国際競争力を強化する。このような好循環
が続いて高度成長を支えてきたといえる。 
このような研究により、アジア貿易の拡大が直接投資の拡大と緊密な関係が存在してい
ることは明らかである。ここで、近年におけるアジア諸国の直接投資の受け入れの現状を
見てみよう。図 4 は 1999～2008 のアジア諸国の直接投資の受け入れ総額をプロットした
ものである。1 つ大きな特徴は中国の対内直接投資の急速な拡大であろう。2000 年に世界
直接投資は最大を記録し、その後減尐し続けているにも関わらず、中国への直接投資が急
速に伸びている。アジア地域でもう 1 つ大きな直接投資受入国はインドである。特に 2006
年以降、インドへの直接投資も急速に拡大した。2008 年時点では 412 億ドルとなり、中国
の直接投資受入額の 3 割程度となっている。それにしても、直接投資の受け入れでは、ア
ジアの中に 2 位となり、アジアの中の次の成長センターのように見える。ASEAN の国では、
シンガポールが直接投資の高い受け入れを維持している。これは、シンガポールは交易経
済都市としての性格であるからだと考えられる。日本の対内直接投資は 2006 年に最低を記
録しているが、2007 年に回復し、拡大しつつある。 
図 4 アジア諸国の直接投資の受け入れの推移(1999～2008) 
 
  出所：ITI 投資マトリックスより筆者作成。 
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1． パネルデータ分析での検証 
 直接投資と輸出がどのような関係が存在しているかを見るために、「ITI 財別国際貿易マ
トリックス」のデータを基づいて作成したパネルデータを使い、プーリング(OLS)推定を行
った結果は表 22 に示している。この結果から分かるように、全体としては直接投資と輸出
の正の相関関係が強い。特に機械類産業である一般機械、電気機器、精密機器、輸送機器、
IT 関連機器の場合、自国の直接投資にしても、相手国の直接投資にしても、輸出に強い影
響を与えていることは明らかである。化学工業品、プラスチックス・ゴム、雑製品、その
ほか原料及びその製品は機械類製品と同じような分析結果が出ているが、油脂・その他の
動植物生産品、食料品において、自国の直接投資が輸出にプラスの影響を与えているが、
貿易相手国の直接投資の推計値が有意ではないことから、この二つの産業では、貿易相手
国の直接投資とあまり関係ないように思われる。そして、直接投資の推計係数を比較して
みると、貿易相手国の直接投資の推計値が全般的に自国の直接投資の推計値より相対的に
高いことは、輸出が自国の直接投資より、貿易相手国の直接投資の方が影響し易いのであ
る。そして、自国と貿易相手国の GDP は油脂・その他の動植物生産品の他の産業にすべて
プラスの効果かつ有意であった。油脂・その他の動植物生産品は一次産品であることで、
その輸出が自国の経済規模とあまり関係のないように考えられる。距離はすべての産業の
推計では、輸出にマイナスの影響を与えているが、工業製品の方が、全般的に推計値が高
い。このことは、工業製品の輸出の方が、食料品、その他の動植物生産品より、距離の影
響を受けやすいことを意味している。 
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表 22 輸出と直接投資のプーリング OLS分析の結果 
 )log(dis  )log(gdpi  )log(gdpj  )log(investi  )log(investj  squaredRAdj 
 
IT 関連機器 -0.7411 
[-8.52]*** 
0.1855 
[3.43]*** 
0.2587 
[4.78]*** 
0.3460 
[6.77]*** 
0.3518 
[6.88]*** 
0.2193 
その他の原料お
よびその製品 
-0.8210 
[-16.99]*** 
0.4395 
[15.10]*** 
0.4727 
[16.24]*** 
0.1516 
[5.33]*** 
0.2398 
[8.43]*** 
0.5928 
プラスチックス 
・ゴム 
-0.8204 
[-13.83]*** 
0.4336 
[11.73]*** 
0.4234 
[11.47]*** 
0.2141 
[6.14]*** 
0.2558 
[7.33]*** 
0.4362 
一般機械 -0.7113 
[-10.78]*** 
0.3205 
[7.80]*** 
0.3523 
[8.57]*** 
0.3155 
[8.13]*** 
0.3314 
[8.54]*** 
0.3895 
化学工業品 -0.8390 
[-19.24]*** 
0.5237 
[19.27]*** 
0.4125 
[15.18]*** 
0.3423 
[13.34]*** 
0.1137 
[4.43]*** 
0.6357 
雑製品 -0.7430 
[-11.35]*** 
0.5214 
[12.80]*** 
0.6920 
[17.02]*** 
0.2350 
[6.02]*** 
0.1977 
[5.06]*** 
0.5370 
食料品 -0.5439 
[-8.80]*** 
0.0895 
[2.33]** 
0.5332 
[13.86]*** 
0.5112 
[14.07]*** 
-0.0180 
[-0.50] 
0.3907 
精密機器 -0.8697 
[-11.86]*** 
0.6359 
[13.92]*** 
0.5425 
[11.88]*** 
0.3477 
[8.06]*** 
0.2737 
[6.34]*** 
0.4963 
電気機器 -0.8159 
[-9.77]*** 
0.2582 
[4.97]*** 
0.2785 
[5.36]*** 
0.3308 
[6.63]*** 
0.3410 
[6.83]*** 
0.2618 
油脂・その他の動
植物生産品 
-0.2116 
[-2.89]*** 
0.0677 
[1.49] 
0.4801 
[10.53]*** 
0.3957 
[9.17]*** 
0.0183 
[0.43] 
0.2762 
輸送機器 -0.5915 
[-8.46]*** 
0.7776 
[17.85]*** 
0.2762 
[6.34]*** 
0.1532 
[3.73]*** 
0.2988 
[7.26]*** 
0.4724 
* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
 
第五節 相互作用モデルでの考察 
 本節ではグラビティモデルによるアジア域内貿易の拡大要因で多様度指数とアクセシビ
リティ指数、直接投資と輸出の関係の実証分析を行う。 
1. 実証分析の拡張モデル 
実証分析するために、今回の分析では、アジア域内産業内貿易の拡大要因である多様性
の代理変数である多様度指数、アクセシビリティ指数、直接投資をグラビティモデルに加
え、これらの要因と輸出の関係を推計する。実証分析用の拡張モデル次の式である。 
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ijji
ij
investjinvestiaccj
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EXP
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



)log()log(
)()()log()log()log(
)log(
876
54321  
 ここで、 ji YY , は自国と貿易相手国の経済規模であり、本研究では、両国のGDPを代理
変数として使用し、 ijD 8は両国の距離である。 )()( jdiversidivers と は本研究で応用してい
る多様度指数であり、製品差別化と輸出多様化の両方の意味を含んだ概念と考えている。
accjは貿易相手国のアクセシビリティ指数であり、 )log()log( investjinvestiと は自国と貿易
相手国の対内直接投資額である。このような拡張モデルでの推計により、輸出と多様性、
アクセシビリティ指数、直接投資の関係を明確したいのである。 
2. 実証分析の結果と考察 
本節では、国際貿易投資研究所が発表している「ITI 財別国際貿易マトリックス」のデー
タを用いて、パネルデータを作成し、推計を行った。ここで示したのは、すべての産業を
含むパネルデータとアジア域内産業内貿易が活発化している IT 関連機器、一般機器、電気
機器の推定結果である。 
まず、全産業でのパネルデータ分析の結果を見てみよう。表 23 はそれを示したものであ
る。この分析の結果から分かるように、全体としては自国の多様性指数は輸出と正の相関
関係であり、自国の多様性指数が高ければ、高いほど、輸出が増加することを示している。
逆に、貿易相手国の多様性指数が自国の輸出と負の相関関係を示し、貿易相手国の多様性
指数が高ければ高いほど、自国の輸出が低下する関係である。そして、貿易相手国のアク
セシビリティ指数と輸出の関係では、貿易相手国のアクセシビリティ指数が高ければ高い
ほど、輸出に有利になり、輸出が増える結果であった。これに対して、自国と貿易相手国
の対内直接投資と輸出の関係では、推計の結果から見ると、自国の対内直接投資が固定効
果モデルでの推計で有意ではなかったので、自国の対内直接投資量が輸出と直接関係して
いない。あるいは、関係が薄いと言えるだろう。貿易相手国の対内直接投資が輸出と正の
相関関係を持ち、推計結果が有意であることから、貿易相手国の対内直接投資の量が増え
るほど、自国の輸出により有利であり、輸出が増えると言える。自国と貿易相手国の経済
規模が輸出に与えるプラスの影響は推計結果で明らかであり、係数の比較では、自国の経
                                                   
8 輸入関税率については、クロスセクション分析のために固定変数として捉え、本パネルデータ分析にお
いては考慮しないことにした。グラビティモデルにおける「距離」概念には関税率というコストも合わせ
て考える必要はあるかもしれないが、これを行うためには個々の FTA により規定されている貿易商品ごと
の関税率を特定化する必要があり、煩雑になってしまう。そのため関税率については本パネルデータ分析
では扱わないこととし、地理的距離及びそれの組み合わせとしての「アクセシビリティ指数」に専ら着目
することとした。なお、WTO における 2001 年のドーハラウンド開始以降続いている多角的貿易自由化の
低迷により、大きく変化していない状況である。もちろん個々の FTA による関税率の経年的な低減が実現
しているが、これを扱くには、より精緻なデータセットが必要となる。 
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済規模方が貿易相手国の経済規模より、輸出により大きなプラスの効果を与えている結果
であった。距離が輸出に与えるマイナスの影響も分析の結果から簡単に読み取れる。 
表 23 パネルデータ分析の結果(ITI 全産業) 
 Dependent Variable: )log( ijEXP  PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  
  
-0.7420 
[-25.81]*** 
-0.8944 
[-14.58]*** 
― 
)log(gdpi  
  
0.4790 
[27.59]*** 
0.7471 
[34.44]*** 
0.7807 
[22.52]*** 
)log(gdpj  
  
0.4173 
[13.09]*** 
0.5336 
[17.11]*** 
0.6347 
[14.12]*** 
diversi 
  
4.2078 
[28.53]*** 
1.1674 
[12.43]*** 
0.7746 
[8.17]*** 
diversj 
  
3.8962 
[25.77]*** 
-0.0491 
[-0.52] 
-0.4775 
[-5.04]*** 
accj  
  
0.0409 
[4.30]*** 
0.0835 
[11.62]*** 
0.0792 
[10.57]*** 
)log(investi  
  
0.2227 
[13.36]*** 
0.0110 
[1.61] 
-0.0013 
[-0.21] 
)log(investj  
  
0.1456 
[8.44]*** 
0.0273 
[3.90]*** 
0.0142 
[2.05]** 
cons_  -9.527 -5.4503 -13.679 
squaredR  0.3963   0.4750 
squaredRAdj   0.3957   0.3881 
N  8563 8563 8563 
* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
 そして、近年アジア域内産業内貿易が活発化している IT 関連機器、一般機器、電気機器
のパネルデータ分析の結果は表 24 に示している。この三つの産業ごとのパネルデータ分析
結果では、自国の多様性指数が輸出に与えるプラスの影響は全産業での推計結果と一致し
ているが、係数の比較では、電気機器(2.26)、IT 関連機器(1.81)、一般機器(1.14)であり、
電気機器の方が IT 関連機器、一般機器より多様化の影響を受けし易いように思われる。貿
易相手国の多様性指数が輸出に与える影響は、固定効果モデルでの推計結果では、IT 関連
機器、電気機器産業で有意ではなかったので、その効果が不明瞭であると言える。一般機
器の場合、貿易相手国の多様性指数が自国の輸出にマイナスの影響を与えていることが分
析結果から読み取れる。つまり、貿易相手国の多様性が高ければ、高いほど自国の輸出に
不利であることである。アクセシビリティ指数の輸出に与えるプラスの影響は三つの産業
の推計結果で同じであるが、係数の比較では、IT 関連機器と電気機器の方が、一般機器よ
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り貿易相手国がアクセスし易いかどうかの影響を受ける結果である。対内直接投資と輸出
の関係では、電気機器の場合、推計結果が有意であり、自国の対内直接投資と貿易相手国
の直接投資が輸出にプラスの影響を与える効果であったが、一般機器の場合、推計結果が
有意ではない、IT 関連機器の場合、貿易相手国の対内直接投資が輸出に与えるプラスの効
果しか有意ではなかったことからは、直接投資と輸出の関係が産業ごとに異なり、自国よ
り貿易相手国の対内直接投資の大きさが輸出により大きな影響を与えていると言える。 
表 24 パネルデータ分析の結果(IT 関連機器、一般機器、電気機器) 
IT 関連機器 
Dependent Variable: )log( ijEXP  PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  
  
-1.0034 
[-14.86]*** 
-0.7962 
[-5.37]*** 
― 
)log(gdpi  
  
0.2548 
[6.36]*** 
0.4826 
[8.79]*** 
0.5437 
[6.76]*** 
)log(gdpj  
  
0.1839 
[2.64]*** 
0.2076 
[2.82]*** 
0.2687 
[2.70]*** 
diversi 
  
13.488 
[25.42]*** 
2.6326 
[6.83]*** 
1.8121 
[4.82]*** 
diversj 
  
7.0002 
[12.78]*** 
0.2334 
[0.61] 
-0.1905 
[-0.51] 
accj  
  
0.0438 
[2.19]** 
0.1337 
[9.11]*** 
0.133 
[9.23]*** 
)log(investi  
  
0.2187 
[5.72]*** 
0.0380 
[1.68]* 
0.0127 
[0.59] 
)log(investj  
  
0.3424 
[8.85]*** 
0.0697 
[3.06]*** 
0.0408 
[1.87]* 
cons_  -11.391 0.8908 -5.7495 
squaredR  0.5803   0.4865 
squaredRAdj   0.5768   0.4161 
N  962 962 962 
* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
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一般機械 
  Dependent Variable: )log( ijEXP  PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  
  
-0.8581 
[-12.92]*** 
-0.7606 
[-5.17]*** 
― 
)log(gdpi  
  
0.3673 
[9.38]*** 
0.6255 
[11.36]*** 
0.7720 
[9.10]*** 
)log(gdpj  
  
0.3264 
[4.85]*** 
0.3834 
[5.21]*** 
0.3191 
[3.04]*** 
diversi 
  
5.4287 
[9.25]*** 
1.3691 
[3.62]*** 
1.1376 
[2.96]*** 
diversj 
  
3.8565 
[6.48]*** 
-0.5248 
[-1.39] 
-0.9618 
[-2.50]** 
accj  
  
0.0226 
[1.18] 
0.0817 
[5.61]*** 
0.0879 
[5.87]*** 
)log(investi  
  
0.2394 
[6.32]*** 
0.0370 
[1.66]* 
0.0189 
[0.85] 
)log(investj  
  
0.2937 
[7.67]*** 
0.0251 
[1.12] 
0.0061 
[0.27] 
cons_  -7.3779 -1.9615 -8.4590 
squaredR  0.4634  0.4798 
squaredRAdj   0.4589  0.4084 
N  962 962 962 
* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
228 
 
電気機器 
 Dependent Variable: )log( ijEXP   PooledOLS Random Fixed  
)log(dis  
  
-0.9422 
[-16.24]*** 
-0.8577 
[-6.97]*** 
― 
)log(gdpi  
  
0.2961 
[8.52]*** 
0.4504 
[8.79]*** 
0.4520 
[5.45]*** 
)log(gdpj  
  
0.2030 
[3.34]*** 
0.2115 
[3.01]*** 
0.4097 
[4.04]*** 
diversi 
  
12.845 
[28.70]*** 
3.6562 
[8.72]*** 
2.2559 
[5.47]*** 
diversj 
  
7.2964 
[15.51]*** 
1.1363 
[2.71]*** 
0.2225 
[0.54] 
accj  
  
0.0337 
[1.92]* 
0.130 
[8.58]*** 
0.127 
[8.61]*** 
)log(investi  
  
0.1787 
[5.25]*** 
0.0898 
[3.65]*** 
0.0472 
[2.02]** 
)log(investj  
  
0.3119 
[9.08]*** 
0.1097 
[4.44]*** 
0.0576 
[2.45]** 
cons_  -12.121 -0.7043 -7.6963 
squaredR  0.6760   0.5278 
squaredRAdj   0.6730   0.4553 
N  872 872 872 
* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 
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第 6 章 多様性と経済統合：政治経済学的な考察 
アジア諸国の多様性は貿易面でよいことであると言えるが、政治経済学の考えでは、決
してよいことではない。アジア諸国の所得の多様性、産業構造の多様性、制度多様性、技
術多様性がアジアの経済統合の事実上の阻害要因になっているようである。各国がそれぞ
れの弱い産業を保護するために、関税を高く設定したり、非関税障壁を制定したりするの
がそれである。経済統合はすぐれた政治的なプロセスであることは否定できないが、参加
国間の多様な利害を調整することが不可欠である。アジア地域の経済統合の現状を見ると、
ASEAN を中心に放射状に周辺の国、中国、韓国や日本などに広がっていることである。つ
まり、ASEAN がアジア経済統合のハブのような機能をしている。日中、中韓、韓日、いず
れ FTA も未だ締結されておらず、FTA の締結が遅れていることは現実であり、お互いの弱
い産業、日本の農産品を初め、急激な自由化は避けたい産業を抱えているからである。そ
して、ジアの FTA の内容的な特色は、関税の引き下げが中心である。関税の撤廃の水準を
みると、ASEAN とインド、ASEAN と中国の FTA は、貿易品目の 90％以上であり、企業
の期待も大きい。ただ農産物や繊維、自動車・自動車部品、一部の家電製品が関税撤廃の
例外だったり、引き下げ幅が低く抑えられたりしている点は無視できない。このように、
アジア諸国の間の FTA 締結は拡大しつつあるが、残された課題も多い。特に、日本、中国、
韓国にとっては巨大な難題を抱えていると言える。本章では、このような現実からアジア
諸国の保護産業の実態を概観し、各国の FTA 政策と戦略を検討する。そして、このような
政治経済学の視点では、多様性のことは経済統合の障害であることを示したい。 
 
第一節 FTA の急速な拡大と背景 
1．FTA の急速な拡大 
 1990 年代に入り、世界各国における 2 国間あるいは複数国間での関税撤廃及びその他の
貿易や投資に関する障壁を相互に撤廃する自由貿易協定(FTA)が急速に増加した。今や、世
界各国は「FTA 締結競争」ともいうべき勢いで FTA の締結を急いでいる。図 1 は年代別世
界の FTA 締結の件数を示したものである。WTO の統計データによると、2009 年までに世
界全体で発行した自由貿易協定(FTA)数は 171 件に及ぶ。これらを発効時期別で見ると、
1990 年までは FTA 締結のペースが比較的に緩やかであり、89 年までの時点では、16 件に
留まっていた。しかし、90 年代に入ってから、世界の FTA が急速に増加したことは図から
簡単にわかる。1990 年から 1999 年の 10 年の間に 50 件、2000 年から 2009 年の間に 105
件増加し、FTA 締結がますます急速になっているように思われる。 
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図 1 年代別世界の FTA 件数 
 
出所：ジェトロ貿易投資白書(2009、49 ページ)、筆者微調整。 
2000 以降も FTA の空白地帯であったアジア地域にも締結の動きが始まり、アジア諸国の
FTA への関心は一層高まったのである。アジア地域協力の実体化したのは、1999 年から始
まるが、1997 年 12 月の首脳会議において ASEAN が、東北アジアの三経済大国である日
本、中国、韓国をパートナーとする ASEAN＋3 の首脳会議を制度化したことは、東アジア
の地域統合の観点から見て、きわめて重要で出来事であった。この時期が、ASEAN で大半
の国が大きな被害を被ったアジア通貨危機発生の直後であったことも注目される。アジア
通貨危機は、結果的に東アジアに ASEAN と日、中、韓三か国を結びつけるというメリッ
トをもたらした。通貨危機をきっかけとして始まった東アジアの地域的金融協力は、次第
に貿易、投資、経済援助問題などを含む地域的経済協力へと広がりを見せ、その結果、
ASEAN、と日、中、韓の間には、FTA、EPA への道が拓かれた。さらに毎年開かれる ASEAN
プラス３首脳会議では、経済問題のみならず、広く政治、安全保障の問題までも協議され
るようになってきた。さらに、2005 年から始め、ASEAN に日本、中国、韓国、インド、
オーストラリア、ニュージーランドを加えた ASEAN＋6 の枠組みにおける経済連携が動き
始めた。ASEAN＋6 の枠組みには、世界第 2 位の人口大国インド、資源や食料が豊富な豪
州・ニュージーランドが含まれ、これらの国々との経済連携を進めれば、東アジア諸国は
より大きな経済的なメリットを見込めるといったように、アジア諸国の FTA の動きもます
ます深化し続けている。図 2 は年代別アジア地域における発効済 FTA の件数をプロットし
たものである。図から簡単にわかるように、アジア地域における FTA 締結が本格的に始ま
ったのが 2003 年からであり、2003 年から 2008 年 5 年間の間に合計 40 件の FTA の締結
が発効されており、アジア地域での FTA 締結のブームと言えるのである。 
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図 2 年代別アジア地域の発効済 FTA 
 
  出所：ジェトロ統計より筆者作成。 
2．FTA 拡大の背景 
 1990 年代以降の FTA 締結の急速な拡大の背景として、大きく 4 点が考えられる。 
 第 1 に、最も重要な要因と考えられるのは、最近の WTO における多角的貿易自由化交渉
が停滞し、本来 WTO の補完的な役割であった FTA に各国が傾斜するようになったのであ
る。本来、WTO の多角的自由化交渉が順調に進展しているならば、WTO のメンバーの間
に待遇の格差を設ける FTA に対して各国が反対的であったであろう。しかし、WTO の加
盟国が増加し、関税の交渉のみならずサービスや貿易救済措置など、多くの分野が交渉の
対象となっていることから、つまり、多くの国が多くの分野でコンセンサスを形成する必
要があるため、合意に達するのが容易ではない。表 1 は過去の WTO の多国間交渉の概要で
ある。ここからわかるように、WTO の多角的自由化交渉は時期が下がるごとに遅くなって
いる。第一回交渉では参加国 23 カ国であり、交渉年数が 1 年であったに対して、「ケネデ
ィ・ラウンド」になると、参加国が 62 カ国に増え、交渉年数が 4 年と長くなっている。さ
らに、「ウルグアイ・ラウンド」になると、参加国が 123 カ国とケネディ・ラウンドの参加
国より約 2 倍となり、交渉年数も 9 年と長くなっている。2001 年から「ドーハ開発アジェ
ンダ」がようやく開始され、それ以来 8 年が経過し、参加国が 153 カ国までに増え、交渉
は大詰めを迎えているとされる。WTO の多角的交渉は、交渉参加国が全会一致で議決する
ことになるが、各参加国は他の参加国との間でそれぞれ貿易関係を持ち、それらをすべて
考慮した上で賛否表明をする。そうすると、考慮しなければならない貿易関係の数は 153
カ国の場合 11,628 個に上り、参加国が増えるほど、合意形成の困難さは急速に増大するの
である。これに加えて、現在の WTO 交渉は関税引き下げだけではなく、農業、知的財産権、
サービスなどの各国の利害対立が先鋭化し易い分野も含んでおり、交渉を一層難しいもの
にしている。このような WTO 交渉の現状によって、比較的短期間で締結できる FTA の交
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渉の速さと内容選択における柔軟性が各国の FTA を締結し続ける要因になった。 
表 1 過去の WTO 多国間交渉の概要 
 交渉 交渉年数 参加国 
47 年 第 1 回交渉 1 23 
49 年 第 2 回交渉 1 13 
51 年 第 3 回交渉 1 38 
56 年 第 4 回交渉 1 26 
60～61 年 ディロン・ラウンド 2 26 
64～67 年 ケネディ・ラウンド 4 62 
73～79 年 東京ラウンド 7 102 
86～94 年 ウルグアイ・ラウンド 9 123 
2001 年～現在 ドーハ開発アジェンダ 8＋ 153 
 
 
 
    出所：ジェトロ貿易投資白書(2007、45 ページ)、筆者微調整。 
 第 2 に、各国の FTA 締結の急速な拡大の第 2 の原因は FTA「ドミノ効果」(Baldwin,1995)
である。FTA 締結に伴う域内貿易の自由化により域内での貿易コストの低下が域外国にと
って未加盟国であるため、不利益を増大させ、域外国の FTA 締結を促す FTA の「ドミノ
効果」は、各国が争うように FTA 交渉入りする、いわば「FTA が FTA を呼ぶ」という状
態を作り出している。各国が他国の FTA によるデメリットを受けないように、別の言い方
にすれば、FTA への「乗り遅れ」を恐れて締結するような現象である。1993 年に EU が発
足したが、これに対して、トルコやチュニジア、エジプトとの FTA が結ばれるなど、近隣
国との FTA 締結が相次いだ。1990 年アメリカとメキシコの FTA が発表したとき、その一
か月以内に、チリ、ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイが FTA を求める要
請をアメリカに正式、非正式に提案した。日本の ASEAN 各国との FTA も FTA の「ドミ
ノ効果」の一つであろう。2002 年に調印された中国と ASEAN の自由貿易協定が日本のア
ジア地域での貿易に不利益をもたらす、あるいは地域経済統合の主導権が中国に奪われる
ことを防ぐために、2006 年から日本と ASEAN 各国との FTA 締結が急速に進んだのであ
る。 
3．FTA のメリットとデメリット 
 FTA 締結が経済的に利益をもたらすことを強調されている一方で、FTA の課題や FTA
締結によってもたらすデメリットについてはあまり認識されていない。FTA の「ドミノ効
果」により、とにかく速やかに FTA の締結がメリットを伴い、デメリットも生じるのであ
る。ここでは、FTA 締結によるメリットとデメリットを概観分類し、実際のところ、FTA
締結がいいことばかりでないことを説明する。 
長期化する
交渉期間 
増加する 
交渉参加国 
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①  FTA のメリット 
第 1 に、FTA のもたらす経済効果の理論的な研究は第 2 章で言及しているように、ヴァ
イナー(1950)が静態効果を、ボールドウィン(1989)が動態効果の研究を理論的に整理してい
る。ここでは、FTA 締結に伴う静態効果と動態効果について簡単に見ておこう。FTA の静
態・動態効果をまとめると表 2 のようになる。 
表 2 FTA の域内外への効果 
  域内国 域外国 
静態効果 貿易創出効果 ＋ (＋) 
貿易転換効果 －* － 
交易条件効果 ＋ － 
動態効果 生産性上昇効果 市場拡大効果 ＋ (＋) 
競争促進効果 ＋ (＋) 
技術拡散効果 ＋ (＋) 
制度革新効果 ＋ (＋) 
資本蓄積効果 ＋ (＋) 
  出所：奥田(2010)。 
   注：*は貿易転換効果に伴う域内貿易の増加と非効率な域内産品への転換が拮抗していることを示す。
( )は域内国で生じた好影響を間接的に域外国に波及しうることを示す。 
FTA の動態効果は静態効果に比べて大規模かつ長期的に現れると考えられるが、その測
定は容易ではないのが明らかである。これらの効果について第 2 章ですでに述べてあるの
で、ここでは、その他のメリットやデメリットについて簡単にまとめる。 
 第 2 のメリットとして考えられることは国内の構造改革を推進することであろう。FTA
を通じて域内で企業間の競争や提携の促進が実現される結果、より効率的な産業構造への
転換や規制改革を含む構造改革等を促す推進力が生まれる。その際自国の強みや弱みを再
認識し、統合が進んだ地域において自国の位置付けをイメージしながら改革を進めていく
という戦略性が求められてくる。この点でもある程度 FTA の国内外への影響を予測しなが
ら段階的に構造調整を進めていくことができるのである。 
 第 3 のメリットとしては、経済的利益の獲得のみならず、特定国との友好的な結び付き
を重視し、政治的信頼感も高まってくることであろう。EU に見られるように、多くの経済
統合が経済面での協力から始まり、FTA が進むことによって人や企業も含めた経済交流が
活発化すれば、地域の安全保障環境を改善・強化する上で大きな意味を持ち得ることが期
待される。米国はこのような観点を「国家安全保障戦略」に盛り込まれており、現在積極
的に展開する中東地域での FTA 拡大は経済的利益のみならず安全面での改善や民主主義の
浸透と言った目的が強い。 
② FTA のデメリット 
 FTA 締結のデメリットの第 1 には、センシティブな分野を回避した場合における保護の
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残存であろう。FTA の交渉が迅速にできる要因の一つである各国のセンシティブな分野へ
の回避、保護であるが、FTA 交渉で非効率分野を広範囲にしてしまうと、FTA の存在がか
えって非効率部門を温存する結果になる可能性が高い。 
 第2のFTAのデメリットと考えられるのは、バグワティ(Bhagwati,2002)に提示したFTA
の「スパゲティ・ボウル」であろう。彼の議論によれば、FTA は協定ごとに関税率や原産
地規定などの内容が異なるため、FTA の数が増えれば増えるほど、様々なルールが入り乱
れ、どの制度をどれだけ使えばよいかについて見通しが立ちにくくなる混乱状態に陥り、
円滑な貿易に障害をもたらしてしまう。例えば、FTA ごとに異なる原産地規則が採用され
ることによって、運営上必要な原産地証明書の発行などの行政コストがその規則の種類ご
とに必要となり、過大になってしまうという懸念である。または FTA は関税同盟と異なり、
域外への関税や通商政策は国ごとに異なることからも、例え同じ FTA 圏内だとしても国境
を超えるたびに、前述のような通関手続きが必要となり、経済的に不利益になりうる。 
 第 3 の FTA のデメリットは、FTA の自由化の痛みが予想外に強い場合がある。例えば、
途上国など、交渉において力の弱い側が押し切られて身の丈に合わない解放を余儀なくさ
れた場合に起こることが考えられる。自由化に伴う損失の補償措置にまつわる不備も同様
の問題を起こしうる。自由化による競争での敗者には何らかの補償措置が施されることが
多いが、それが十分ではないと大量失業が長期化するなどの事態を招き、結果として FTA
締結が社会不安を呼ぶこともある。 
 最後に、世界の潮流が WTO から FTA に移ることによって、WTO への関心が減尐して
しまうという懸念である。例えば、域内に効率的な生産者がいる場合や、域内国が域外に
対して価格支配力を持ち、交易条件効果を享受している場合、自由化交渉への消極的姿勢
となって現れることもある。現在、各国の表向きは FTA があくまで WTO の補完であると
のスタンスを取っているが、体制的に明らかに FTA にシフトしているようである。このよ
うな動きが WTO を取り込む余裕を低下させ、いざ WTO の多角的交渉が動き出す際になっ
ても各国の体制や準備が整わずに結局交渉が停滞してしまうという循環は避けなくてなら
ないのである。 
 二国間の FTA はまさに「多様」な規定のされ方をしており、個々の FTA において盛り
込まれている内容および具体的な条項は、それぞれが「柔軟性」を持って形成されてきた
がゆえに、全体として多様性を見せている。 
 
第二節 保護主義と自由貿易主義 
 通商交渉は多様な側面を持っており、純粋は政治学的な視点あるいは純粋な経済学的な
視点だけではとらえきれない。経済統合のような経済学的に利益があることは必ずしも実
現できるわけではない。ここでは、政治経済学的な視点が必要となってくる。米や農産品
の自由化問題などは政治的側面を無視することができないことは明らかである。 
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1． 保護主義の歴史 
 保護主義と自由貿易主義と闘争は長い歴史を持っている。貿易自由化に関する論争は何
世紀にも渡って行われてきた。その内容は尐しつつ形が変えているが、本質的なものに大
きな変化はない。経済学の父であるアダム・スミスは『国富論』の中で、重商主義に対し
て全巻をあげて批判したのである。重商主義の形は時代によって変わってきているが、そ
の基本的な姿勢は輸出に対して制限することを好ましいものと考えるものである。こうし
た考え方の問題点を正面から批判し、それを一つの学問体系にしたのはアダム・スミスの
貢献である。 
 20 世紀に入っても、自由貿易主義と保護貿易の論争は続いてきた。1929 年のウォール街
の株価暴落をきっかけに世界に広がった世界大恐慌の過程で、各国がとった保護的政策は
世界経済の状況をさらに悪くした。経済不振の中で各国は自国の産業が海外からの安価な
輸入品によって大きな被害を受けることのないように高い貿易障壁をかける保護主義的政
策を取り、そして輸出振興により国内の不況を払拭しようと輸出拡大のために通貨切り下
げ競争という為替レート調整したのである。こうした政策が一見自国産業保護の機能を果
たすように思われるが、実情は他国により大きな被害を与える「近隣窮乏化政策」であっ
た。多くの国が同時にこの保護主義の政策をとることによってお互いに傷つき、世界経済
はますます悪化し、第二次世界大戦に至ったのである。 
 戦後の世界経済秩序は、こうした戦前の反省から始まり、各国間の為替レートを安定化
するため採用された固定相場制を柱とする IFM 体制、そして、各国の貿易自由化を促進す
るための枠組みである GATT を設立した。しかし、GATT のもとでも自由化の進展の中で
も、保護主義は様々形でその根強く存在している。先進工業国の間では、GATT のルール
を違反しない形で様々な保護貿易的な考え方が幅を利かせていた。農業や繊維産業などの
伝統的な産業分野では自由貿易とはほど遠い自国産業優先の姿勢が強く打ち出されていた。
工業分野でも、相手国の企業の価格がダンピングであると訴え高い関税を求めるアンチ・
ダンピングの制度が保護主義的な手法として乱用されてきた。一方の途上国では、GATT
の自由化のもとで先進工業国へ自由に輸出できるという権利は確保したものの、自国の市
場を開放するということからまだ程遠い状態にある。多くの途上国には、一時的に自国の
工業を保護する幼稚産業保護政策をとる方が望ましいという思想に支配され、先進国から
輸入される商品を自国の産業にかえていくという輸入代替的政策を打ち出し、先進国から
の輸入に対して高い関税率をかけていた。しかし、アジア新興国の成功が、途上国でも、
貿易に自由化を促進することで経済成長を加速化することができるという新しい考えをも
たらしている。このように、21 世紀に移っても、自由貿易主義と保護主義間の論争はます
ます激しくなっているように思われる。 
2． 保護主義の論理 
 保護主義の伝統の中で一番影響力を持つのは、幼稚産業保護論である。そして、先端技
術産業の育成、構造調整の保護主義、全体利益と個別利益の対立も保護主義の論理である。
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ここではこれらの保護主義の論理について 1 つずつ簡単にまとめをする。 
① 幼稚産業保護論 
 幼稚産業保護論は、19 世紀中ごろからイギリスを追って工業化を進めようとしていたド
イツのフリードリッヒ・リストにより、イギリス古典派の自由貿易論に対抗する政策論と
して唱えられた。幼稚産業保護論の考え方は、簡単に言えば、後発国の産業は先進国の産
業に比べて現段階で競争力が弱い。しかし、ある程度の生産経験を重ねればそうした競争
力のギャップは解消する。あるいは、逆転する可能性もある。もし、最初の段階で自由貿
易を行われていると、後発国の産業は競争に敗れて成長する機会を失ってしまう。しかし、
ある一定期間関税などの形で保護されていれば、その間に生産性を高めることができ、将
来は先進国の企業に対等に競争できるようになる。このような産業が育つことは当該国の
みならず世界にとっても大きな利益になることがあり、その場合には一定期間幼稚産業を
保護することは社会にとって好ましいことである。 
 幼稚産業保護論は、多くの発展途上国や新興工業国で採用されている。これらの国々の
工業部門は自由貿易の元で先進国の産業と競争に勝つことはほとんど不可能であり、一時
的に保護を行うことで、産業の競争力をつけることができるのではないかと期待されてい
る。しかし、発展途上国の幼稚産業保護政策には 2 つの問題がある。1 つの問題は、多くの
国では、一時的措置として幼稚産業保護が行うが、それがいつまでも継続され、国内産業
もその保護に依存し有効な投資を行わず、その結果いつまでも産業が育たない。そのため、
政府も保護措置も撤廃できない。こうした悪循環が続いて、産業保護と保護に依存する国
内産業の靠れ合いが継続する。もう 1 つの問題は、どの産業が本当の意味での幼稚産業で
あるかがわからないということである。途上国は多くの産業を幼稚産業保護の対象にする
傾向がある。このように多くの産業に保護を行うことは、結果的にどの産業も競争力を持
たないことになる。 
② 先端技術産業の育成 
幼稚産業保護の議論が発展途上国の保護政策の論理であるなら、先端技術産業育成は先
進国の産業保護の論理である。先端技術産業と呼ばれる産業の中には、半導体、通信、コ
ンピューター、航空機など、先進国が自らの中に抱え込みたいと考える産業が多く含まれ
る。したがって各国ともこうした産業を支援すべく、様々な形の保護主義的な政策をとる。
海外の企業との競争を有利に導くようなアンチ・ダンピング政策の悪用、政治的な圧力を
利用した輸入自主拡大、そして、パテントや商標など知的財産権の濫用などである。企業
の立場からも、自国政府を利用して競争を有利に進めようとする戦略が有効に働くことが
ある。自国政府を動かすことによって自分に有利な政策を引き出すのである。 
③ 構造調整の保護主義 
 伝統的な分野での保護主義は、経済構造調整の問題と深くかかわっている。海外から輸
入によって大きな被害を受けるのは、長期的に見れば国際競争力を失っているような産業
である。そうした産業はいずれ縮小し、より競争力のある産業に資源が移動することが望
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ましいが、現実的には、そうした産業に多くの人が雇用され、地域経済がその産業に依存
していることが尐なくない。そのような状況下で、安易にそうした産業を貿易競争による
って潰すことは社会的に容認されない。このように貿易問題は、しばしば地域問題や雇用
問題になってしまい、政治的に保護貿易的な政策が行われることが尐なくない。問題の所
在は雇用であろうが地域経済の衰退であろうが、その直接的なきっかけは輸入の拡大であ
ると考えられるからだ。 
④ 全体利益と個別利害の対立 
 古典的な自由貿易擁護論は、全体的な利益の議論に基づいている。何らかの指標に基づ
いた社会全体の経済利益を考えたとき、自由貿易を行うことは社会全体にとって好ましい
ことなのである。しかし、このような純粋な経済理論は、現実の貿易政策に関する議論に
おける説得性がない。それは、自由貿易が行われたことによって所得配分が大きく変わる
ので、貿易によって大きな損失を被る人が出てくるからである。貿易自由化により、外国
から安い輸入品を輸入すると、国民全体の利益は巨額なものとなる。自由化の被害は数の
尐ない生産者に集中することになり、個々の生産者の被害の大きさが相当額であっても、
生産者の数が尐ないため社会全体の損失はそれほど大きくないこととなる。保護主義は政
治と深く結び付いた現象であり、問題は、自由貿易によって利害の影響を受ける人々が、
政治的にどのように行動を起こすかである。消費者は輸入品が尐し安くなったと言って自
由化を求めた政治的な活動を熱心に行うとは考えにくい。逆に生産者にとっては輸入自由
化が阻止できるかどうかは死活問題であるので、全精力をかけて自由化阻止の政治活動を
行おうとする。その結果、国民全体の利益が巨大であることにも関わらず、政治的には自
由化反対の力の方が強くなるのである。 
3． 保護主義の形態 
 保護主義は形を変えながらも、その力は決して弱まることがない。戦後の GATT・WTO
の成功は、保護主義の力を封じ込めるように思われたが、その WTO の成功が新たな保護主
義のエネルギーを生み出している。そこで、保護主義は今、どのような形で見え隠れてい
るのかをまとめてみる。 
① WTO ルールに違反しない保護主義的政策 
 戦後の GATT・WTO の下での自由化は、伝統的な手法による保護主義的な政策の多くを
封じ込めた。輸入数量制限の撤廃の原則と関税引き上げ禁止の原則の下でのラウンドにお
ける関税引き下げ交渉は、主要先進国の関税率を大幅に引き下げる結果になった。農産物
のように依然として厳しい輸入制限に直面する製品もあるが、工業製品については、先進
国の関税率は非常に低くなっている。しかし、WTO のルールから見れば灰色的な措置が存
在する。欧米諸国、特にアメリカはこの方法での保護主義的色彩を強めている。その灰色
的措置の代表的なものがアンチ・ダンピングのルールであり、そしてそれとの関連で行わ
れる輸出自主規制である。アンチ・ダンピングの制度とは、海外に企業が不当に低価格で
輸出してくることによって国内産業は被害を受けたとき、対抗する手段としてダンピング
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税を導入するものである。海外の企業が自国で販売するよりも低価格で輸出してきたこと
が認定されるとき、そしてそれが自国企業に被害を及ばしていると判断されたとき、輸入
国政府はそれらの商品にダンピング税をかける。このダンピング税は非常に高い税率にな
るので、輸出が不可能になる場合も尐なくない。問題は、アンチ・ダンピング制度の運用
は、必ずしも公正に行われていると思われないことである。アメリカ政府の行動を見てい
ると、自国政府に有利になるような言いがかりをつけているとしか思われないようなケー
スが尐なくない。アンチ・ダンピングによって輸入を制限するのは GATT・WTO のルール
に違反しないので、それを利用して保護主義的な政策を行っているのである。さらに、ダ
ンピングの提訴を利用して相手国側に輸出自主規制を迫るということもしばしばみられて
いる。 
② 労働問題の視点 
 先進国の多くは国内に深刻な雇用問題を抱えている。海外から低コストの商品を大量に
輸入されると、国内の職場が消滅してしまう。先進国の観点から見ると、低コストの海外
労働の実態は、幼児労働、务悪な労働条件など、人道的観点から許容できないようなこと
が行われている。そのような好ましくない労働条件で生産された商品の輸入を制限するこ
とが、途上国の労働条件を健全化する効果的方法であるというものである。そうした労働
条件に関する論争において重要なことは、そうした問題に対する対処の方法として、貿易
や投資の制限が示唆されていることである。仮に労働条件に問題があってそれを是正する
必要があるとしても、それを貿易制限という脅かしで行うことが正しいとは思われない。 
③ 自由貿易推進の衣を被った保護主義 
 保護主義は、時に自由貿易という衣を被っていることがある。日本とアメリカの半導体
や自動車の交渉をみると、結果的にアメリカは日本側に輸入自主拡大を求めた。アメリカ
の主張では、貿易障壁が存在する日本の状況が保護主義であり、それを打ち破るために、
無理矢理にでも政治的に輸入を増やす措置は、貿易を拡大するのであり、自由貿易の原理
に沿っている。つまり、輸入を拡大しようとする輸入自主拡大は全く問題がないというこ
とである。しかし、自由貿易の原理というのは、輸出や輸入を無理矢理増やすということ
ではない。貿易に障壁があるときそれを撤廃するのは好ましいが、政治的に輸入を増やそ
うとすることは、結果的に国内市場に歪みをもたらしてしまう。このように、自由貿易の
ルールを無視して結果だけを求めるような姿勢は市場原理に反するものであり、輸入拡大
という結果だけを求めたアメリカの姿勢は自由貿易主義という衣を被った保護主義のもの
であると考えられる。 
 
第三節 アジア諸国の保護政策の実態 
 戦後のアジア諸国の経済発展における産業政策は大きく変化している。1950 年代のアジ
ア諸国の多くは閉鎖的、保護的産業政策を採用していたが、経済発展に伴い、保護・育成
の性格が弱まり、80 年代以降次第に開放的、競争的産業政策へと転換した。発展途上国の
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産業政策は工業化政策と同義とされ、基本的に産業育成を目的とするが、その状態や政策
手段は当該国の経済発展段階、開発目的、所与の経済状況、資源賦存、市場規模と構造、
政治的介入度、介入の行政能力によって規定される。さらに、これらの要因の相違によっ
て各国間の産業政策は様々な形態を取り、経済発展につれて政策手段も変化する。開発経
済学では、発展途上国の戦後採用した貿易分野における保護的産業政策を包括的に輸入代
替政策と称し、80 年代から発展段階が高まるにつれ徐々に開放的産業政策に移行した開発
戦略を包括的に輸出志向工業化戦略と呼んでいる。ここでは、アジア諸国の戦後の産業保
護政策の歴史と変化を観察した上で、現在におけるアジア各国の産業保護の実態を考察す
る。 
1． アジア諸国の産業保護政策の歴史 
 アジア諸国の輸入代替工業化と輸出志向工業化の歩みは表 3 に示している。国・地域別
でみると、台湾と韓国は 1950 年代までに高い関税障壁を設け、軽工業産業を保護する輸入
代替工業を採用し、高成長に達した。そして、経済成長に伴い両国は 1960 年代の前半に輸
出志向工業化政策を採用し、労働集約的製品から海外市場向け生産が始まった。シンガポ
ールは、独立した後の 2 年間高関税と輸入規制策を実施したが、その後、次第に自由化政
策移行した。フィリピンとインドネシアは 1949 年から輸入代替に着手し、輸入代替工業化
を 20 年間にわたり実施した。70 年代後半 ASEAN の中でインドネシアとフィリピンの関
税水準が最も高く、輸入障壁が多かった。フィリピンは ASEAN で最も長く輸入代替工業
化政策を続けたが、インドネシアは 80 年代半ばになって輸出志向型工業化に転換した。マ
レーシアとタイは 1950 年代後半ごろ製造業の保護的政策に着手した。マレーシアでは関税
を主として短期的輸入代替政策を採用したのに対して、タイではより広範囲で保護的政策
が実施された。両国は 70 年代の半ばにおいて輸出志向産業が各種の優遇措置に付与され、
輸出志向型工業化戦略が採用されるようになった。中国は戦後世界市場との接触を断絶し、
経済的計画的運営よって工業化が達成できると考え、市場の原理に則らない輸入代替が工
業化の唯一の方策とみなした。インドは混合経済体制のもとでアウタルキー的な厳しい輸
入制限によって国内産業の保護・育成をはかった。 
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表 3 アジアの産業政策の展開 
 1950 年代 1960 年代 1970 年代 1980 年代 1990 年代 
台湾 1953～1957 1958―  1981―          1980 年代半ば 
輸入代替 輸出志向 石油ショック   
  安定化計画 戦略的産業        情報産業    自由化 
韓国  1961－1972 1973－1979 1980－1987      1988 1990 年代 
輸入代替 輸出志向 輸入代替 
(重工業重点) 
(貿易、投資金融) 規制緩和 
             技術革新志向 
   産業調整 自由化 
シンガポール  1960 年代 1965  1990 年代 
輸入代替 輸出志向   戦略産業 
    (ハイテク・サービス産業) 
(マレーシア連邦時代) (独立達成)   
タイ 1961－1971 1971－1986 1986－  
輸入代替  輸出志向  
 輸出産業に優遇措置         技術集約産業  
マレーシア 1950－ 1971－1985            1986－  
輸入代替 自由化  
(緩やかな代替) 輸出志向強化            輸出志向  
インドネシア 1950－         1967－1973     1974－1985       1986－  
輸入代替         新秩序       輸入代替         輸出志向  
(自由化)                    自由化  
フィリピン 1950－ 1970s 1980s 1990s 
輸入代替    (代替強化)  自由化 自由化拡大 
  (政治的不安) (政治安定化) 
中国 1965－1976    1979－       1980s        1990s 
輸入代替         防衛産業      改革開放政策    沿岸地域自由化 インフラ整備 
(重化学工業重点)     (内陸重工業化)    (経済特区)      (軽工業)        ハイテク化 
   出所：Masuyama(1997、6-7 ページ)より筆者修正。 
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2． アジアに残る貿易投資の高障壁 
① 関税 
 アジアは、輸出目的の中間財輸入に対する関税払戻し政策、輸出目的や高度技術に対す
る所得税免除政策、ロジステック産業の対外開放など、輸出産業を強化する一方で、投資
優遇措置や輸入関税からなる輸入代替工業政策により弱い国内産業を保護してきた。数次
の WTO 交渉の成果により、アジア諸国は関税率を引き下げてきたが、基本的には高関税率
を維持している。Freudenberg and Paulmier (2005)は、各国を貿易依存度、一人当たり所
得水準などでグループ化し、グループごとに各国の所得水準を考慮したありうるべき輸入
額を推計し、これを加重平均した関税を推計した。その結果、日本を含め東アジアの実質
的な関税率は表 4 に見られるように高く、しかも、東アジアは東アジア域内に対して差別
的に高い関税を課しているという結論をいている。 
表 4 東アジアからの輸入品にかかる関税率(2002) 
(％) 
輸入国／地域 農 
林 
水 
産 
物 
軽 
工 
業 
食 
料 
品 
繊維
品・ 
衣服 
輸 
送 
機 
器 
窯業
土石
製品 
化 
学 
製 
品 
非鉄
金属
製品 
鉱 
業 
一 
般 
機 
械 
電 
気 
機 
器 
木材
木製
品・家
具 
そ 
の 
他 
精 
密 
機 
器 
全 
製 
品 
日本 54.3 36.9 27.7 8.3 0 0.9 1.7 1.0 1.1 0 0 1.4 1.2 0.1 10.2 
韓国 79.5 6.8 21.5 8.9 7.3 7.8 8.1 5.4 5.1 4.5 3.5 4.6 2.4 5.7 9.3 
中国 7 10.5 16.7 14.8 22.6 13.3 7.6 6.5 4 5.3 6.1 5.7 4.5 6.7 8.8 
台湾 24.7 4.8 25.3 9.3 25.3 8.1 4.6 6.1 4.3 3.2 3.2 3.8 0 2.6 7.7 
インドネシア 3.9 6.3 19.1 5.5 12.9 5 5 6.5 2.7 1.7 4.3 2 4.6 3.2 5.5 
マレーシア 4.6 7.6 16.2 12 76.5 18.5 7.3 10.6 0.9 6.3 7 0.9 7.2 0.9 22.9 
フィリピン 15.3 4.1 15 4.8 8 4.3 3.6 3.2 2.9 1.5 1.5 3.1 4.6 2.3 4.7 
シンガポール 0 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
タイ 41.6 12.2 42.5 19.8 39.9 16.8 11.7 11.9 1.4 7.4 8 8.6 10.8 6.1 16.5 
    出所：平塚(2006、8 ページ)。 
  ASEAN 諸国の平均実行関税率は比較的に低い。しかし、特に鉱工業品などのいくつか
のセンシティブ品目には高い関税が課されている。また、譲許率1が低く、平均譲許関税率2
も高い。譲許品目以外は WTO での交渉なしに無制限に関税率を引き上げることができ、譲
許品目についても上限の範囲で高い関税率に引き上げることができる。ASEAN では、関税
だけではなく内国税を賦課して国内産業を保護する例も見られる。例えば、マレーシアは
AFTA のスケジュールに従い、2004 年 1 月に自動車の ASEAN 域内関税を引き下げるとと
もに、最恵国待遇税率も引き下げた。しかし、同時に物品税を引き上げたため、関税引き
下げのメリットが相殺される形になった(完成車関税 70％～200％→50％、物品税 60％～
110％→90％～250％)。しかも、国内企業は内国税が減免されており、外国産品との競争を
阻害する要因となっている。 
 中国は WTO 加盟約束に従って関税を引き下げた後も、最大 45％の二輪車、最大 25％の
                                                   
1 WTO で上限を設定している品目の割合。 
2 WTO で約束している上限税率のこと。 
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乗用車、30％のカラーテレビ、最大 25％のカメラなどの多くの高関税品目が残っている。
また、写真フィルムのように一部品目では従量税が課され、事実上譲許税率より高い関税
が課されている。しかも、中国の WTO で自由化約束しているのは部分的な項目にすぎない。
韓国も繊維製品(平均 19.4％、最高 35％)、ガラス製信号・光学器械(35％)、銅製品(13～16％)
など高関税品目があるほか、自動車、医薬品など関税譲許を約束していない品目もある。 
② 非関税障壁 
 関税以外にもアジア各国では非関税障壁によって域内市場へ自由なアクセスが制限され
る場合がある。これらの障壁は概して不透明・煩雑であることが多く、企業にとっては円
滑な貿易が阻害され、事業の不透明性が高まる。表 5 は ASEAN 事務局が作った 2004 年の
非関税措置データベースである。ここからもアジア諸国の非関税障壁のことをある程度わ
かるのである。 
表 5 ASEAN 各国の非関税措置通報数 
 輸入許可
手続き 
輸 入 禁
止措置 
国家貿易等
輸入者限定 
内国税その
他課微金 
輸入数
量制限 
基準認証(検
疫措置含む) 
インドネシア 111 50 15 28 26 134 
マレーシア 106 14 1 - 7 6 
フィリピン 35 17 2 18 15 90 
シンガポール 51 21 -  4 - 29 
タイ 94 14 - - 8 21 
   出所：ASEAN 各国の非関税措置データベース。 
③ サービス分野の障壁 
 商品貿易の障壁は、関税障壁と非関税障壁に大別し、関税障壁であれば、関税率の水準
を見れば把握でき、非関税障壁について輸入割り当て制度など輸入関連の各種規則を見る
ことによって把握できる。しかし、サービス分野においてどのような障壁が存在している
かを把握することは容易ではない。サービス分野の障壁はほとんど国内規制であるからで
ある。表 6 は WTO・GATS におけるアジア諸国・地域の自由化約束分野数を示したもので
ある。WTO のサービス貿易に関する一般協定(GATS)の自由化約束状況をみると、先進国
はおおむね 100 分野を超える自由化約束を行っているのに対して、タイ、マレーシアは 75
分野、フィリピンは 51 分野、インドは 37 分野しか約束していない。アジア諸国のサービ
ス分野における障壁も非常に大きいと言える。 
表 6 WTO・GATS におけるアジア諸国・地域の自由化約束分野数 
国・地域名 自由化約束分野 国・地域名 自由化約束分野 
日本 110 インドネシア 47 
中国 94 マレーシア 75 
韓国 95 フィリピン 51 
台湾 123 シンガポール 67 
インド 37 タイ 75 
    出所：平塚(2006、203 ページ)より筆者作成。 
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第四節 アジア諸国の FTA 戦略 
 アジア全体に目を向けてみると、FTA の締結が近年極めて活発化している。2003 年～
2008 年にアジア地域に 40 件の FTA が発効されており、その締結の速さは驚きに値するだ
ろう。しかし、アジア地域での FTA の締結が単純に経済利益を測ったものではなく、政治
的な色彩が強く感じられる。例えば、中国と ASEAN の FTA 締結における中国側の目的は、
交渉に参加した学者たちの考えによれば、「ASEAN 諸国と経済関係を強化する理由の一つ
は、アメリカの単独主義に対抗し、東アジアにおける日本の経済リーダーの役割に挑戦す
ることにある」というものである。このような政治的考え方に基づき、中国と ASEAN の
FTA の締結が速やかに発効されたのではないかと考えられる。もちろん、経済的利益も存
在することも確かである。このように、アジア諸国の FTA の動きは政治、経済の両面に絡
み、複雑な内容を見せている。ここでは、アジア諸国の FTA 戦略を国ごとに概観し、政治
経済学の側面から各国がどのような動きをしているかを明らかにする。 
1． 日本の FTA 戦略 
① 日本の FTA 戦略 
 日本の FTA 戦略は、浦田(2005)によれば、2 つの特徴をあげられる。 
 第 1 に、日本の FTA 戦略は東アジアに地域的重点を置いている。この政策の理由として、
東アジア諸国の経済の将来性が予測されることである。第二次大戦後、東アジアは他の地
域と比べると著しく高い経済成長率を達成してきた。具体的には、1950 年代半ばから 70
年代初めまでは日本、60 年代から 90 年代にかけては NIES、80 年代から 90 年代にかけて
は ASEAN 諸国、90 年代以降は中国という形で主役を交代させてきた。高い成長率を可能
にした要素として、高い投資率と貯蓄率、輸出や直接投資の活用を可能にした対外志向政
策、有能な労働力の存在などがあげられるが、これらの要素は今後も継続されると予想さ
れることから、将来においても高い成長率が期待できる。日本にとっては、このような高
い成長率が期待できる地域と経済的緊密な関係を構築・維持することは、経済的に大きな
メリットが期待できる。 
 第 2 に、包括性である。日本の構築する FTA は貿易自由化だけではなく、投資の自由化、
貿易及び投資の円滑化、さらに経済協力を含む包括的なものである。東アジア諸国には、
日本やシンガポールのような所得水準が高い国がある一方、ミャンマ、ラオスなどの所得
水準の極めて低い国がある。このような所得水準や発展段階の大きく異なる国々を抱える
地域が順調に安定的な経済成長を実現させるには、発展に遅れている国々を支援するよう
なシステムが必要である。日本はこのことを認識し、東アジアにおいて経済協力を含む包
括的な EPA を構築しようとしている。 
 これを含めて、日本は東アジア地域を超えて、より戦略的なFTAつくりを目指すように
なっている。現在日本には、アジア太平洋地域における開かれた経済統合を先導していけ
るかが課題となっている。ここでは、個々のFTAがもたらす経済的効果が動機となるとい
うよりは、むしろ構築された全体的なFTA網がもたらす効用、さらにその政治的・地政学
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的含意が重要となっている。さらにこれからはもっと戦略的で新しい国際秩序の構築とい
った大きなアジェンダの下に位置づけていくことが求められている。 
② 日本の FTA の交渉状況 
日本の FTA 交渉の現状は表 7 である。日本の FTA 締結は、2002 に発行したシンガポー
ルを皮切りに、2005 年にメキシコ、2006 年にマレーシア、2007 年にチリ、タイとの間で、
2008 年にはインドネシア、ブルネイ、フィリピン、ASEAN 全体との間に発効している。
さらに、ベトナムとスイスと署名済みで、GCC(湾岸協力会議)、インド、オーストラリア、
ペルー、韓国と交渉中であり、日本の FTA ネットワークは急速に広がりを見せている。 
表 7 日本の FTA 発効・署名・交渉状況と日本の貿易に占める構成比(2008) 
 FTA、 
相手国・地域 
日本の貿易に占める構成比(2008) 無税化率(貿易額ベース) 
輸出 輸入 往復貿易 相手国・地域 日本 
発効済 シンガポール 3.4 1.0 2.2 100 94.7 
メキシコ 1.3 0.5 0.9 98.4 86.8 
マレーシア 2.1 3.0 2.6 99.3 94.1 
チリ 0.4 1.0 0.7 99.8 90.5 
タイ 3.8 2.7 3.3 97.4 91.6 
インドネシア 1.6 4.3 2.9 89.7 93.2 
ブルネイ 0.02 0.6 0.3 99.9 99.9 
フィリピン 1.3 1.2 1.2 96.6 91.6 
ASEAN 10.3 8.6 9.5 91 93.2 
署名 ベトナム 1.0 1.2 1.1 87.7 94.9 
スイス 0.6 0.8 0.7 99.7 99.3 
交渉中 GCC 3.5 19.2 11.2 － － 
インド 1.0 0.7 0.8 － － 
オーストラリア 2.2 6.2 4.2 － － 
ペルー 0.1 0.3 0.2 － － 
韓国 7.6 3.9 5.8 － － 
総計 22.9 46.6 38.2 － － 
   出所：ジェトロ貿易投資白書(2009、50 ページ)。 
   注：無税化率とは即時撤廃品目と 10 年以内の段階的関税撤廃品目の貿易額が総貿易額に占める比
率。無税化率は対シンガポールが 2005 年、対メキシコは 2002 年、対マレーシアは日本が 2004
年、マレーシアが 2003 年、対チリは 2005 年、対タイは日本が 2004 年、タイが 2003 年、対イ
ンドネシアは 2004 年 5 月～2005 年 4 月、対ブルネイは 2005 年、対フィリピンは 2003 年、対
ASEAN は日本が 2006 年、ASEAN は 2005 年もしくは 2006 年、対ベトナムは 2006 年、対ス
イスは 2006 年。 
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2． 中国の FTA 戦略 
 中国は従来 FTA 締結に熱心ではなかった。中国は WTO 加盟に第一の目標としていて、
アジア域内関係では、二国間関係を基本としており、多国間の枠組み構築に関心を持たな
かったように思われる。しかし、2001 年に中国が WTO に加盟した後、政策の中心は戦略
的にアジア諸国との FTA 締結に転じている。ここでは、こうした中国の FTA 戦略の意図
と交渉の経緯を考察する。 
① 中国の FTA 戦略 
 中国が ASEAN および香港との積極的 FTA 締結の動きの中に、中国の対外経済関係、ア
ジアの政治・経済関係における戦略的な考えを理解することができる。  
 第 1 に、経済成長を促進させることである。FTA には、関税引き下げや非関税措置の撤
廃が直接的に加盟国間の貿易を促進する静態効果、経済交流の促進が間接的に加盟国の生
産性上昇や資本蓄積をもたらし経済成長を促進する動態的効果が期待できる。FTA の実施
により、中国と ASEAN 諸国の経済関係が大幅に強化される。中国にとって輸出市場の拡
大や投資先の確保という効果がある。また、香港との CEPA 関係の締結により、香港の金
融市場などのビジネス機能を利用することが便利になり、中国の経済成長を促進する効果
が期待できる。 
 第 2 に、政治的目標を達成させることである。中国は FTA 締結に当たり、政治的要素を
経済的要素よりも重視している。その政治的目標として、1 つは、東アジア FTA における
主導権確保という政治的意図である。ASEAN にめぐる FTA の交渉では、中国、日本、ア
メリカなども興味を示しており、ASEAN との FTA 交渉で日・米に先行することで、東ア
ジアの主導権を握ることができるという政治面での考え方である。1 つは、ASEAN におけ
る中国脅威論の解消と台湾に対する牽制である。アジア通貨危機発生後、政治不安を抱え
経済構造改革を遅れる ASEAN では、急速な経済発展を続ける中国に対して脅威論が起こ
っていた。このため、中国は FTA を通じて国内市場を ASEAN に開放するとともに、より
緊密な経済関係を確立させるということより、政治的猜疑を減らし、相互信頼を強化する
ことを図ったのである。そして、香港との FTA を通じて、政治面で香港の「一国二制度」
を支える効果があり、香港の FTA が成功すれば、台湾に対してデモンストレーション効果
があり、中国念願の統一に有利に動くのである。 
第 3 に、地域経済大国として、アジアでより重要な役割を果たすことを自覚したことで
ある。中国の高速な経済発展に伴い、アジア諸国から中国に対して、経済大国の責任を果
たす期待が高まっている。FTA 関係の締結によって、中国は経済力のさらなる強化により、
より積極的にアジアのアンカーとして行動できるのである。さらに深い効果としては、中
国のアジア地域での地域安全保障協力の発言力が強化されることである。中国は地域の安
全保障協力を主導することは時期尚早であるが、FTA 締結により、尐なくとも排除される
ことが避けられるのである。 
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② 中国の FTA 交渉の経緯 
 表 8 は中国の FTA 交渉の経緯である。2002 年の香港との FTA をはじめ、中国は積極的
な FTA 締結の姿勢を見せている。そして、FTA 交渉の経緯からわかるように、中国の FTA
の中心は日本と同じく、近隣国重視のアジア地域である。その他、中国は ASEAN のほか
にインドとの経済関係の緊密化を図るために、積極的な動きを見せている。 
表 8 中国の FTA 交渉の経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
香港 2002/01 2003/06 2004/01 
マカオ 2003/06 2003/10 2004/01 
ASEAN 2001/11 2002/11 2005/07 
タイ － 2003/06 2003/10 
マレーシア － － 2004/03 
インドネシア － － 2004/07 
フィリピン － 2005/04 2006/01 
チリ 2004/11 2005/11 2006/10 
パキスタン 2005/04 2006/11 2007/07 
ニュージーランド 2004/12 2008/04 2008/10 
シンガポール 2006/10 2008/10 － 
ペルー 2008/01 2008/11 － 
SACU 2004/06 － － 
アイスランド 2007/04 － － 
豪州 2005/05 － － 
GCC 2005/04 － － 
   出所：ジェトロ『世界と日本の主要な FTA 一覧』に基づき筆者作成。 
    注：交渉開始日は第一回政府間交渉が開催された日付である。GCC は湾岸協力会議、SACU は南
部アフリカ関税同盟である。 
3． 韓国の FTA 戦略 
 韓国は輸出によって驚異的な高度成長を実現したが、同時に自由貿易体制の最大の受益
者であった。そのため韓国は WTO 体制の維持・発展の積極的支持を対外経済政策の柱に据
えてきた。しかし、アジア通貨危機を契機に韓国は FTA を取り入れ、その後の 10 年間で
FTA は韓国の対外経済政策の中に定着している。ここでは、韓国の FTA 戦略を概観し、そ
の FTA 交渉の経緯を考察する。 
① 韓国の FTA 戦略 
 日本と同じく世界の FTA 締結の波に出遅れた韓国は、早急にキャッチアップするために、
積極的に FTA 交渉を繰り広げている。「他国の FTA 締結競争に孤立しない」という FTA
ドミノのロジックは韓国にとって一層切実なものとなった。こうした情勢の下、FTA を一
247 
 
層推進するために、2003 年 9 月、盧武鉉政権(当時)は「同時多発的な FTA 推進」をモット
ーとし、FTA 交渉の相手国の選定基準などを示した「FTA ロードマップ」を策定した。「同
時多発的な FTA 推進」戦略には、他国と比較して出遅れていた FTA 締結の推進状況を短
期間で挽回し、個別の FTA で被害が予想される産業のマイナス効果を相殺する意図がある。
「FTA ロードマップ」は 2004 年 5 月に補完、拡張され、現在の韓国の FTA 政策はこのロ
ードマップに基づいて策定されている。表 9 は韓国の「FTA ロードマップ」である。交渉
の戦略としては、大陸別の橋頭堡確保の後に巨大経済圏との本格的推進に移る 2 段階戦略
を採用し、対象国の選定にあたっては、経済的妥当性、政治・外交的意義を考慮し、巨大・
先進経済圏との FTA 締結に役立つ国家を考慮することを明記している。その上に、早期的
FTA を推進すべき対象国として、日本、シンガポール、ASEAN、EFTA、メキシコなどを
あげられ、中長期的にアメリカ、EU、中国などの巨大経済圏やその他諸国と FTA 推進で
あることになっている。 
表 9 韓国の FTA ロードマップ 
●2 段階戦略 
橋頭堡確保(第 1 段階) →巨大経済圏と本格推進(第 2 段階) 
チリ→中南米、シンガポール→ASEAN、EFTA→EU、カナダ→アメリカ 
インド、中国など新興有望国家は潜在的市場先行獲得戦略の一環として進出 
●対象国選定基準 
 1. 経済的妥当性。2. 政治・外交的含意。 3. 相手国の締結意思。 
4. 巨大・先進経済圏とのFTA締結に役立つ国家。 
●推進対象国 
 短期：日本、シンガポール、ASEAN、EFTA、メキシコ、カナダ、インド 
 中長期：アメリカ、EU、中国、日中韓、韓国と FTA 希望国(オーストラリアなど) 
   出所：外交通商部(2007)。 
 2008 年 2 月に発足した李明博政権は、前政権と同様、FTA 推進に力を入れている。FTA
の重点国・地域としては、大規模経済圏、資源国及び主要経済圏を挙げ、韓国が北東アジ
アにおける FTA のハブになることを目指している。特に、最近では大洋州地域を含むアジ
アを重視している。李明博大統領は 2009 年 3 月に、アジアのあらゆる国との FTA を締結
し、経済交流を拡大することなどを骨とする「新アジア外交構造」を発表している。 
② 韓国の FTA 交渉経緯 
表 10 は韓国の FTA 交渉の経緯である。現在、韓国はチリ、シンガポール、EFTA、ASEAN
との FTA が発効、米国との FTA は交渉が妥結している。さらに 2009 年 6 月に ASEAN と
FTA(投資協定)に署名、7 月に EU との FTA に基本合意、8 月にインドとの包括的な経済連
携協定に署名した。日本、カナダ、メキシコ、GCC、ペルー、オーストラリア、ニュージ
ーランドとは交渉中、中国、南米南部共同市場、ロシアなどとは実際に交渉に入るかどう
かを検討している段階である。 
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表 10 韓国の FTA 交渉経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
チリ 1999/12 2003/02 2004/04 
シンガポール 2004/01 2005/08 2006/03 
EFTA 2005/01 2005/12 2006/09 
ASEAN 2005/02 2006/05 2007/06 
アメリカ 2006/06 2007/06 － 
インド 2006/03 2008/08 － 
カナダ 2005/07 － － 
EU 2007/05 － － 
メキシコ 2006/02 － － 
日本 2003/10 － － 
GCC 2008/07 － － 
オーストラリア 2009/05 － － 
ニュージーランド 2007/04 － － 
ペルー 2009/03 － － 
   出所：ジェトロ『世界と日本の主要な FTA 一覧』に基づき筆者作成。 
4． シンガポールの FTA 戦略と交渉経緯 
 シンガポールの通商政策は、WTO 協定に整合し、多角的な自由化推進を補完する手段と
して、特定国との間に FTA 締結を進めている。FTA 締結の目的は、二国間での貿易促進効
果を狙ったものではなく、WTO や APEC などにおける貿易・投資自由化を加速させたい
という戦略的意義が強調されている。一方、シンガポールは FTA のハブを目指し、2000
年後半から複数の国・地域との間で FTA 締結に向けた動きを活発化させている。各国・地
域との FTA を推進し、モノの貿易の自由化のみならず、サービス分野での規制緩和などを
進めることで、外国企業の投資先としての魅力を高めることが戦略的狙いである。表 11 は
シンガポールの FTA 交渉の経緯を示したものである。シンガポールは ASEAN の枠組みの
もと、「プラス 6(日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュージーランド、インド)」の国々
と自由貿易協定を締結済であるほか、それ以外の国々とのFTA締結にも積極的である。2008
年 12 月に GCC と FTA(GSFTA)を締結した。GSFTA は、GCC にとって初めての域外国と
の FTA であり、シンガポールにとっては、ヨルダンに次ぐ中東諸国との FTA である。中
南米諸国との FTA も進展しており、2008 年 5 月にペルーと間に FTA(PeSFTA)が締結され
ている。その他にも、カナダ、パキスタン、クウエート、ウクライナ、メキシコなどと FTA
締結の交渉が始まっている 
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表 11 シンガポールの FTA 交渉の経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
日本 2001/01 2002/01 2002/11 
韓国 2004/01 2005/08 2006/03 
EFTA 2001/05 2002/06 2003/01 
ニュージーランド 1999/09 2000/11 2001/01 
豪州 2001 2003/02 2003/07 
米国 2000/11 2003/05 2004/01 
ヨルダン  2004/05 2005/08 
インド 2001/05 2002/06 2005/08 
パナマ 2004/02 2006/03 2006/07 
AFTA   1993/01 
中国 2006/10 2008/10 2009/01 
ペルー 2006/02 2008/05 － 
カタール 2004/12 － － 
GCC 2007/01 2008/12 － 
アラブ首長国連邦  2005/03 － 
カナダ 2001/10 － － 
クウエート 2005/01 － － 
パキスタン 2005/08 － － 
ウクライナ 2007/05 － － 
メキシコ 2000/07 － － 
SACU 2005 － － 
    出所：ジェトロ『世界と日本の主要な FTA 一覧』に基づき筆者作成。 
5． タイの FTA 戦略と交渉 
 タイはタクシン政権になって、二国間 FTA の締結を推進している。タクシン政権が掲げ
た内需と外需の両面から経済成長を図る経済政策のうち、外需振興である競争力強化戦略
の一環として、FTA の推進が位置づけられた。2003 年に策定されたタイの競争力強化戦略
では、アジアの貿易・投資のハブを目指して、2 年後に輸出額で世界第 20 位、外国投資の
流入額でアジア第 5 位に目標としている。この目標を実現するために、FTA において農産
物や工業製品の基準・規格認証で協力して、貿易の障害を除去し、また自動車産業などの
重点産業では、生産ネットワークの中のクラスターに位置づけられるように FTA を活用し
ている。商務省商業経済局(DBE)では、将来的に ASEAN に日本、中国、韓国をも含めた、
東アジア自由貿易地域の創設を目指し、FTA 交渉を展開していくとしている。貿易相手国
の選択標準としては、第 1、第 2 の貿易相手国あるいは潜在性の高い新たな輸出先になる国
であることが考えられる。表 12 はタイの FTA 交渉の経緯を示したものである。2002 年 12
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のバーレーンとの初の二国間の FTA をはじめ、現在シンガポールと同じく、ASEAN＋6
の国との FTA のすでに締結済みである。ただ、韓国との FTA は ASEAN・韓国 FTA の一
環であり、現時点では、発効されていない。その他にも米国、EFTA と積極的に FTA 締結
交渉を始めている。 
表 12 タイの FTA 交渉経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
豪州 2002/06 2003/10 2005/01 
ニュージーランド  2005/04 2005/07 
中国*  2003/06 2003/10 
韓国* 2004/11 2005/12  
日本 2004/02 2007/07 2007/11 
ペルー  2003/10 － 
バーレーン  2002/12 － 
米国 2004/06 － － 
EFTA 2005/10 － － 
インド  2003/10 2004/09 
  出所：ジェトロ貿易投資白書(2009)に基づき筆者修正。 
注：*中国、韓国との FTA 交渉は ASEAN の枠組みによる FTA の一環である。 
6． マレーシアの FTA 戦略と交渉 
 マレーシアの FTA に対する通商政策は従来、多国間連携を重視しており、二国間 FTA
実現に向けた具体的な交渉は行われていなかった。特に東アジアにおける連携については、
91 年にマハティール首相が「東アジア経済協議体(EAEC)」を提唱しており、これと構成国
が共通する ASEAN+3 の実現に前向きである。国際問題戦略研究所(ISIS)によると「マレ
ーシアが目指す東アジア連携の最終的な姿は、“東アジア自由貿易地域”である。その間、
AFTA の進展を見守りつつ、ASEAN+3 もしくは ASEAN と日本、中国、韓国のそれぞれ
が FTA を締結し、徐々に東アジア全体の自由貿易地域に広げていきたい」としている。マ
レーシアは、二国間 FTA は AFTA を始めとする域内統合の動きを弱めるものとして、厳し
く批判していたが、近隣国であるシンガポールとタイにおけるアジア通貨危機後の二国間
FTA 締結への積極的な動きの影響を受け、もはや地域的な枠組みである AFTA 一辺倒では
なく、これと並行して、ASEAN 域外との FTA 締結を積極的に推進するようになった。 
このような背景のもとに、マレーシアはまず日本と EPA 交渉を 2004 年に開始した。表 13
はマレーシアの FTA 交渉の経緯を示したものである。日本、中国、韓国、パキスタンとの
FTA が調印しており、ASEAN＋6 の他の国とも交渉を始めている。 
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表 13 マレーシアの FTA 交渉の経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
日本 2004/01 2005/12 2006/7 
パキスタン 2005/02 2007/11 2008/01 
中国*   2002/11 2004/03 
AFTA   1993/01 
韓国* 2005/02 2006/08 － 
米国 2006/06 － － 
豪州 2005/05 － － 
ニュージーランド 2005/03 － － 
チリ 2007/06 － － 
インド 2008/02 － － 
  出所：ジェトロ『世界と日本の主要な FTA 一覧』とジェトロ貿易投資白書(2009)に基づき筆者作成。 
   注：*中国との FTA 交渉は ASEAN の枠組みによる FTA の一環である。 
7． フィリピンの FTA 戦略と交渉 
 フィリピンはこれまで WTO の多国間協定と ASEAN を軸とする地域貿易協定の枠組み
の中で通商政策を実施してきた。WTO 交渉が暗礁に乗り上げ、世界的に二国間 FTA を締
結する動きが加速するようになると、フィリピンも自国にプラスの経済効果があるならば
二国間 FTA を前向きに考えるという姿勢を打ちだした。つまり、FTA 締結の相手国を慎重
に選ぶという立場である。フィリピンの FTA は基本的には、ASEAN を軸としたものであ
る。その交渉方式は合意し易い分野から実行し、段階的に分野を拡大していく方法が一般
的である。フィリピン政府は、先進国との FTA 締結により市場を開拓したい考えを示し、
主要な貿易・投資相手国である日本や米国との FTA 締結など一層の進展を目指している。
しかし、競争力のある国内産業が尐ないこと、農業従事者が多く農業保護の立場を取って
いることから、フィリピン政府には、ASEAN 自由貿易地域(AFTA)を含めた自由化に対し
て時折後向きの姿勢もみられている。表 14 はフィリピンの FTA 交渉の経緯を示したもの
である。フィリピンの FTA 締結は基本的に ASEAN によるものが、二国間 FTA として、
2003 から交渉が始まった日本・フィリピン EPA が最初の FTA 交渉である。これがようや
く 2008 年 12 月に発効され、ASEAN 枠組み以外の唯一の二国間 FTA 締結となっている。
その他に、現在は、第 1 の貿易相手国であるアメリカとの FTA 締結を検討中であり、二国
間 FTA 締結に慎重であることはすでに明らかである。 
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表 14 フィリピンの FTA 交渉経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
日本 2004/02 2006/09 2008/12 
中国*  2002/11 2006/01 
米国 検討中 
ニュージーランド 検討中 
   出所：ジェトロ『世界と日本の主要な FTA 一覧』と東(2007)に基づき筆者作成。 
    注：*中国との FTA 交渉は ASEAN の枠組みによる FTA の一環である。 
8． インドネシアの FTA 戦略と交渉 
 インドネシアの FTA 政策の基本方針は一貫して多国間自由貿易、すなわち GATT/WTO
体制の重視である。1990 年代の以降の地域貿易協定はあくまでも次善の形態である。イン
ドネシアは ASEAN の一員として他のメンバーと共同歩調を取り、域内の AFTA、域外の
国々(中国、韓国、インド、日本、オーストラリア、ニュージーランドなど)との地域協定を
進めていく方針である。インドネシア政府の考えでは、発展途上国は一国よりも集団の方
が交渉力を増す、WTO 体制が存在し、ASEAN ベースの地域協定があれば、同じ相手と重
複してあえて二国間協定を結ぶ必要はないという考え方である。このような考えのもとに、
アジアでの地域・二国間 FTA が一種のブームになっている現在では、インドネシアは地域・
二国間 FTA において最も後発国の一つであり、FTA への取り込みには消極的と言われてい
る。表 15 はインドネシアの FTA 交渉の経緯である。インドネシアの FTA への取り込みは
基本的に ASEAN を中心に締結しており、二国間の FTA として発効した FTA は日本・イ
ンドネシア EPA しかいない。ここからもインドネシアの政策的方針を読み取れるのである。 
表 15 インドネシアの FTA 交渉の経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
日本 2005/07 2007/08 2008/07 
中国*  2002/11 2004/07 
パキスタン  2005/11 － 
豪州 共同研究開始合意(2007/07) 
EFTA 共同研究開始合意(2005/12) 
インド 構想・提案段階(2007/10) 
   出所：ジェトロ『世界と日本の主要な FTA 一覧』に基づき筆者作成。 
    注：*中国との FTA 交渉は ASEAN の枠組みによる FTA の一環である。 
9． インドの FTA 政策と交渉 
 2004～2009 年におけるインドの新貿易政策では、インドは外国貿易に対して 2 つの大き
な目標を設定している。1 つは 2009 年までに世界の商品貿易におけるインドのシェアを 2
倍に引き上げるというものであり、1 つは雇用に重点を置いた経済成長の有効な手段として
外国貿易を活用するというものである。このような目標を達成するために、インドは規制
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の撤廃により、取りコストの引き下げ努力を続けており、製造業、貿易及びサービス分野
で世界のハブとしてインドを発展させることを目指している。インドは、通商分野のプラ
ドフォームとして WTO を重視しているが、合意道筋の見えない WTO のドーハ・ラウンド
交渉と並行する形で、各種の形態の二国間地域経済協力形成に力を入れ始めた。貿易協定
はインドの経済外交における新しい柱となっている。自由貿易協定がインドの経済発展に
とって必須条件であると判断して以来、インドは極東からラテンアメリカや EU に至るま
で広範囲の国々と貿易経済協力協定の交渉を開始している。インドの FTA 戦略の根幹は、
アジア経済圏との共生を掲げるルック・イースト政策であり、WTO の代替手段ではない。
そのためインド政府は今後の WTO 交渉の進展に期待を示している。しかし、農業及び工業
の国産化を国家運営の柱とするインドにとって、自由貿易を掲げる WTO や FTA は経済問
題以上に、政治的・社会的問題としても扱われているため、経済が減速傾向にある中、通
商交渉の場においてインドがスタンスを軟化させることは極めて難しいのが実情である。
表 16 はインドの FTA 交渉の状況を示したものである。インドの FTA 交渉相手国は多岐に
渡っており、バングラディシュとスリランカなどの近隣途上国から、メルコスールや EU、
中国、日本など広範囲での FTA 交渉を行っている。 
表 16 インド FTA 交渉の経緯 
相手国・地域 交渉開始 調印 発効 
シンガポール 2001/05 2002/06 2005/08 
スリランカ   2003/03 
アフガニスタン   2003/05 
ネパール   1991/12 
タイ   2004/09 
BIMSTEC  2004/02 － 
ASEAN  2003/10 － 
メルコスール  2005/03 － 
GCC  2004/08 － 
チリ  2005/01 － 
マレーシア 2008/02 － － 
EU 2007/06 － － 
EFTA 2008/01 － － 
日本 2007/01 － － 
中国 共同研究枠組合意済 
豪州 共同研究開始合意 
  出所：ジェトロ『世界と日本の主要な FTA 一覧』に基づき筆者作成。 
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10．ASEAN を機能的ハブとしたアジア経済統合の基盤形成 
 ASEAN は 1 つの地域として、域外国・地域と FTA に向けての動きが 2000 年後から急
速に活発化した。アジアの FTA は、ASEAN を中核として急速に網の目が広がっている。
先陣を切ったのは中国で、2002 年 11 月に ASEAN と包括的経済協力枠組み協定を署名し、
AFTA と同じように 2010 年に FTA 完成を目指されることになった。中国に続き、日本も
2003 年 10 月に ASEAN と包括的経済連携協定に署名した。次に、インドは 2003 年 10 月
に ASEAN と包括的経済協力枠組み協定に署名し、2011 年末の FTA 完成を目指した。更
に、ASEAN と韓国は 2006 年 8 月に調印、ASEAN と豪州、ニュージーランドは 2009 年 2
月に調印された。このことにより、2009 年にようやく ASEAN を中核とした拡大アジア経
済統合の基盤が形成されたように思われる。現実には、アジア経済統合にイニシアチブを
取るべきと思われるアジアの経済大国である日本、中国、韓国が政治的、歴史的関係によ
り、相互間の FTA の取り込みがかなり難しいことにより、ASEAN が積極的にこのような
役割を果たした。図 3 のように、1999 年から始まった ASEAN+3、あるいは 2007 年に提
唱された ASEAN+6 のアジア経済統合の全体像が実現されつつある。 
図 3 アジア経済統合の未来像 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       出所：筆者作成。 
ここで注目すべきは、ASEAN 諸国間および ASEAN と日本・中国・韓国の間において、
経済発展段階のみならず、社会システムおよび歴史認識において「多様性」が存在してい
る点である。前章までで指摘してきた経済面の「多様性」は国際的な分業構造の自己組織
化につながるため、アジアの機能分化を促進する要素であると判断された。それに対し、
本章で取り上げたような、自由貿易体制の是非（すなわち保護主義的か自由主義的か）を
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めぐっての捉え方の「多様性」、政治・歴史面の認識における「多様性」は FTA の形成を
通じたアジア地域の自生的な分業体制の構築にとって阻害要因となっているようにも見え
る。しかしながら、それぞれの FTA が相互促進的に締結されてきた点を捉えた場合、それ
ら FTA は曲りなりにもアジア地域における貿易自由化を全体として促進する方向に寄与し
ていると考えることができる。本章においてはこの点を主要な小括として、最後の終章に
おいては本研究全体の「多様性」を軸とした総括を行うこととしたい。 
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終章 多様性と貿易、経済統合 
 アジア諸国における多様性から始まった本研究は、各国の多様性が経済発展、そして近
年における経済統合の動きにどのような影響を与えているかを実証的に分析するものであ
る。そもそもアジア諸国には、所得多様性、制度多様性、産業構造の多様性、技術多様性
などの様々な多様性が存在し、それがアジア経済統合にとって障害的なものと考えられて
いたのが現実である。例えば、中国、ASEAN 諸国、インドにおける産業保護政策からもア
ジア諸国における産業構造の多様性が貿易自由化の障害であったことの根拠になると考え
られてきた。しかし、近年におけるアジア地域内の実質的な経済統合の歩みと急速な地域
内 FTA 締結の拡大がアジア諸国の多様性を介して少なくとも貿易面では経済統合を促進し
ているのではないかという疑問が生じた。そして、このような考えに加わって、複雑系研
究のよる多様性重視の視点、生物・生態学における多様性の進化に与える影響を受け、本
研究を本格的に始めたのである。本章では、本論文における研究経過を簡単に述べた上で、
本論文の主な議論と到達した内容を指摘する。その上で、アジア経済統合の展望と今後の
課題を取り上げ、結論とする。 
1． 研究経過 
 アジア諸国の多様性と経済統合に関する本研究は、主に三つの段階の研究を経て現在の
地点に至った。その三つとは、第一段階の比較優位に基づいたアジア諸国の産業構造の多
様性とアジア経済統合に関する研究、第二段階のアジア諸国の技術構造の多様性とアジア
経済統合の研究、第三段階のアジア域内貿易、主に産業内貿易における多様性の研究であ
る。各段階について簡単に概観すれば以下のとおりである。 
第一段階：研究の初期においては、アジア諸国の多様性が経済統合にどのような影響を
与えているかをモデルで分析することが目的であった。アジア諸国の産業における比較優
位が各国の多様性の一つであり、このような比較優位に基づく多様性が経済統合の過程で
どのような進化していくかであった。この段階では、主に進化経済学の視点によるもので
あった。進化経済学のアプローチから見ると、「多様性」は生物学に由来する非常に重要な
概念であり、生物の生存能力の高め、環境変化への対応力・抵抗力を増す原因と考えられ
ている。この生物学のいわゆる多様性の概念は経済学にも応用でき、より新しく経済研究
のアプローチになっている。経済活動の変化を注目した「進化経済学」の研究は、現在、
日々の行動分析から制度や体制（system）の変化にいたる長期にまで及んでいる。しかし
ながら、この経済活動の変化、あるいは進化の視点からの進化経済学研究を用いて地域統
合の経済効果研究を本格的に取り扱った例は筆者の知る限り見られない。しかし実際には、
経済統合からより大きな、あるいは「複雑」な変化が生まれるであろう。そのため、経済
統合の活動に関して、以下のような視点を持つことができる。すなわち経済統合に参加す
る二つ、あるいは二つ以上の国をそれぞれの個体と考え、その個体が均質ではなく、多様
である点に注目するのである。そして、その国際経済システムにおける多様な個体の統合
をあたかも生物学における繁殖と進化のように動態的なものとして考えることができる。
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この考え方を推し進めると、例えば経済統合から生まれる利益はその個体の競争による生
存能力の高まりと同じように取り扱うことができる。ここで最も主張したいのは、経済統
合から利益が生まれるのは、各国が多様であるからであるということである。この命題を
研究上の作業仮説としてアジア経済統合の効果研究を行ったのである。 
第二段階：研究の中期において、第一段階の研究に加えて、アジア諸国における技術的
多様性(産業技術構造の相違)が経済統合に伴い、あるいは地域経済発展に伴い移転している
ことに気付き、技術移転の効果を考えた経済統合の効果を分析する必要性を認識した。こ
のような認識の基礎になったものがアジア経済発展研究における雁行形態発展論であった。 
雁行形態発展論は戦後におけるアジア経済の産業発展パターンとしてよく論じられてきた。
それによれば、東アジア各国は、(1)特定の産業を輸入→輸入代替→輸出成長→後発国から
逆輸入というライフサイクルを描きつつ発展させ、(2)このプロセスを労働集約型→資本集
約型→知識技術集約型へと順次繰り返し産業構造を高度化させていく、そして(3)この二つ
の過程が海外直接投資(FDI)を媒介に日本→NIEs→ASEAN→中国へと漸次模倣されるこ
とで、域内には比較優位に基づいた重層的かつ相互補完的な生産・貿易構造が成立すると
される(小島 1998)。特に製造業においてはその発展パターンが説明でき、理論的に定着し
ていた。しかし、雁行形態発展論と東アジアにおける垂直的な産業貿易の発展を共に考え
るといくつかの問題が出てくる。まずは、雁行形態発展論は比較優位に基づいた発展理論
であり、産業内貿易において、その拡大要因である規模の経済性、多様性に関して、雁行
形態発展論は重点を置いていないことである。そもそも各国における多様性は雁行形態発
展の根本的な原因であると考えるし、産業内貿易の発展においてもその重要性が明らかで
ある。アジア各国における所得格差、技術格差、労働力の違い、消費習慣、製品差別化な
どがその多様性の本物であり、その違い、多様性があるから雁行形態発展ができたのでは
ないかとの疑問である。次には、雁行形態発展論は「国」を基本単位として、「国の競争優
位論」の理論である。これは、現在の空間経済学、複雑系の経済学の視点から見ると、研
究上不十分になるだろう。空間経済学では、東アジアは自然な経済圏、あるいは実質的に
統合された経済圏であり、一体化して論ずるべきである。複雑系の経済学では、東アジア
におけるフラグメンテーションと呼ばれる国際工程間分業が進展は東アジアの経済システ
ムの自己組織化と捉えようとしている。このように、新しい貿易の理論である空間経済学
と複雑系の経済学の視点から見ると雁行形態発展論の不十分のところではないかとの考え
が上がったのである。 
第三段階：さらに、最後に辿り着いたことは、アジア貿易における多様性、つまり、各
国の輸出・輸入における製品多様化と輸出先の多様化は各国の経済発展にプラスではない
かとの考えに加えて、各国の輸出において多様性がどのような役割をしているかの研究に
至ったのである。このようなアジア諸国の輸出における多様性の研究を行うに至る発想の
立脚点は、近年におけるアジア域内産業内貿易の発達であった。平塚(2005)の研究によれば、
近年における広義の輸送費用の低下、そして規模の経済性、収穫逓増の力が加わり、東ア
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ジアの貿易上の「実質的な統合」が進展してきた。具体的な現象として東アジアでは、フ
ラグメンテーションと呼ばれる国際工程間分業が進展している。過去の経路依存性から、
固有の立地優位性により分散立地されている製造拠点は、それら生産立地をつなげるサー
ビス・リンクの発達により、有機的につながり垂直的生産ネットワークを形成している(木
村、2006)。そして、フラグメンテーション、すなわち「分断化」の発達によって、産業内
貿易が発達し、同一産業において中間投入が行われる空間リンケージが発生している。こ
の結果、東アジア貿易の重点は、従来の比較優位に基づく貿易や要素賦存の違いによる貿
易から、域内の垂直的な生産ネットワークに基づいた産業内貿易へ大きく変わっている。
このように東アジアでは産業内貿易がますます急速に発展しているが、より長期的、動態
的な視点から見ると、産業内貿易への変化の潜在的決定要因としては生産面と需要面の両
方によって強い影響を受けているからだと考えられる。生産面においては、製品の差別化、
規模の経済性、輸送費用の低下、技術的要因と自由貿易協定などによる貿易障壁の撤廃と
いった要因が考えられる。需要面においては、経済発展に伴い、国際的文化融合空間が拡
大している。豊富な情報の伝達をベースにして国家間の文化的、経済的交流が深められ、
相互に日常的な生活様式が影響し合って消費ニーズのパターンが共通化している。そして、
各国の消費者が共通して好む差別化商品群の範囲が広がっていく。消費者のニーズだけで
はなく、設備や部品材料などの生産財に対する企業のニーズも、文化融合の中で技術の国
際的な伝播が進むと同質化する傾向が見られる。このような消費者・生産者のニーズの変
化はより大きな共通需要のある市場の形成を促し、生産面での規模の経済性を求める誘引
にもなる。需要面の影響は本論文では議論しないが、生産面においては、多様性の要因に
焦点を与える。理論的に言うと、規模の経済が強く働く場合、製品の差別化が進むと寡占
的な市場が形成され、産業内貿易が拡大するが、実際の貿易面においては、製品差別化（多
様性）と貿易量の間にどのような関係が存在しているのであろうか。つまり、本論文での
考えでは、産業内貿易の拡大に影響を与えている多様性とは単なる製品の差別化だけでは
なく、輸出の多様化を加える必要があると考えたからである。 
このように 3 つの研究の段階を経て本研究は最終的にアジア諸国の多様性がアジア地域
における域内貿易、雁行型経済発展、そして地域内経済統合の効果にどのような影響を与
えているかの実証研究に至ったのである。 
2． 本研究の主な議論 
 アジア諸国の多様性に基づく本研究では、域内経済統合と貿易についていくつかの議論
を挙げて分析を行った。ここでは、本論文における主な議論とその結果について簡単なま
とめをする。 
 第一に、アジア諸国の多様性に関する考察である。ここでは、アジア諸国に存在する様々
な多様性を経済面に絡む側面から考察を行ったものであり、主に、所得多様性、産業・貿
易構造の多様性、制度における多様性、生産技術と生産技術構造における多様性、そして
各国の輸出に焦点を当てて産業組織論の分野でよく用いられる市場構造の競争性を反映す
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る指標である市場集中度を表す「ハーフィンダール指数」を用いて、各国の輸出多様性に
ついて分析を行った。その結果として、所得の多様性は当然ながら、アジア諸国における
所得水準を一人当たり GDP で比較した見たところ、その多様性が明らかであった。アジア
諸国の 2007 年時点での一人当たり GDP を見ると、2007 年の時点でシンガポールの 1 人当
たり GDP が 3 万 6370 ドルであり、日本を越えてアジア最高になった。次いで日本、香港、
韓国、台湾が続いている。これに対して、最も低いベトナムの一人当たり GDP は 815 ドル
に過ぎず、最も高いシンガポールとの所得格差は 45 倍近いに達している。このようなアジ
ア諸国･地域における所得格差の多様性は、アジア独特なものであり、アジア諸国・地域の
経済発展の格差状況を表したものと考えている。そして産業・貿易構造の多様性に関する
考察には、まず、三分類産業構造の変化を概観した上で、アジア国際産業連関表と ITI 財別
国際貿易マトリックスのデータを使いアジア諸国の輸出・輸入構造の変化と多様性を年代
別に比較して考察したのである。その結果、三分類産業構造の考察では、その特徴として、
アジア地域の先発国である日本と香港、台湾地域では、第 2 次産業が縮小し、第 3 次産業
が拡大し、第 1 産業である農業が占めるシェアは非常に低いこと、中国と ASEAN に工業
化が進み、第 2 次産業の占めるシェアは著しく拡大し、中国の発展は目覚しいものであり、
第 2 次産業の占めるシェアが急速に拡大していること、そして、インドの発展戦略は工業
化ではなく、第 3 次産業の発展が中心であること、さらに、アジア全体における第 1 次産
業の占めるシェアの急激な減少していることが明らかとなり、アジア諸国が産業構造面で
多様であることが既に明らかになった。アジア諸国の輸出・輸入構造の考察では、アジア
地域全体の輸出が伸びたこと、特に中国の輸出額の伸びが著しいこととアジア域内貿易が
拡大したこと、そして金額的にまだ大きくないものの、各国の対インド輸出が著しく増加
し、アジア諸国の緊密な関係を更に深めていることを明らかであった。そして、主要貿易
品目から見たところ、アジア諸国における貿易関係の特徴は、第 1 に、アジア域内の一般
機器、電気機器を中心とした貿易関係の強化である。この部門は日本、中国、ASEAN のい
ずれにおいても輸出入額、輸出入シェアともに群を抜いて大きい。これは生産工程の国際
分業とネットワークが形成されているということであり、アジアの貿易構造の最大の特徴
とされている。第 2 に、アジア諸国の商品別輸出競争力の違いである。日本は機器、化学、
輸送機器等の相対的に高度な工業製品において輸出競争力が強く、鉱物関連製品や繊維関
連製品は輸入に依存している。中国は繊維関連製品の輸出競争力が強く、その他電気機器、
化学製品、精密機器、輸送機器の多くは輸入に依存している。ASEAN の国々は、鉱物関連
製品とプラスチック関連製品における輸出競争力が比較的強く、その他、電気機器、化学
製品、精密機器、輸送機器、繊維関連製品は輸入に依存している。インドはデータ処理、
システム開発などの IT関連サービスや医薬品産業において比較的強い輸出競争力を持って
いる、といったようにアジア諸国における輸出多様性と相互補完性が読み取れたのである。
アジア諸国の制度の多様性の考察では、ホールとソスキスの「比較制度優位」という概念、
つまり、政治経済の持つ制度的構造が、企業に対して、そこで特殊なタイプの活動に従事
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する上で優位性を与えるというものであるという考えを用いて、アジア諸国の制度的多様
性を概観したものである。ホールとソスキスと同じように、各国の技術クラスにおけるパ
テント特化から比較制度優位を考察する分析手法を用いたのである。その結果、日本、中
国、韓国の特化がそれぞれ異なり、アメリカとドイツのように漸進的イノベーションと急
進的イノベーションがはっきり分けられていないが、それぞれの特徴がみられ多様である
ことが明らかとなった。しかし、その他のアジアの国の制度的多様性を示すことは難しい。
その原因の 1 つは、ASEAN 各国の特許申請の数が少ないことにより、傾向的に見ることが
できないことのように思われる。もう 1 つは技術クラスにおける ASEAN 各国のデータは
まだ公表されていないため、データの入手が非常に難しいからである。だが、少なくとも、
日本、中国、韓国における制度的相違からわかることは、アジア諸国においては、政治経
済における制度的構造がそれぞれ異なり、多様性は確実に存在する。アジア諸国の技術構
造の多様性の考察では、アジア国際産業連関表の技術係数の差異を用いて、アジア諸国の
生産技術構造を考察した。各指標は日本のそれと比較した増減率を以って評価したもので
あり、製造業に分類される 12 部門の生産技術構造のうち、現在アジアの産業内貿易がより
活発化していると思われる機械類、輸送機器、その他の製造業について比較分析を行った
のである。その結果、アジア諸国の製造業における生産技術構造は、産業ごとに異なり、
生産技術構造の多様性が存在していることが明らかとなった。最後に産業組織論における
ハーフィンダール指数での世界の輸出多様性の考察では、多様性が大きすぎることもその
産業の成長にとり適切ではなく、一種の最適な多様性ということが存在し、完全に多様な
状態で、規模の経済性を失うまで至らないという結論に至った。 
 第二に、比較優位に基づくアジア諸国の経済統合の効果分析である。ここでは、アジア
諸国の間のFTAの経済効果とアジア経済統合の未来像であるASEAN＋3とASEAN＋6の
FTA の経済効果について GTAP モデルを用いてシミュレーション分析を行った。その結果
として、各国間の FTA の経済効果では、相互の FTA により自国の厚生水準と GDP に与え
るプラスの効果が明らかであった。そして、輸出・輸入に与える効果として、対世界輸出
と輸入が拡大し、貿易が拡大していくことも分析の結果である。しかし、インドにおける
FTA の経済効果がインドの厚生水準と GDP に引き下げる効果を持つことは意外と考えら
れた。このことはインドと ASEAN 諸国と FTA、そして、インドと日本、中国、韓国間の
FTA に見られる共通の現象であり、インドとその他のアジア諸国間での FTA はその静態効
果の側面から必ずしもインドに有利であるとは言えない。しかし、長期的に、FTA の動態
効果である資本蓄積効果を見るとインドの資本収益率が上昇し、インドへの投資が拡大す
ることにより、インドの経済成長にプラスであることは想像できる。そして、日中韓、
ASEAN＋3、ASEAN＋6 の FTA の経済効果シミュレーションの分析では、それぞれのケ
ースでの FTA 締結によって各国の厚生水準と GDP に与えるプラスの効果が明確なもので
あり、輸出・輸入に与える効果から見ても FTA 締結により、各国の輸出・輸入が共に拡大
し、貿易が活発化することは疑いえないこととなった。さらに、日中韓 FTA、ASEAN＋3、
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ASEAN＋6 の FTA の経済効果を比較してみたところ、中国とインドを除いてすべての国の
厚生水準と GDP の上昇効果は ASEAN＋6 の方が最も望ましいものであった。中国とイン
ドにとっては ASEAN＋3 の方が最もよい効果であったが、これは、オーストラリアとニュ
ージーランドの先進国が FTA に参加することによって交易条件が悪化し、厚生水準を引き
下げているからだ思われる。インドにとっては、両国間の FTA の経済効果と同じく地域経
済統合の枠組みでの FTA の経済効果がマイナスであり、インドにとって産業競争力が弱く、
関税保護率が高いことによって FTA 締結から受ける衝撃が最も大きいものとなると考えら
れる。 
 第三に、アジア諸国の技術構造の多様性によって FTA 締結が各国間の技術移転を促した
場合の経済効果分析である。これは FTA による動態効果の一つであると考え、比較優位の
多様性に基づく FTA の経済効果分析と同じく枠組みでシミュレーションを行い、比較分析
したのである。具体的には、アジア諸国における二国間 FTA では、日本と中国、日本と
ASEAN 諸国、日本とインドの FTA の場合、日本から技術移転の効果と持っていると考え、
日中韓 FTA、ASEAN＋3、ASEAN＋6 の場合、日本から中国、ASEAN、インドへの技術
移転の効果があると想定し、FTA 締結によって中国、ASEAN 各国とインドの生産性を 1％
上昇したとの仮定でのシミュレーション分析である。その結果、比較優位に基づく FTA の
経済効果より中国、ASEAN 各国、インドの厚生水準、GDP と輸出・輸入に与えるプラス
の効果が遥かに大きいことがわかった。中国の場合その技術移転効果を加えた FTA の経済
効果が最も望ましい状態であるように思われる。二国間 FTA では、比較優位に基づいた日
中 FTA が中国の厚生水準に与える効果がマイナスであったが、技術移転の効果を加えると
プラスに転じ、その増加量も非常に大きいと言える。GDP にとってはその上昇率がそれほ
ど高くないが、マイナスからプラスに転じたことは確かである。日中韓 FTA、ASEAN＋3、
ASEAN＋6 の FTA の場合、中国にとって技術移転の効果を加えた FTA の経済効果が関税
撤廃による FTA の経済効果より厚生水準の増加量と GDP の上昇率では比較にならないほ
ど大きい。ASEAN 各国にとっても、日本と FTA 締結をした場合、技術移転の効果を加え
た FTA の効果が非常に望ましいものであった。特にインドネシア、マレーシア、フィリピ
ン、シンガポールの場合がそうである。タイにとってはそれほど大きくないが、関税撤廃
の FTA より高い増加を見せている。ASEAN+3、ASEAN＋6 の FTA の場合、普通の関税
撤廃の FTA の経済効果より技術移転の効果を加えた FTA の経済効果が ASEAN 各国の厚
生水準の増加量で2倍ぐらい大きい。GDPの上昇率でも1.5倍以上の上昇率を見せている。
インドの場合、技術移転の効果を加えた FTA の経済効果が関税撤廃による FTA の経済効
果より良いと言える。しかし、技術移転の効果を考慮しても、インドの FTA 締結がインド
の厚生水準と GDP を引き下げていることが問題と考えられている。 
 第四に、アジア諸国の産業内貿易における輸出と多様性の関係である。ここでは、生物・
生態学における「種の豊富さ」と「種組成の均等さ」の両方を含んだ尺度である多様性指
数をアジア諸国に関する産業・貿易分析に応用し、アジア諸国の相互輸出と多様性の関係
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について考察した。このような多様性の尺度は製品多様化と輸出多様化の両方を含んだ概
念であると考え、アジア諸国の相互輸出においてどのような影響を与えているかを見るこ
とが目的であった。そして、実際の貿易データであるアジア国際産業連関表と ITI 財別国際
貿易マトリックスのデータを用いてパネルデータをつくり実証分析を行った。その結果と
して、アジア国際産業連関表による分析では、多様性を示す代理変数である「多様度指数」
の推定結果では、最終需要における固定効果モデルの貿易相手国の多様性の係数を除いて、
すべての「多様度指数」の分析結果は 1％有意水準で帰無仮説が棄却されており、産業内貿
易における多様性が輸出により大きな影響を与えていることが明らかとなった。そのうち、
自国の多様性が輸出に与えるプラスの影響は非常に大きいことは、自国における製品差別
化と貿易相手国の数、そして各国への輸出の均等さのことは非常に重要なことを示してい
る。相手国の多様性は輸出にプラスの影響を与えているが、自国の多様性と比べると係数
がそれほど大きくない。そして、中間需要と最終需要の輸出における多様性指数の係数を
比べてみると、中間需要の輸出における多様性指数の係数が最終需要のそれより高い。こ
れは、中間需要にとって東アジア諸国の多様性が最終需要より進んでいることを物語る。
つまり、中間需要の貿易において、多様性が溢れ、アジアの経済成長を支えていることを
有力に説明する。ITI 国際貿易マトリックスのデータによる分析では、全輸出面での考察で
は、自国の多様度指数が輸出にプラスの影響を与え、貿易相手国の多様度指数が輸出にマ
イナスの影響を与えている。つまり、アジア諸国の全輸出で分析したところ、自国が輸出
面で多様であればあるほど、輸出が伸びることを意味している。貿易相手国の多様性は、
産業ごとに違うと思うが、少なくとも、全輸出の面では、相手国の多様性が高いほど、自
国の輸出の不利であることを示した。産業別の考察では、三つの結果が出ている。1 つは自
国の多様性が輸出にプラスの影響を与え、貿易相手国の多様性が自国の輸出にマイナスの
影響及び貿易相手国の多様性が自国の輸出に与える影響が不明であるケースである。IT 関
連機器、一般機械、雑製品、食料品、電気機器、油脂・その他の動植物生産品、輸送機器
はこのケースに入っている。工業製品である IT 関連機器、一般機械、電気機器、輸送機器
にとっては、自国における多様性、つまり、自国に製品の多様化と輸出多様化が輸出に大
きなプラスの影響を与えていることがわかる。そして、このケースに入るすべての産業の
多様度指数の推計係数を比較して、高い順に並べると電気機器(2.52)、IT 関連機器(2.29)、
輸送機器(1.65)、雑製品(1.50)、一般機械(1.09)、油脂・その他の動植物生産品(0.81)、食料
品(0.51)となる。係数の比較では、工業製品の方が、食料品、油脂・その他の動植物生産品
の係数よりはるかに高い。このことは、工業品の輸出の方が多様性により高く影響されて
いることを意味している。工業品にとって貿易相手国の多様性が自国の輸出に与える影響
は不明である。雑製品、油脂・その他の動植物生産品の場合、比較優位に基づく産業であ
るため、貿易相手国がこのこれらの産業で多様化しているほど、輸出に不利になることが
考えられる。1 つは自国の多様性と貿易相手国の多様性が輸出にプラスの影響を与えるケー
スである。その他原料およびその製品、プラスチックス・ゴム、精密機器がこのケースに
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入る。これらの産業にとっては、域内輸出における多様性が高ければ高く、輸出が伸びる
ことと意味している。これらと異なって、化学工業品の輸出の場合、自国の多様性が輸出
にマイナスの影響を与え、貿易相手国の多様性が自国の輸出にプラスの影響を与えている。
これは、少なくとも、化学工業品にとっては、多様化よりその他の要因をより重視した貿
易となっているからだ思われる。 
 第五に、政治経済学の視点からのアジア諸国の多様性と経済統合の関係についての議
論である。実際経済統合のプロセスは最終的に政治的プロセスであり、経済的利益のある
ことが必ずしも実現できるわけではない。ここでは、近年におけるアジア FTA の拡大要因、
保護主義と自由貿易主義、各国の産業保護政策の歴史と現在、各国の FTA 戦略と締結の歩
みを具体的に概観し、アジア諸国の多様性が政治経済学の側面からアジアの経済統合には
障害となることを議論したのである。自由貿易体制の是非をめぐっての捉え方の「多様性」、
政治・歴史面の認識における「多様性」は FTA の形成を通じたアジア地域の自生的な分業
体制の構築にとって阻害要因となっているようにも見える。しかしながら、それぞれの FTA
が相互促進的に締結されてきた点を捉えた場合、それら FTA は曲りなりにもアジア地域に
おける貿易自由化を全体として促進する方向に寄与していると考えられる。 
3． アジア経済統合の展望と今後の課題 
 アジア経済統合への展望もすでに生まれている。1999 年から始まった ASEAN＋3 がそ
れである。第 2 章の経済統合の効果分析からすでにわかるように、アジアの国々にとって
は ASEAN＋3 のもたらす経済効果が相対的に大きい。そして、2007 年に日本政府が提唱
した ASEAN＋6 も存在し、それが日本の主なアジア経済統合の主張であった。その上に
APEC も存在している。1989 年から始まった APEC は「開かれた地域主義」を抱えており、
アジア金融危機前までにアジア地域統合の主要な組織であるように期待されたが、アジア
金融危機に対して機能不全であったため、ASEAN＋3 が生まれたのである。しかし、現在
でも APEC はアジア経済統合の 1 つの柱であることは否定できない。このように、アジア
経済統合が 3 つのありうる道で走っているように思われるが、いずれにしてもアジア経済
統合は大きな課題を抱えている。以下では、抱えている課題について簡単に要約する。 
 第一に、日中 FTA の実現可能性である。日中 FTA はアジア経済統合の中で最も重要か
つ構築のカギを握るが、制度的内容だけではなく、締結に至るまでの道乗りにはいくつか
の障壁を乗り越えなければならない。第 1 に、日本と中国の経済体制の違いである。日本
は民主主義国家であるのに対して、中国は社会主義国家である。価値観が共有できない日
本と中国が、果たして 1 つの制度構築を目指すことができるかどうかの問題である。第 2
に、アジアにおける日本、中国の覇権争いである。中国の経済力の急速な拡大に伴い、中
国がアジアのパワーバランスに大きな影響を与えるようになっている。中国の覇権にまつ
わる問題として、アジアにおける FTA のメンバーを ASEAN＋3 に限るのか、あるいは
ASEAN+3 にインド、オーストラリア、ニュージーランドを加えるのかで、中国と日本の
立場には大きく異なってくる。第 3 に、歴史認識の問題である。歴史問題は国民感情に根
264 
 
ざした問題であるだけに厄介な問題になる。両国政府が歴史問題を外交問題から外す努力
が必要であるが、これまでの経緯から考えると当分の間は非常に困難である。第 4 に、経
済格差問題である。日本は先進国であり、中国は発展途上国である。経済格差が存在する
国間で貿易・経済制度の統一を図ることが容易ではないことは両国の共通の認識となって
いる。 
 第二に、地域大国として高度成長を実現したインドがアジア経済統合にどのような役割
を果たすのかの問題である。1947 年の独立以来、インドは半ば鎖国ともいえる社会主義的
な経済政策を採用し、輸入代替の工業化を進めてきた。このため長年にわたって高い関税
率を維持していた。90 年代に入りようやく関税の引き下げの政策を取っているが、農産物
にとっては依然として高関税がかかり、動植物油で平均 75.5％、乳製品等で 34.1％と極端
に高い関税が存在している。その他にも、家電や OA 機器にかかる関税の高さだけではな
く、数多くの非関税障壁の存在が指摘されている。インドと ASEAN の FTA は、2009 年 8
月に 2 年以上遅れて調印され、同じ月には韓国との CEPA も調印されているが、インドは
アジア域内の経済統合を目指す上で「難しい」メンバーだと言える。 
 第三に、対外的に、アジア地域主義に対する米国の強い警戒感にアジアがどう対応する
かという問題もある。アジア地域主義それ自体が、国際政治の枠組みの変更を意味する。
アジアは安定的な発展メカニズムを築くために、域内の経済循環構造を強化すべきである
が、対米関係を考慮しつつ制度化を進めなければならない。世界経済における欧州、米国
そしてアジアの 3 極化の動きはアジアの成長によって必然性を強めている。それに伴う国
際政治構造の再編も不可避であると考えられる。 
 第四に、産業再編の問題である。FTA が締結すると相互に関税を撤廃しなければならな
い。その結果輸入品が増加し、国内産業に少なからず影響を及ぼす。このため各国は、FTA
による自由化の推進と国内産業保護のバランスをいかに取るかが、政策として重要となる。
FTA により、お互いに得意とする分野で生産に特化し、国際的分業が進み、それによる貿
易が拡大するが、FTA 締結が加速する現在、産業再編や一段と厳しさを増す競争の中で、
各国はいかに産業競争力を強化するのかが大きな課題となるように思われる。 
 その他にも、アジアの経済統合の推進は、国内対策はもちろん競争力の劣る後発国に対
する政策的配慮や、地域統合を支える安定策を欠かせてはいけない。貿易自由化だけでは
なく、技術移転、情報技術協力、中小企業育成、観光の促進を含む幅広い領域での協力が
必要とされている。このため、アジア地域の経済統合の乗り越えなければならないものが
多く、その実現のためにアジア諸国が共通に努力しなければならない。 
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Appendix1：GTAPモデル分析の詳細な結果 
A1．日本・インドネシア FTA(関税撤廃) 
A1-1 貿易収支の変化 
                                  (100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -123 14.59 4.57 13.59 3.11 3.26 0.58 3.38 3.65 75.65 
MNG -21.5 3.85 2.06 -15.5 2.23 0.2 7.27 1.19 1.77 17.53 
TXL -88.6 -59.7 3.11 103.5 -0.75 0.45 2.11 3.12 0.28 26.93 
CHM 119.9 16.56 -4.54 -124 -3.58 0.62 -22 -2.54 -2.06 16.84 
MTL 250.6 -9.93 -14 -80.5 -8.83 1.04 -8.92 -2.46 -3.35 -127 
OME 32.05 -4.82 -9.94 -101 -8.69 -2.48 -3.19 -9.89 -1.2 108.6 
OtherMnfcs -213 6.51 2.69 141 -5 0.07 3.46 0.99 2.49 37.12 
Svces -154 36.67 27.08 -133 12.53 3.27 31.17 11.15 4.46 203.3 
A1-2 交易条件の変化        
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.05 -0.01 -0.02 0.14 -0.01 -0.01 -0.02 -0.02 -0.01 0 
A1-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.02 -0.01 -0.02 0.93 -0.02 -0.03 -0.05 -0.03 0 0 
A1-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.01 -0.01 -0.01 0.09 -0.02 -0.01 -0.03 -0.02 0 0 
A1-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.01 -0.02 -0.02 0.49 0.06 -0.02 0.04 0.02 0 0 
UnSkLab 0.05 -0.02 -0.03 0.66 -0.03 -0.03 -0.06 -0.03 -0.01 -0.01 
SkLab 0.06 -0.02 -0.03 0.66 -0.03 -0.04 -0.05 -0.04 -0.01 -0.01 
Capital 0.06 -0.02 -0.03 0.64 -0.03 -0.03 -0.06 -0.04 -0.01 -0.01 
NatRes -0.06 0.02 0.03 -1.24 0.03 -0.01 0.07 0.01 0.01 0.01 
AGRandPFD 0.04 -0.02 -0.02 0.5 0 -0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
MNG 0.02 -0.01 -0.01 0.01 -0.01 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 -0.01 
TXL 0.03 -0.01 -0.02 0.21 -0.01 -0.01 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
CHM 0.04 -0.01 -0.02 0.12 -0.01 -0.01 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
MTL 0.05 -0.01 -0.02 -0.15 -0.01 -0.02 -0.03 -0.02 -0.01 -0.01 
OME 0.05 -0.01 -0.02 -0.35 -0.02 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 -0.01 
OtherMnfcs 0.03 -0.01 -0.02 0.44 -0.01 -0.02 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
Svces 0.05 -0.02 -0.03 0.42 -0.02 -0.03 -0.04 -0.03 -0.01 -0.01 
CGDS 0.04 -0.01 -0.02 -0.13 -0.01 -0.01 -0.03 -0.02 -0.01 -0.01 
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A1-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.03 0 0.01 -0.07 0.05 0.01 0.06 0.02 0.01 0 
MNG -0.06 0.01 0.04 -0.34 0.01 0.04 0.05 0.01 0 0 
TXL -0.09 -0.04 0.03 0.87 -0.02 0.02 0.09 0.03 0 0.01 
CHM 0.03 0.01 0 -0.53 -0.02 0.01 -0.13 -0.01 0 0 
MTL 0.11 0 -0.04 -1.28 -0.2 0.01 -0.37 -0.1 -0.02 -0.01 
OME -0.01 0 0 0.28 -0.01 -0.02 -0.04 -0.05 -0.01 0 
OtherMnfcs -0.08 0.01 0.02 0.39 -0.02 0 0.08 0.01 0.01 0 
Svces 0 0 0 0.04 0.02 0 0.02 0 0 0 
CGDS 0.02 -0.01 -0.03 1.27 -0.06 -0.04 -0.04 -0.06 -0.01 -0.01 
 
A2．日本・インドネシア FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A2-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -114 18.41 5.63 -68.3 4.13 4.35 -1.69 3.63 4.58 146.4 
MNG -24.8 7.3 -0.54 -36.6 2.16 0.17 9.6 0.91 1.72 39.76 
TXL -78 -36 9.28 -36.5 -0.96 0.96 1.14 4.61 3.61 124.7 
CHM 134.9 20.99 -0.48 -191 -2.09 0.83 -27.7 -2.31 -2.64 68.52 
MTL 275.5 -5.23 -8.95 -162 -6.7 1.66 -12 -1.67 -3.21 -81.3 
OME -60.3 -76.5 -31.7 636.3 -24.5 -5.99 19.68 -15.8 -6.49 -448 
OtherMnfcs -191 38.01 7.15 -59.7 -0.54 0.93 -0.02 2.5 4.66 189 
Svces -142 41.87 31.11 -264 15.62 3.99 11.95 11.19 4.8 318.5 
A2-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.05 -0.01 -0.03 0.13 -0.01 -0.01 0 -0.02 -0.01 0 
A2-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.02 -0.01 -0.02 1.25 -0.01 -0.03 0.02 -0.02 0 0 
A2-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.01 -0.01 -0.01 0.26 -0.01 -0.01 0 -0.01 0 0 
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A2-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.01 -0.01 -0.02 0.49 0.1 -0.01 0 0.03 0.01 0 
UnSkLab 0.05 -0.02 -0.04 1.12 -0.03 -0.03 -0.02 -0.03 -0.01 -0.01 
SkLab 0.05 -0.02 -0.04 1.27 -0.03 -0.04 -0.02 -0.04 -0.01 -0.01 
Capital 0.05 -0.02 -0.04 1.08 -0.03 -0.04 -0.02 -0.04 -0.01 -0.01 
NatRes -0.05 0.03 0.07 -2.27 0.06 0.01 0.02 0.03 0.02 0.03 
AGRandPFD 0.03 -0.02 -0.02 0.78 0 -0.03 0.01 -0.01 0 -0.01 
MNG 0.03 -0.01 -0.01 0.04 0 -0.01 -0.01 -0.01 0 0 
TXL 0.03 -0.01 -0.02 0.47 0 -0.01 0 -0.02 -0.01 -0.01 
CHM 0.04 -0.01 -0.02 0.29 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
MTL 0.04 -0.01 -0.02 0.08 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
OME 0.04 -0.01 -0.02 -1.26 -0.02 -0.01 -0.04 -0.02 -0.01 -0.01 
OtherMnfcs 0.03 -0.01 -0.02 0.72 -0.01 -0.02 0 -0.02 -0.01 -0.01 
Svces 0.05 -0.02 -0.03 0.75 -0.02 -0.03 -0.02 -0.03 -0.01 -0.01 
CGDS 0.04 -0.02 -0.02 0.05 -0.03 -0.02 -0.04 -0.02 -0.01 -0.01 
 
A2-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.03 0 0.01 -0.28 0.07 0.01 0.01 0.03 0.01 0.01 
MNG -0.05 0.01 0.05 -0.57 0.01 0.05 0.01 0.02 0.01 0.01 
TXL -0.07 -0.02 0.06 -0.59 -0.02 0.04 0.03 0.05 0.01 0.03 
CHM 0.03 0.01 0.01 -0.76 -0.01 0.01 -0.18 -0.01 -0.01 0 
MTL 0.12 -0.01 -0.03 -1.97 -0.15 0.01 -0.38 -0.1 -0.02 -0.01 
OME -0.02 -0.03 -0.02 5.36 -0.04 -0.06 0.03 -0.08 -0.02 -0.02 
OtherMnfcs -0.07 0.02 0.05 -0.73 0.01 0.02 0.03 0.03 0.01 0.01 
Svces 0 0 0 0.1 0.02 -0.01 0.02 0 0 0 
CGDS 0.02 -0.01 -0.03 1.7 -0.03 -0.04 0.02 -0.04 -0.01 -0.01 
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A3．日本・マレーシア FTA(関税撤廃) 
A3-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -210 21.11 9.52 14.56 -21.8 17.84 10.61 15.81 6.72 128.5 
MNG -36.7 3.19 -0.89 9.58 35.85 1.62 1.69 3.49 2.9 -22.6 
TXL -162 44.44 22.3 12.08 6.09 8 6.71 16.98 2.79 35.83 
CHM 31.37 30.33 20.83 0.1 -308 4.17 -16.9 -5.44 7.02 229.2 
MTL 765.4 -21.5 -47.5 -28.8 -168 5.84 -44.2 -11.5 -10.5 -486 
OME -122 -78.3 -32.3 -40 104.2 -33.3 -126 -51.9 -17.1 396.2 
OtherMnfcs -173 -30.8 4.14 5.25 115.9 7.84 19.09 9.59 7.42 -2.29 
Svces -536 45.78 49.93 23.26 -537 20.06 213 38.72 17.69 769.7 
A3-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.19 -0.02 -0.04 -0.05 -0.01 -0.06 -0.12 -0.05 -0.02 -0.01 
A3-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.06 -0.01 -0.04 -0.04 3.21 -0.14 -0.32 -0.09 -0.01 -0.01 
A3-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.02 -0.01 -0.02 -0.02 0.61 -0.05 -0.21 -0.05 -0.01 0 
A3-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.09 -0.02 -0.03 0 -0.24 -0.09 0.34 0.07 -0.02 -0.02 
UnSkLab 0.19 -0.03 -0.06 -0.08 1.52 -0.15 -0.36 -0.09 -0.04 -0.03 
SkLab 0.19 -0.03 -0.06 -0.1 1.36 -0.19 -0.33 -0.11 -0.05 -0.03 
Capital 0.19 -0.03 -0.06 -0.09 1.38 -0.18 -0.37 -0.12 -0.05 -0.03 
NatRes -0.14 -0.03 0.03 0.1 -2.02 0.04 0.29 0.05 0 -0.01 
AGRandPFD 0.15 -0.03 -0.04 -0.06 0.46 -0.13 -0.13 -0.05 -0.04 -0.03 
MNG 0.05 -0.03 -0.03 -0.03 -0.06 -0.06 -0.09 -0.05 -0.03 -0.02 
TXL 0.15 -0.02 -0.04 -0.06 0.14 -0.08 -0.14 -0.07 -0.04 -0.03 
CHM 0.14 -0.02 -0.03 -0.05 0.22 -0.07 -0.13 -0.06 -0.04 -0.03 
MTL 0.16 -0.02 -0.04 -0.06 -0.9 -0.11 -0.17 -0.05 -0.04 -0.03 
OME 0.16 -0.02 -0.03 -0.04 -0.29 -0.03 -0.11 -0.04 -0.04 -0.03 
OtherMnfcs 0.16 -0.03 -0.04 -0.07 0.03 -0.1 -0.18 -0.07 -0.04 -0.03 
Svces 0.18 -0.03 -0.05 -0.07 0.65 -0.14 -0.25 -0.09 -0.04 -0.03 
CGDS 0.16 -0.02 -0.04 -0.05 -0.83 -0.07 -0.13 -0.05 -0.04 -0.02 
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A3-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.07 0 0.02 0.04 -0.86 0.04 0.43 0.08 0.01 0.01 
MNG -0.31 0 0.06 0.03 -0.58 0.18 0.31 0.04 0.01 0 
TXL -0.22 0.05 0.14 0.15 0.41 0.32 0.41 0.17 0.02 0 
CHM -0.02 0.01 0.06 -0.01 -1.65 0.04 0 0 0.01 0.01 
MTL 0.32 -0.02 -0.15 -0.56 -2.24 -0.02 -2.21 -0.5 -0.05 -0.04 
OME -0.06 -0.02 -0.01 -0.23 1.41 -0.26 -0.69 -0.22 -0.05 0.01 
OtherMnfcs -0.07 -0.01 0.03 0.07 0.88 0.13 0.29 0.09 0.02 0 
Svces 0.01 0 0 -0.01 -0.64 -0.02 0.14 0 0 0 
CGDS 0.07 -0.02 -0.06 -0.08 6.27 -0.21 -0.29 -0.18 -0.02 -0.02 
 
A4．日本・マレーシア FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A4-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -203 28.37 10.94 16.47 -110 18.21 2.05 14.08 6.73 216.9 
MNG -40.7 3.85 -4.77 6.46 67.81 1.15 8.24 1.42 2.54 -49.5 
TXL -156 56.92 26.76 8.85 -63.9 7.22 -0.68 13.31 -0.27 102.6 
CHM 76.82 53.99 34.84 4.5 -599 5.16 -31.3 0 9.29 441.7 
MTL 802.4 -9.53 -40.7 -26 -295 6.26 -57.1 -11.6 -10.2 -404 
OME -329 -222 -80.3 -52.8 1780 -37 -33.8 -57.2 -26.4 -962 
OtherMnfcs -143 7.59 9.74 11.51 -136 8.4 2.84 8.6 11.01 194.5 
Svces -503 90.29 63.99 25.71 -1141 20.8 143 38.51 22.19 1343 
A4-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.19 -0.01 -0.04 -0.05 -0.04 -0.06 -0.06 -0.04 -0.03 -0.01 
A4-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.06 -0.01 -0.03 -0.04 4.55 -0.13 -0.12 -0.06 -0.01 0 
A4-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.02 -0.01 -0.02 -0.02 1.47 -0.06 -0.11 -0.04 -0.01 0 
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A4-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.08 -0.01 -0.02 0.01 -2 -0.09 0.11 0.07 -0.01 -0.02 
UnSkLab 0.19 -0.03 -0.07 -0.08 2.8 -0.15 -0.24 -0.09 -0.04 -0.03 
SkLab 0.19 -0.03 -0.07 -0.1 2.53 -0.19 -0.21 -0.1 -0.05 -0.03 
Capital 0.19 -0.04 -0.07 -0.09 2.54 -0.18 -0.24 -0.11 -0.05 -0.03 
NatRes -0.12 -0.02 0.06 0.09 -4.53 0.05 -0.08 0.05 -0.01 -0.01 
AGRandPFD 0.15 -0.03 -0.04 -0.05 0.88 -0.12 -0.05 -0.04 -0.03 -0.03 
MNG 0.05 -0.03 -0.03 -0.03 -0.09 -0.06 -0.1 -0.04 -0.03 -0.03 
TXL 0.15 -0.02 -0.05 -0.05 0.63 -0.07 -0.06 -0.06 -0.03 -0.03 
CHM 0.14 -0.03 -0.04 -0.04 0.73 -0.06 -0.07 -0.05 -0.03 -0.03 
MTL 0.16 -0.03 -0.04 -0.05 -0.42 -0.1 -0.11 -0.04 -0.04 -0.03 
OME 0.16 -0.03 -0.04 -0.05 -0.79 -0.04 -0.15 -0.06 -0.04 -0.03 
OtherMnfcs 0.16 -0.03 -0.04 -0.07 0.63 -0.1 -0.09 -0.06 -0.04 -0.03 
Svces 0.17 -0.03 -0.06 -0.07 1.44 -0.14 -0.16 -0.08 -0.04 -0.03 
 
A4-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.06 0.01 0.02 0.04 -2.36 0.04 0.21 0.07 0.01 0.01 
MNG -0.31 0 0.07 0.03 -1.14 0.17 0.07 0.03 0.01 0 
TXL -0.21 0.06 0.16 0.12 -2.86 0.28 -0.09 0.14 0.01 0.01 
CHM -0.01 0.02 0.08 0.02 -3.15 0.06 -0.12 0.03 0.01 0.02 
MTL 0.33 -0.03 -0.14 -0.52 -4.19 -0.03 -2.31 -0.51 -0.06 -0.05 
OME -0.1 -0.07 -0.05 -0.32 5.12 -0.29 -0.34 -0.24 -0.08 -0.04 
OtherMnfcs -0.06 0.01 0.06 0.1 -1.07 0.14 0.06 0.08 0.03 0.01 
Svces 0.01 0 0 0 -1.54 -0.02 0.11 0.01 0 0 
CGDS 0.07 -0.01 -0.05 -0.07 8.85 -0.2 -0.11 -0.12 -0.02 -0.02 
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A5．日本・フィリピン FTA(関税撤廃) 
A5-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -134 1.58 1.71 1.58 0.79 48.93 5.99 1.28 2.57 54.12 
MNG -13.3 -1.4 3.11 0.81 0.82 20.34 4.85 2.11 1.24 -19.8 
TXL -3.24 -32.4 -2.24 -2 -0.72 40.46 0.87 -0.05 -1.29 -3.3 
CHM 130 -5.7 -6 -4.72 -4.25 -80.8 -13.5 -6.08 -1.57 -10.4 
MTL 70.11 5.75 -0.92 0.01 -0.84 -98.3 -0.8 -0.17 0.05 23.18 
OME -22.2 11.85 -4.32 -1.08 -6.13 -0.45 -5.09 -3.5 0.31 27.75 
OtherMnfcs -16.6 6.13 2.33 2.19 -0.18 -49.4 1.11 2.23 1.16 48.77 
Svces -90.9 19.69 13.09 2.82 5.49 -131 11.41 6.12 2.13 191.6 
A5-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.03 0 -0.01 -0.01 -0.01 0.07 -0.01 -0.01 0 0 
A5-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.01 0 -0.01 -0.01 -0.01 1.27 -0.02 -0.01 0 0 
A5-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0 0 -0.01 0 -0.01 0.11 -0.01 -0.01 0 0 
A5-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.02 -0.01 -0.01 0 0.02 1.6 0.3 0 0 0 
UnSkLab 0.03 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 1.31 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
SkLab 0.03 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 1.23 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
Capital 0.03 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 1.21 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
NatRes 0 -0.01 0 -0.01 -0.01 -0.37 0 0 -0.01 -0.02 
AGRandPFD 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 0 1.05 0 -0.01 -0.01 -0.01 
MNG 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.1 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
TXL 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.12 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
CHM 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.15 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
MTL 0.03 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.47 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
OME 0.03 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.17 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
OtherMnfcs 0.03 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.55 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
Svces 0.03 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.86 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
CGDS 0.03 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.24 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
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A5-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.03 0 0 0 0.02 0.16 0.2 0.01 0 0 
MNG -0.03 0 0.01 0 0 -1.52 0.01 0 0 0 
TXL 0.01 -0.02 0 -0.01 -0.03 1.34 0.01 0 0 0 
CHM 0.03 0 0 -0.02 -0.02 -0.95 -0.08 -0.03 0 0 
MTL 0.03 0.01 0.01 0.01 -0.01 -1.62 -0.05 0 0 0 
OME -0.01 0 0 0 -0.01 1.1 -0.03 -0.02 0 0 
OtherMnfcs -0.01 0 0.01 0.02 0 -0.86 0.02 0.02 0 0 
Svces 0 0 0 0 0.01 -0.01 0.01 0 0 0 
CGDS 0.01 0 -0.01 -0.01 -0.03 1.76 -0.02 -0.03 0 -0.01 
 
A6．日本・フィリピン FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A6-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -120 12.95 4.14 3.89 1.51 -141 10.99 2.5 6.51 204.1 
MNG -14.8 0.18 2.09 0.25 0.4 16.27 6.8 2.42 1.48 -15.8 
TXL -1.04 -13.1 -1.04 -1.33 -1.07 -72 0 -2.42 1.64 89 
CHM 139.5 1.89 -3.04 -3.66 -3.05 -153 -17.6 -7.41 -1.6 44.33 
MTL 97.26 17.81 5.79 2.34 1.23 -219 -1.92 -0.97 0.83 91.45 
OME -57.4 -56.7 -17.9 -7.48 -17.2 525.9 9.91 0.58 -2.79 -390 
OtherMnfcs -8.86 16.88 3.75 3.37 2.75 -158 -2.13 -0.33 1.47 142 
Svces -84.2 42.21 15.62 3.39 6.58 -339 -8.47 2.34 2.68 396.5 
A6-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.04 0 -0.01 -0.01 0 -0.08 0.01 0.01 0 0 
A6-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.01 0 0 0 0 2.65 0.04 0.02 0 0 
A6-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0 0 0 0 0 0.71 0.02 0 0 0 
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A6-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.01 0 0 0.01 0.07 2.32 0.61 0.02 0 0 
UnSkLab 0.03 -0.01 -0.02 -0.01 -0.02 2.73 0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
SkLab 0.03 -0.01 -0.02 -0.02 -0.02 3.08 0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
Capital 0.03 -0.01 -0.02 -0.01 -0.02 2.95 0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
NatRes 0 -0.01 0.01 -0.01 0 -1.4 -0.05 -0.02 -0.01 -0.01 
AGRandPFD 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 0.01 2.21 0.02 0 -0.01 -0.01 
MNG 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.49 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
TXL 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 0 0.82 0 -0.01 -0.01 -0.01 
CHM 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.73 0 -0.01 -0.01 -0.01 
MTL 0.03 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 1.44 0 0 -0.01 -0.01 
OME 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.02 -0.81 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
OtherMnfcs 0.02 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 1.44 0 -0.01 -0.01 -0.01 
Svces 0.03 -0.01 -0.02 -0.01 -0.01 2.18 0 -0.01 -0.01 -0.01 
CGDS 0.02 -0.01 -0.02 -0.01 -0.02 0.91 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 
 
A6-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.03 0 0.01 0.01 0.04 -0.25 0.37 0.01 0 0.01 
MNG -0.03 0 0.01 0 0 -3.67 -0.03 0 0 0 
TXL 0.01 -0.01 0 -0.01 -0.04 -2.78 -0.06 -0.02 0.01 0.02 
CHM 0.04 0 0 -0.02 -0.02 -1.61 -0.11 -0.03 0 0 
MTL 0.04 0.01 0.03 0.04 0.04 -1.91 -0.03 0 0 0 
OME -0.02 -0.02 -0.02 -0.05 -0.03 6.12 0.02 -0.01 -0.02 -0.02 
OtherMnfcs 0 0.01 0.02 0.02 0.02 -2.5 -0.03 0 0 0.01 
Svces 0 0 0 0 0.01 0.22 0 0 0 0 
CGDS 0.01 -0.01 -0.02 -0.02 -0.01 3.67 0.03 0.01 -0.01 -0.01 
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A7．日本・シンガポール FTA(関税撤廃) 
A7-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -276 -24.2 -7.34 6.7 17.47 1.06 392.1 -3.68 -1.15 -128 
MNG -1.35 -1.27 -0.35 -0.39 -0.64 -0.12 14.54 -1.01 -0.36 -9.8 
TXL 7.57 -4.73 -0.11 -1.43 -0.7 0.3 -3.15 1.07 -0.73 1.42 
CHM 9.61 5.16 1.22 0.67 4.13 0.37 -47.7 2.69 0.66 20.57 
MTL 12.64 -0.87 0 -0.82 0.1 0.63 -8.46 0.52 -0.26 -3.93 
OME 182.8 3.43 1.07 -5.32 -29.5 -1.99 -159 -3.63 0.23 13.56 
OtherMnfcs 1.65 1.67 0.4 0.39 3.6 0.57 -17.7 1.4 0.57 2.96 
Svces 40.1 21.1 6.36 1.83 9.13 1.85 -249 4.55 2.52 191.7 
A7-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.01 0 0 -0.01 -0.01 -0.01 0.16 -0.01 0 0 
A7-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0 0 0 0 -0.03 -0.01 0.44 -0.01 0 0 
A7-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0 0 0 0 -0.02 -0.01 0.29 -0.01 0 0 
A7-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.11 -0.02 -0.03 0.03 0.35 0 21.68 -0.03 0 -0.01 
UnSkLab -0.01 0 0 0 -0.01 -0.01 0.45 -0.01 0 0 
SkLab -0.01 0 0 0 -0.02 -0.01 0.38 -0.01 0 0 
Capital -0.01 0 0 0 -0.01 -0.01 0.46 -0.01 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0.02 0 -0.28 0.01 0 0 
AGRandPFD -0.03 0 -0.01 0.01 0.04 0 0.6 -0.01 0 0 
MNG 0 0 0 0 0 0 0.05 0 0 0 
TXL -0.01 0 0 0 0 0 0.17 0 0 0 
CHM -0.01 0 0 0 0 0 0.15 0 0 0 
MTL -0.01 0 0 0 0 0 0.16 0 0 0 
OME -0.01 0 0 0 0 0 0.09 0 0 0 
OtherMnfcs -0.01 0 0 0 0 0 0.22 0 0 0 
Svces -0.01 0 0 0 -0.01 -0.01 0.3 -0.01 0 0 
CGDS -0.01 0 0 0 0.01 0 0.13 0 0 0 
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A7-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.06 -0.01 -0.01 0.01 0.19 0.01 12.48 -0.01 0 0 
MNG 0.01 0 0 0 0.01 0.01 -0.54 0 0 0 
TXL 0.01 0 0 -0.02 -0.03 0.01 -0.45 0.01 0 0 
CHM 0.01 0 0 0.01 0.03 0.01 -0.26 0.02 0 0 
MTL 0.02 0 0 -0.02 -0.02 0 -0.48 0 0 0 
OME 0.03 0 0 -0.04 -0.06 -0.02 -0.6 -0.02 0 0 
OtherMnfcs 0 0 0 0 0.03 0.01 0.03 0.01 0 0 
Svces 0 0 0 0 0.01 0 -0.14 0 0 0 
CGDS 0 0 0 -0.01 -0.06 -0.02 0.39 -0.02 0 0 
 
A8．日本・シンガポール FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A8-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -261 -21.4 -7.25 3.12 5.95 -7.92 333.7 -10.8 -1.04 -56.9 
MNG -2.13 -6.58 -2.02 -8.74 0.7 -0.91 126 0.06 -1.2 -104 
TXL 17.09 -4.77 -0.7 -14.9 -12.7 -7.13 -36.9 -11.5 -1.74 72.58 
CHM 50.49 28.97 14.91 -1.79 -32.4 -2.57 -285 -4.01 3.6 230.2 
MTL 47.7 14.3 4.91 0.97 -6.73 -4.8 -157 -4.58 2.45 97.34 
OME 66.44 -102 -35.1 34.15 126.3 20.9 902.7 33.06 -13.4 -1097 
OtherMnfcs 22.77 13.08 2.32 -8.58 -15.7 -5.02 -160 -9.93 3.24 152.2 
Svces 97.96 90.27 20.88 -2.69 -57.9 -8.02 -1038 -7.34 11.36 989.7 
A8-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.01 0.01 0.01 0 0.1 0.02 0.02 0.03 0 0 
A8-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0 0.01 0.01 0.02 0.26 0.09 1.81 0.07 0.01 0 
A8-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0 0 0 0 0.15 0.02 1.15 0.02 0 0 
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A8-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.11 -0.01 -0.03 0.03 0.15 0.06 19.61 -0.07 0 -0.01 
UnSkLab -0.02 0 0 0.03 0.14 0.07 1.71 0.03 0 0 
SkLab -0.02 0 0 0.03 0.13 0.09 1.6 0.04 0 0 
Capital -0.02 0 0 0.02 0.13 0.08 1.78 0.04 0 0 
NatRes 0 -0.02 -0.01 -0.11 -0.27 -0.06 -2.89 -0.07 -0.03 -0.05 
AGRandPFD -0.04 0 0 0.02 0.09 0.07 1.1 0.01 0 0 
MNG -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.01 0.18 0 -0.01 -0.01 
TXL -0.02 0 0 0.03 0.08 0.05 0.67 0.03 0 0 
CHM -0.02 0 0 0.02 0.07 0.04 0.58 0.02 0 0 
MTL -0.02 0 0 0.02 0.05 0.05 0.62 0.02 0 0 
OME -0.02 -0.01 -0.01 0 0.02 -0.01 -0.69 -0.01 0 -0.01 
OtherMnfcs -0.02 0 0 0.02 0.07 0.05 0.85 0.03 0 0 
Svces -0.02 0 0 0.02 0.09 0.06 1.14 0.03 0 0 
CGDS -0.02 -0.01 -0.01 0 -0.05 0.02 0.44 -0.01 0 -0.01 
 
A8-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.06 0 -0.01 0 0.01 -0.01 10.43 -0.04 0 0 
MNG 0.01 0 -0.01 -0.02 -0.06 -0.13 -2.19 -0.02 -0.01 -0.01 
TXL 0.03 0 0 -0.16 -0.55 -0.27 -3.5 -0.11 -0.01 0.02 
CHM 0.02 0.01 0.02 0.02 -0.14 0 -2.28 0 0.01 0.01 
MTL 0.03 -0.01 0 0.06 -0.01 -0.02 -2.16 -0.02 0 -0.01 
OME 0.01 -0.05 -0.04 0.17 0.19 0.14 5.09 0.12 -0.05 -0.04 
OtherMnfcs 0.01 0.01 0.01 -0.05 -0.12 -0.08 -2.36 -0.07 0.01 0.01 
Svces 0 0.01 0.01 0.01 -0.07 0.01 -0.59 0.01 0 0 
CGDS -0.01 0 0.01 0.02 0.5 0.11 1.6 0.11 0 0 
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A9．日本・タイ FTA(関税撤廃) 
A9-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -2902 -199 -44 -16.9 -23.1 20.79 -15.4 3501 -10.5 -459 
MNG -112 -8.61 2.72 1.92 2.93 3.62 13.31 351.7 6.54 -249 
TXL 89.66 75.83 29.51 5.51 -4.75 18.63 5.96 -645 27.14 389.2 
CHM 833.6 32.19 26.85 -5.05 -13.2 7.46 -43.1 -1156 -4.58 340.5 
MTL 826.1 -21.9 -25.1 -34.4 -17.4 4.74 0.9 -189 -22.5 -532 
OME 853.9 -118 -51.6 -24.5 -106 -58 -65.2 -691 3.65 219 
OtherMnfcs 27.19 117 19.39 37.48 22.83 22.24 14.66 -821 3.84 544.7 
Svces -479 125.8 75.06 25.92 75.64 43.55 133 -1324 21.15 1487 
A9-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.09 -0.05 -0.06 -0.09 -0.1 -0.14 -0.08 1.73 -0.02 -0.02 
A9-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.08 -0.01 -0.04 -0.04 -0.15 -0.28 -0.2 4.71 -0.01 -0.01 
A9-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.01 -0.02 -0.03 -0.04 -0.16 -0.13 -0.14 1.5 0 -0.01 
A9-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.9 -0.15 -0.28 -0.09 0.23 -0.25 -0.43 26.89 -0.05 -0.05 
UnSkLab 0.18 -0.06 -0.09 -0.1 -0.16 -0.33 -0.23 5.43 -0.05 -0.04 
SkLab 0.19 -0.05 -0.09 -0.11 -0.15 -0.4 -0.21 3.4 -0.05 -0.04 
Capital 0.19 -0.05 -0.09 -0.09 -0.16 -0.37 -0.24 3.54 -0.05 -0.04 
NatRes -0.12 -0.08 0.02 -0.02 0.03 0.17 -0.18 -5.86 -0.1 -0.16 
AGRandPFD -0.12 -0.05 -0.08 -0.07 0.06 -0.26 0.03 6.97 -0.05 -0.03 
MNG 0.03 -0.06 -0.06 -0.08 -0.09 -0.13 -0.16 -0.04 -0.07 -0.07 
TXL 0.12 -0.03 -0.05 -0.03 0.02 -0.12 -0.07 1.73 -0.05 -0.03 
CHM 0.13 -0.04 -0.06 -0.06 -0.07 -0.13 -0.09 1.48 -0.05 -0.04 
MTL 0.15 -0.04 -0.06 -0.07 -0.07 -0.22 -0.1 -0.38 -0.05 -0.04 
OME 0.15 -0.04 -0.05 -0.05 -0.08 -0.08 -0.08 -0.64 -0.05 -0.04 
OtherMnfcs 0.15 -0.04 -0.05 -0.07 -0.08 -0.19 -0.1 1.71 -0.05 -0.04 
Svces 0.16 -0.04 -0.08 -0.08 -0.1 -0.29 -0.15 3.04 -0.05 -0.04 
CGDS 0.15 -0.04 -0.05 -0.06 -0.05 -0.16 -0.09 0.05 -0.05 -0.04 
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A9-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.68 -0.05 -0.08 0 0.2 0.05 -0.12 8.73 0 0 
MNG -0.32 -0.01 0.03 0.01 0.03 0.32 -0.08 -2.36 -0.01 -0.02 
TXL 0.17 0.08 0.18 0.07 -0.24 0.73 0.33 -6.32 0.1 0.08 
CHM 0.23 0.02 0.08 -0.02 -0.06 0.11 -0.18 -6.46 0 0.02 
MTL 0.4 -0.02 -0.07 -0.63 -0.42 -0.17 -0.31 -3.81 -0.08 -0.05 
OME 0.09 -0.03 -0.02 -0.15 -0.17 -0.47 -0.39 1.96 -0.02 -0.01 
OtherMnfcs -0.03 0.06 0.09 0.22 0.18 0.36 0.23 -5.08 0.01 0.03 
Svces 0 0 0 -0.01 0.1 -0.05 0.08 -0.66 0 0 
CGDS 0.09 -0.03 -0.08 -0.08 -0.34 -0.42 -0.19 7.74 -0.03 -0.04 
 
A10．日本・タイ FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A10-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -2867 -188 -41.4 -15.6 -24.1 18.97 -17.5 3341 -9.62 -335 
MNG -114 -8.66 -0.17 -0.65 1.11 3.24 14.98 399 6.34 -287 
TXL 98.74 112 39.51 7.39 -4.94 16.77 4.45 -850 32.95 537 
CHM 858.7 45.21 37.9 -3.1 -9.87 7.15 -46.3 -1363 -3.28 503.9 
MTL 864.7 -13.6 -19 -32 -16 4.03 -2.08 -329 -21.6 -447 
OME 740.4 -219 -86.2 -32.1 -117 -54.2 -41.2 347.1 -4.98 -601 
OtherMnfcs 37 139.2 22.84 39.57 25.81 21.11 10.68 -1036 5.96 726.3 
Svces -475 150.8 83.04 26.39 76.94 41.15 110.7 -1672 22.69 1825 
A10-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.1 -0.04 -0.06 -0.09 -0.09 -0.14 -0.06 1.69 -0.01 -0.02 
A10-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.09 -0.01 -0.04 -0.03 -0.12 -0.24 -0.12 5.75 0 -0.01 
A10-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.01 -0.02 -0.03 -0.04 -0.14 -0.12 -0.1 1.95 0 -0.01 
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A10-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.88 -0.14 -0.27 -0.08 0.26 -0.23 -0.46 25.78 -0.05 -0.04 
UnSkLab 0.19 -0.06 -0.09 -0.1 -0.16 -0.31 -0.18 6.17 -0.04 -0.05 
SkLab 0.19 -0.05 -0.09 -0.11 -0.15 -0.37 -0.17 4.41 -0.05 -0.05 
Capital 0.19 -0.05 -0.09 -0.09 -0.16 -0.35 -0.19 4.58 -0.05 -0.05 
NatRes -0.12 -0.08 0.04 -0.03 0.02 0.16 -0.3 -7.22 -0.11 -0.17 
AGRandPFD -0.11 -0.05 -0.08 -0.07 0.07 -0.24 0.05 7.28 -0.05 -0.04 
MNG 0.03 -0.06 -0.07 -0.08 -0.1 -0.13 -0.17 0.06 -0.07 -0.08 
TXL 0.12 -0.03 -0.05 -0.03 0.03 -0.1 -0.05 2.29 -0.04 -0.04 
CHM 0.13 -0.04 -0.06 -0.06 -0.07 -0.12 -0.07 1.86 -0.05 -0.05 
MTL 0.16 -0.04 -0.06 -0.06 -0.07 -0.21 -0.08 0.02 -0.05 -0.05 
OME 0.15 -0.04 -0.06 -0.06 -0.09 -0.09 -0.1 -1.38 -0.05 -0.04 
OtherMnfcs 0.15 -0.04 -0.06 -0.06 -0.07 -0.18 -0.08 2.23 -0.05 -0.04 
Svces 0.16 -0.04 -0.08 -0.08 -0.1 -0.27 -0.13 3.77 -0.05 -0.05 
CGDS 0.14 -0.04 -0.06 -0.07 -0.07 -0.16 -0.1 0.31 -0.05 -0.04 
 
A10-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.66 -0.04 -0.07 0.01 0.21 0.05 -0.17 7.93 0 0 
MNG -0.33 -0.01 0.04 0 0.02 0.28 -0.17 -2.88 -0.01 -0.02 
TXL 0.18 0.11 0.23 0.09 -0.24 0.66 0.24 -8.26 0.12 0.11 
CHM 0.24 0.03 0.1 0 -0.03 0.12 -0.21 -7.44 0 0.03 
MTL 0.41 -0.03 -0.06 -0.6 -0.38 -0.18 -0.34 -4.84 -0.09 -0.05 
OME 0.06 -0.07 -0.06 -0.21 -0.19 -0.45 -0.31 6.95 -0.04 -0.04 
OtherMnfcs -0.03 0.07 0.11 0.22 0.21 0.34 0.17 -6.59 0.02 0.04 
Svces 0 0 0 -0.01 0.1 -0.04 0.08 -0.67 0 0 
CGDS 0.09 -0.03 -0.08 -0.08 -0.29 -0.38 -0.13 9.41 -0.03 -0.04 
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A11．日本・中国 FTA(関税撤廃) 
A11-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -4530 5772 15.94 -3.05 16.59 47.08 2.28 -45.6 -13 -1698 
MNG -297 453.3 77.34 -10.1 -6.55 -0.56 21.7 -3.99 16.43 -255 
TXL 4560 608.7 -1064 -228 -77.9 -16 -5.47 -121 -209 -3831 
CHM 1739 -2528 -140 25.58 26.05 28.76 -57.7 36.57 19.74 740 
MTL -18.1 -864 98.01 54.25 12.41 36.15 38.44 5.32 33.5 573.5 
OME 116.4 -7337 531.7 44.86 -268 -57 -211 -23.3 101.2 7007 
OtherMnfcs -1835 913.7 102.6 18.35 -3.07 31.04 39.36 66.39 34.82 480.9 
Svces -3796 -205 522.9 74.74 166.4 81.79 301.4 168.6 83.72 3812 
A11-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 1.35 -0.31 -0.43 -0.23 -0.23 -0.27 -0.19 -0.34 -0.12 -0.06 
A11-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.42 0.96 -0.38 -0.21 -0.53 -0.68 -0.6 -0.53 -0.03 -0.05 
A11-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.17 -0.08 -0.25 -0.09 -0.39 -0.22 -0.33 -0.29 -0.02 -0.02 
A11-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.55 3.73 -0.56 -0.46 -0.14 -0.68 -0.66 -0.65 -0.37 -0.35 
UnSkLab 1.38 0.57 -0.7 -0.42 -0.49 -0.78 -0.62 -0.61 -0.31 -0.21 
SkLab 1.36 0.25 -0.67 -0.39 -0.43 -0.85 -0.59 -0.6 -0.3 -0.21 
Capital 1.35 0.26 -0.66 -0.39 -0.46 -0.79 -0.64 -0.59 -0.28 -0.21 
NatRes -0.99 -1.18 0.4 0.31 0.26 0.12 0.42 0.29 -0.07 -0.16 
AGRandPFD 0.8 0.71 -0.46 -0.39 -0.3 -0.65 -0.35 -0.49 -0.31 -0.21 
MNG 0.4 -0.46 -0.31 -0.19 -0.18 -0.25 -0.23 -0.24 -0.22 -0.19 
TXL 0.45 -0.64 -0.49 -0.32 -0.31 -0.44 -0.36 -0.42 -0.28 -0.22 
CHM 0.99 -0.23 -0.36 -0.25 -0.27 -0.35 -0.3 -0.34 -0.24 -0.2 
MTL 1.16 -0.23 -0.39 -0.24 -0.17 -0.47 -0.24 -0.2 -0.26 -0.2 
OME 1.15 -0.59 -0.36 -0.18 -0.2 -0.07 -0.14 -0.14 -0.25 -0.18 
OtherMnfcs 1.08 -0.04 -0.46 -0.33 -0.27 -0.48 -0.37 -0.38 -0.27 -0.2 
Svces 1.26 -0.06 -0.58 -0.34 -0.34 -0.63 -0.45 -0.5 -0.28 -0.21 
CGDS 1.14 -0.42 -0.39 -0.22 -0.09 -0.28 -0.2 -0.2 -0.25 -0.18 
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A11-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -1.18 1.61 0.05 -0.03 0.17 0.05 -0.02 -0.02 -0.03 -0.08 
MNG -2.15 -0.4 0.61 0.12 0.12 0.8 0.44 0.2 0.04 0.01 
TXL 7.94 0.5 -4.87 -1.97 -3.12 -0.31 -1.05 -0.98 -0.55 -0.79 
CHM 0.46 -1 -0.23 0.05 0.16 0.34 -0.21 0.3 0.03 0.03 
MTL -0.31 -1.43 0.99 1.37 0.59 0.7 0.59 0.73 0.21 0.13 
OME -0.29 -1.71 0.67 0.41 -0.32 -0.41 -1.05 -0.14 0.18 0.19 
OtherMnfcs -0.73 0.22 0.4 0.26 0.01 0.52 0.59 0.5 0.12 0.01 
Svces 0.02 -0.02 -0.03 -0.01 0.22 -0.08 0.18 0.01 0 0 
CGDS 0.52 0.69 -0.53 -0.37 -1.17 -1.04 -0.59 -0.99 -0.1 -0.15 
 
A12．日本・中国 FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A12-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -4377 5130 6.2 -5.43 24.82 56.89 3.15 -39 -16.1 -1209 
MNG -342 274.7 32.69 2.47 -6.89 -0.31 12.32 -8.27 15.63 3.11 
TXL 5036 -1336 -964 -198 -64.3 -5.22 -4.25 -91.2 -156 -2570 
CHM 2077 -3880 -38.3 22.08 55.48 31.36 -40.4 47.2 16.04 1605 
MTL 250.9 -1861 166.1 51.36 25.44 44.35 45.06 14.96 30.29 1203 
OME -1346 1604 199.4 -27.3 -451 -99.5 -259 -116 49.52 240.7 
OtherMnfcs -1579 -1634 168.6 61.89 44.89 40.36 50 90.84 64.56 2619 
Svces -3595 -2052 572 70.93 209 92.08 320 174.3 80.63 5335 
A12-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 1.27 -0.21 -0.45 -0.18 -0.24 -0.29 -0.18 -0.32 -0.11 -0.06 
A12-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.42 1.91 -0.37 -0.16 -0.52 -0.7 -0.53 -0.48 -0.03 -0.04 
A12-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.16 0.35 -0.26 -0.07 -0.38 -0.25 -0.32 -0.27 -0.02 -0.02 
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A12-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.54 4.05 -0.49 -0.43 0.12 -0.69 -0.56 -0.57 -0.35 -0.34 
UnSkLab 1.31 1.34 -0.75 -0.4 -0.57 -0.83 -0.63 -0.6 -0.3 -0.25 
SkLab 1.28 1.17 -0.73 -0.38 -0.51 -0.93 -0.6 -0.6 -0.29 -0.25 
Capital 1.27 1.12 -0.72 -0.36 -0.53 -0.87 -0.66 -0.6 -0.28 -0.24 
NatRes -0.79 -1.97 0.81 0.47 0.66 0.29 0.76 0.49 0.09 0.16 
AGRandPFD 0.75 1.27 -0.45 -0.36 -0.3 -0.69 -0.34 -0.47 -0.3 -0.24 
MNG 0.41 -0.24 -0.27 -0.13 -0.13 -0.23 -0.18 -0.2 -0.17 -0.14 
TXL 0.44 -0.11 -0.48 -0.29 -0.31 -0.43 -0.33 -0.41 -0.27 -0.23 
CHM 0.94 0.21 -0.37 -0.22 -0.29 -0.35 -0.29 -0.32 -0.22 -0.21 
MTL 1.1 0.17 -0.42 -0.21 -0.22 -0.5 -0.25 -0.21 -0.25 -0.22 
OME 1.08 -1.46 -0.42 -0.2 -0.27 -0.13 -0.21 -0.19 -0.25 -0.22 
OtherMnfcs 1.03 0.48 -0.47 -0.3 -0.32 -0.51 -0.36 -0.38 -0.26 -0.22 
Svces 1.19 0.45 -0.62 -0.32 -0.4 -0.68 -0.46 -0.5 -0.27 -0.24 
CGDS 1.06 -0.24 -0.45 -0.23 -0.17 -0.34 -0.27 -0.25 -0.26 -0.22 
 
A12-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -1.13 1.37 0.1 -0.02 0.34 0.08 0.05 0.01 -0.02 -0.06 
MNG -1.94 -0.68 0.79 0.13 0.18 0.96 0.57 0.23 0.07 0.06 
TXL 8.71 -1.16 -4.32 -1.7 -2.47 0.08 -0.73 -0.69 -0.39 -0.51 
CHM 0.57 -1.27 -0.05 0.03 0.31 0.36 -0.08 0.34 0.03 0.07 
MTL -0.25 -1.25 1.1 1.19 0.76 0.65 0.64 0.68 0.14 0.1 
OME -0.51 1.36 0.36 -0.11 -0.63 -0.78 -1.35 -0.53 0.02 -0.04 
OtherMnfcs -0.59 -0.92 0.72 0.46 0.37 0.66 0.81 0.68 0.19 0.16 
Svces 0.02 0.08 -0.02 -0.01 0.3 -0.09 0.21 0.02 0 0 
CGDS 0.5 1.4 -0.54 -0.32 -1.18 -1.08 -0.54 -0.93 -0.1 -0.15 
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A13．日本・韓国 FTA(関税撤廃) 
A13-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -287 -2.41 427 -1.01 -0.17 11.98 0.42 -7.82 -4.35 -247 
MNG -133 5.93 67.77 5.76 2.19 2.57 8.2 6.95 6.35 21.24 
TXL -241 -282 572 -9.66 -2.14 3.86 2.35 -0.09 -13.1 -72.3 
CHM 1113 -93.1 -290 -26 -14.9 1.46 -20.8 -19 -8.32 -727 
MTL 299.6 1.46 -266 3.9 -1.78 2.23 5.8 -0.65 0.36 -74.6 
OME -700 175.5 -1018 14.51 -29.3 -15.1 -35.2 2.7 16.68 1556 
OtherMnfcs -178 49.02 72.81 -6.77 -7.11 7.14 5.69 6.18 3.08 -4.68 
Svces -672 138.7 -423 15.25 31.11 18.69 57.74 26.64 16.63 1149 
A13-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.24 -0.05 0.01 -0.05 -0.04 -0.06 -0.03 -0.05 -0.02 -0.01 
A13-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.09 -0.03 0.89 -0.04 -0.09 -0.14 -0.11 -0.09 -0.01 -0.01 
A13-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.03 -0.02 0.07 -0.02 -0.07 -0.05 -0.06 -0.05 0 0 
A13-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.18 -0.1 2.96 -0.09 -0.09 -0.13 -0.12 -0.12 -0.06 -0.06 
UnSkLab 0.24 -0.07 0.68 -0.08 -0.08 -0.16 -0.11 -0.09 -0.05 -0.04 
SkLab 0.25 -0.07 0.6 -0.07 -0.07 -0.19 -0.1 -0.09 -0.05 -0.04 
Capital 0.25 -0.07 0.6 -0.07 -0.08 -0.17 -0.11 -0.09 -0.05 -0.04 
NatRes -0.12 -0.03 -0.16 -0.02 -0.03 0.03 -0.01 -0.03 -0.05 -0.09 
AGRandPFD 0.17 -0.07 0.65 -0.07 -0.06 -0.14 -0.06 -0.08 -0.05 -0.04 
MNG 0.08 -0.05 0.07 -0.05 -0.05 -0.07 -0.06 -0.06 -0.05 -0.05 
TXL 0.15 -0.06 0.05 -0.05 -0.05 -0.08 -0.06 -0.06 -0.05 -0.04 
CHM 0.16 -0.06 -0.13 -0.06 -0.05 -0.08 -0.06 -0.06 -0.05 -0.04 
MTL 0.2 -0.05 0.03 -0.05 -0.03 -0.1 -0.04 -0.03 -0.05 -0.04 
OME 0.21 -0.05 -0.12 -0.03 -0.03 -0.02 -0.02 -0.02 -0.04 -0.04 
OtherMnfcs 0.2 -0.06 0.13 -0.06 -0.05 -0.1 -0.06 -0.06 -0.05 -0.04 
Svces 0.23 -0.06 0.44 -0.06 -0.06 -0.14 -0.08 -0.08 -0.05 -0.04 
CGDS 0.21 -0.05 -0.03 -0.04 -0.01 -0.06 -0.03 -0.03 -0.04 -0.04 
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A13-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.04 -0.02 0.96 -0.01 0 0.02 -0.01 -0.01 0 -0.01 
MNG -0.37 0.01 -0.9 0.01 0.01 0.15 0.03 0.01 0 -0.01 
TXL -0.22 -0.17 2.75 -0.05 -0.07 0.19 0.05 0.02 -0.02 -0.02 
CHM 0.3 -0.02 -0.23 -0.12 -0.08 0.01 -0.1 -0.07 -0.01 -0.03 
MTL 0.07 0.05 -1.17 0.15 0.03 0 0.07 0.09 0.01 0.01 
OME -0.15 0.07 -0.45 0.11 -0.03 -0.11 -0.18 0 0.02 0.04 
OtherMnfcs -0.07 0.04 0.44 0.01 -0.04 0.12 0.08 0.05 0.01 -0.01 
Svces 0.01 0 -0.02 0 0.04 -0.02 0.04 0 0 0 
CGDS 0.1 -0.03 1.05 -0.07 -0.22 -0.22 -0.11 -0.17 -0.02 -0.03 
 
A14．日本・インド FTA(関税撤廃) 
A14-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -313 5.63 5.95 -1.19 -3.81 6.14 3.75 5.66 325.3 -51.1 
MNG -90.9 -8.98 2.81 -1.29 -3.16 0.35 2.42 -0.02 108.3 -46.7 
TXL -212 -54.8 -11 -13.9 -4.78 -1.29 1.25 -5.08 534 -258 
CHM 849.9 -73 9.33 -15.2 -7.99 1.32 -6.11 5.47 -421 -375 
MTL 995.2 -5.29 -1.4 6.76 -7.82 4.72 -10.1 -2.23 -459 -591 
OME -970 174.1 -12.2 11.87 10.09 -2.96 -34.9 -9.53 -1401 2194 
OtherMnfcs -131 -35.7 3.89 6.01 -4.32 2.88 6.25 7.44 339.6 -211 
Svces -754 2.12 31 6.07 8.66 7.57 64.03 16.08 331.6 526.4 
A14-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.26 -0.02 -0.03 -0.03 -0.03 -0.03 -0.04 -0.04 -0.68 -0.01 
A14-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.07 -0.01 -0.04 -0.03 -0.06 -0.09 -0.13 -0.08 0.74 -0.01 
A14-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.04 -0.01 -0.02 -0.01 -0.05 -0.02 -0.07 -0.03 -0.23 0 
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A14-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.12 -0.04 -0.03 -0.06 -0.14 -0.06 0.04 0 -0.23 -0.04 
UnSkLab 0.27 -0.02 -0.04 -0.04 -0.04 -0.08 -0.13 -0.06 -0.43 -0.03 
SkLab 0.27 -0.02 -0.04 -0.04 -0.03 -0.09 -0.12 -0.07 -0.53 -0.03 
Capital 0.27 -0.02 -0.04 -0.04 -0.04 -0.08 -0.13 -0.06 -0.6 -0.03 
NatRes 0.12 -0.1 -0.03 -0.06 -0.19 0 -0.1 -0.01 0.89 -0.11 
AGRandPFD 0.22 -0.02 -0.03 -0.04 -0.04 -0.07 -0.06 -0.04 -0.47 -0.03 
MNG 0.21 -0.04 -0.04 -0.05 -0.08 -0.03 -0.09 -0.04 -0.26 -0.05 
TXL 0.22 -0.02 -0.03 -0.03 -0.04 -0.04 -0.06 -0.04 -0.62 -0.03 
CHM 0.2 -0.02 -0.03 -0.04 -0.04 -0.04 -0.06 -0.04 -0.69 -0.03 
MTL 0.23 -0.02 -0.02 -0.03 -0.01 -0.05 -0.05 -0.02 -0.99 -0.03 
OME 0.23 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.02 -0.01 0 -1.24 -0.02 
OtherMnfcs 0.23 -0.02 -0.03 -0.03 -0.02 -0.05 -0.07 -0.04 -0.66 -0.03 
Svces 0.25 -0.02 -0.03 -0.03 -0.03 -0.06 -0.09 -0.05 -0.59 -0.03 
CGDS 0.23 -0.01 -0.01 -0.01 0 -0.01 -0.03 0 -1.17 -0.02 
 
A14-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.09 -0.01 0 -0.01 -0.05 0.01 0.1 0.03 0.11 -0.01 
MNG -0.12 -0.02 0 -0.01 -0.02 0.06 -0.02 0.01 0.24 -0.01 
TXL -0.27 -0.02 -0.03 -0.11 -0.2 -0.01 0.01 -0.03 1.69 -0.06 
CHM 0.21 -0.02 0.04 -0.07 -0.03 0.02 0 0.05 -0.46 -0.01 
MTL 0.38 0.03 0.03 0.19 -0.08 0.12 -0.49 0 -1.62 -0.03 
OME -0.2 0.07 0.01 0.1 0.04 -0.02 -0.17 -0.04 -1.94 0.07 
OtherMnfcs -0.06 -0.01 0.02 0.04 -0.03 0.05 0.08 0.05 1.02 -0.02 
Svces 0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0 -0.01 0.04 -0.01 -0.01 0 
CGDS 0.09 -0.02 -0.06 -0.05 -0.14 -0.14 -0.13 -0.15 0.74 -0.03 
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A15．日本・インド FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A15-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -301 8.07 6.9 0.7 -1.42 6.53 3.97 5.77 226.4 30.06 
MNG -92.4 -6.9 2.04 -1.53 -3.58 0.49 2.28 0.02 115.2 -51.7 
TXL -197 -24.2 -1.82 -10.3 -3.99 -0.15 1.78 -1.36 321.2 -105 
CHM 878.3 -67.9 12.45 -15.2 -6.67 1.44 -5.82 5.81 -533 -300 
MTL 1025 -2.52 1.84 6.71 -6.81 4.87 -9.03 -1.43 -568 -519 
OME -1026 125.6 -31 7.02 -1.63 -4.79 -38.8 -15.9 -824 1774 
OtherMnfcs -113 -21.7 6.5 6.43 -1.66 3.14 7.24 8.46 145.3 -60.1 
Svces -729 6.57 35.65 6.16 10.35 7.66 65.58 16.94 164 642.5 
A15-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.25 -0.02 -0.03 -0.03 -0.02 -0.03 -0.04 -0.04 -0.53 -0.01 
A15-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.07 -0.01 -0.04 -0.03 -0.05 -0.08 -0.13 -0.08 1.3 -0.01 
A15-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.03 -0.01 -0.02 -0.01 -0.05 -0.02 -0.07 -0.04 -0.08 0 
A15-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.11 -0.04 -0.03 -0.05 -0.09 -0.06 0.06 0.01 -0.03 -0.03 
UnSkLab 0.26 -0.03 -0.05 -0.04 -0.04 -0.08 -0.13 -0.06 -0.12 -0.03 
SkLab 0.26 -0.03 -0.05 -0.04 -0.04 -0.09 -0.12 -0.07 -0.15 -0.03 
Capital 0.26 -0.03 -0.05 -0.04 -0.04 -0.08 -0.13 -0.07 -0.24 -0.03 
NatRes 0.13 -0.1 -0.02 -0.07 -0.19 0 -0.09 -0.01 0.33 -0.1 
AGRandPFD 0.21 -0.03 -0.04 -0.04 -0.04 -0.07 -0.06 -0.04 -0.2 -0.03 
MNG 0.2 -0.04 -0.04 -0.05 -0.08 -0.03 -0.09 -0.05 -0.23 -0.05 
TXL 0.21 -0.02 -0.03 -0.03 -0.04 -0.04 -0.06 -0.04 -0.36 -0.03 
CHM 0.19 -0.02 -0.03 -0.04 -0.04 -0.04 -0.06 -0.04 -0.52 -0.03 
MTL 0.22 -0.02 -0.02 -0.03 -0.01 -0.05 -0.05 -0.02 -0.75 -0.03 
OME 0.22 -0.01 -0.02 -0.01 -0.02 0.01 -0.02 0 -2.08 -0.03 
OtherMnfcs 0.22 -0.02 -0.03 -0.03 -0.02 -0.05 -0.07 -0.04 -0.42 -0.03 
Svces 0.24 -0.02 -0.04 -0.04 -0.03 -0.06 -0.09 -0.06 -0.31 -0.03 
CGDS 0.22 -0.02 -0.02 -0.02 -0.01 -0.02 -0.04 -0.01 -1.24 -0.03 
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A15-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.09 -0.01 0.01 0 -0.02 0.01 0.11 0.03 0.06 0 
MNG -0.1 -0.02 0.01 -0.01 -0.02 0.06 -0.02 0.01 0.07 -0.01 
TXL -0.25 0 0.01 -0.07 -0.16 0.03 0.07 0.01 0.99 -0.03 
CHM 0.22 -0.02 0.04 -0.07 -0.02 0.02 0 0.05 -0.63 -0.01 
MTL 0.39 0.03 0.03 0.18 -0.07 0.11 -0.47 0 -1.69 -0.03 
OME -0.21 0.05 -0.01 0.07 0.02 -0.03 -0.2 -0.07 -0.14 0.05 
OtherMnfcs -0.05 -0.01 0.03 0.05 -0.01 0.05 0.11 0.06 0.55 -0.01 
Svces 0.01 -0.01 -0.01 -0.01 0.01 -0.01 0.04 -0.01 0.06 0 
CGDS 0.09 -0.02 -0.06 -0.06 -0.13 -0.14 -0.13 -0.15 1.3 -0.03 
 
A16．日本・ASEANの FTA(関税撤廃) 
A16-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -3559 -299 -34 700.8 17.43 22.79 483.2 3686 -59.6 -1310 
MNG -169 11.8 15.59 -68 -23.2 -3.8 -136 380.6 12.47 -25 
TXL -156 -47.9 36.12 125.9 188.3 47.68 55.53 -708 33.76 378.6 
CHM 924.6 57.84 -18.9 -113 -233 -56.2 364.9 -1323 -12.2 354.7 
MTL 1809 -47.4 -91 -140 -139 -135 109.1 -227 -29.4 -1184 
OME 1188 -264 -88.3 -104 -274 36.36 -479 -707 3.63 591.9 
OtherMnfcs -285 216.4 37.52 -140 115.8 -82 75.86 -1008 31.13 967 
Svces -902 416.4 242.9 -334 -832 -196 -711 -1718 88.98 4645 
A16-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.26 -0.11 -0.17 0.52 -0.08 0.07 0.46 1.79 -0.13 -0.05 
A16-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.14 -0.05 -0.14 1.28 4.69 1.87 1.37 6.78 -0.04 -0.02 
A16-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.03 -0.05 -0.09 0.24 0.77 0.17 0.77 1.7 -0.03 -0.02 
 
 
288 
 
A16-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -1 -0.3 -0.41 4.76 5.24 2.23 28.78 29.53 -0.21 -0.16 
UnSkLab 0.37 -0.14 -0.24 1.84 2.51 1.94 1.34 6.9 -0.16 -0.1 
SkLab 0.38 -0.13 -0.24 1.37 2.16 1.87 1.16 4.74 -0.16 -0.1 
Capital 0.37 -0.13 -0.24 1.38 2.3 1.86 1.35 4.94 -0.17 -0.1 
NatRes -0.21 0.02 0.22 -2.88 -3.28 -0.71 2.21 -7.05 0.09 -0.03 
AGRandPFD 0 -0.13 -0.18 2 -0.09 1.45 1.28 7.33 -0.17 -0.09 
MNG 0.12 -0.08 -0.1 0.12 0.01 0.05 0.56 0.15 -0.08 -0.08 
TXL 0.25 -0.1 -0.15 0.53 -1.24 0.12 0.5 1.73 -0.14 -0.09 
CHM 0.26 -0.09 -0.12 0.35 0.23 0.03 0.44 1.63 -0.11 -0.09 
MTL 0.31 -0.1 -0.15 0.21 -0.92 0.68 0.45 -0.13 -0.14 -0.09 
OME 0.31 -0.09 -0.14 -0.01 -0.16 -0.15 0.2 -0.92 -0.13 -0.09 
OtherMnfcs 0.29 -0.1 -0.14 1 0.13 0.78 0.71 1.94 -0.14 -0.09 
Svces 0.33 -0.1 -0.21 1.11 1.06 1.29 0.88 3.97 -0.15 -0.1 
CGDS 0.3 -0.09 -0.15 0.32 -0.93 0.42 0.34 -0.07 -0.13 -0.09 
 
A16-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.85 -0.08 -0.07 1.41 1.42 0.16 15.82 9.05 -0.02 -0.03 
MNG -0.53 0.03 0.24 -0.73 -0.94 -2.57 -0.5 -3.05 0.05 0.01 
TXL -0.13 0.02 0.28 0.92 10.3 1.72 5.22 -6.79 0.14 0.07 
CHM 0.24 0.04 0.05 -0.51 -0.95 -0.27 2.58 -7.21 -0.01 0.02 
MTL 0.84 -0.04 -0.25 -2.76 -1.77 -2.07 2.73 -3.5 -0.1 -0.11 
OME 0.08 -0.07 -0.03 0.18 1.01 1.73 -1.79 3.67 -0.05 -0.02 
OtherMnfcs -0.16 0.12 0.2 -1.23 1.15 -1.36 2.15 -6.2 0.09 0.05 
Svces 0 0.01 0 -0.13 -1.02 -0.03 -0.46 -0.8 0 0 
CGDS 0.14 -0.08 -0.23 1.67 9.04 2.53 1.17 11.01 -0.09 -0.1 
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A17．日本・ASEANの FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A17-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -3473 -263 -26.5 619.1 -80.8 -182 415.6 3516 -53.4 -802 
MNG -183 12.43 3.77 -106 7.73 -9.93 -11 427.1 11.32 -154 
TXL -111 46.44 58.23 -31.1 96.27 -75.4 8.37 -935 42.21 863.5 
CHM 1083 128.7 26.12 -174 -557 -132 98.81 -1536 -6.71 1034 
MTL 1989 3.23 -62.5 -212 -268 -261 -59.2 -375 -25.1 -815 
OME 556.5 -752 -241 650.7 1531 590.3 738.8 379.7 -35.8 -3655 
OtherMnfcs -186 328.2 54.29 -337 -145 -195 -96.1 -1236 41.7 1731 
Svces -781 581.6 285.1 -468 -1486 -415 -1623 -2084 104.2 6651 
A17-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.26 -0.09 -0.17 0.52 0.01 -0.05 0.43 1.8 -0.12 -0.05 
A17-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.16 -0.03 -0.12 1.63 6.37 3.4 3.14 7.99 -0.03 -0.01 
A17-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.03 -0.04 -0.08 0.42 1.83 0.79 1.83 2.19 -0.03 -0.02 
A17-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.97 -0.26 -0.38 4.79 3.28 3 26.62 28.36 -0.17 -0.14 
UnSkLab 0.35 -0.15 -0.26 2.33 3.93 3.46 2.85 7.72 -0.15 -0.12 
SkLab 0.36 -0.13 -0.26 2.02 3.47 3.85 2.62 5.86 -0.16 -0.12 
Capital 0.35 -0.14 -0.26 1.85 3.59 3.72 2.94 6.07 -0.16 -0.12 
NatRes -0.17 0.02 0.29 -4.05 -6.02 -1.75 -1.03 -8.49 0.06 -0.04 
AGRandPFD -0.01 -0.13 -0.18 2.32 0.41 2.69 1.93 7.69 -0.15 -0.1 
MNG 0.11 -0.1 -0.11 0.13 -0.03 0.48 0.69 0.27 -0.09 -0.1 
TXL 0.23 -0.1 -0.16 0.84 -0.63 0.9 1.14 2.37 -0.13 -0.09 
CHM 0.25 -0.1 -0.13 0.55 0.81 0.66 0.97 2.07 -0.11 -0.1 
MTL 0.3 -0.11 -0.16 0.47 -0.4 1.72 1.01 0.33 -0.13 -0.11 
OME 0.28 -0.11 -0.17 -0.94 -0.68 -0.84 -0.67 -1.7 -0.14 -0.11 
OtherMnfcs 0.27 -0.1 -0.14 1.31 0.8 1.75 1.5 2.52 -0.13 -0.1 
Svces 0.31 -0.12 -0.22 1.47 1.94 2.71 1.89 4.78 -0.14 -0.12 
CGDS 0.27 -0.11 -0.18 0.49 -0.79 1.1 0.61 0.15 -0.14 -0.11 
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A17-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -0.82 -0.06 -0.05 1.2 -0.23 -0.27 13.57 8.21 -0.01 -0.01 
MNG -0.51 0.02 0.26 -0.99 -1.57 -4.95 -2.57 -3.62 0.04 0.01 
TXL -0.06 0.1 0.39 -0.73 5.96 -2.8 1.21 -8.93 0.16 0.18 
CHM 0.28 0.06 0.13 -0.68 -2.58 -0.93 0.3 -8.21 0 0.05 
MTL 0.9 -0.08 -0.22 -3.25 -3.58 -2.36 0.86 -4.6 -0.13 -0.14 
OME -0.03 -0.26 -0.18 5.28 4.87 6.9 4.42 8.83 -0.18 -0.17 
OtherMnfcs -0.1 0.18 0.3 -2.34 -0.86 -3.05 -0.67 -7.78 0.11 0.11 
Svces 0 0.03 0.01 -0.05 -1.96 0.23 -0.95 -0.79 0 0.01 
CGDS 0.13 -0.08 -0.22 2.13 12.2 4.62 2.71 12.9 -0.09 -0.1 
 
A18．中国・ASEANの FTA(関税撤廃) 
A18-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD 188.3 -250 43.32 463.5 68.78 -150 145.8 -31.3 -48.1 -706 
MNG 11.54 308.4 149.7 -418 -273 -62.9 -379 -757 8.75 1352 
TXL -142 624.1 -113 42.54 418.2 -29.3 -14.8 -440 -19.6 -409 
CHM -532 -2655 -666 737.6 814.7 32.93 1144 2549 -64.3 -1822 
MTL 26.75 369.9 48.76 -126 -8.79 -115 84.43 -137 8.59 -188 
OME 620.1 -811 257 217.4 394.8 300.3 472.4 -187 52.62 -1522 
OtherMnfcs 279.1 3.16 29.48 -167 -246 -142 -96 -764 25.91 1084 
Svces 747 329.8 355.4 -622 -1304 -284 -2012 -1499 98.8 5303 
A18-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.25 -0.17 -0.23 1.2 0.8 0.49 1.17 1.21 -0.18 -0.04 
A18-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.07 0.53 -0.18 1.4 3.96 2.16 3.45 5.07 -0.06 -0.02 
A18-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.03 -0.07 -0.11 0.48 1.46 0.56 1.97 1.25 -0.04 -0.01 
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A18-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.06 0.1 -0.11 4.61 8.44 2.03 11.75 3.58 -0.15 -0.09 
UnSkLab -0.18 0.23 -0.29 2.77 3.21 2.42 3.56 4.32 -0.11 -0.05 
SkLab -0.18 0.27 -0.29 2.51 2.67 2.68 3.28 4.42 -0.11 -0.05 
Capital -0.18 0.23 -0.3 2.38 3.08 2.61 3.76 4.59 -0.11 -0.05 
NatRes 0.38 0.38 0.47 -3.5 -3.3 -1.22 0.67 -1.83 0.6 0.75 
AGRandPFD -0.13 0.01 -0.15 2.62 0.19 1.77 1.91 2.18 -0.11 -0.04 
MNG 0.05 0.04 -0.02 0.64 0.74 0.45 1.48 2.16 0.15 0.15 
TXL -0.15 -0.11 -0.17 0.97 -1.69 0.17 1.42 0.96 -0.07 -0.03 
CHM -0.11 -0.16 -0.09 0.99 0.97 0.39 1.32 1.44 0.01 0 
MTL -0.15 -0.03 -0.17 1.17 0.71 1.25 1.43 1.29 -0.06 -0.03 
OME -0.15 -0.21 -0.16 0.92 1.01 0.34 0.84 0.36 -0.06 -0.04 
OtherMnfcs -0.14 -0.02 -0.15 1.8 1.04 1.15 1.92 1.71 -0.08 -0.03 
Svces -0.17 0 -0.24 2 1.78 1.91 2.46 3.41 -0.08 -0.04 
CGDS -0.15 -0.14 -0.17 1.22 0.33 0.94 1.19 0.81 -0.06 -0.04 
 
A18-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD 0.08 -0.07 0.08 0.91 2.61 -0.23 4.73 -0.36 -0.02 -0.02 
MNG 0.53 0.04 0.49 -0.99 -1 -3.18 -1.67 -1.08 0.16 0.12 
TXL -0.25 0.43 -0.44 -0.04 20.7 -0.72 2.68 -3.61 -0.06 -0.08 
CHM -0.13 -0.84 -1.01 3.56 5.09 1.26 6.78 11.96 -0.11 -0.09 
MTL 0.07 0.28 0.36 -2.78 0.03 -0.87 5.67 -1.27 0.07 -0.05 
OME 0.11 0.13 0.26 1.45 0.72 2.93 2.96 3.11 0.06 -0.08 
OtherMnfcs 0.13 -0.01 0.19 -1.83 -1.44 -2.21 -0.91 -5.17 0.07 0.07 
Svces -0.01 0.08 0.01 -0.15 -1.9 0.13 -1.36 -0.41 0 0.01 
CGDS -0.14 0.38 -0.25 1.86 7.68 2.96 3.01 8.3 -0.09 -0.07 
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A19．韓国・ASEANの FTA(関税撤廃) 
A19-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD 91.76 -147 -575 567.2 65.85 -1.54 151.2 663.3 -58.8 -1032 
MNG 3.01 14.71 -156 -4.83 -41.1 -27.7 -199 73.05 1.21 316.9 
TXL -22 -200 473 67.66 207.5 -22 35.38 -217 -9.86 -368 
CHM -180 -15.8 239.8 18.98 33.76 -9.83 567.6 -356 -22.8 -378 
MTL -160 5.89 353.2 -34.1 15.4 -52.8 198.6 -84.1 2.33 -286 
OME 396.8 -87.9 -304 75.77 -250 85.39 -163 -71.2 28.47 199.7 
OtherMnfcs 118.2 163.9 -61.6 -304 25.91 -98.9 40.93 -323 27.16 393.6 
Svces 403 293.7 -402 -332 -569 -201 -949 -716 67.38 3006 
A19-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.13 -0.06 0.25 0.64 0.15 0.33 0.59 0.33 -0.12 -0.02 
A19-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.03 -0.03 0.47 0.81 2.46 1.58 1.7 3.26 -0.04 -0.01 
A19-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.02 -0.03 0.05 0.26 0.49 0.32 0.98 0.29 -0.02 -0.01 
A19-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -0.03 -0.15 -0.35 4.04 5.8 2.22 10.04 6.15 -0.17 -0.1 
UnSkLab -0.1 -0.06 0.62 1.66 1.68 1.94 1.75 2.56 -0.1 -0.03 
SkLab -0.1 -0.05 0.62 1.32 1.39 1.92 1.58 2.16 -0.09 -0.03 
Capital -0.1 -0.05 0.63 1.29 1.57 1.87 1.8 2.29 -0.09 -0.03 
NatRes 0.18 0.15 -0.67 -1.04 -1.08 -0.83 2.27 -2.19 0.33 0.18 
AGRandPFD -0.07 -0.06 -0.12 1.76 -0.52 1.44 1 1.5 -0.11 -0.03 
MNG 0.02 0.01 0.1 0.65 0.46 0.29 0.88 0.28 0.06 0.02 
TXL -0.08 -0.04 0.16 0.14 -1.52 0.01 0.65 0.11 -0.07 -0.02 
CHM -0.06 -0.02 0.15 0.49 0.25 0.2 0.62 0.45 -0.02 -0.01 
MTL -0.08 -0.03 0.31 0.52 -0.07 0.85 0.67 0.23 -0.06 -0.02 
OME -0.08 -0.02 0.28 0.4 0.25 0.18 0.37 -0.42 -0.06 -0.02 
OtherMnfcs -0.08 -0.03 0.19 0.91 0.28 0.82 0.92 0.6 -0.07 -0.02 
Svces -0.09 -0.04 0.48 1.09 0.77 1.37 1.18 1.64 -0.07 -0.03 
CGDS -0.08 -0.03 0.3 0.61 -0.13 0.65 0.54 -0.12 -0.06 -0.02 
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A19-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD 0.04 -0.05 -0.41 1.15 2.09 0.15 4.92 1.57 -0.03 -0.04 
MNG 0.27 0.04 -0.92 -0.36 -0.44 -2.23 -0.31 -1.12 0.09 0.03 
TXL -0.05 -0.12 2.17 0.67 11.38 -0.47 4.35 -1.83 -0.02 -0.07 
CHM -0.04 0.01 0.42 0.12 0.48 0.21 3.58 -1.68 -0.04 -0.02 
MTL -0.04 0.01 0.94 -0.88 1.07 -0.47 6.99 0.77 0.04 -0.03 
OME 0.06 -0.02 -0.32 0.69 0.06 1.26 -0.18 3.08 0.04 -0.01 
OtherMnfcs 0.06 0.09 -0.21 -1.94 0.46 -1.59 1.3 -2.07 0.08 0.02 
Svces -0.01 0.01 -0.04 -0.14 -0.76 0.03 -0.63 -0.36 0 0 
CGDS -0.08 -0.04 0.54 1.09 4.81 2.18 1.49 5.38 -0.06 -0.04 
 
A20．インド・ASEANの FTA(関税撤廃) 
A20-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD 93.29 -50.7 20.34 2258 2419 -103 59.96 331.3 -4099 -1887 
MNG -86.3 16 -14.6 393.1 473.8 -65 -325 -14.8 -890 438.6 
TXL -65 -446 -118 -325 240.2 -54.3 -18 -170 2326 -1465 
CHM -176 -86.9 -85.1 109 -266 78.57 955.2 -110 249.6 -780 
MTL -74.1 -7.11 -19.8 -69.1 201 -31.2 638.9 38.08 -72.3 -703 
OME 456.2 75.03 67.17 -340 -1477 138.4 -371 30.65 -392 1708 
OtherMnfcs 122.5 201.3 27.42 -825 -158 -74.5 201 -266 585.2 201 
Svces 393.5 339.4 188.1 -593 -1004 -186 -1699 -762 703.3 4046 
A20-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.15 -0.08 -0.11 1.91 1.13 0.34 1 0.37 -2.71 -0.03 
A20-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.04 -0.04 -0.08 0.65 3.04 1.4 2.91 3.04 0.95 -0.02 
A20-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) -0.02 -0.03 -0.04 0.76 1.99 0.35 1.67 0.37 -0.12 -0.01 
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A20-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0.02 -0.08 -0.05 13.64 58.63 1.34 8.18 3.98 -7.85 -0.14 
UnSkLab -0.05 -0.03 -0.08 3.28 2.29 1.61 3.19 2.52 -1.5 -0.02 
SkLab -0.05 -0.02 -0.07 1.84 1.33 1.78 2.87 2.3 -0.57 -0.01 
Capital -0.05 -0.02 -0.08 2.03 2.43 1.74 3.23 2.45 -0.86 -0.02 
NatRes 0.5 0.18 0.62 2.71 12.37 -0.31 14.64 -1.57 -2.07 0.24 
AGRandPFD -0.02 -0.01 -0.03 4.66 4.89 1.16 1.92 1.05 -3.41 -0.01 
MNG 0.2 0.04 0.17 2.46 5.18 0.5 3.95 0.59 -1.87 0.05 
TXL -0.03 -0.01 -0.04 1.22 -1.29 0.36 1.26 0.42 -2.79 -0.02 
CHM 0.02 0.01 0.05 1.63 1.72 0.38 1.19 0.64 -2.24 0.01 
MTL -0.02 0 -0.02 1.56 0.68 0.9 1.27 0.55 -1.51 -0.01 
OME -0.02 0.01 -0.01 1.21 0.81 0.28 0.75 -0.06 -1.63 0 
OtherMnfcs -0.02 0 -0.01 1.72 0.85 0.88 1.72 0.77 -1.33 -0.01 
Svces -0.03 0 -0.05 2.11 1.42 1.29 2.17 1.76 -1.25 -0.01 
CGDS -0.02 0.01 -0.02 1.49 0.31 0.66 1.06 0.19 -1.59 0 
 
A20-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD 0.04 -0.02 0.01 4.75 24.78 -0.16 2.95 0.63 -2.82 -0.07 
MNG 0.56 0.04 0.46 0.23 1.49 -1.64 4.66 -1 -0.46 0.04 
TXL -0.11 -0.3 -0.56 -3.67 12.55 -1.85 1.82 -1.49 8.56 -0.31 
CHM -0.05 0 -0.16 -0.38 -2.74 1.58 5.86 -0.45 1.87 -0.04 
MTL 0 0.02 -0.03 -3.22 2.6 0.19 22.03 4.19 1.39 -0.05 
OME 0.06 0.04 0.06 -2.53 -2.77 1.47 -0.47 2.93 0.87 0.04 
OtherMnfcs 0.06 0.1 0.15 -4.75 -1.01 -1.2 4.69 -1.81 2.54 0.01 
Svces -0.01 0.01 0.01 -0.5 -1.64 0.08 -1.16 -0.36 0.55 0.01 
CGDS -0.08 -0.04 -0.11 0.87 5.96 1.94 2.56 5.04 0.96 -0.04 
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A21．日中韓 FTA(関税撤廃) 
A21-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -5475 18300 -5389 -76 -52.4 15.36 -14.6 -218 -158 -8260 
MNG -405 876.2 -907 25.58 9.19 -1.21 62.02 6.66 23.61 185.4 
TXL 2167 -2365 5437 -279 -105 -1.21 -5.33 -129 -262 -5072 
CHM 2754 -5068 2505 -24.7 -23.4 30.68 -172 -9.84 5.74 -440 
MTL 472.6 -1437 -393 71.37 12.19 50.31 52.29 4.79 54.59 1009 
OME 1704 -10135 -4473 89.53 -301 -56.5 -288 34.46 182.9 13028 
OtherMnfcs -1758 -1745 1659 12.77 -15.3 55.49 53.88 114.9 68.16 1306 
Svces -3658 -1167 -2360 135 282.4 142.9 506.8 282.1 173.8 8733 
A21-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 1.4 -0.13 0.74 -0.4 -0.36 -0.45 -0.29 -0.55 -0.25 -0.11 
A21-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.44 1.2 3.84 -0.35 -0.8 -1.06 -0.92 -0.74 -0.07 -0.1 
A21-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.18 0.02 1.53 -0.15 -0.57 -0.34 -0.49 -0.45 -0.04 -0.03 
A21-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -1.04 11.51 -26.9 -1.13 -1.77 -1.62 -2.07 -2.19 -0.78 -0.94 
UnSkLab 1.38 1.51 3.72 -0.72 -0.71 -1.38 -0.9 -1.01 -0.51 -0.32 
SkLab 1.38 0.52 4.26 -0.62 -0.6 -1.37 -0.85 -0.87 -0.46 -0.3 
Capital 1.36 0.6 4.05 -0.63 -0.67 -1.28 -0.95 -0.87 -0.44 -0.33 
NatRes -0.98 -2.68 4.05 0.8 0.54 0.37 0.67 0.56 0.12 0.04 
AGRandPFD 0.71 2.28 -14.5 -0.72 -0.6 -1.2 -0.57 -1.01 -0.55 -0.34 
MNG 0.41 -0.55 1.12 -0.21 -0.21 -0.34 -0.3 -0.32 -0.27 -0.22 
TXL 0.41 -0.66 -1.06 -0.5 -0.43 -0.71 -0.51 -0.66 -0.45 -0.32 
CHM 0.97 -0.11 0.7 -0.35 -0.38 -0.53 -0.42 -0.51 -0.35 -0.28 
MTL 1.17 -0.06 1.72 -0.35 -0.24 -0.74 -0.33 -0.32 -0.4 -0.28 
OME 1.16 -0.53 1.45 -0.27 -0.28 -0.13 -0.18 -0.23 -0.38 -0.27 
OtherMnfcs 1.08 0.26 0.37 -0.53 -0.39 -0.77 -0.53 -0.6 -0.42 -0.29 
Svces 1.26 0.24 2.36 -0.55 -0.49 -1.03 -0.65 -0.76 -0.44 -0.31 
CGDS 1.14 -0.25 1.3 -0.34 -0.12 -0.47 -0.28 -0.32 -0.38 -0.26 
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A21-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -1.49 4.95 -13.9 -0.21 -0.56 -0.14 -0.71 -0.55 -0.12 -0.37 
MNG -2.13 -0.78 -4.65 0.24 0.2 1.43 0.72 0.32 0.12 0.05 
TXL 4.49 -2.21 27.79 -2.38 -4.21 0.36 -1.61 -0.98 -0.66 -1.05 
CHM 0.73 -2.03 4.94 -0.15 -0.11 0.48 -0.93 0.16 0.03 -0.02 
MTL 0.03 -2.52 -3.59 1.98 0.77 1.19 0.8 1.16 0.4 0.25 
OME -0.05 -2.7 -3.34 0.78 -0.32 -0.39 -1.45 0.06 0.37 0.37 
OtherMnfcs -0.74 -1.14 7.12 0.36 -0.07 0.95 0.78 0.84 0.23 0.05 
Svces 0.02 -0.23 0.44 0 0.39 -0.08 0.33 0.06 0.02 0 
CGDS 0.53 0.86 4.46 -0.58 -1.74 -1.61 -0.89 -1.38 -0.15 -0.23 
 
A22．日中韓 FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A22-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
AGRandPFD -5322 17684 -5398 -78.3 -44.2 25 -13.7 -212 -161 -7792 
MNG -451 697.9 -964 38.76 9.17 -1 53.07 2.52 22.83 454.4 
TXL 2598 -4294 5587 -250 -92.1 9.38 -4.1 -99.2 -209 -3831 
CHM 3095 -6448 2646 -28.4 5.12 33.21 -156 0.13 1.88 412.3 
MTL 740.7 -2448 -304 68.46 25.01 58.47 58.75 14.28 51.53 1633 
OME 279 -1206 -4918 18.23 -481 -98.4 -335 -56.9 131.9 6343 
OtherMnfcs -1503 -4278 1756 55.41 31.81 64.75 64.21 138.8 96.93 3401 
Svces -3455 -3008 -2322 131.4 324.6 153.2 525.2 288 171.1 10260 
A22-2 交易条件の変化 
tot JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 1.33 -0.02 0.71 -0.36 -0.36 -0.48 -0.28 -0.53 -0.24 -0.12 
A22-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.44 2.15 3.85 -0.3 -0.79 -1.08 -0.85 -0.69 -0.07 -0.09 
A22-4 一人当たり効用の変化 
u JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
(Sim) 0.17 0.46 1.51 -0.13 -0.56 -0.37 -0.48 -0.43 -0.04 -0.03 
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A22-5 市場価格の変化 
pm JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land -1.03 11.84 -26.7 -1.09 -1.51 -1.64 -1.97 -2.11 -0.76 -0.93 
UnSkLab 1.31 2.28 3.69 -0.7 -0.79 -1.43 -0.91 -1 -0.5 -0.36 
SkLab 1.3 1.44 4.22 -0.61 -0.68 -1.44 -0.85 -0.87 -0.45 -0.34 
Capital 1.29 1.47 4.01 -0.6 -0.74 -1.35 -0.97 -0.88 -0.44 -0.36 
NatRes -0.78 -3.47 4.55 0.97 0.94 0.53 1.01 0.76 0.28 0.37 
AGRandPFD 0.66 2.85 -14.4 -0.69 -0.61 -1.24 -0.56 -1 -0.54 -0.37 
MNG 0.43 -0.33 1.17 -0.15 -0.15 -0.32 -0.25 -0.28 -0.22 -0.17 
TXL 0.39 -0.14 -1.02 -0.47 -0.44 -0.71 -0.48 -0.65 -0.44 -0.33 
CHM 0.92 0.34 0.71 -0.32 -0.4 -0.53 -0.4 -0.5 -0.33 -0.29 
MTL 1.11 0.35 1.71 -0.32 -0.28 -0.77 -0.34 -0.33 -0.39 -0.31 
OME 1.08 -1.4 1.4 -0.29 -0.35 -0.19 -0.25 -0.28 -0.38 -0.3 
OtherMnfcs 1.02 0.78 0.38 -0.49 -0.44 -0.79 -0.53 -0.59 -0.41 -0.31 
Svces 1.19 0.74 2.33 -0.53 -0.54 -1.08 -0.66 -0.76 -0.43 -0.34 
CGDS 1.07 -0.07 1.24 -0.36 -0.2 -0.53 -0.34 -0.37 -0.38 -0.3 
 
A22-6 産出量の変化 
qo JPN CHN KOR IDN MYS PHL SQP THA IND ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGRandPFD -1.44 4.7 -13.8 -0.21 -0.39 -0.12 -0.64 -0.52 -0.12 -0.34 
MNG -1.92 -1.06 -4.46 0.26 0.26 1.59 0.86 0.36 0.15 0.11 
TXL 5.19 -3.84 28.57 -2.11 -3.59 0.74 -1.3 -0.7 -0.5 -0.77 
CHM 0.84 -2.3 5.18 -0.18 0.03 0.5 -0.82 0.2 0.02 0.02 
MTL 0.09 -2.34 -3.46 1.79 0.95 1.15 0.84 1.11 0.33 0.22 
OME -0.26 0.36 -3.74 0.26 -0.63 -0.76 -1.74 -0.32 0.22 0.14 
OtherMnfcs -0.61 -2.27 7.56 0.54 0.29 1.09 0.99 1.01 0.3 0.19 
Svces 0.02 -0.13 0.44 0.01 0.48 -0.09 0.36 0.07 0.02 0.01 
CGDS 0.51 1.57 4.46 -0.53 -1.75 -1.65 -0.84 -1.32 -0.16 -0.23 
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A23．ASEAN+3の FTA(関税撤廃) 
A23-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
AGR -788 -5674 8023 -754 -101 -53.4 3.53 -1064 -493 
MNG -583 -455 892.3 -1070 72.75 -0.8 41.46 536.4 408.9 
PFD -8135 7546 3224 3552 -651 -160 -183 -3294 -2714 
TXL 1130 5773 81.92 -1084 7.06 -3.24 -290 -3342 -3085 
CHM 3050 998.9 -6549 3059 83.87 21.45 -53.9 -754 -793 
MTL 2221 -173 -1200 -817 -6.76 32.67 5.07 140.7 -348 
OME 3507 -9760 -5810 22.35 393.3 76.65 176.7 7587 3296 
OtherMnfcs -1328 265.8 -2024 -1406 166.6 -0.16 175.4 2478 1233 
Svces -4069 -3617 -535 -4279 510.6 110.3 303.7 6094 10193 
A23-2 交易条件の変化 
tot JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 1.7 0.98 -0.38 0.31 -0.72 -0.59 -0.47 -0.31 -0.11 
A23-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.57 5.45 2.26 2.86 -0.51 -0.41 -0.14 -0.14 -0.11 
A23-4 一人当たり効用の変化 
u JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.21 2.39 0.03 0.46 -0.2 -0.22 -0.1 -0.05 -0.05 
A23-5 市場価格の変化 
pm JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land -11.5 -80.6 19.92 4.85 -4.64 -7.44 -1.17 -3.62 -1.55 
UnSkLab 1.63 5.53 1.87 2.41 -1.05 -0.98 -0.69 -0.51 -0.41 
SkLab 1.66 6.46 1.27 2.19 -1.03 -0.81 -0.65 -0.49 -0.38 
Capital 1.63 6.21 1.18 2.33 -1.02 -0.85 -0.63 -0.51 -0.4 
NatRes -0.57 -1.17 -1.93 -2.76 2.51 0.78 0.57 0.55 0.3 
AGR -0.16 -31.6 4.67 2.79 -1.43 -1.29 -0.83 -0.97 -0.53 
MNG 0.59 1.43 -0.44 0.43 -0.23 -0.14 -0.23 -0.24 -0.2 
PFD 0.45 -25.8 2.2 1.66 -1.03 -1.01 -0.67 -0.56 -0.41 
TXL 0.57 -0.94 -0.72 -0.4 -0.87 -0.76 -0.62 -0.47 -0.39 
CHM 1.17 1.37 -0.24 0.45 -0.63 -0.6 -0.42 -0.41 -0.33 
MTL 1.32 2.51 -0.07 0.28 -0.72 -0.69 -0.54 -0.43 -0.34 
OME 1.37 2.46 -0.91 -0.2 -0.66 -0.64 -0.51 -0.41 -0.34 
OtherMnfcs 1.34 2.24 0.26 0.68 -0.81 -0.76 -0.56 -0.45 -0.36 
Svces 1.48 3.8 0.35 1.46 -0.93 -0.79 -0.6 -0.48 -0.38 
CGDS 1.34 2.26 -0.4 0.15 -0.69 -0.56 -0.52 -0.41 -0.33 
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A23-6 産出量の変化 
qo JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGR -2.7 -21.5 2.77 0.29 -0.7 -1.39 -0.07 -0.55 -0.22 
MNG -2.27 -8.25 -0.74 -0.91 0.52 0.43 0.25 0.15 0.11 
PFD -2.36 37.05 1.63 3.69 -2.01 -1.32 -0.24 -0.44 -0.28 
TXL 3.04 29.23 -0.49 -3.16 -0.24 -0.66 -0.72 -1.52 -1.09 
CHM 0.79 2.18 -2.39 3.58 0.29 0.38 -0.09 -0.1 -0.06 
MTL 1.54 -6.04 -2.12 -4.9 0.87 3.55 0.4 0.38 0.01 
OME 0.16 -7.91 -0.88 1.95 1.58 1.68 0.27 0.39 0.14 
OtherMnfcs -0.45 2.42 -1.13 -1.61 0.53 0.23 0.37 0.24 0.08 
Svces 0.02 0.63 0.08 -0.61 -0.04 0.08 0.01 -0.01 0.03 
CGDS 0.62 6.25 1.56 3.53 -0.82 -0.74 -0.29 -0.34 -0.37 
 
A24．ASEAN+3の FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A24-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
AGR -769 -5699 7868 -733 -100 -54 -2.12 -996 -408 
MNG -654 -530.2 721.4 -947 91.06 -0.71 37.68 556.9 563.4 
PFD -7926 7564.4 2927 2999 -624 -151 -171 -3024 -2374 
TXL 1575 5924.6 -1661 -1799 10.84 -1.17 -222 -2587 -2003 
CHM 3588 1195.1 -7920 2122 86.94 20.09 -52.1 43.77 19.79 
MTL 2553 -96.48 -1712 -1260 0.66 32.37 8.09 433 -121 
OME 1381 -10319 1870 5762 298.7 56.95 87.07 2595 -2483 
OtherMnfcs -779 423.93 -5017 -2760 192.4 14.43 213.1 4430 3029 
Svces -3794 -3565 -1393 -6607 493.6 102.7 303.8 7367 11747 
A24-2 交易条件の変化 
tot JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 1.62 0.97 -0.27 0.33 -0.65 -0.53 -0.44 -0.31 -0.12 
A24-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.58 5.49 3.36 3.96 -0.44 -0.32 -0.12 -0.12 -0.09 
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A24-4 一人当たり効用の変化 
u JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.21 2.38 0.5 1.01 -0.18 -0.19 -0.09 -0.06 -0.05 
 
A24-5 市場価格の変化 
pm JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land -11.1 -80.3 19.77 3.6 -4.47 -7.27 -1.09 -3.38 -1.38 
UnSkLab 1.53 5.49 2.75 3.58 -1.03 -0.92 -0.66 -0.57 -0.46 
SkLab 1.55 6.4 2.35 3.4 -1 -0.76 -0.64 -0.56 -0.44 
Capital 1.53 6.15 2.15 3.43 -0.99 -0.79 -0.62 -0.57 -0.44 
NatRes -0.32 -0.68 -2.76 -4.79 2.78 0.95 0.73 0.98 0.65 
AGR -0.2 -31.4 5.21 2.9 -1.38 -1.23 -0.79 -0.97 -0.54 
MNG 0.6 1.48 -0.22 0.51 -0.17 -0.08 -0.17 -0.19 -0.15 
PFD 0.39 -25.7 2.79 2.2 -0.99 -0.95 -0.64 -0.61 -0.44 
TXL 0.54 -0.9 -0.16 0.22 -0.78 -0.67 -0.59 -0.5 -0.4 
CHM 1.11 1.37 0.26 0.9 -0.58 -0.55 -0.39 -0.45 -0.35 
MTL 1.25 2.5 0.35 0.78 -0.68 -0.65 -0.52 -0.47 -0.37 
OME 1.26 2.37 -1.73 -1.01 -0.67 -0.62 -0.51 -0.48 -0.38 
OtherMnfcs 1.27 2.24 0.83 1.3 -0.77 -0.7 -0.54 -0.5 -0.39 
Svces 1.39 3.76 0.9 2.26 -0.9 -0.74 -0.58 -0.54 -0.42 
CGDS 1.24 2.18 -0.19 0.4 -0.7 -0.57 -0.52 -0.48 -0.38 
 
A24-6 産出量の変化 
qo JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGR -2.6 -21.3 2.6 0 -0.67 -1.36 -0.06 -0.5 -0.18 
MNG -2 -8 -1.07 -1.46 0.56 0.44 0.28 0.22 0.16 
PFD -2.28 37.07 1.52 3.09 -1.92 -1.25 -0.18 -0.4 -0.24 
TXL 3.78 30.03 -2.2 -5.82 0.15 -0.21 -0.52 -1.17 -0.66 
CHM 0.96 2.5 -2.67 2.54 0.3 0.36 -0.08 -0.01 -0.01 
MTL 1.71 -5.83 -2.05 -6.07 0.81 3.41 0.31 0.39 -0.03 
OME -0.17 -8.43 1.81 6.84 1 0.95 0 0.04 -0.26 
OtherMnfcs -0.27 2.84 -2.15 -3.31 0.65 0.41 0.41 0.43 0.2 
Svces 0.03 0.64 0.31 -0.79 -0.03 0.08 0 0 0.04 
CGDS 0.6 6.26 2.33 4.91 -0.77 -0.65 -0.3 -0.35 -0.37 
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A25．ASEAN+6の FTA(関税撤廃) 
A25-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
AGR -1954 -5589 7416 -1113 1557 -18.8 217.6 -1444 94.26 
MNG -813 -567 1453 -842 362.3 2.66 -944 400.8 508.4 
PFD -12778 6654 1428 4919 8463 643.9 -3598 -4256 -3130 
TXL 1009 5683 1036 -1447 -1071 -62.6 1498 -3607 -3971 
CHM 3629 1147 -5732 3536 -1289 -12.5 611.3 -820 -2211 
MTL 2951.9 54.22 -1165 -321 -1101 -19.8 -879 712.3 -493 
OME 7899.4 -9186 -6174 -793 -4219 -256 -1847 9395 4551 
OtherMnfcs -934.6 342.5 -1746 -1354 -1820 -20.4 1160 2976 876.5 
Svces -4159 -3725 -701 -5233 -3774 -328 1163 8172 14993 
A25-2 交易条件の変化 
tot JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 1.47 1.08 -0.44 0.51 5.91 1.62 -3.52 -0.39 -0.17 
A25-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.65 5.64 2.37 3.19 4.37 1.82 2.47 -0.17 -0.15 
A25-4 一人当たり効用の変化 
u JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.24 2.42 0.02 0.66 1.55 0.78 -0.33 -0.07 -0.07 
A25-5 市場価格の変化 
pm JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land -22.6 -82.1 17.86 7.78 79.24 14.76 -6.48 -4.57 -1.23 
UnSkLab 1.72 5.74 1.96 2.85 6.96 2.68 -1.78 -0.63 -0.56 
SkLab 1.79 6.72 1.42 2.52 6.49 2.34 -1.41 -0.61 -0.53 
Capital 1.73 6.49 1.34 2.78 6.71 2.47 -1.49 -0.64 -0.55 
NatRes 0.01 -0.99 1.65 0.21 -9.35 2.12 -8.65 0.25 0.14 
AGR -1.58 -32.1 4.32 4.1 15.2 3.06 -3.67 -1.21 -0.6 
MNG 0.9 1.61 0.55 1.62 2.66 2.15 -4.91 -0.4 -0.34 
PFD -0.29 -25.9 2.04 2.29 7.83 2.39 -3.06 -0.7 -0.51 
TXL 0.6 -0.87 -0.72 -0.16 1.97 0.6 -2.95 -0.6 -0.53 
CHM 1.27 1.48 -0.08 0.8 3.63 1.6 -4.81 -0.53 -0.46 
MTL 1.45 2.7 0.13 0.63 4.75 2.12 -3.12 -0.54 -0.46 
OME 1.45 2.59 -0.82 -0.04 3.54 1.55 -3.52 -0.52 -0.46 
OtherMnfcs 1.42 2.37 0.31 0.96 4.77 2.01 -2.66 -0.57 -0.49 
Svces 1.54 3.99 0.46 1.81 5.83 2.1 -2.16 -0.61 -0.52 
CGDS 1.4 2.39 -0.31 0.35 3.78 1.14 -3.36 -0.52 -0.45 
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A25-6 産出量の変化 
qo JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGR -5.3 -22.6 2.46 0.58 9.8 2.32 -0.67 -0.7 -0.13 
MNG -1.7 -8.36 0.11 -0.41 -2.44 -0.03 -2.08 0.13 0.11 
PFD -3.97 33.9 0.51 5.31 24.62 5.09 -9.6 -0.54 -0.31 
TXL 2.89 28.68 0.38 -4.46 -23.7 -6.63 5.6 -1.68 -1.43 
CHM 0.96 2.32 -2.15 3.9 -4.8 0.18 2.59 -0.11 -0.19 
MTL 2.47 -4.42 -2.08 -1.65 -12.8 -2.88 -2.04 0.68 -0.01 
OME 0.76 -7.49 -1 1.29 -14.4 -4.75 -1.32 0.45 0.16 
OtherMnfcs -0.4 2.47 -1.07 -1.6 -5.58 -0.61 3.12 0.28 0.03 
Svces 0.02 0.61 0.07 -0.75 0.1 -0.23 0.42 -0.01 0.04 
CGDS 0.62 6.37 1.58 3.86 5.13 2.13 2.27 -0.47 -0.53 
 
A26．ASEAN+6の FTA(関税撤廃＋技術移転) 
A26-1 貿易収支の変化 
(100万ドル) 
DTBALi JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
AGR -1931 -5609 7257 -1095 1558 -19.4 172.5 -1361 203.7 
MNG -887.1 -645 1285 -711 377.2 2.83 -938 420.2 654.2 
PFD -12584 6669 1143 4402 8505 657.6 -3633 -3995 -2783 
TXL 1471 5851 -673 -2136 -1067 -59.1 1350 -2811 -2805 
CHM 4203.3 1351 -7101 2600 -1287 -14.5 497.6 8.94 -1356 
MTL 3304.9 137.8 -1681 -765 -1086 -20.6 -947 1017 -237 
OME 5720.7 -9784 1451 4858 -4320 -279 -1346 4311 -1474 
OtherMnfcs -354 507.2 -4725 -2699 -1793 -4.77 961.8 4994 2777 
Svces -3858 -3666 -1553 -7539 -3807 -338 992.3 9500 16603 
A26-2 交易条件の変化 
tot JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 1.38 1.06 -0.34 0.53 6 1.71 -3.36 -0.4 -0.17 
A26-3 資本ストックの純収益率の変化 
rorc JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.66 5.68 3.46 4.3 4.45 1.94 3.05 -0.15 -0.13 
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A26-4 一人当たり効用の変化 
u JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
(Sim) 0.23 2.41 0.49 1.22 1.57 0.82 -0.18 -0.07 -0.07 
 
A26-5 市場価格の変化 
pm JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land -22.2 -81.8 17.75 6.59 79.57 15.06 -6.29 -4.31 -1.04 
UnSkLab 1.61 5.69 2.84 4.01 7.02 2.76 -1.44 -0.7 -0.61 
SkLab 1.67 6.65 2.49 3.73 6.54 2.41 -1.03 -0.69 -0.59 
Capital 1.62 6.41 2.3 3.88 6.77 2.55 -1.13 -0.7 -0.59 
NatRes 0.26 -0.48 0.76 -1.83 -9.16 2.28 -8.97 0.68 0.48 
AGR -1.62 -32 4.86 4.23 15.29 3.15 -3.4 -1.22 -0.61 
MNG 0.9 1.65 0.76 1.7 2.73 2.22 -4.82 -0.36 -0.29 
PFD -0.36 -25.8 2.62 2.84 7.9 2.47 -2.77 -0.75 -0.54 
TXL 0.56 -0.83 -0.16 0.45 2.11 0.73 -2.67 -0.63 -0.54 
CHM 1.19 1.48 0.41 1.25 3.69 1.66 -4.59 -0.57 -0.49 
MTL 1.36 2.67 0.55 1.12 4.81 2.18 -2.85 -0.59 -0.49 
OME 1.34 2.5 -1.66 -0.86 3.55 1.58 -4.34 -0.6 -0.51 
OtherMnfcs 1.33 2.36 0.87 1.58 4.83 2.09 -2.39 -0.62 -0.52 
Svces 1.44 3.94 1 2.61 5.89 2.17 -1.87 -0.67 -0.56 
CGDS 1.29 2.3 -0.12 0.59 3.78 1.14 -3.43 -0.6 -0.5 
 
A26-6 産出量の変化 
qo JPN KOR CHN ASEAN AUS NZL IND OtherAPEC ROW 
Land 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
UnSkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
SkLab 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Capital 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
NatRes 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
AGR -5.2 -22.4 2.3 0.3 9.82 2.35 -0.69 -0.64 -0.08 
MNG -1.42 -8.08 -0.22 -0.93 -2.42 -0.03 -2.23 0.2 0.16 
PFD -3.89 33.92 0.41 4.75 24.73 5.19 -9.59 -0.5 -0.27 
TXL 3.64 29.57 -1.31 -7.02 -23.3 -6.02 5.08 -1.31 -0.97 
CHM 1.14 2.66 -2.44 2.86 -4.8 0.14 2.4 -0.02 -0.13 
MTL 2.66 -4.18 -2.02 -2.89 -12.8 -3.07 -2.3 0.69 -0.05 
OME 0.43 -8.04 1.67 6.09 -14.9 -5.55 0.22 0.09 -0.27 
OtherMnfcs -0.22 2.91 -2.08 -3.28 -5.46 -0.42 2.8 0.47 0.16 
Svces 0.02 0.62 0.3 -0.93 0.11 -0.23 0.47 0 0.05 
CGDS 0.6 6.38 2.35 5.23 5.2 2.24 2.82 -0.48 -0.54 
 
IT関連機器（合計）
（単位：100万米ドル）
id from to export1999 export2000 export2001 export2002 export2003 export2004 export2005 export2006 export2007 export2008
1 Japan China 5261 7478 7446 10157 15996 18572 19334 23069 41237 41829
2 Japan South Korea 6911 9053 6836 8061 9556 11227 10316 9513 12155 12292
3 Japan Taiwan 7648 9909 6179 7039 7945 9573 9226 9607 14003 14097
4 Japan Indonesia 1025 1607 1165 1034 1142 1313 1113 900 915 1025
5 Japan Malaysia 4501 5727 4253 3987 3772 4015 3888 4393 4529 4513
6 Japan Phlippines 4385 4901 3954 4027 4033 4132 3776 3615 3570 3244
7 Japan Singapore 7926 10046 6738 5694 5843 6975 7082 7007 6430 6453
8 Japan Thailand 3165 3877 3254 3542 4096 4903 4752 4932 5039 5101
9 Japan India 224 218 157 179 229 292 346 488 789 998
10 Japan U.S.A 37041 41401 30172 25966 24614 27647 26649 26286 23506 22083
11 China Japan 4874 6514 8017 10657 14979 18674 20621 21831 22386 24790
12 China South Korea 1343 1864 2424 2957 4033 7474 8450 10759 13602 20628
13 China Taiwan 1073 1206 1445 2319 3293 4555 6243 8306 8847 9101
14 China Indonesia 235 408 399 398 508 814 947 1263 1564 2497
15 China Malaysia 427 922 1588 2567 2892 3685 4564 5606 6884 7164
16 China Phlippines 511 399 309 380 842 1414 1427 1707 1943 2353
17 China Singapore 1713 2355 2500 3118 4029 6777 8281 11716 12448 12888
18 China Thailand 392 653 902 1162 1368 1704 2335 3008 3162 3594
19 China India 83 178 234 543 646 1470 2059 3798 6711 7702
20 China U.S.A 8358 11277 12218 18650 29972 44563 58275 73625 80372 82763
21 South Korea Japan 4412 6970 4965 4911 5623 6813 5924 6075 7106 6387
22 South Korea China 2279 3803 3745 7465 11540 15806 20032 21543 35677 34472
23 South Korea Taiwan 2672 4788 3403 4069 4015 5414 5708 6282 6448 4997
24 South Korea Indonesia 392 542 493 712 813 817 635 624 709 684
25 South Korea Malaysia 2353 2167 1469 1910 2259 2311 2153 2306 2924 2436
26 South Korea Philippines 1827 1805 1271 1595 1636 1684 1620 1923 1679 1683
27 South Korea Singapore 2784 3632 2514 2351 2696 3580 4090 5216 5164 4639
28 South Korea Thailand 596 819 684 847 942 1166 931 1028 868 817
29 South Korea India 149 196 330 333 1010 1147 1483 1649 824 1253
30 South Korea U.S.A 13049 17648 11982 12256 12909 16528 12512 11703 12711 14574
31 Taiwan Japan 5700 9053 6550 5826 5564 5947 6593 7714 7003 7086
32 Taiwan China 811 1139 1240 3050 5623 8518 10174 12934 30461 29354
33 Taiwan South Korea 1426 2442 1947 2044 2455 3243 3155 4151 4541 4908
34 Taiwan Indonesia 114 139 96 95 132 202 202 249 270 221
35 Taiwan Malaysia 1413 1788 1556 1629 1403 1783 1915 2471 2419 2321
Appendix2：パネルデータの見本
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36 Taiwan Philippines 1188 1500 808 724 876 1689 1851 2325 1949 1715
37 Taiwan Singapore 2516 3942 2891 3152 3702 4291 4172 5048 5034 5478
38 Taiwan Thailand 548 733 539 567 695 907 1147 1915 2228 1393
39 Taiwan India 155 199 147 169 198 271 223 212 364 540
40 Taiwan U.S.A 15739 18249 13746 12698 11985 11664 11424 12916 12536 11253
41 Indonesia Japan 509 1261 1036 793 907 1088 927 749 751 781
42 Indonesia China 12 55 86 106 135 223 225 276 711 752
43 Indonesia South Korea 8 100 110 114 128 118 168 194 145 141
44 Indonesia Taiwan 18 119 66 81 73 83 93 97 51 57
45 Indonesia Malaysia 132 408 279 252 346 382 398 266 184 206
46 Indonesia Philippines 25 58 36 52 61 71 64 63 62 63
47 Indonesia Singapore 1395 2378 1928 2042 1960 2114 2862 2304 2352 2330
48 Indonesia Thailand 51 112 100 102 90 110 103 119 108 132
49 Indonesia India 4 26 10 14 21 43 52 58 44 88
50 Indonesia U.S.A 476 1256 1043 1072 866 1135 1178 721 441 639
51 Malaysia Japan 4582 5983 5375 4405 3816 4398 4035 4127 4404 4604
52 Malaysia China 693 1204 1862 2240 2244 3249 4119 5409 13017 14859
53 Malaysia South Korea 814 1244 1102 1280 947 1297 1323 1345 1377 1287
54 Malaysia Taiwan 2534 2089 1842 2071 1968 1913 1621 1582 1645 1502
55 Malaysia Indonesia 251 270 253 281 329 459 478 397 424 544
56 Malaysia Philippines 568 841 658 622 527 755 682 791 832 690
57 Malaysia Singapore 8555 11933 9217 10066 10040 10818 11624 12271 11939 11726
58 Malaysia Thailand 1338 1630 1438 1969 2059 2526 3060 3356 3666 3771
59 Malaysia India 209 393 327 273 335 666 800 890 1146 1127
60 Malaysia U.S.A 13585 14780 12586 13896 12453 16654 18331 22059 19424 15872
61 Philippines Japan 2827 3450 3269 3487 3793 3954 2894 3264 2152 2240
62 Philippines China 291 349 493 1005 1588 2092 3404 3517 2835 3132
63 Philippines South Korea 784 870 731 992 904 687 988 840 663 883
64 Philippines Taiwan 2774 2558 1839 2189 2114 1813 1410 1475 515 646
65 Philippines Indonesia 32 32 15 55 82 139 108 94 65 81
66 Philippines Malaysia 1354 1220 894 1419 2012 1772 2128 2087 245 220
67 Philippines Singapore 2162 2717 2029 2136 1993 2248 2165 2501 836 541
68 Philippines Thailand 662 952 1103 715 666 385 362 481 194 151
69 Philippines India 9 13 11 39 45 25 14 18 11 14
70 Philippines U.S.A 5992 7032 4956 4781 3387 2833 3314 4109 3500 3460
71 Singapore Japan 4506 5443 4878 4726 4721 5826 6342 7385 7415 8873
72 Singapore China 1794 2501 2391 3125 4929 7865 11512 16004 32129 35117
73 Singapore South Korea 2231 3292 3184 3626 4373 5398 5720 5980 6578 7544
74 Singapore Taiwan 3624 5650 4308 4283 4701 5508 6060 6349 5223 5230
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75 Singapore Indonesia 77 87 109 103 5935 6803 7389 7711 6739 8041
76 Singapore Malaysia 10619 14675 12373 12552 12662 14698 16082 18686 16935 16002
77 Singapore Philippines 1429 1557 1285 1426 1554 1705 1796 2127 2688 3325
78 Singapore Thailand 2607 3163 2776 2946 3031 3639 4482 5573 5160 5918
79 Singapore India 871 1083 998 1001 1302 1831 2248 3128 2892 3520
80 Singapore U.S.A 17622 19079 14379 14076 14432 17189 16598 18217 13139 14410
81 Thailand Japan 2088 3077 2916 2691 3062 3798 4166 4282 4639 3976
82 Thailand China 482 767 798 958 1758 2174 3349 3764 10149 10602
83 Thailand South Korea 313 507 432 509 516 526 655 797 1011 830
84 Thailand Taiwan 1088 1303 931 957 1483 1179 1105 1754 1509 793
85 Thailand Indonesia 69 120 115 139 131 169 143 123 170 181
86 Thailand Malaysia 952 1138 929 804 1101 1514 1478 1618 2066 1922
87 Thailand Philippines 358 358 376 381 478 478 376 651 602 542
88 Thailand Singapore 2857 3133 2556 2741 2952 2699 2706 2827 2611 2631
89 Thailand India 44 98 145 68 128 157 201 273 404 425
90 Thailand U.S.A 4551 5170 4083 4364 4067 4651 5053 6154 6452 6100
91 India Japan 11 7 11 14 8 9 12 18 20 30
92 India China 5 8 4 8 20 35 44 56 128 342
93 India South Korea 3 6 5 6 5 7 7 7 17 33
94 India Taiwan 3 3 3 4 11 12 13 11 11 19
95 India Indonesia 4 3 2 3 5 9 7 6 12 17
96 India Malaysia 61 96 210 42 39 105 28 55 50 75
97 India Philippines 6 8 2 3 6 6 9 19 20 19
98 India Singapore 34 37 55 54 57 60 94 167 182 309
99 India Thailand 4 4 5 20 32 30 11 12 18 28
100 India U.S.A 91 126 177 194 263 286 423 627 582 806
101 U.S.A Japan 13337 16523 13908 10281 9590 9968 9396 9950 10446 9167
102 U.S.A China 2888 4183 5184 5296 6360 7866 8974 12857 21661 21522
103 U.S.A South Korea 9430 11305 6673 6872 7607 7757 8103 8697 9164 7766
104 U.S.A Taiwan 6472 9375 6827 7570 6636 7413 6896 7634 10975 9226
105 U.S.A Indonesia 168 211 217 166 162 184 182 205 269 289
106 U.S.A Malaysia 6270 7699 5788 6801 8045 7441 7199 8301 7306 8154
107 U.S.A Philippines 4795 5815 5187 5101 5980 4910 4575 5096 4746 4562
108 U.S.A Singapore 7571 8706 6364 5627 6198 7498 7369 8371 9184 9180
109 U.S.A Thailand 2076 3150 2426 1723 1861 2559 2973 2955 2880 2760
110 U.S.A India 531 757 779 851 973 1223 1445 1634 1992 1966
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distance1999 distance2000 distance2001 distance2002 distance2003 distance2004 distance2005 distance2006 distance2007 distance2008
2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099
1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158
2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117
5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795
5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329
3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004
5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328
4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613
5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842
10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909
2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099 2099
954 954 954 954 954 954 954 954 954 954
1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721
5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221
4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349
2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853
4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481
3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298
3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782
11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156
1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158 1158
954 954 954 954 954 954 954 954 954 954
1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492
5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299
4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616
2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625
4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681
3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726
4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690
11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173
2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117 2117
1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721 1721
1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492 1492
3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816
3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223
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1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162
3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247
2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524
4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396
12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663
5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795 5795
5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221 5221
5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299 5299
3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816 3816
1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183
2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791
892 892 892 892 892 892 892 892 892 892
2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322
5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013
16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369
5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329 5329
4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349 4349
4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616 4616
3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223 3223
1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183 1183
2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470
317 317 317 317 317 317 317 317 317 317
1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185
3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836
15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349
3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004 3004
2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853 2853
2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625 2625
1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162 1162
2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791 2791
2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470 2470
2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396
2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211
4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759
13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791
5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328 5328
4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481 4481
4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681 4681
3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247 3247
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892 892 892 892 892 892 892 892 892 892
317 317 317 317 317 317 317 317 317 317
2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396 2396
1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434
4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147
15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559
4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613 4613
3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298 3298
3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726 3726
2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524 2524
2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322 2322
1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185 1185
2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211 2211
1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434 1434
2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919
14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167
5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842 5842
3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782 3782
4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690 4690
4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396 4396
5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013 5013
3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836 3836
4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759 4759
4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147 4147
2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919 2919
12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057
10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909 10909
11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156 11156
11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173 11173
12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663 12663
16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369 16369
15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349 15349
13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791 13791
15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559 15559
14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167 14167
12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057 12057
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4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
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295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
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82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
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991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
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76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
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76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
448180 468226 483648 506752 592538 689947 808884 910615 1141346 1247272
9274300 9824600 10128000 10469600 10971300 11630900 12376100 13132900 13776472 14264600
4491408 4744660 4162415 3915450 4240224 4609217 4557633 4362116 4385435 4908823
991194 1079386 1175702 1303588 1647928 1936502 2302718 2773835 3400351 4327028
406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
82637 91473 85995 88455 92726 109162 119788 136566 161349 181939
122497 122569 115309 126769 142919 161340 176420 206703 245351 273248
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406070 461519 481869 546933 608148 680492 791429 888023 956788 929123
295905 292901 271626 280130 303685 331007 355958 365503 383343 391352
141305 152226 164145 200111 237417 256837 285869 364599 432817 510780
79148 90161 87976 95164 103952 124749 137954 156409 186720 222050
76157 74862 71216 75250 79634 86930 98718 117562 144129 168580
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divers(i)1999 divers(i)2000 divers(i)2001 divers(i)2002 divers(i)2003 divers(i)2004 divers(i)2005 divers(i)2006 divers(i)2007 divers(i)2008
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
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0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
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0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
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divers(j)1999 divers(j)2000 divers(j)2001 divers(j)2002 divers(j)2003 divers(j)2004 divers(j)2005 divers(j)2006 divers(j)2007 divers(j)2008
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
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0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
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0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.868048169 0.877848881 0.88853084 0.8989296 0.905996373 0.913119995 0.9175435 0.909599664 0.87878239 0.877423368
0.755524285 0.782521151 0.791738456 0.821659341 0.831837381 0.832676823 0.828919079 0.823164846 0.787198434 0.788739062
0.702327153 0.711324989 0.728523517 0.716515156 0.683206794 0.694981118 0.683745159 0.694301247 0.713328364 0.739019761
0.778847739 0.772371194 0.799140493 0.817134061 0.821757783 0.801349471 0.790597054 0.800008436 0.711000626 0.704045307
0.653243161 0.689790912 0.695622578 0.740863282 0.773774066 0.810757268 0.810507735 0.822062448 0.726767577 0.726040974
0.57354143 0.676800064 0.675158335 0.677992476 0.704546706 0.72236027 0.686920837 0.718977247 0.694651204 0.727051157
0.706005332 0.723176276 0.746552744 0.746516109 0.750144216 0.756575455 0.748395724 0.732312376 0.765761163 0.775510116
0.774970463 0.770692448 0.798577347 0.834817334 0.864060765 0.85273615 0.855030027 0.846414823 0.752882206 0.747360929
0.770400321 0.791176845 0.811711819 0.824956018 0.89766395 0.904054162 0.91401139 0.913371964 0.870254461 0.879998105
0.765572751 0.789811157 0.806384905 0.80113384 0.841000632 0.835413792 0.825290924 0.838978696 0.792012607 0.76465654
0.69524282 0.651151862 0.556018824 0.631262416 0.624427248 0.671379983 0.545286967 0.535757885 0.617851823 0.648138185
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ACCi1999 ACCi2000 ACCi2001 ACCi2002 ACCi2003 ACCi2004 ACCi2005 ACCi2006 ACCi2007 ACCi2008
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
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991.9308564 1036.297508 1070.430128 1121.564874 1311.430063 1527.019766 1790.256144 2015.411479 2526.075048 2760.514934
7107.150169 7528.860135 7761.363867 8023.141305 8407.60776 8913.07731 9484.144486 10064.10106 10557.28791 10931.35377
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1233.094686 1220.576423 1131.919289 1167.357139 1265.515485 1379.371665 1483.34742 1523.123323 1597.466133 1630.841221
541.3085159 583.1444757 628.803555 766.5814262 909.492544 983.8863119 1095.101547 1396.698939 1658.027161 1956.686343
515.9626436 587.7559497 573.5120222 620.3703064 677.6589266 813.2337371 899.3166034 1019.62401 1217.220205 1447.535061
547.7370988 606.3041451 569.9946974 586.3001449 614.6093181 723.5509176 793.9824968 905.1909512 1069.458392 1205.933662
492.6734296 492.963008 463.7638513 509.8550821 574.809129 648.8969618 709.5475517 831.3434281 986.7826854 1098.982255
991.9308564 1036.297508 1070.430128 1121.564874 1311.430063 1527.019766 1790.256144 2015.411479 2526.075048 2760.514934
7107.150169 7528.860135 7761.363867 8023.141305 8407.60776 8913.07731 9484.144486 10064.10106 10557.28791 10931.35377
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1233.094686 1220.576423 1131.919289 1167.357139 1265.515485 1379.371665 1483.34742 1523.123323 1597.466133 1630.841221
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541.3085159 583.1444757 628.803555 766.5814262 909.492544 983.8863119 1095.101547 1396.698939 1658.027161 1956.686343
515.9626436 587.7559497 573.5120222 620.3703064 677.6589266 813.2337371 899.3166034 1019.62401 1217.220205 1447.535061
292.4713365 287.4980526 273.4960502 288.9881176 305.8243157 333.8436818 379.1140065 451.4820076 553.5092145 647.4101908
492.6734296 492.963008 463.7638513 509.8550821 574.809129 648.8969618 709.5475517 831.3434281 986.7826854 1098.982255
991.9308564 1036.297508 1070.430128 1121.564874 1311.430063 1527.019766 1790.256144 2015.411479 2526.075048 2760.514934
7107.150169 7528.860135 7761.363867 8023.141305 8407.60776 8913.07731 9484.144486 10064.10106 10557.28791 10931.35377
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1233.094686 1220.576423 1131.919289 1167.357139 1265.515485 1379.371665 1483.34742 1523.123323 1597.466133 1630.841221
541.3085159 583.1444757 628.803555 766.5814262 909.492544 983.8863119 1095.101547 1396.698939 1658.027161 1956.686343
515.9626436 587.7559497 573.5120222 620.3703064 677.6589266 813.2337371 899.3166034 1019.62401 1217.220205 1447.535061
292.4713365 287.4980526 273.4960502 288.9881176 305.8243157 333.8436818 379.1140065 451.4820076 553.5092145 647.4101908
547.7370988 606.3041451 569.9946974 586.3001449 614.6093181 723.5509176 793.9824968 905.1909512 1069.458392 1205.933662
991.9308564 1036.297508 1070.430128 1121.564874 1311.430063 1527.019766 1790.256144 2015.411479 2526.075048 2760.514934
7107.150169 7528.860135 7761.363867 8023.141305 8407.60776 8913.07731 9484.144486 10064.10106 10557.28791 10931.35377
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1233.094686 1220.576423 1131.919289 1167.357139 1265.515485 1379.371665 1483.34742 1523.123323 1597.466133 1630.841221
541.3085159 583.1444757 628.803555 766.5814262 909.492544 983.8863119 1095.101547 1396.698939 1658.027161 1956.686343
515.9626436 587.7559497 573.5120222 620.3703064 677.6589266 813.2337371 899.3166034 1019.62401 1217.220205 1447.535061
292.4713365 287.4980526 273.4960502 288.9881176 305.8243157 333.8436818 379.1140065 451.4820076 553.5092145 647.4101908
547.7370988 606.3041451 569.9946974 586.3001449 614.6093181 723.5509176 793.9824968 905.1909512 1069.458392 1205.933662
492.6734296 492.963008 463.7638513 509.8550821 574.809129 648.8969618 709.5475517 831.3434281 986.7826854 1098.982255
7107.150169 7528.860135 7761.363867 8023.141305 8407.60776 8913.07731 9484.144486 10064.10106 10557.28791 10931.35377
14250.13405 15053.64042 13206.32009 12422.76083 13453.18893 14623.91306 14460.2497 13839.9223 13913.90776 15574.48929
3725.006179 4056.440535 4418.405695 4899.014073 6193.078229 7277.568181 8653.844533 10424.34933 12778.85912 16261.40396
1686.431927 1916.714794 2001.229508 2271.44402 2525.673415 2826.122183 3286.849887 3688.010291 3973.595268 3858.700941
1233.094686 1220.576423 1131.919289 1167.357139 1265.515485 1379.371665 1483.34742 1523.123323 1597.466133 1630.841221
541.3085159 583.1444757 628.803555 766.5814262 909.492544 983.8863119 1095.101547 1396.698939 1658.027161 1956.686343
515.9626436 587.7559497 573.5120222 620.3703064 677.6589266 813.2337371 899.3166034 1019.62401 1217.220205 1447.535061
292.4713365 287.4980526 273.4960502 288.9881176 305.8243157 333.8436818 379.1140065 451.4820076 553.5092145 647.4101908
547.7370988 606.3041451 569.9946974 586.3001449 614.6093181 723.5509176 793.9824968 905.1909512 1069.458392 1205.933662
492.6734296 492.963008 463.7638513 509.8550821 574.809129 648.8969618 709.5475517 831.3434281 986.7826854 1098.982255
991.9308564 1036.297508 1070.430128 1121.564874 1311.430063 1527.019766 1790.256144 2015.411479 2526.075048 2760.514934
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invest(i)1999 invest(i)2000  invest(i)2001  invest(i)2002  invest(i)2003  invest(i)2004  invest(i)2005  invest(i)2006  invest(i)2007  invest(i)2008
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
328 ページ
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
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16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
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invest(j)1999  invest(j)2000 invest(j)2001 invest(j)2002 invest(j)2003 invest(j)2004 invest(j)2005 invest(j)2006 invest(j)2007 invest(j)2008
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
2926 4928 4109 1445 453 1898 1625 7424 7769 5432
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
3895.26 3787.63 553.95 3203.42 2473.16 4624.21 3966.01 6063.55 8455.55 -
1247 2240 195 1542 491 688 1854 2921 2916 1520
16577.9 16484.5 15620.9 7200.04 11664.2 19828.3 13930.3 24743.1 24137.1 -
6102.68 3365.99 5067.17 3341.61 5232.27 5860.26 8055.35 9452.93 11232.8 9834.98
2168.59 3584.22 5471.95 5626.04 4322.75 5771.3 7606.43 20335.9 25127.2 41168.6
289443 321274 167020 84370 63750 145966 112638 243151 275758 319737
12308.4 8227.2 6190.97 9087.24 6238.25 7804.79 3213.63 -6783.58 22180.1 24551.8
38753 38399.3 44241 49308 47076.7 54936.5 79126.7 78094.7 138413 147791
9333.4 9283.4 3527.7 2392.3 3525.5 9246.2 6308.5 3586.4 1587.8 2200.3
-1865.62 -4550.36 -2977.39 145.09 -596.92 1896.08 8336.26 4913.92 6928.47 8340.3
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